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Ⅰ 法文学部の教育目的と特徴
１．基本方針 

(1)鹿児島大学の中期目標 本学では中期目標に、「我が国の変革と近代化の過程で活躍した先人の意

志を受け継ぎ、自ら困難な課題に果敢に挑戦する「進取の精神」を有する人材を育成し、地域とともに

社会の発展に貢献する知の拠点として、『進取の気風にあふれる総合大学』をめざす」ことを掲げ、５

つの基本目標「進取の精神を有する学士の育成」「大学の特色を活かした研究活動」「地域社会の活性

化に貢献」「国際的に活躍できる人材の育成」「社会に開かれた大学」を設定している。 

(2)法文学部の教育研究上の目的 これをうけ、本学部では、法政策学科・経済情報学科・人文学科か

らなる「文系総合学部として、社会や文化に関する確かな知識と幅広い教養を有し、現代社会の諸問題

に適切に対処できる能力をもつ人材を養成すること」（法文学部規則第２条の２）を教育研究上の目的

としている。

２．達成しようとする基本的成果 

(1)養成しようとする能力 上記の人材育成の目的を達成するために、本学部では次のような学位授与

方針を決定し、学生に身に付けさせることの基本的成果としている。①人文社会科学の基礎的教養を

習得している。②専攻する学問分野についての体系的な知識を習得している。③諸分野の問題を多角

的に分析し、解決策を立案し発信する能力を備えている。④地域社会および国際社会に貢献できる「進

取の精神」を身につけている。(ディプロマ・ポリシー（学位授与方針）)。 

(2)学位授与方針 本学部では、入学者の約７割を県内出身者が占めている。このような状況を踏まえ、

次のような能力を備えた人材を養成すること目指す。①社会の諸問題の解決に取り組む能力を持った

人材、②情報を創造的に活用できる人材、③地域の発展に指導的な役割を果たすことのできる人材、

④国際的視野から問題を発見し解決することのできる人材、⑤現代社会に生じる文化的・社会的諸問

題に対処することができる人材（法文学部規則第２条の２）。 

３．個性・特色 

専門性と総合性に基づく教育 文系総合学部である点を踏まえ、「専門性」を縦軸とし、「総合性」を

横軸とする教育課程を編成し、総合的判断力を身に付けさせる教育を行う。「専門性」を養う教育は、

各学科が主体となり、「社会の規範と構造」（法）、「地域と情報」（経）、「人間と文化」（人文）

をキーワードとして行う。「総合性」を養う教育は、「法文総合科目」を中心として、学科横断的な組

織により行う。これにより、専門性を基本としつつ、異なる分野の考え方を総合する力を身に付けさせ

る。 

法文学部規則第２条の２（『平成 27 年度 法文学部 修学の手引』）
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（『平成 28 年度受験生のために 鹿児島大学法文学部』） 

［想定される関係者とその期待］

 想定される関係者として、在学生、保護者、卒業生、企業及び自治体、地域社会がある。在学生は、

一般教養及び専門的知識を身に付けることを期待している。保護者は、主に卒業後の生き方に直接結

びつく教育を、卒業生は、主に幅広い教養及び専門的知識、コミュニケーション能力の養成を、企業

及び自治体、地域社会は、主にコミュニケーション能力と幅広い教養の養成を期待している。
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況

観点 教育実施体制
 (観点に係る状況)   

（1）教員組織、教育体制 

 学部の教育目的を実現するために、各学科に以下のような講座を置き、教員を配置している（資料Ⅰ

-１）。 

資料Ⅰ-１ 各学科の組織及び教員現員数（平成28年３月１日現在）（単位:人） 
学科 講座 教 授 准教授 講 師 助 教 現 員 大学設置基準※

法政策学科
 政策科学 
 市民法 
 法交渉 

3 
1 
2 

2 
4 
4 

0 
0 
0 

0 
0 
0 

5 
5 
6 

14 

経済情報学科

 経済システム 
 経営情報 
 地域計画 
 国際協力 

5 
6 
3 
3 

1 
4 
3 
2 

0 
1 
0 
0 

0 
0 
0 
0 

6 
11 
6 
5 

14 

人文学科 

 人間科学 
 地域環境 
 日本・アジア 

総合文化 
 ヨーロッパ ・ 
アメリカ総合文化 

3 
4 
6 

9 

6 
4 
4 

3 

0 
0 
0 

0 

0 
0 
0 

0 

9 
8 
10 

12 

11 

合 計  45 37 1 0 83 39 

                                  ※共通教育担当分を除く 

資料Ⅰ-２ 各学科の学生定員及び現員数（平成28 年３月１日現在）（単位:人） 

  （注 1）現員には外国人留学生（定員外）若干名が含まれる。 

  （注 2）現員のうち３年次、４年次及び合計には編入学生が含まれる。 

  （注 3）人文学科は２年次以上が各コースに所属する。 

 教員組織編成や教育体制は、学部、学科の養成する人材像に基づいて、適切に組織され

ており、受験生の動向、学生の満足度からもその効果は認められる。 

（2）多様な教員 

 法政策学科に、県庁より派遣された実務家教員を、経済情報学科には、中国人民大学よ

り派遣された教員及び中国籍の教員１名、韓国籍の教員１名を、人文学科には外国人教員

２名（イギリス、オーストリア）を配置している。これらによって多様性が確保されてお

学 科 
定 員 現    員 

 ３年次
編入 

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 合計 

法政策 95 

10 

102 102 101 112 417 
経済情報 145 147 149 152 179 627 

人 文 155 158 160 163 193 674 

人間と文化コース  19 21 23 （63） 

メディアと現代文化コース  20 24 24 （68） 

比較地域環境コース  35 20 49 （104） 

日本とアジアコース  31 36 34 （101） 

ヨーロッパ・アメリカ文化コー
ス 

 54 62 63 （179） 

未コース   1   （1） 
合計 395 10 407 411 416 484 1,718 
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り、学生に対しての現実社会の実務的状況理解やグローバルな観点の育成に役立っている。 

（3）入学者選抜方法 

 それぞれの学科ごとに、その養成する人材像に基づき制度設計されている。一般入試（前

期日程、後期日程）の他、推薦入試、私費外国人学部留学生入試、国際バカロレア入試、

編入学を行い、多様な学生の確保に努めている。 

（4）教員の教育力向上のための体制 

 FD 委員会を中心に盛んな FD 活動を展開しており、学生による授業評価アンケート調査、

TA アンケート調査、授業公開・授業参観（研修授業）が行われ、学生の声を反映し、教

員相互の評価を踏まえた教育力の向上体制が取られている。 

（5）教育プログラムの質保証・質向上のための工夫 

 上記の FD 活動のほか、以下、「教育内容・方法」の項で紹介する文部科学省大学教育

推進プログラム採択事業「取材学習を取り入れた循環型初年次教育」、文部科学省概算要求特別経

費プロジェクト「学生一人一人の『人文系共通技能』を伸ばす学士課程の構築」、科学研究費補助金

（挑戦的萌芽）「知識の新結合を促す社会科学教育統合プログラムの開発とその活用」などの活動に

おいて、種々の工夫が行われており、優れた成果が上がっている。 

(水準) 期待される水準にある。

(判断理由)学生定員及び現員数は資料Ⅰ-２に示す通りであり、資料Ⅰ-１の教員数は大学設置基準

を上回っている。また、教員組織編成や教育体制、多様な教員の確保、入学者選抜方法、教

員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制、教育プログラムの質保証・質向上のた

めの工夫の点でも優れた成果を上げている。 
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観点 教育内容・方法  

(観点に係る状況)  

（1）体系的な教育課程の編成状況 

 法文学部では、体系的な教育課程の編成のために、学部、学科としての教育目標、カリキュラム・ポ

リシー、ディプロマ・ポリシーを制定し、カリキュラム編成、学生教育の基準としている。 

資料Ⅰ-３ 法文学部の教育の目標及び方針（法文学部ホームページ）

資料Ⅰ-４ 法文学部法政策学科カリキュラムマップ 

（『平成28年度受験生のために 鹿児島大学法文学部』）
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（2）社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

 法文総合科目の設定：法文学部では学部共通科目として、「法文総合科目」を設定し、社会のニーズ

に対応した、専門領域を横断的にまたがる学問分野、学生のキャリア形成に関する学問分野などの科目

を開講している。「マスコミ論Ⅰ」は、鹿児島のマスメディア 13 社の協力を得て開講している科目で、

マスメディアの仕組み、地域社会・世界を見る目、情報を読み解く力を身につけることを目標にしてい

る。新聞社・通信社の仕組み、記者・アナウンサー・キャスターの仕事など、報道現場の姿を把握し、

リテラシー能力の向上を目指すものである。「キャリアとコミュニケーション」は、元アナウンサーを

講師として招き、就職活動の基礎から、社会人基礎力・ビジネスマナーなどについての授業を行い、自

ら「考え、判断する力」を身につけることを目標にしている。なお、学生や社会のニーズに迅速に対応

するために、「法文総合科目」は定期的に見直しを行う。 

資料Ⅰ-５ 「マスコミ論Ⅰ」の内容（平成 27 年度シラバス） 
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（3）国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

1)海外インターンシップ  

 法文学部では夏季休業中に１ヶ月間、米国カリフォルニア州サンノゼで、英語研修と日系企業でのイ

ンターンシップ（就業体験）を組み合わせた「短期海外研修プログラム」を実施している。鹿児島大学

北米教育研究センターが受け入れ機関で、英語のプレゼンテーション研修や学生討論会、スタンフォー

ド大学などへの大学訪問も含まれる。英語力の向上、海外日系企業での現場研修を希望する学生の要望

に応えるものである。 

 平成 27年度は、国際的な就業体験等を目的とした実践的プログラムを含む授業科目「法文学部短期

海外研修プログラム」として以下の５科目を実施した。 

 (1) 法律学特殊講義（外国の法を学ぶ）、カナダ、ヴィクトリア大学、９月９日-９月 15日 

（2）ヨーロッパ社会・文化研修、ドイツ、ミュンヘン大学日本センター等、９月９日-９月 26日 

（3）フィールド実習（経済情報学科）インドネシア、ウダヤナ大学等、９月１日-９月８日 

（4）海外短期留学１、米国、鹿児島大学北米教育研究センター及びカリフォルニア州サンノゼ周辺の

日系企業、８月 30日-９月 23日 

(5) フィールド学実習（文化人類学）、韓国、国立全北大学校、８月 31日-９月４日 

2)海外留学 

 法文学部では、ドイツのミュンヘン大学や韓国の釜山大学校、中国の山東師範大学外国語学院、フラ

ンスのレンヌ第２オート・ブルターニュ大学などとの学部間学術交流協定によって、毎年２名以内の留

学生交換を行っている。また、平成 26年度の学生の派遣先には、ミュンヘン大学、レンヌ第２大学、

台湾の淡江大学と国立中興大学、シドニー工科大学、フィリピン大学、リンシェーピン大学（スウェー

デン）がある。こうした大学間協定に基づいた留学のほか、語学研修のため海外に赴く学生も多い。 

  派遣実績：平成 24年度：21 名   平成 26年度：40名 

       平成 25 年度：15 名   平成 27年度：43名 

（4）養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

1)「取材学習を取り入れた循環型初年次教育」  

 法文学部人文学科では、平成 21年度から、平成 23 年度まで、文部科学省大学教育推進プログラム採

択事業「取材学習を取り入れた循環型初年次教育」を実施してきた。この事業は、学生が卒業時に修得

すべき「学士力」の基礎として、学生が修得すべき技能を、人との関わりの中で「感じる（見る、聞く、

読む）力」「調べ、考える力」「書き、示す力」として捉え、この「人文系共通技能」を保証するため、

多メディアを駆使した取材学習を導入し、併せて、受講後の学生を SA（Student Assistant）として再

び初年次教育に参加させる「循環型の人材育成」を行うものである。 

資料Ⅰ-６ 取材学習の仕組み（平成 21-23 年度） 

（『取材学習を取り入れた循環型初年次教育 平成 22年度報告書』） 
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（5）学生の主体的な学習を促すための取組 

1)「学生一人一人の『人文系共通技能』を伸ばす学士課程の構築」

 法文学部人文学科では、上記の文部科学省大学教育推進プログラム採択事業「取材学習を取り入れた

循環型初年次教育」（平成 21-23 年度）を受けて、平成 22年度に大幅なカリキュラム改革を行い、フ

レッシュマン・プログラム、キャリア・プログラム、アカデミック・プログラムの３プログラムを設定

し、「学士力」の養成に努めてきた。さらに、平成 23年度から平成 25 年度には、文部科学省概算要求

特別経費プロジェクト「学生一人一人の『人文系共通技能』を伸ばす学士課程の構築」に採択され、以

下の４つの取組を実施した。１.学外組織との連携に基づく学生の課題発掘能力養成の試み（磯プロジ

ェクト）、２.集団共同型実践・実習授業における循環型学生支援教育体制の構築、３.学術交流協定校

の教員による伝統音楽演奏会、４.米国サンノゼ州立大学との包括的連携による教育イノベーション。 

資料Ⅰ-７ 磯プロジェクト活動一覧 平成25年度 

（『「学外組織との連携に基づく学生の課題発掘能力の養成の試み」実施報告書』平成25年度）

2)小学校出前授業 

 法文学部法政策学科、経済情報学科では、社会との接点を意識した新しい学習スタイル構築を目指し、

科学研究費補助金（挑戦的萌芽）「知識の新結合を促す社会科学教育統合プログラムの開発とその活用」

（研究代表者：石川英昭、平成 24-25 年度）の採択を受け、初年次においては時事問題教育、３・４年

次には、アドバンストゼミ教育（より進んだゼミ教育）を行い、さらに、高度な知的貢献を実現させる
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ために、２・３年次で、ブリッジ教育（時事問題教育とアドバンストゼミ教育を橋渡しする教育）とし

ての「大学生による小学校出前授業」を実践し、学生のプレゼンテーション能力、コミュニケーション

能力を涵養している。 

資料Ⅰ-８ 小学校出前授業活動内容 平成24-26年度（法文学部ホームページ）

 なお、この「小学校出前授業」は、平成 27 年度から人文学科も加わって全学部的な取り組みへと発

展させるとともに、新たに鹿児島大学教育学部附属小学校で大学生によるポスター発表を行った。 

(水準) 期待される水準を上回る。

(判断理由）体系的な教育課程の編成状況の面では、学部、学科としての教育目標、カリキュラム・ポ

リシー、ディプロマ・ポリシーを制定し、カリキュラム編成、学生教育の基準としている。社会のニー

ズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫の面では、学部共通科目として、「法文総合科目」を設定

し、社会のニーズに対応した、専門領域を横断的にまたがる学問分野、学生のキャリア形成に関する分

野などの科目を開講している。国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫の点では、国際的な就

業体験等を目的とした実践的プログラムを含む授業科目「法文学部短期海外研修プログラム」を実施し、

それに対応している。養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫としては、文部科学省

大学教育推進プログラム採択事業「取材学習を取り入れた循環型初年次教育」を実施し、それに対応し

ている。学生の主体的な学習を促すための取組の面では、文部科学省概算要求特別経費プロジェクト「学

生一人一人の『人文系共通技能』を伸ばす学士課程の構築」の実施、科学研究費補助金（挑戦的萌芽）

「知識の新結合を促す社会科学教育統合プログラムの開発とその活用」における小学校出前授業などを

行い、それに対応している。法文学部では、学生の学士力及び種々の能力を向上させる様々なカリキュ

ラム改革、取組を積極的に行い、学生の期待に応えている。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況

観点 学業の成果
(観点に係る状況)  

（1）履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

 卒業年次に達した学生に占める実際の卒業者の比率については、大きな変化はみられない。この傾

向を改善するために、「早期卒業」制度の新設、成績区分の改訂、GPA 導入など学生の学習意欲を増

進するための努力を継続的に行っている。人文学科で義務づけられている卒業論文（研究レポート）

については、担当教員の厳格な指導のもと、高水準の内容が確保されている。 

資料Ⅱ-１ 卒業者、卒業延期者数及び休学、退学、除籍 
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(2)資格取得状況、学生が受けた様々な賞の状況から判断される学習成果の状況 

1)資格取得状況 

 学生や社会からの要望の強い、教員免許（中学・高校一種）及び学芸員資格の取得に対応した教育

課程を組んでいる。これらの免許や資格の取得状況を示す過去６年間のデータ(資料Ⅱ-２)によると、

教員免許は毎年平均 45.5 件、31.3 人、学芸員資格は毎年平均 15.3 の取得者を出しており、多くの学

生がこれらの資格を取得して卒業している。 

年度 教員免許 学芸員 

人数 件数 人数 

Ｈ２２年度 61 42 15 

Ｈ２３年度 40 29 27 

Ｈ２４年度 38 25 22 

Ｈ２５年度 59 39 13 

Ｈ２６年度 42 29 7 

Ｈ２７年度 33 24 8 

平均 45.5 31.3 15.3 

資料Ⅱ-２ 教員免許・学芸員資格実績
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2)学生が受けた表彰の状況

 成績優秀な学生を表彰する制度として全学的には稲盛賞がある。本学部から毎年２名が受賞している。

学部としては、平成 18年度から「法文学部同窓会表彰」制度を設け、学業や課外活動等に関して特に

顕著な成績を残した個人及び団体を表彰している。平成 26年度(第８回)は、法政策学科の福新裕馬さ

ん、人文学科の濱田夏帆さん、経済情報学科の川村佳代さんが同窓会表彰者として選出され、平成 27

年３月 25日に開催された同窓会入会式において表彰された。 

資料Ⅱ-３ 法文学部同窓会表彰リスト（法文学部同窓会ホームページ） 

 このほか、法文学部学生で、鹿児島大学学長表彰を受けたものは以下の通りである。 

平成 25 年度 

SCP エコビジネス部会学生メンバー：低炭素杯 2013 環境大臣賞・金賞（ソーシャルビジネス部門） 

帖地環：JFN 学生ラジオ CM コンテスト 2013 優秀賞 

平成 26 年度 

鹿児島大学 SCP：eco japan cup エコまちづくり大賞 東急グループ賞 

濱田夏帆：若者を考えるつどい 2013 厚生労働大臣賞 

平成 27 年度 

鹿児島大学 SCP：第 13 回全国大学生環境活動コンテスト（ecocon2015） 環境大臣賞 

（3）学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査 

1)学生の満足度、学修目標達成度 

 FD 委員会を中心に授業評価アンケートを実施し、その結果を教員にフィードバックすることで、授

業の内容改善に努めている。平成 25年度の授業評価アンケートによると、各学科の授業の総合的評価

及び学習目標の達成度についての結果は以下の通りであり、全体として、満足度、達成度は高いと判

断できる。 
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資料Ⅱ-４ 授業評価アンケート結果（『平成 25年度鹿児島大学法文学部 FD 活動報告書』） 



鹿児島大学法文学部 分析項目Ⅱ

－1-15－ 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由)卒業延期者については、学生指導の回数を増やすとともに、保護者への成績通知を行い、

改善に努めている。最近は、留学の機会が増加しており、海外留学者が増加している。そのため、特

に人文学科では、留学に伴う休学のため、卒業延期者が増えている点もある。学生や社会の期待が大

きい教職免許や学芸員資格の取得に関しては、毎年、相当数の免許取得者、資格取得者を出している。

また、学生は様々な分野で積極的な活動に参加し、大きな成果を上げている点は、学生が受けた表彰

から判断される。 
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観点 進路・就職の状況
(観点に係る状況)  

（1）進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の状況 

1)就職状況 

 平成 26 年度法文学部卒業者の就職率は、92.8%で、学科別にみると、法政策 学科:91.9%、経済情報

学科:93.8%、人文学科:92.4%となっている。２の表は、民間企業・公務員・教員別に学科・男女別の

数字を示したものである。学部全体の民間・公務の比率は、民間が 76.4%、公務が 23.6%であり、約４

分の１が公務員関係に就職している。学科別では、経済情報学科が民間の比率が高い。３の図は、産

業種別の就職者数を示したもので、民間就職者の産業種別内訳をみると、就職者の多い順に、小売業、

金融業、卸売業、情報通信業となっている。 

資料Ⅱ-５ 平成 26年度卒業生の就職率及び公民別就職状況、就職者産業種別内訳 

（『後援会だより』第 20号、2015 年 10 月） 

資料Ⅱ-６ 法文学部就職率（平成 22-26 年度） 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度

法政策学科 95.9 97.3 92.3 95.9 91.9 

経済情報学科 85.3 87.4 88.7 100.0 93.8 

人文学科 83.5 81.8 86.1 91.4 92.4 

合計 87.1 87.4 88.7 95.7 92.8 
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（2）在学中の学業の成果に関する卒業・修了生及び進路先・就職先等の関係者への意見聴取等の結果 

1)地元企業等の本学部卒業生に対する評価 

 平成 27 年７月に地元を代表する企業２社と地元の２自治体について聞き取り調査を行った。それに

よると、地元企業が本学部卒業生に求める能力は、「コミュニケーション能力」「礼儀」「企画力」

であり、自治体が本学部卒業生に求める能力は、「基礎学力、体力」「心構え」「広い視野」が挙が

っているが、特に重要視されているのが、「コミュニケーション能力」である。また、地元採用につ

いて、４大卒のメリット、についての回答からは、地元出身、４大卒への期待が大きいことが指摘で

きる。 

資料Ⅱ-７ 地元企業・自治体への聞き取り調査 平成 27 年度 

求める人材 
大学で身につけてほし

いスキル 
コミュニケーション力

役立つ知識・即戦

力 

役にたっている実学

系 

企業 A 

▼コミュニケーシ

ョン能力  ▼大

きな声ではっきり

と話す 

▼ディスカッション能力

▼責任感

▼あきらめない力

▼妥協しない力 

(学生の印象)

▼表情に乏しい

▼意思表示が少ない

▼主体性がない 

▼農学部など専門

的な知識

▼即戦力になる素

養を養っておくべき

▼財務諸表  

▼民法 

企業 B 

▼礼儀、挨拶、

身だしなみ  ▼

言葉遣い

▼コミュニケーシ

ョン能力  ▼企

画力   

▼左記に同じ

▼社会のために尽くす

姿勢 

▼本人に資質、環境

も影響するが、基本

の礼儀がきちんとして

いないと、社内のコミ

ュニケーションに影響

する           

▼対人関係の構築

▼縦のコミュニケー

ションを円滑に 

▼目標達成、その

プロセス 

▼特になし 

自治体A

▼中途半端な知

識やテクニック

はいらいない

▼基礎学力、基

礎体力      

▼明るく元気で

素直な素養

▼人の話が素直に聞け

る       ▼社会で

は実務が必要なので、

素養力を養ってほしい

▼多くの経験。その経

験の課程で得たモノが

重要            

▼幅広い年代に対す

るコミュニケーション

が必要 

▼本質的なところは

ない  ▼ゼミや部

活で得た調整力、

人間力 

▼特になし 

自治体B

▼公務員として

の心構え     

自覚、公務を行

う使命      

▼社会人として

の心構え    

人に対する思い

やり      ▼

自己能力を高め

ること   視野

の広さ、企画力

▼自己修養の心

構え     知

育、体育、徳育、

努力 

▼心の知能指数を磨く

▼行政の使命を理解

し、察知出来るような即

戦力

▼面接では経験値から

今いるポジションと振り

幅がどれくらいあるかを

みている

▼他人の心や立場を

思いやれる  

▼一定のカリキュラ

ムを通して最低限

のスキルを身につ

けてほしい。

▼分野が違っても

自分が選択したも

のをしっかり学んで

それをどう仕事に活

かすかが重要 

▼特になし 



                        鹿児島大学法文学部 分析項目Ⅱ

－1-18－

地元採用について 4 年大卒のメリット 企業と大学のプログラム インターンシップ その他  

▼地元への愛着

▼方言 

▼吸収率が高い

▼資料作成のスキル

▼基礎体力がある 

▼学生の意識がルーズ

な印象があるので、難し

いのでは 

▼実施している。 

意思も強く持った学生

に来てほしい。 

▼ひとつの部署にとどま

ることはないので、総合

力が必要

▼鹿児島が好きだという

気持ちが大切 

▼県外の大卒採用

者は視野が広い

▼もっと鹿児島にプ

ライドをもつ 

▼4 年間の目標達成

▼ゼネラリスト

▼コミュニケーションを

円滑にするための団体

行動     

▼特になし ▼学びと実践の差

⇒知識ではなく知恵

⇒知恵は実務で得るもの

▼異なる環境での経験

▼4年生へのアンケート 

▼出身校は関係な

い、あくまで面接重

視。人間的に優秀

がどうか。 

▼勉学以外のアルバ

イト、部活などの経験

を通して得た柔軟性で

人間関係を円滑に進

めることができる

▼勉強以外の何かを

身につけるための4年

間 

▼学生と企業のコラボで

いろいろな経験を積んで

ほしい。学生時代に経

験する必要性 

▼雰囲気を感じるだけ

で、あまり意味がないよ

うに感じる 

▼海外経験はあまり重視

はしないが、行こうとする

志があることを評価する 

▼地元採用は多い

▼出身校の先輩と

のつながり

▼県外の居住経験

が乏しくても、出張

なので外か鹿児島

県を見る機会もたく

さんある 

▼学識、一般常識、専

門知識など、公務員と

して行政に関わってく

る必要なスキルが4年

制大学で学べる

▼高卒については、

大卒とは違う経験値

がある 

▼これからの行政の理

想とする方向や地域の

あり方を大学とコラボレ

ーションすることは大事

だと思う 

▼心の知能指数を磨く

ため、大学で学ぶと同

時に経験値を養い、外

とのコミュニケーション

をとる機会があったほう

が良い      

▼鹿児島の方向性

▼農林水産業、観光

▼災害に強い県土作り

▼防災に関する文系的

思考の必要性、マネジメ

ント力 

(水準) 期待される水準を上回る。

(判断理由)就職率は、地方大学文系学部においては優れた数値と考えられる。また、学科ごとに就職

分野に差異が存在する点で、大学での専門と就職先との相関関係が一定レベルで見られ、学生の就職

動向に即した教育システムの有効性が認められる。就職ガイダンス、インターンシップ、「キャリア

科目」等の導入によって、学生の就職意識の向上があったことも重要である。企業・地元自治体など

からも、「コミュニケーション能力」を身に付けている点が、地元出身の４大卒業生への期待事項と

なっており、本学部は学生と企業等の期待に十分応えていると判断することができる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（1）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 第 1期と比較した場合、教育実施体制において、入学者選抜方法に国際バカロレア入試が加わった

こと、教育プログラムの質保証・質向上のための工夫として、文部科学省大学教育推進プログラム採

択事業「取材学習を取り入れた循環型初年次教育」、文部科学省概算要求特別経費プロジェクト「学

生一人一人の『人文系共通技能』を伸ばす学士課程の構築」、科学研究費補助金（挑戦的萌芽）「知

識の新結合を促す社会科学教育統合プログラムの開発とその活用」が実施されたこと、教育内容・方

法について、体系的な教育課程の編成のために、カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーが

制定され、カリキュラム編成、学生教育の基準となっていること、養成しようとする人材像に応じた

効果的な教育方法の工夫として文部科学省大学教育推進プログラム採択事業「取材学習を取り入れた

循環型初年次教育」、文部科学省概算要求特別経費プロジェクト「学生一人一人の『人文系共通技能』

を伸ばす学士課程の構築」、科学研究費補助金（挑戦的萌芽）「知識の新結合を促す社会科学教育統

合プログラムの開発とその活用」が実施されたことが、重要な質の変化・向上があったことを示して

いる。 

（2）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 該当なし。 
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Ⅰ 教育学部の教育目的と特徴 

１．教育目的 

 本学部の教育目的は、鹿児島県の地域的文化的特性を深く理解するとともに、かつ今日

の教育・文化の現状や課題を正しく把握し、卒業後県内外の学校や地域でリーダーシップ

を発揮できる、高い専門的知識とすぐれた実践力を兼ねそなえた学校教員および広義の教

育の専門家を、継続的に育成することである。大学憲章では幅広い教養教育と高度な専門

教育を行うとともに、地域の特性を活かした進取の気風を養うと定めていることに合致す

る。 

２．教育の特徴 

 本学部の教育の特徴は、多くの離島・僻地をかかえ、都市と農漁村が混在し、かつ、独

自の文化的伝統をもつ鹿児島という地域に適切に対応しそれを活かす教育、それとともに

今日の学校現場がかかえる諸問題（いじめ、不登校、学力低下など）を誠実に受けとめ、

それらの解決に尽力する実践的力量をもつ教員の養成教育、また、市民や社会人の多様な

学習要求に応える水準の高い生涯教育・社会教育等、をめざす点にある。 

１）鹿児島の地域的文化的特性に根ざした教育という点では、「学校環境観察実習」（２年

次に奄美大島各小中学校で実施）、「フレンドシップ事業」、「複式学級指導法」などの企

画・実施、三大学（鹿児島、琉球、長崎）連携による離島・僻地小規模校での教育に取

り組み、学生たちの高い自覚と認識を醸成している。 

２）学校現場の諸課題に対する実践的力量を育成する教育としては、「実践的科目群」を新

設し、この科目群の中で、一年次には「教職基礎研究」（「学校体験プログラム」を含む）、

二年次には「教育実践研究Ⅰ・Ⅱ」を開設し、教職への早期の動機づけ、学校の現状を

ふまえた学習意欲の向上、を図る教育を推進している。 

  また、学生・大学院生が参加する児童生徒の放課後活動学習と野外活動等や複式学級

支援、不登校児童生徒や発達障害児へのサポートなどの体験活動を、積極的にすすめて

いる。 

３）学校教育以外の、広義の教育の専門家養成については、社会教育主事、博物館学芸員、

社会体育主事、健康運動実践者等、さまざまな資格取得のカリキュラムを整備し、生涯

教育や社会教育の分野での人材育成に努めている。さらに、社会教育分野での多彩な公

開講座、各地青年団との連携などを通じて、学外の市民や社会人の学習要求に積極的に

応えている。 

３．組織の特徴 

 上記の学部の教育目的を達成し、教育の特徴を発揮するために、本学部では、幼稚園、

小学校、中学校、高等学校、および特別支援学校等の教員養成をおこなう「学校教育教員

養成課程」と「特別支援教育教員養成課程」を配置している。それとともに、学校教育以

外の幅広い教育分野で活躍する人材を育成する「生涯教育総合課程」を設置している。 

［想定する関係者とその期待］ 

 教育学部は、在学生とその保護者、卒業生とその雇用者、各種学校をはじめとする教育

界から多くの期待を集めている。 

①在学生とその保護者は、学校教員および広義の教育の専門家としての将来に期待して 

いる。 

②卒業生とその雇用者は、高い専門的知識とすぐれた実践力の修得に期待している。 

③各種学校をはじめとする教育界は、鹿児島県の地域的文化的特性に根ざしつつ、今 

日の教育・文化の現状や課題を正しく把握し、リーダーシップを発揮する人材養成に

期待している。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

１ 教育学部の教育組織は、学校教育教員養成課程（12専修 225 名）、特別支援教育教員養

成課程（１専修 15名）、生涯教育総合課程（３専修・コース 35名）の３課程によって編

成されている。専修・コースは、教育のための組織及び学生の専門科目履修及び所属の

ための組織で、学生は各々異なる教育課程にそって履修する。現在のところ、入試は、

専修・コースを単位として募集し実施している。 

表 I-１ 教育学部の教育組織          平成 27 年５月 1日現在

課程名 講座名 教授 准教授 講師 計 

学校教育教員養成課程 国語教育 １ ４  １ ６

社会科教育 ３ ５ １ ９

数学教育 ３ ２ ５

理科教育 ０ ７ ７

音楽教育 ３ ３ ６

美術教育 ４ ２ ６

保健体育 ３ ２ ５

技術教育 ２ ２ ４

家政教育 ２   ４ ６

英語教育 ４ １  １ ６

教育学 １ ２  １ ４

心理学 ２ １ １ ４

特別支援教育教員養成課程 障害児 １ ２ ３

生涯教育総合課程 健康教育 ４ ２ ６

国際理解 １ ４ ５

地域社会 ０  ２ ２

附属実践総合センター ５ ４ ９

計 39 49 ５ 93

表 I-２ 課程別の学生定員と現員 

 定 員 H22※１ H23 H24 H25 H26  H27 

学校教育教

員養成課程 

225 989 994 997 980 974 965

特別支援教

育教員養成

15 60 62 65 65 66 66
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課程 

生涯教育総

合課程 

35 166 168 160 166 163 162

合 計 275 1219※2 1226※2 1223※2 1211 1203 1193

（※１）「H22」は、「平成 22 年度」を表す。他も同様。

（※２）平成 22 年度から平成 24 年度までの合計には、廃止された「養護学校教員養成課程」に所属し

ていた学生数も含まれている。「養護学校教員養成課程」に所属していた学生数は、それぞれ次の通

りである。平成 22 年度：4名、平成 23 年度：2名、平成 24 年度：１名。 

２ 学校教育教員養成課程は、入学後、希望に応じて初等教育コースと中等教育コースに

分かれ、小中高校教諭１種免許状のほか、幼稚園及び特別支援学校教諭免許状の取得も

可能である。特別支援学校教員養成課程では、特別支援学校教諭１種免許状に加えて、

基礎免許状として、小学校又は中学校教諭１種免許状を取得することになっている。 

３ 生涯教育総合課程は、国際理解教育、健康教育、地域社会教育の３専修・コースに分

かれており、これらの分野で活動することを希望する学生の教育指導に当たることを特

色としており、講義のほか、実地研究、実習、実験等多様な教育活動を行っている。社

会教育・スポーツ分野における各種資格のほか、小中学校教諭免許状及び養護教諭１種

免許状（健康教育コース）の取得も可能である。 

４ 学部、研究科を通して共同で利用できる組織として、附属教育実践総合センターを有

している。平成 19年度からは、鹿児島県教育委員会からの派遣教員４名を加えて、教員

養成、教員研修の２研究部門を増設し、専任教員 10 名と事務補佐員１名の体制に発展し

ている。附属教育実践総合センターは、研究活動とともに、教育学部のカリキュラム開

発及び各種教育相談も担当している。 

５ 教育についての実践的な研究や教育実習の場として、附属の小学校、中学校、特別支

援学校、幼稚園が設けられているほか、県内各地に教育実習協力校・園がある。 

（水準） 期待される水準にある。 

（判断理由） 

①平成 22年度以降も、ほぼ同程度の入学者数を確保してきており、有為な教員の養成

ならびに教育に関する専門的素養を有する人材の育成という社会からの要請に十分

に応えてきている。 

②附属教育実践総合センターの部門の整備や専任教員の増員によって、学校現場にお

ける今日的課題にも対応し得る体制を整備、充実してきている。 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

Ａ．授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

１ 「実践的科目群」の整備により、教員用のマニュアルを整備し、教員の指導力向上を

図っている。また、「履修カルテ」の整備により、教師を目指す学生の資質能力の向上を

図っている（詳細については、後述の「Ｅ．教育課程編成の改善への取り組み」の４）
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を参照）。 

２ 教育学研究科の院生の中から毎年 30 名以上の TA を採用し、学部教育における学習上

の効果を上げるとともに、院生の教育力向上を図っている。 

３ 附属教育実践総合センターが中心となり、「模擬教室」（小中学校教室）の整備や「電

子黒板」を設置し、実践的科目群において活用した。 

４ 開講科目数（講義、演習、実験・実習を含む）は以下の表Ⅰ-３の通りである。 

表Ⅰ-３ 開講科目数  

  前期 後期 

平成 22 年度 500 497 

平成 23 年度 494 489 

平成 24 年度 504 483 

平成 25 年度 511 536 

平成 26 年度 525 537 

平成 27 年度 503 593 

５ 表Ⅰ-４に学生に主体的な学習を促す「アクティブ・ラーニング」の実施状況について

示す。平成 27年に行った調査では、回答のあった 340 科目の中でアクティブ・ラーニン

グが実施されており、どの科目も表中の１～８の活動が複数組み合わされて実施されて

いる。特に、「グループ活動」や「学習の振り返り」、「発表」は 65 ～70％の科目で実施

されており、学生の主体的な学びを促進する工夫がされている。 

表Ⅰ-４ 授業におけるアクティブ・ラーニングの実施状況（複数回答） 

活動例 
340 科目 

（％） 

１ 体験学習(実験・実習・模擬授業・見学などを含む） 45.9 

２ 調査・探究活動（学生自身による課題設定） 51.6 

３ グループ活動（授業内でのグループディスカッションなども含む） 70.0 

４
学習の振り返り（授業終了時に感想を書かせる、小テスト・ミニレポートなどの実施

を含む） 
65.0 

５ 発表 66.5 

６ 相互評価やプレゼンテーションの評価に参加させる 38.5 

７ 授業外学修を促すための課題の指示 55.0 

８ その他（ポートフォリオの作成、作品作成・ものづくりなど）     7.9 

Ｂ．主体的な学習を促す取り組み 

１ 本学独自に開発した「教職課程履修カルテ」（以下、「履修カルテ」）の制定と管理シス

テムの構築を実施している。「履修カルテ」の導入により、学生自身が教員として身につ

けるべき資質能力を客観的に把握できるようになったばかりではなく、教員も web 上で
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「履修カルテ」を確認し、学生の教員養成カリキュラムの履修状況を把握し、指導に役

立てている。 

２ 「履修カルテ」の導入に伴い、電子シラバスに「教師としての資質能力に関するチェ

ック項目」（19項目）を記載し、学生が科目を選択する際の参考にさせている。 

３ 電子シラバスに「授業外学習（予習・復習）」を記載し、学生に予習・復習を促す工夫

をしている。 

４ 表Ⅰ-５は、附属教育実践教育センターの多目的室と理系棟 301 号室に整備されている

パソコンを活用した授業の科目数である。附属教育実践総合センターの多目的室（パソ

コンルーム）や学習室などのスペースを授業時間外にも開放し、自主学習の場として提

供している。 

表Ⅰ-５ 多目的室および理 301 号室で行われている授業の科目数 

年度 

多目的室 理 301 

前期 後期 前期 後期 

平成 22 年度 10 ９ 17 16 

平成 23 年度 13 ８ 10 ８ 

平成 24 年度 11 ９ 10 ９ 

平成 25 年度 ７ ６ 13 12 

平成 26 年度 ８ ６ 11 ７ 

平成 27 年度 ８ ６ ７ ６ 

５ 教育センターの協力のもと、共通教育科目だけではなく、専門科目においても学習管

理システムの一つである Moodle を活用している科目がある。表Ⅰ-６は、Moodle のコー

スを設定している科目数である。Moodle は、出欠の確認のほか、課題の提出、グループ

活動による情報共有、小テスト、授業の振り返りなどに活用し、学生の主体的な学習や

授業時間外の学習を促している。また、平成 22 年度及び平成 23 年度では、従来の紙媒

体による授業評価アンケートとともに、Moodle による授業評価アンケートも併用した。 

表Ⅰ-６ Moodle のコースを開講している科目数 

 前期 後期 

平成 22 年度 96 349 

平成 23 年度 46 63 

平成 24 年度 29 30 

平成 25 年度 36 38 

平成 26 年度 33 34 

平成 27 年度 31 36 

６ 附属教育実践総合センターの多目的室や第一講義棟ロビーの整備などにより、学生の



鹿児島大学教育学部 分析項目Ⅰ 

－2-7－

自主学習を促すコモンスペースを整備し、学生同士の交流や学習を促している。また平

成 27 年度８月には第二講義棟が改築され、「アクティブ・ラーニング」の環境整備が促

進されている。 

７ 地域や行政との協力により、教育ボランティア活動への参加を奨励し、学習への動機

づけを高める工夫を行っている（具体的には，後述の「Ｅ．教育課程編成の改善への取

り組み」の６）を参照）。 

Ｃ．教育内容の改善への取り組み 

本学部には、教育の改善に取り組む組織として、「教務委員会」、「カリキュラム委員会」、

「教育改善委員会」、「教育実習指導委員会」などがある。教育内容の改善には主としてカ

リキュラム委員会があたり、教育方法の改善には教育改善委員会があたっている。教育内

容のうち、特に学生の教育実習の円滑な実施や改善については、教育実習指導委員会が責

任を負っている。教務委員会は、これらの委員会を統括し、教育の内容や方法の改善を総

合的観点から推進する任務を担っている。以上のような教育学部の体制を図示すると、図

I-１のようになる。 

図 I-１教育改善への取り組み体制 

本学部では、教育内容の改善について、教務委員会やカリキュラム委員会、教育実習

教務委員会
教育内容・方法の改善の総合的推
進、教授会への提案

学部長・副学部長

学部教授会
教育改善策の決定

カリキュラム委員会
教育内容およびカリ
キュラム改革の原案
作成、カリキュラム
の整備

教育改善委員会
FD活動および
教育方法の改善、
学生との協議と連携

教育実習指導委員会
教育実習の企画・
実施、内容の改善、
実習校との連携

各専修（16専修）の会議
カリキュラム・FD活動・
教育実習等についての
専修内での検討
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指導委員会が中心になって、表 I-７に示されるような様々な取り組みを行ってきた。 

表 I-７ 取組の事例とその成果 

教育内容の 

改善への取組 
具体の方策 取り組みの背景 

期待される 

効果 
根拠資料 

１）①履修カル

テの開発・運用、

②模擬教室の整

備 

（平成 23 年度）

①教員養成カリキュラムの履修状況

を記録し、可視化するために、教育

学部独自に「履修カルテ」を開発し、

運用を開始した。 

②実践的科目群のさらなる充実に向

けて、電子黒板を有する「模擬教室」

（小中学校教室）を教育学部内の講

義室に設置した。 

①教員養成カリキ

ュラムの充実 

②模擬授業の充実

の必要性 

①学生自身によ

る自らの学び

に関する省察

の促進 

②実践的科目群

のさらなる充

実 

「平成 23 年

度・鹿児島大

学組織評価報

告書」 

２）①「教職実

践演習」の具体

化、②３ポリシ

ー の 新 設 と 改

善、③教育実地

研究の新評価基

準の策定 

（平成 24 年度）

①平成 25 年度開講の「教職実践演

習」（８期、必修）の授業内容、

履修方法、評価、時間割上での位

置づけ、担当教員などの具体化を

図った。 

②全学の指針にそって、教育学部の

ディプロマポリシー、カリキュラ

ムポリシー、カリキュラムマップ

を策定した。また、アドミッショ

ンポリシーを修正した。さらに、

３ポリシーを Web 上に公開した。

③教育実地研究の評価基準を見直

し、新たな基準を策定した。 

①教員免許状の必

修 科 目 で あ る

「 教 職 実 践 演

習」の整備 

②ディプロマポリ

シー、カリキュ

ラムポリシーの

未整備 

③教員に求められ

る資質・能力群

を視点とした教

育実習の評価の

改善 

①「教職実践演

習」の充実 

②カリキュラム

の体系化の促

進と入学者選

抜の充実 

③教育実習に関

する評価の充

実 

「平成 24 年

度・鹿児島大

学組織評価報

告書」 

３）①「教職実

践演習」の本格

実施、②特別支

援学校及び幼稚

園における教育

実習の新評価基

準の策定 

（平成 25 年度）

①平成 25 年度開講の「教職実践演

習」について、学生へのオリエン

テーションを実施した。また、履

修希望調査を実施し、それに基づ

くクラス分けを行った。また、初

年度の実施を反省し、次年度以降

の改善点を整理した。 

①「教職実践演習」

の開講初年度へ

の対応 

①「教職実践演

習」の充実 

「平成 25 年

度・鹿児島大

学組織評価報

告書」 
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 ②平成 26年度の小学校、中学校の教

育実習の規準の見直しに続き、特

別支援学校及び幼稚園における教

育実習についても、新評価基準を

策定した。 

②教員に求められ

る資質・能力群

を視点とした教

育実習の評価の

改善 

②教育実習に関

する評価の充

実 

４)①「教職実践

演習」の学生配

属方法の改善、

②特別支援教育

教員養成課程の

教育実習（第１

免許）の時期の

変更 

（平成 26 年度）

①平成 25 年度の「教職実践演習」の

実施状況をふまえ、履修希望調査

票に基づく学生配属方法の改善を

行った。 

②特別支援教育教員養成課程の教育

実習（第１免許）の時期を４年次

前期（９月）から３年次後期（２

月）に変更した。 

①受講者数の上限

設定や開講クラ

ス数による学生

配属の諸課題 

②教員採用試験実

施後に教育実習

が実施されるこ

とに伴う課題 

①学生の希望に

できるだけそ

ったクラス配

属 

②教育実習の前

倒しによる実

践力の早期育

成 

「平成 26年度

部局等年度

計画ワーク

シート」（教

育学部） 

５）ナンバリン

グによる授業科

目の系統化 

（平成 27 年度）

カリキュラムポリシーに基づい

て、授業科目のナンバリングを行

った。 

 授業科目の系統

化 

授業科目の系

統性の明確化 

「平成 27年度

部局等年度

計画ワーク

シート」（教

育学部） 

Ｄ．教育方法の改善への取り組み 

教育方法の改善を進める本学部の責任組織は、平成 13年度に設置された教育改善委員会

である。各年度の主な改善の取り組みは、１）学生による授業評価の実施と分析、２）全

教員による授業の公開と参観、３）学生と教員との教育シンポジウムおよび意見交換、４）

授業改善のシステム化の整備、などである。このような教育改善委員会を中心とする FDに

関するフィードバック体制の概要は、図 I-２のようになる。 

１）定期的に実施されている授業アンケートによる学生の授業評価は、全教員の授業科目

を対象としている。前期または後期の終盤にアンケートを実施・回収し、教育改善委員

会が集計・分析を行っている。平成 22 年度および平成 23 年度には、従来の紙媒体によ

るアンケートにかえて、Moodle による授業アンケートを試行的に実施した。また、平成

24 年度には、過去４年間（平成 21～24 年度）の授業アンケートの結果を比較考察してい

る。その結果、下記のような特徴や変化が指摘され、授業改善に活用されている。 

［授業アンケート回答の過去４年間の変化］（一部抜粋） 

①毎年ほぼ７割の学生がシラバスを確認していると回答している。そして、授業内容は、シラバス

に沿っていて、科目名にもふさわしい内容と考えている。 

②毎年ほぼ７割の学生が、授業は少し難しいと感じながらも、授業を理解できている、と考えてい

る。 

③ほとんどの学生が、授業における資料の提示は適切であり、教員の話し方は明瞭であると考えて

いる。また、授業に対する教員の熱意を感じている。
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図 I-２ FD に関するフィードバック体制 

また、平成 25 年度には、授業アンケートの項目の一部見直しが行われている。具体的

には、学生側の義務や態度を問うような質問を排し、学生が授業をどのように受けとめ

たのかという内容に統一されている。なお、平成 26 年度も、この修正版によって、授業

アンケートが実施されている。 

表Ⅰ-８は平成 25 年度の授業アンケートの結果の概要である。これをみると、多くの

項目において、高い平均値となっており、総じて教育学部教員の高い教育熱意、学生の

満足度を示す結果となっている。一方、「Q3 授業内容を理解するためには普段の予習や

復習が必要不可欠でしたか。」の質問項目については、他の項目に比べて低い平均値とな

っており、予習や復習を促すための支援の充実という課題が指摘されている。この結果

をふまえ、現在、シラバスでは、予習・復習に関する指示を追加するといった改善が図

られている。 

表 I-８ 授業アンケート結果の例（平成 25年度） 

No. 質問事項 平均値※

Q１ 授業はシラバスの内容に沿ったものでしたか。 3.59 

Q２ 授業の進度は適切でしたか。 3.62 

Q３ 授業内容を理解するためには普段の予習や復習が必要不可欠でしたか。 2.91 

Q４ 授業中は質問や発言がしやすい雰囲気でしたか。 3.15 

FDにおけるフィードバック体制

学生による授業評価

教育学部
教育改善委員会教員による授業の

公開・参観

学生と教員との
「教育を語る会」

教 授 会

学部各教員

① 授業評価アンケートの提出
①’評価結果の還元
② 参観報告書の提出

②’報告内容の還元
③ 意見・要望提案の集約
③’意見・要望等の分析の報告
④ 授業改善実践の報告

①

②

③

①’

②’

③’

④
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Q５ 授業内容は理解できましたか。 3.35 

Q６ 大学の授業にふさわしいレベルの内容を学べたと感じましたか。 3.58 

Q７ 授業に満足していますか。 3.56 

Q８ 授業はあなたのためになったと思いますか。 3.59 

Q９ 授業はあなたの知的好奇心を刺激しましたか。 3.43 

Q10 この授業の履修を他の学生にも薦めたいと思いますか。 3.34 

Q11 教師の話し方は明瞭で聞き取りやすいものでしたか。 3.56 

Q12 教師の説明の仕方は分かりやすかったですか。 3.56 

Q13 資料（板書、プロジェクター、配布資料等）の内容は明瞭に見てとるこ

とができましたか。 
3.52 

Q14 授業は時間通りに行われましたか。 3.66 

Q15 質問には丁寧に対応してくれましたか。 3.59 

Q16 授業に対する教師の熱意を感じましたか。 3.68 

※４点尺度（４ そう思う、３ だいたいそう思う、２ あまりそう思わない、１ そう思わない）の平均値

２）平成 18 年度から実施されている全専任教員による授業の公開・参観については、教育

改善委員会によって提案される「授業公開実施要領」に基づいて、平成 27年度まで継続

的に実施されている。近年では、ほぼすべての専任教員が授業を公開するに至っている。

授業参加者数については、表 I-９のように推移している。授業参観者の多くは報告書を

提出しており、各教員から報告された授業の工夫点や特徴が教育改善委員会によって整

理され、専任教員にフィードバックされている。 

 表 I-９ 授業参観者数の推移 

年度（平成） Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

参観者数（人） 46 23 30 27 29 42 

３）教育学部の教育をめぐって学生と教員とが語り合う場については、平成 19 年度以降、

学生による実行委員会が組織され、学生主体の FDシンポジウムが開催されるようになっ

ている。この FD シンポジウムで提出された学生の意見は、教育改善委員会によってとり

まとめられ、「教育改善委員会活動報告書」として年度末に学生や教員にフィードバック

されている。 

Ｅ．教育課程編成の改善への取り組み 

１）教育学部では卒業単位を 124 単位としており、共通教育科目 34 単位、専門教育科目 86

単位（学部共通基礎科目８単位を含む）、卒業論文４単位の３領域に区分される。共通教

育科目と専門教育科目は、ともに１年次から４年次の間に履修するが、前者は主に１年

～２年次に、後者は全ての学年にわたって履修する。また、卒業論文（研究、演習、制

作、演奏等）は４年次に履修する。 
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２）新入生オリエンテーションの一環としての「専修・コース別動機づけ授業」、１年次向

けの教育学部で学ぶ目的を明確にする学校体験を通した「教職基礎研究」、２年次向けの

「学校環境観察実習」（奄美大島地区にある小中学校で実施。60 名対象）と「参加観察実

習」及び「教職実践研究Ⅰ」「教職実践研究Ⅱ」「教員養成基礎講座Ⅰ」（授業設計や学級

経営の基礎を学ぶ）、３年次向けの「教員養成基礎講座Ⅱ」等の実践的科目群を開設して

おり、教育実習に参加する前から教職への動機づけと実践的な問題解決能力の育成を図

っている。また、２年次向けには「複式学級指導法」や「新聞活用教育(不定期)」等、

鹿児島県の地域の特徴を反映した科目や新たな教材活用を志向した科目なども開設して

いる。 

３）学校教員の他に、社会教育主事、博物館学芸員、スポーツ指導者の各種資格を取得す

るためのカリキュラムが整備されている。 

４）４年次履修の「教職実践演習」を履修するにあたっては、教師としての「資質能力」

に関する５カテゴリー19 項目を通して各自の理論知・実践知・社会知を可視化する自己

評価システムをもとに履修カルテを作成し、最終年次の演習の内容を学生各自の課題解

決型に焦点化できるようになっている。これは、各学年次の振り返り活動を通して各自

の学修状況を確認しながら履修計画を見直すことで学びの総括として演習を履修する。

そのことで、実践的な力量形成をめざした教員養成の卒業基準としての教職実践力の確

保、すなわち、教育学部卒業生としての一定の質保証を促すものとなっている。 

５）教職実務家（招聘教員、鹿児島県教育委員会や鹿児島市教育委員会、鹿児島県総合教

育センター等からの学外講師）による授業や講話などを取り入れたカリキュラムを編成

している。 

６）教職科目や専門科目、実践的科目群を通しての学部での学修と附属学校園や実習連携

協力校での実地研究との往還のほかに、教育行政と連携した教育ボランティア派遣にお

いて指導補助、地域教育を学ぶシステム（適応指導教室ボランティア・複式学級ボラン

ティア・青松塾ボランティア・特別支援教育学生支援員・土曜サークル・学童クラブ・

附特スポーツクラブ・ICT 支援員など）が整備されてきている。 

（水準） 期待される水準にある。 

（判断理由) 

①中期目標に即して、学生の主体的な学習を促すための環境整備や「履修カルテ」の

構築・実施などが行われている。また、授業においても、アクティブ・ラーニングと

して、グループ活動による協働学習や学習の振り返り、発表（プレゼンテーション）

などが行われ、ICTの活用も行われている。 

②教育実習を含めたカリキュラムの改善・充実はもちろんのこと、授業アンケートや

授業公開、学生主体の FD シンポジウムの開催などによって、継続的な授業改善が図

られている。 

③中期目標に即した、社会の要請に応える高度の資質を持った人材養成という観点か

ら、学生の要望にも応え得る実践的な授業科目群や地域の特性を反映した科目の開設

に取り組んできている。 
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④教育学部の目的を達成するために、学校現場や地域、教育行政等との連携により、

また、自己評価システムをもとにした履修カルテを作成し活用することにより、４年

間における実践的な力量形成を見通した教育課程・教育内容の整備・実施に取り組ん

でいる。 

【根拠資料】 

・鹿児島大学教育学部教育改善委員会編、「鹿児島大学教育学部・鹿児島大学大学院教育学

研究科 教育改善委員会活動報告書」（平成 22～27 年度）． 

・「鹿児島大学組織評価報告書」（教育学部、教育学研究科）（平成 23～25 年度）． 

・「平成 26年度部局等年度計画ワークシート」（教育学部）． 

・「平成 27年度 鹿児島大学教育学部 教育課程」（平成 22～27 年度）． 

・「鹿児島大学概要」（平成 22～27 年度、鹿児島大学ホームページ掲載） 

・鹿児島大学教育学部授業シラバス． 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

(観点に係る状況) 

１．平成 18 年度に開始された成績に対する異議申し立て制度により、学生は成績に対して

問い合わせができることを認識している。また、教員にとっても成績の妥当性を説明で

きる機会となっている。 

２．平成 19 年度に導入された GPA 制度により、学生は学習目標の達成度を確認できるよう

になった。また、学年担任は、GPA の値を参考にして履修指導を行っている。 

３．３月期及び９月期の卒業時における、課程ごとの単位修得状況（平均値）では、全課

程において、卒業要件（124 単位）を約 20～30 単位上回っている（表Ⅱ-１を参照）。卒

業生の免許取得状況（表Ⅱ-２を参照）の内、約 35～45％が小学校と中学校の両校種で、

また、約 10％が中学校の複数教科で、免許を取得している。 

４．公立学校教員採用試験の合格率は、全校種を含めて、平成 25 年度は 17％、平成 26 年

度は 18％、平成 27年度は 28％、平成 28 年度は 35％と向上している。 

 受験者数 合格者数 合格率 

平成 25 年度 222 38 17％ 

平成 26 年度 196 35 18％ 

平成 27 年度 184 51 28％ 

平成 28 年度 183 64 35％ 

表Ⅱ-１ 課程ごとの単位修得状況（平均値） 

課程ごとの単位修得状況（平均値） 

平成 24 年 

３月・９月 

平成 25 年 

３月・９月 

平成 26 年 

３月・９月 

平成 27 年 

３月・９月 

学校教育教員養成課程 154(211 人) 155(232 人) 155(230 人) 157(218 人) 

特別支援教員養成課程 144(15 人) 159(16 人) 155(14 人) 170(14 人) 

生涯教育総合課程 147(47 人) 142(33 人) 156(39 人) 148(39 人) 

表Ⅱ-２ 免許取得状況 

免許取得状況 

免許状の種類 平成 23年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

幼稚園   39 47 42 45 36 

小学校   145 159 158 153 157 

中学校 国語 21 23 30 23 25 

  社会 34 20 35 21 14 

  数学 19 22 21 25 26 

  理科 18 23 16 14 24 

  音楽 ９ 15 13 10 10 

  美術 ８ 10 ９ ３ 11 

  保健体育 30 24 36 22 27 

  技術 ９ 12 ７ ８ 9 

  家庭 12 11 15 11 10 

  英語 28 26 21 25 26 
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  保健 ５   ５ ３ 5 

高校 国語 ８ 18 27 21 24 

  書道   ２ ２ ２ 1 

  地理歴史 11 13 21 16 13 

  公民 ５ ７ 19 14 9 

  数学 18 21 20 23 25 

  理科 17 19 16 13 24 

  音楽 ９ 14 13 ８ 10 

  美術 ７ ８ ７ ２ 7 

  工芸   １   １  

  保健体育 29 22 35 20 27 

  工業 ３ ７ １ ３ 5 

  情報 ４ ４ １    

  家庭 11 11 12 10 8 

  英語 26 23 19 25 25 

  保健 ５   ５ ２ 5 

特別支援学校   32 29 22 45 30 

養護教諭   ６ ７ 13 ７ 9 

５．教育改善委員会が、授業アンケートや授業改善討論会等を継続的に行っている。平成

25 年度には授業アンケートの質問項目の見直しが行われ、学生側の義務や態度を問うよ

うな質問は排し、授業に関して学生がどのように受け止めたのかという内容に統一され

た（平成 25 年度教育改善委員会活動報告書）。平成 26年度授業アンケートの結果、本学

部の教員は、おおむね授業に対して真摯な姿勢で取り組んでおり、授業内容もシラバス

に沿ったものであり、評価が高い。アンケートを実施した全授業の平均値（４点満点）

は、16 問設定した質問項目のうち、「Q３: 授業内容を理解するためには普段の予習や復

習が必要不可欠でしたか」の１問のみが、３点を若干下回ったが、他の 15問は３点以上

であった（表Ⅱ-３を参照）。また、教員の公開授業・参観・研修会など、学部あげての

FD 活動が積極的に行われている。 

表Ⅱ-３ 平成 26 年度授業アンケートの質問項目と各項目の平均値 

質問項目 平均値

Q１: 授業はシラバスの内容に沿ったものでしたか 3.61 

Q２: 授業の進度は適切でしたか 3.67 

Q３: 授業内容を理解するためには普段の予習や復習が必要不可欠でしたか 2.94 

Q４: 授業中は質問や発言がしやすい雰囲気でしたか 3.37 

Q５: 授業内容は理解出来ましたか 3.43 

Q６: 大学の授業にふさわしいレベルの内容を学べたと感じましたか 3.65 

Q７: 授業に満足していますか 3.63 

Q８: 授業はあなたのためにたったと思いますか 3.67 

Q９: 授業はあなたの知的好奇心を刺激しましたか 3.54 

Q10: この授業の履修を他の学生にも薦めたいと思いますか 3.44 

Q11: 教師の話し方は明瞭で聞き取りやすいものでしたか 3.67 

Q12: 教師の説明の仕方は分かりやすかったですか 3.63 

Q13: 資料（板書，プロジェクター，配布資料）の内容は明瞭に見てとることができましたか 3.56 

Q14: 授業は時間通りに行われましたか 3.70 
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Q15: 質問には丁寧に対応してくれましたか 3.66 

Q16: 授業に対する教師の熱意を感じましたか 3.72 

１ そうは思わない ２ あまりそうは思わない ３ だいたいそう思う ４ そう思う 

(水準)期待される水準にある。 

(判断理由) 

鹿児島県の地域特性である離島・小規模学校教育に応需しうる複数免許を取得している。 

アンケートの各項目の平均値の高さから、授業に対して満足している様子が伺えるため、

学校教員および広義の教育の専門家養成を目指したカリキュラムや授業づくりが充実し

ていると判断される。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

１．卒業後の進路の状況 

近年、少子化に伴う学校の統廃合、また鹿児島県内の教員採用数の減少などの影響によ

り、教員になる道は一段と狭まっている。このような厳しい状況下ではあるが、ここ数年

間、教員採用試験受験者全体に占める合格者の割合は少しずつ上昇しており、健闘が伺え

る。平成 22 年度から 26 年度までの職業別・産業別就職状況は以下の通りである。本学部

でも、就職委員会を中心とした就職率向上の努力の結果、多くの職種で就職率が全体に上

向きになっていることが注目される。 

表Ⅱ-4 卒業後の進路の状況 

 平成22年度  平成23年度  平成24年度  平成25年度  平成26年度 

 農業 

 林業 

 漁業 

 鉱業 

建設業       3   (2)     3   (2)     2   (1)     1   (0) 

 食料品・飲料等     1   (1)     3   (2)     1   (0) 

 繊維工業衣服等     1   (0) 

 印刷・同関連業     2   (1)     1   (1)     4   (3) 

  製  化学工業石油等      1   (1)     2   (1)     1   (1)     1   (1) 

  造  鋼鉄非鉄金属等 

  業  一般機械器具 

 電気情報通信等     1   (1)     6   (3) 

 電子部品等       1   (0) 

 輸送用機械器具 
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 精密機械具 

 その他 

 電気・ガス・水道       1   (0)     1   (1) 

 情報通信業       5   (5)       6   (6)     3   (3)     7   (4) 

運輸業       1   (1)     1   (0)     2   (2)     2   (0) 

 卸売  卸売業       4   (1)       2   (0)     2   (1)     7   (5) 

 小売   小売業       7   (5)       9   (6)     5   (5)     9   (8)    13   (10) 

 金融  金融業       1   (1)       3   (3)     1   (1)     7   (4)    10    (6) 

 保険  保険業       2   (0)       1   (1)     3   (1)     1   (1)     1    (1) 

不動産業       2   (1)     2   (1)     2   (2) 

 学術研究専門サービス      3   (3)     1   (1)     6   (3)     8    (5) 

 飲食店・宿泊業       4   (2)       1   (1)     1   (1)     2    (2) 

 生活関連サービス・娯楽業       2   (1)       3   (1)     1   (0)     3   (2)     4    (3) 

 教育  学校教育      10  (10)       9   (8)     7   (5)    13  (12)     4    (4) 

 学習  その他      10   (7)       6   (2)    14   (6)     6   (5)     4    (2) 

 医療  医療業保健衛生       2   (2)       2   (2)     1   (1)     1   (1)     5    (2) 

 福祉  社会保険等       4   (4)       9   (8)     5   (5)     9   (7)    12   (10) 

 複合サービス事業       4   (2)     2   (0)     1    (0) 

 サー  宗教 

 ビス  その他       1   (1)       3   (1)     2   (2)     3   (1)     3    (3) 

 公務  国家公務       2   (0)       3   (0)     1    (0) 

 地方公務      17   (4)      14   (6)    14   (8)    23  (11)    20    (6) 

 教員   常勤      52  (30)      45  (21)    34  (20)    38  (26)    45   (34) 

 非常勤      61  (31)      65  (29)    74  (42)    56  (37)    54   (23) 

 上記以外のもの 

 合計     193 (110)     191 (100)   181  (109)   204  (139)   199   (116) 

 （  ）は女子で内数 

地域別の就職状況は以下のとおりである。 

表Ⅱ-5 

 平成22年度  平成23年度  平成24年度  平成25年度  平成26年度 

   求人件数 2218 727 574 796 833

   就職希望者数    207  (120)   203   (107)   220   (137)    225  (117)   214  (123) 

   就職者数    193  (110)   191   (100)   181   (109)    199  (105)   199  (116) 

   就職率    ％    93.2 (91.7)   94.1  (93.5)   82.3  (79.6)   88.4  (89.7)   93.0  (94.3) 

 鹿児島    118   (70)   124    (69)   123   (76)    130  (73)   117    (70) 

   地  九州      47  (22)     41   (19)     47  (27)     32  (12)    49    (26) 
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   区  四国      2    (2)      2   (0) 

   別  中国        1  (0)      3    (1)      5   (2)     3    (0) 

   就  近畿        5  (4)      6    (1)      2   (2)      6   (5)     4    (1) 

   職  中部      4   (1)     3    (3) 

   者  関東       21 (14)     13    (7)      5   (3)     22   (12)     19   (13) 

   数  東北 

 上記以外        1  (0)      2    (1)      2   (1)      4   (3) 

（ ）は女子で内数 

鹿児島県内での就職率は他地域に比べて依然として高い。次に多い九州地区での就職率

についても、毎年ほぼ同じ割合で推移している。九州を除く他地域での就職率については、

関東および関西といった首都圏で、これもまた例年ほぼ同じ割合で推移している。他の地

域については著しい増加は見られない。これは希望者が少ないためというよりは、地方に

おける求人数自体が少ないという現状に即した結果と見做すべきであろう。今後も引き続

き、学部のみならず全学での就職支援を通じて、県内はもちろん、県外での就職活動への

支援にも積極的に力を入れていく。教員就職状況は以下のとおりである。 

表Ⅱ-6 学校種別免許取得状況（学校教育教員養成課程、養護学校教員養成課程及び生涯 

学習総合課程（９月卒業生除く）                  平成２７年５月１日現在 

  卒業生 免許取得者

実数 

小学校

免許 

中学校免

許 

高等学校

免許 

養護学校

（特別支援

学校）免許 

幼稚園免

許状 

養護教諭免

許状 

一

種

二

種

一

種

二

種

一 

種 

一 

種 

二 

種 

一

種

二

種

一 

種 

二 

種 

２２年度 266 252 161 4 221 2 211 23 0 32 26 8 0 

２３年度 263 228 145 0 190 3 153 32 0 33 6 6 0 

２４年度 274 235 157 2 185 1 170 25 4 44 3 7 0 

２５年度 273 248 158 0 207 1 198 22 0 42 0 13 0 

２６年度   269    234 152 1 165 0   160  45 0 45 0 7 0 

２７年度 267    237 141 0 187 0   183  30 0 36 0 9 0 

表Ⅱ-7 教員就職状況（学校教育教員養成課程及び養護学校教員養成課程のみ）（９月 

卒業生除く）                         平成２７年５月１日現在 

  卒業生 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校等 幼稚園 計 計/卒業

生 正

規

採

用

臨

時

的

任

用

正

規

採

用

臨

時

的

任

用

正

規

採

用

臨時

的任

用 

正規

採用

臨時的任

用 

正

規

採

用

臨

時

的

任

用

２２年度 266 20 25 11 9 4 9 3 7 0 2 90 39.57%

２３年度 263 17 15 12 7 5 13 3 4 0 0 76 35.51%

２４年度 274 26 22 6 16 5 8 3 14 1 0 101 44.10%
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２５年度 273 23 24 4 10 0 10 4 3 0 0 78 28.57%

２６年度 269 31 24 12 16 0 6 2 8 4 0 103 38.29%

教育学部内の大学院等への進学状況は以下の通りである。ここ数年、14名から 26 名の間

を推移している。 

表Ⅱ-8 教育学部内の大学院等への進学状況 

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

進学者数 26 (12) 22 (6) 23 (8) 24 (11) 23 (12)  14(6) 

２．関係者からの評価 

 学生が、教育学部に在籍した結果として、どのような進路を希望し、また実際にどのよ

うな就職先を選んでいるのかについては、在学中における大学側の就職支援状況も大きく

影響していると思われる。そこで、本項目においては、教職支援室における利用者状況を

踏まえて学部学生の進路傾向について分析した。 

 以下は、過去５年間における教職支援室利用状況である。 

表Ⅱ-9教職支援室の利用者数（教育学部） 

 平成22年度  平成23年度  平成24年度  平成25年度  平成26年度 平成27年度 

   256(91.1%)     95(87.1%)     82(77.3%)     69(75.0%) 292 (78.0%) 418(83.6%） 

（人数は延べ人数） 

  ＊人数には、院生、既卒者、科目等履修生も含む 

  ＊表中、（ ）内は利用者数全体に占める教育学部学生の割合 

本学では、平成 19年度より全学対応の教職支援室を設けている。教育学部対応の教職キ

ャリアガイダンス室も併設していたが、平成 24年度からは教職支援室に一本化させた。現

在、教職支援室には教職経験（小学校）と進路指導経験（高等学校）を併せ持つ特任職員

１名が、支援員として業務を担当している。 

平成 22 年度から平成 26 年度までの、教職支援室利用者数の動向を見ると、毎年、教育

学部学生の占める割合が非常に高い。過去５年間において最も数値の低い時でも全体の

75％を占めており、これは利用状況が活発であることを示している。教育学部に在籍して

教職を目指す学生は、採用試験に合格したいという意欲が高いこと、またそのために、支

援室が貴重な情報の収集および合格への手がかりを得られる場として積極的に活用されて

いることが伺える。特に教育学部においては、２次試験の対策（面接指導等）のために利

用する４年生の利用が多いのが特徴である。 

教職支援室の方でも、学生のニーズが非常に高いという現状を踏まえ、ここ数年は様々

な方法で支援室の宣伝を積極的に行い、学生がより利用しやすいよう工夫をしている。宣

伝の効果は今後も期待できると考えられる。また特任職員が相談に応じる時間についても、

例年の利用者数の傾向を踏まえ、週８時間から週 19 時間の間で幅を広げ、柔軟に対応でき

るようにしている。 
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今後の課題としては、利用者数が多いだけでなく、相談内容も多岐にわたっていること

から、職員１名体制で全学対応とすることの困難さをいかに改善していくかということが

挙げられる。 

(水準)  期待される水準にある。 

(判断理由) 

 教員採用試験を取り巻く状況は依然として厳しいが、採用試験受験者数に占める合格者

数に限っていえば、ここ数年で微増となっており、教員を目指そうとする者の意識が少し

ずつではあるが向上していることが伺える。またこの傾向を支える背景として、教職支援

室の利用増に示されるように、支援室の整備、教職支援関連講座の充実など、支援体制全

体の見直しと改善の効果が挙げられる。支援室では、民間企業等への就職希望者にも幅広

く対応して利用率を伸ばしており、全体として成果が得られていると判断できる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 該当なし。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 該当なし。 
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Ⅰ 理学部の教育目的と特徴 

１．教育目的 

 鹿児島大学理学部では、自然現象の中に潜む真理を探究する学問である「理学」を進展

させるため、自然に恵まれた南九州という地理的特色を生かしながら、基礎科学を中心と

する自然科学の最新の教育を推進している。これにより、中期目標に掲げる「『進取の精神』

を有し、学士力を備えた」人材の育成を目指している。 

 ①自然科学の専門知識と幅広い教養を併せもち、論理的科学的思考力を身に付けた人。 

 ②学問の高度化や多様化に柔軟に対応できる、創造力のある人。 

 ③社会性、国際性、学際性が豊かで、先端科学の知識と問題解決能力を身につけた人。 

 ④高い倫理観をもって人類の幸福と福祉に貢献できる人。 

２．特徴 

 ①学生に「理学」の面白さと意味を伝える動機付け講義「理学の在り方」を開講し、大

学院への進学を促す取組みを行っている。また、平成 20～24 年度に実施した「インテンシ

ブ理数教育特別コース」を「理学部理数教育特別プログラム」に改称して高度な理数教育

を継続実施している。 

 ②教員養成とともに、スーパーサイエンス•ハイスクール事業、サイエンス•パートナー

シップ•プログラム事業、理数系教員指導力向上研修、高校への出前授業等を通した高等学

校との連携教育を推進し、地域社会への貢献と次世代を担う人材育成のための理数教育の

充実を目指している。 

 ③民間企業や地域社会から講師を招聘し、科学教育と社会の関連性を重視した授業を提

供している。また、就職を意識したキャリア感覚を育成するため、就職ガイダンスやイン

ターンシップを実施している。 

 ④在学生、卒業生に対するアンケート調査等の FD 活動や自己点検評価により、教育の質

の向上に結びつけるための PDCA サイクルを構築している。 

 ⑤附属南西島弧地震火山観測所および南九州という地域的特徴を生かしたフィールドサ

イエンス教育、TAを活用したきめ細かい教育を実践している。 

 ⑥学業成績の優秀な学生、高く評価された社会的活動を行なった学生に対する表彰を実

施している。 

［想定する関係者とその期待］ 

 ①在学生は、「真理を探求する喜びを体得できる能力を養う」教育の下、専門知識と幅広

い教養に基づいた論理的科学的思考力、柔軟性、創造力を身につけ、その延長上にある将

来の進学および就職を期待している。また、親は子供が将来の展望に結びつく実のある教

育を受け、それを活かした進学や就職を期待している。 

 ②卒業生は、社会で活用できる「真理を探求する喜びを体得できる能力を養う教育」、「高

度な専門知識と豊かな教養」、「企業実習等のインターンシップの充実」を期待している。 

 ③企業は、高度な専門知識・技能とそれに基づく独創性と問題発見解決能力、IT 能力と

語学能力を有するグローバル人材の育成を期待している。 

 ④自治体を含む地域社会は、地域の期待に応える教育に取組み、地域の発展・充実に資

する人材の育成を期待している。
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 (i) 理学部は、自然科学各分野における専門知識と幅広い教養と論理的科学的思考力を涵

養するため、専任教員69名（平成27年10月現在）を中心に、４学科８教育コースの教育体

制を整備している（資料Ⅰ-①）。４学科の学生定員（１学年185名）および現員は資料Ⅰ-

②のとおりである。 

(ii) また、資料Ⅰ-③に示すように、理学部は、共通教育において全学理系共通教育の実

施に中心的役割を担っている。 

資料Ⅰ-①各学科の講座と教員定員（平成 27年 12月現在）

学科 教育コース 講座 専任教員    特任

教員

客員

教員

学外非常

勤講師 

   教授 准教授 講師 助教 小計

数理情報科学 数理コース 数理構造 2 3 0 1 6 0 0 2 

現象数理 1 3 0 1 5 0 0

情報コース 情報数理 3 0 1 2 6 0 0

物理科学 物理コース 物性理論 1 2 0 0 3 0 2 9 

固体物理 2 2 0 1 5 0 1

宇宙コース 宇宙情報 2 4 0 1 7 3（1） 0

生命化学 化学コース 分子機能化学 1 1 0 1 3 1(1) 0 5 

有機生化学 2 2 1 2 7 0 1

生命コース 生命機能 3 2 0 2 7 0 0

地球環境科学 地球コース 地質科学 2 2 0 2(1) 6(1) 0 0 10 

島弧火山 2 1 0 0 3 0 0

環境コース 環境解析 1 1 0 1 3 0 1

多様性生物学 2 3 0 1 6 0 0

学部共通        12 

附属南西島弧地震火山観測所 1 0 0 1 2 0 0 0 

合計 25 26 2 16(1) 69(1) 4(2) 5 38 

 (注） (   )は、外国人教員で内数。 
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資料Ⅰ－② 各学科の学生定員と現員（平成 27 年 12 月現在） 

平成２７年５月１日現在 

学科 定員 

学生現員 

合計 

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 

数理情報科学 40 42 40 63 34 179 

物理科学 45 47 46 67 42 202 

生命化学 50 52 50 60 53 215 

地球環境科学 50 53 51 62 50 216 

合計 185 194 187 252 179 812 

※学校基本調査とは集計方法が異なる。学校基本調査では、修業年限４年を超える学生については、３年

次生であっても最高年次の4年次に含めていたが、本データでは、実際の年次に含めている。 

資料Ⅰ－③ 学部別教員一人当たりの共通教育担当コマ数 （平成 26 年度) 

(出典：共通教育センター平成 26年度開講科目数原票データより) 
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 (iii) 専門教育については、教務委員会が責任を持ち、教育課程の編成、履修方法、入学

者の成績調査、全学教務委員会、共通教育センターなどからの付託事項などについて審議

している。 

(iv) FD 委員会では、学生による授業評価アンケートを学期毎に行い、まとめたデータを分

析し、授業担当者へ直接フィードバックしている。資料Ⅰ-④は、授業評価アンケートの結

果の推移を年次ごとに示したもので、概ね良い評価が得られている。 

資料Ⅰ-④ ＦＤ授業評価アンケート結果の推移

 グローバル人材を養成するためには、英語の語学力および英語コミュニケーション能力

の向上が必須で、そのために理系分野の学位を有する外国人教員３名（内 女性教員２名）

による理学部独自の英語教育を行ってきている。また、文部科学省の「理数学生応援プロ

ジェクト」として採択された「インテンシブ理数教育特別プログラム」は、プロジェクト

終了後も「理学部理数教育特別プログラム」として継続実施しており、平成 27年度には学

長裁量経費の経済的支援を受けている。  

 また、新入生を対象に全学規模で実施されている数学・物理学の補習教育も行っている。

さらには、AO・推薦入試合格者に対しては、理学部独自の入学前高大接続教育プログラム

を実施し、理解力向上に努めている。 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

①４学科８コースの適切なコース分けにより、理学の主要な分野の専門教育を組織的に実

施している。 
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②教務委員会や FD 委員会による教員の視点からの専門教育の改善を組織的に行っている。

特に、授業改善計画書の提出、グローバル人材養成からの要望の強い学生の英語能力の向

上のために３名の外国人教員による英語による専門授業を開講するなど、積極的な改善策

を講じてきている。 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

教育内容に関して： 

(i)理学部の教育目的に掲げる「専門知識」と「論理的科学的思考力」を学生に身につけさ

せるため、共通教育科目等から専門教育科目へ連続的に移行する有機的な科目の配置をと

っている（資料Ⅱ-①）。１期～３期に主に「共通教育科目等」および専門教育への基礎と

なる動機付け授業の「基礎専門科目」が配置されている。専門教育科目は４期～８期に重

点的に開講されている。幅広い専門知識を身につけさせるため、専門教育科目の必修科目

数を極力少なくし、コース別の選択必修科目と選択科目の割合を平均して約８割と大きく

設定している（資料Ⅱ-②）。「創造力と問題解決能力」を育成するため、演習・実習・実験

も重視している（資料Ⅱ-③）。また、他大学、他学部との単位互換制度やインターンシッ

プの単位認定も行っている。 

また、近年増加している学力不足の学生に対する補習教育、外国人教員による英語の授

業なども実施している。 

資料Ⅱ－① 履修要項（卒業要件）の例（物理科学科）
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生命化学科
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1
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地球環境科学科

講義

演習

実験・実習

資料Ⅱ－② 学科別専門教育科目群の必修、選択必修、選択授業数の割合 

※全学科共通科目、教職科目、学芸員科目は除外している。 

資料Ⅱ－③ 学科別授業種類別科目数の割合

※全学科共通科目、教職科目、学芸員科目は除外している。 

 (ii) 学生の学問への多様なニーズと「幅広い専門知識と教養」を身につけさせるため、

学部の専門教育のほかに、他大学や他学部の開講科目を卒業に必要な専門教育科目の自由

科目として認めている。 

資料Ⅱ－④ 年度別科目等履修生の受け入れ数 
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資料Ⅱ－⑤ 外国人留学生および外国人特別聴講生の在籍者数の推移

 科目等履修生（資料Ⅱ-④）および編入学生の受け入れ、また、国際的な要請に応えるた

め、外国人留学生および外国人特別聴講生（短期交換留学生）を受け入れている（資料Ⅱ-

⑤）。 

 就職に関する学生と企業のニーズに応えるため、全学のガイダンスとは別に、理学部独

自の就職ガイダンス講習会（年２回）、インターンシップ講演会（年１回）の開催およびイ

ンターンシップ制度の導入とインターンシップの単位認定を行っている。資料Ⅱ-⑥はイン

ターンシップ受講者数の年度推移を示しているが、平成 24 年度に受講者数が減少したのは

本学のエントリーシステムが変更され、そのことが未周知であったためで、その後学生へ

の周知と説明会を開催することで例年並みの受講者数に戻りつつある。また、高校側への

啓蒙活動も出前講義を行うことで積極的に行っている（資料 II-⑦）。 

資料Ⅱ－⑥ 年度別インターンシップ受講者数
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資料Ⅱ－⑦ 年度別出前講義派遣数 

方法に関して： 

(i) 授業全体の 80～90％を専任教員が責任を持って担当している（資料Ⅲ-①）。教職免許

用授業と学芸員資格用の授業の一部は、学内外の非常勤講師によって授業を行っている。 

 １年次には、基礎的教育と動機付け教育が中心であり、２年次においては学科共通の基

礎専門の講義を中心に、３・４年次では教育コース別の講義を主に実施している。 

資料Ⅲ－① 専任教員と非常勤講師の担当授業数の割合（平成 27 年度）

授業全体の約 24％を占める演習・実験・実習においては、ＴＡの活用（資料Ⅲ-②）とと
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もに、対話・討論型セミナーの少人数教育、理学部・学術情報基盤センターの情報機器を

利用した教育、講義と関連する実験科目をフレキシブルに連動して行えるように配置した

り、学生を少人数から成る複数のグループに分け、複数教員による複数の別種の実験を同

時に行う少人数実験をしている。特に、実習・実験においては、自然に恵まれた南九州と

いう地理的特色を生かした「フィールドサイエンス教育」を実施している（資料Ⅲ-③）。 

 学生の履修支援のため、理学部で統一された形式のシラバス（資料Ⅲ-④）と４年間の授

業科目間の関連を示した「カリキュラムマップ」（資料Ⅲ-⑤）を学生に配布し、教務委員、

クラス担任を中心に学習支援を行っている。 

資料Ⅲ-② 年度別ＴＡ採用実績数 

資料Ⅲ-③  フィールドサイエンス教育の授業例 

学 科 名 授 業 名 主な野外地 

物 理 科 学 科
「公開講座」実習 電波望遠鏡等（鹿児島市錦江湾公園、VERA 入来局）

天体観測実習 電波望遠鏡（鹿児島市錦江湾公園、VERA 入来局） 

生 命 化 学 科 海洋生物実習 九州大学生物資源環境科学府附属水産実験所 

地球環境科学科

地域自然環境実習 与論島など鹿児島県の島嶼域 

地球環境科学基礎実習 鹿児島市内 

地質調査法実習 諸浦島(鹿児島県北部） 

野外地質実習 諸浦島以外の堆積岩地域 

野外生態実習 吹上浜、屋久島等 

地域自然環境実習 与論島など鹿児島県の島嶼域 
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資料Ⅲ-④ シラバスの例（平成 27年度入学生用理学部授業案内から抜粋） 
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資料Ⅲ-⑤ 学科「カリキュラムマップ」の例 

(数理情報科学科) 

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期

微分積分学AI 微分積分学AII 微分積分学続論 解析学I

線形代数学I 線形代数学II 線形代数学続論 解析学I演習

数学演習 I 数学演習 II 数学演習III

幾何学I
幾何学I演習

代数学I
代数学I演習

位相数学I
位相数学I演習

確率論I
確率論I演習

基礎教育科目（必修）

基礎専門科目（必修）

専門科目（選択必修）

専門科目（選択）

専門科目（必修）

情報科学
入門

数理情報科

学セミナー

⇒ ⇒ ⇒

情報化社会

の職業倫理

情報化社会及

び情報倫理

⇒

実験数理情
報学B*

数理情報
基礎BIII

情報理論

システム理論

数理情報
基礎BII

位相数学II

情報活用
基礎

情報数学I 情報数学II
数理情報
基礎 BI

統計学 I 数理統計学II

数理科学
入門

数理情報
基礎 AII

解析学II

幾何学II

代数学II

統計学 II 数理統計学I
数理統計学
III*

確率論II 確率論III* 

数理情報
基礎 AI

複素解析学I

数理情報
基礎 AIII

複素解析学II

情報数理学
B*

情報数理学

A*

社会数理学*

計算機統計学

*

情報数学III*

実験数理情

報学A*

計算数学 C*

応用プログラ
ミング*

計算数学
A*

実験数理情

報学A*

実験数理情

報学B*

⇒ ⇒

確率論III* 

数理統計
学III*

社会数理学

*

計算機統計

学*

⇒

情報数理
学A*

情報数理学

B*

数理情報
科学特別
演習 A

数理情報科

学特別演習

B

情報数学III*

応用プログラ

ミング*

計算数学
A*

計算数学
C*
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（物理科学科） 
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（生命化学科） 

⇒

生命化学演習Ⅰ
生命化学演習Ⅱ
生命化学演習Ⅲ
生命化学演習Ⅳ

量子化学系
藏脇研究室

物理化学系

新留研究室

神長研究室

有機化学系
岡村研究室
濱田研究室
横川研究室

生物化学系
伊東研究室
有馬研究室

加藤研究室

↑化学系 ↑化学系
↓生物系 ↓生物系

分子生物学系
内海研究室

九町研究室

発生生物学系
坂井研究室

塔筋研究室

野殿研究室

神経生物学系
笠井研究室
池永研究室

講義（英語）
共通教育 必修

量子・物理化学系 基礎教育科目　必修
基礎教育科目　選択必修

有機・生化学系

実験 基礎専門科目　選択必修
生物系

専門科目　必修
総合 専門科目　選択

*地球環境科学科開設科目

講義（専門科目）

７・８期６期４期３期⇒２期 ⇒ ⇒ ⇒５期

科学論文講読法

神経生理学

生体エネルギー論

遺伝子工学

生命化学論文講読

生命化学特別研究

感覚情報学

生体有機化学

植物生理化学

細胞生物学

進化生物学*

細胞調節論

１期 ⇒

微生物学概論

脳科学

生命化学への
招待

遺伝子工学

遺伝子発現のしくみ

生命情報学

有機化学Ⅳ

代謝生化学

地域自然環境実習*

有機化学実験

行動生態学*

内分泌学

酵素化学

生物地理学*

情報生理学実験

海洋生物学実験

臨海生態実習*

環境アセス論*

物理化学実験

古生物学*

形態発生生物学

発生細胞学実験

分析化学実験

微生物生化学実験

生化学実験

植物生態学*

機器分析化学*

有機分光学

イオン溶液論

生命科学実験A

生物行動学*

反応速度論

生命化学基礎実験

遺伝子科学

動物生理学

立体有機化学

基礎量子化学

生態学基礎

化学実験A

生物学概論

有機化学Ⅰ

分子生物学入門

細胞生物学入門

有機化学Ⅱ

植物生理学概論

現代無機化学

タンパク質化学

物質生化学

基礎溶液化学
化学概論

環境化学*

応用量子化学

科学英語入門

生命共生論*

有機化学Ⅲ

化学熱力学



鹿児島大学理学部 分析項目Ⅰ 

－3-15－

地球環境科学基礎実習
(1単位)(井村･中尾ほか)

共
通
教
育

基
礎
教
育
科
目

（
学
科
共
通
）

2期 3期1期 4期 5期 6期

地
球
環
境
科
学
科
「
地
球
コ
ー
ス
」
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
（
案
）

生物学概論

基
礎
専
門
科
目

地球環境科学

専
門
科
目

無機化学入門

地形学（井村）

化学概論地学概論I・II
（仲谷ほか）

生物海洋学
生物多様性論

科学論文講読法
（小林（哲）･佐藤）

鉱物化学（河野）

測地学（中尾）

地球物理学
（宮町･中尾）

地質図学
（山本･尾上）

岩石学
（ハフィーズ）

応用数学（宮町）

数理生態学

粘土鉱物学
（河野）

基礎地震学
（後藤）

波動解析基礎
（小林（励）･宮町）

火山地質学
（小林(哲)）

野外地質実習(1単位)（地質系）

生物地理学

地震テクトニクス
（後藤）

火山物理学1
（八木原）

青：必修

黄：選択必修

緑：選択

橙：地球コース選択

白：学部共通

無機反応化学
植物生態学
植物系統学

生命共生論
動物系統進化学

鉱物学･岩石学実験
（河野･山本）

地層学･古生物学実験(1単位)
（仲谷･山本･井村･尾上）

古生物学（仲谷）

地球化学

構造地質学
（山本）

固体地球化学

環境化学

地質調査法実習
（地質系）

地球物理学実習（地物系）

グローバル地震学
（小林(励)）

火山物理学2(1単位)
（井口ほか）

地層学
（仲谷･尾上）

測地測量学
（中尾）

理科教材研究法２
（小林(励)･仲谷ほか）

アドバンスト科学英語２
7期（ハフィーズ）

科学英語基礎A
（ハフィーズ）

科学英語基礎B
（ハフィーズ）

アドバンスト科学英語1
（ハフィーズ）

理学の在り方

分析化学入門
（新設）

地球コースカリキュラム案
地学概論を教員免許要件のIと地球コー
ス配属希望者向けのII（各1単位）に再編
成し、1年1期に回す。当面ほかの科目
は変更しない。
卒業要件
基礎専門科目（選択）12単位
専門科目（選択）35単位(他コースの科
目を含む）

生命科学実験A 、地学実験A、物理学実
験A、化学実験A、

細胞生物学基礎、

有機化学基礎、無
機化学基礎、統計
学Ⅰ、微分積分学
AⅠ、同B

分子生物学基礎、
物理化学基礎、生
態学基礎、線形代
数学Ⅰ

地球環境科学基礎実験
冨安、宮本、井村、ほか

（現在４期に開講）
どうするか？

（地球環境科学科） 

(ii) 自主学習については、授業に関する学生からの質問や要望は、オフィスアワーや電子

メールなどで個別に対応する体制をとっている。学習全般に関しては、１～３年生に対し

てはクラス担任２名と教務委員が、４年生には指導教員が個々に対応している。各学期末

にクラス担任が学生ならびに保護者に成績を送付し、教員、保護者、学生の三者連携によ

る勉学意欲の向上を図っている。 

 学生の自主学習する環境を整備するため、学生が各学期に登録できる授業科目の単位数

の上限を今までの 26 単位から平成 27 年度に 25 単位へと制限し、十分な自主学習時間を確

保するとともに、自習室設置、コモンスペースの利用奨励、講義室の利用奨励、セミナー

室の開放、計算機室の開放を行っている。e-learning システム（数理情報科学科）を独自

に導入し、それを組み入れた授業など、一層の充実を図っている。 

 学業に専念し成績優秀で品行方正な者、社会の期待に応えられる業績を挙げた者等を表

彰する全学の「稲盛賞」（毎年学部から２名推薦）の他に、「理学部賞」（毎年２名）の表彰

制度を独自に設け、学生支援を行っている。 

 「理学部理数教育特別プログラム」では学生の自主学習を促進するために、１年生から

３年生において、専門的な演習、実験、実習を含む「サイエンスクラブ」を実施している。
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この取り組みをもとに、文部科学省主催の「サイエンスインカレ」に毎年、応募し採択さ

れており、積極的に取り組んでいる大学の一つとして構成員評価されている。 

資料Ⅲ-⑥ 各年度のサイエンスクラブ受講生とサイエンスインカレ採択数 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

教育内容に関して： 

①教育研究目標を達成するため、共通教育科目等から専門教育科目へ連続的に移行する有

機的な科目配置からなる教育体系が編成されている。

②学生および社会の学問への多様なニーズに応えるため、種々の教育システムを確立して

いる。特に、種々の事業を通して、高校との連携教育に積極的に取り組んでいる。

方法に関して： 

① 教育全体にわたり、教育目的および各分野の特性に応じた組み合わせで多様な形態の授

業をバランスよく配置している。 

② TA 採用、情報機器活用、教員間の連携による講義・実験連動型授業、外国人教員による

授業、フィールドサイエンス教育を提供している。 

③授業担当教員、クラス担任、教務委員、指導教員によるきめ細かい学習指導、e-learning

システムを組み入れた授業と学習環境の整備、基礎学力不足の学生への配慮、自主学習

意欲向上に向けた組織的な取組みにより、学生の学習意欲が向上していると判断できる。

年度 サイエンスク

ラブ受講者数 

サイエンスインカレ発表者数 引率・見学者数

ポスター 口頭 合計 

平成 23 年度 94 4 0 4 引率 1 

平成 24 年度 71 3 0 3 引率 3・見学 9 

平成 25 年度 59 1 1 2 引率 4・見学 8 

平成 26 年度 73 2 0 2 引率 2・見学 6 

平成 27 年度 103 4 1 5 引率 3・見学 10

合計  400 14 2 16
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

教育の成果は、教務委員会と FD 委員会により組織的に検証されている。第１期の最終年

である平成 19年度から第２期最終年である平成 25年度までの入学者の在籍分布（資料Ⅳ-

①）を見ると、入学者の 80～90％の学生が４年間で４年次に進級し、卒業者も 75～85％に

昇る。退学者は、平成 21年度入学生では 10％に達しているものの、それ以降は年々減少し

ている。これは、継続的に行われているカリキュラムの検討・改善ならびに教務委員、ク

ラス担任、事務職員の相互連携による学修・生活指導の成果が徐々に現れているためと考

えられる。 

資料Ⅳ－①  入学年度別入学者数に対する進級者・卒業者・退学者数の割合の年次推移 

（平成 19～25 年度入学） 

資料Ⅳ-② 平成 26年度学期末試験の合格率 
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資料Ⅳ-③ 教員免許取得状況 

平成 26 年度の学期末試験の合格率（資料Ⅳ-②）を見ると、数物系学科は６割前後、他

の学科は８割程度となっている。資料Ⅳ-①と資料Ⅳ-②の結果から、理学部での教育の成

果が向上していると判断できる。また、教員免許取得状況（資料Ⅳ-③）から、毎年 60 名

程度（卒業生全体の４割程度に相当）の学生が取得しており、少なからぬ学生が教員免許

資格を取得し、理数系教育の発展に貢献しているといえる。 

 平成 22 年度から行われている授業アンケートの回答結果を項目別に分析すると以下のよ

うになる。 

① シラバス関係（資料Ⅳ-④）：学生が授業内容や方針をきちんと理解するために事前にシ 

ラバスを読むことが実行されていない傾向にあることがわかる。この傾向を改善するため

に、第１期に引き続いて、授業連続性マップ（資料Ⅱ-⑤）を作成・改定したが、あまり改

善は見られない。シラバスの改良だけでなく、シラバスの活用が重要であることを学生に

周知する必要がある。 

② 学生の自己評価関係（資料Ⅳ-⑤）：自主的な学習（予習・復習など）にかける時間が短 

すぎるようであるが、近年は僅かながら改善の傾向が見られる。授業を受けている時間だ

けで授業内容を十分に理解できている場合には問題はないが、高校までと大学での授業形

態の相違を学生に周知する組織的な取り組みが必要である。一方で、授業への出席数が僅

かながら減少する傾向が見られ、魅力ある授業とする改善は当然として、ブラックバイト

に象徴される経済的問題やサークル活動への過度の依存など他の要因にも目を光らせ、効

果的な対策を立てる必要がある。 

③ 専門分野の授業評価関係（資料Ⅳ-⑥）：授業内容とその効果・意義、教員の授業改善に 

関する取り組みについては僅かずつではあるが、評価が高くなってきているのと並行して、

授業レベルや内容量については適切とする評価（３が「適切」との評価）が徐々に増える

傾向にある。より一層の改善に努める必要がある。 
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資料Ⅳ－④～⑥ 授業アンケート（まとめ） 

資料Ⅳ－④ 授業アンケート結果（シラバス関連） 

良、長、大↑

悪、短、小↓
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資料Ⅳ－⑤ 授業アンケート結果（学生の自己評価） 

資料Ⅳ－⑥ 授業アンケート結果（専門分野の授業評価） 
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④ 平成 25 年度に限り前期後期とも特異な傾向が現れている。一過性ではあるが、授業が

シラバスに準拠していない、予習復習等の自習活動に熱心に取り組まなかった、授業に

対する興味が持てなかった、教員が授業を理解させる態度に欠けるとの回答が急増した。

一方で自習時間については、これほど顕著な特徴は現れていない。これらの関連を手が

かりに具体的にどのような問題があったかを分析し、再発を防ぐ必要がある。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

① 留年生数は継続的に 10%以下であり、退学者も適宜に低い状況から継続的に減少してい

る。これらは、学生の学力評価が適切に行われていることを示していると考えられる。 

② 平成 25 年度に限り一部の評価項目について特異な低下が見られるが、それを除くと、

自習時間の増加と共に、授業内容についての評価が高い水準を維持しつつ徐々に向上し

ている傾向にあること、授業内容量・授業レベルの適性化が進んでいることなどが、FD

授業アンケートから読み取れる。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

  平成 22～26 年度においては、80～90％の学生が進路を確定して卒業しており、就職率は

86～96％、進学率は 36～43％である（資料Ⅴ－①参照）。26年度の就職率（95.6%）を他 

と比較してみると、全国平均 96.7%に少し及ばないものの、九州地区 94.7%を上回っており、

鹿児島大学全体の 94.9%も上回っている。これは、下記の学部独自の取り組みが実を結んで

きたものであると言える。 

① 複数担任制によるきめ細かな指導 

② 学科・研究室単位でのガイダンスや先輩との交流の機会の充実 

③ 大学院進学を見通した６年一貫教育への専門教育の整備 

④ 全学的なキャリア教育整備や就職支援体制整備と連携した独自の取組み 

(ⅰ)研究所・工場見学の実施  

  (ⅱ)キャリア教育を意識した専門科目の整備 

  (ⅲ)インターンシップによる就業体験 

  (ⅳ)就職活動に向けた就職情報企業による「就職ガイダンス」や教員採用試験に向け

た教育委員会からの講師による「教員採用試験対策講演会」などによる意識向上 

⑤ 学生の地元への強い就職志向から大都市圏への就職視野の拡大と意識改革 

特に、④は将来の職業観、職業像を持つと同時に大学での学習の意義を考えること、 

企業の求める人材像について学習することを目的に実施しており、見学先を資料Ⅴ－②に

まとめた。23 年度からは理学部長裁量経費のみならず外部資金を獲得することで、より遠

方での研修が可能となったものもある（資料 Ⅴ－②参照）。研修先の中には毎年のように
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採用へとつながっているものもあり、学生と企業との好マッチングという成果をも生み出

している。  

 一方、学生の進路は資料 Ⅴ－③に示されており、これによれば理学部の学問の専門分野

にとどまらず、学生が多種多様な職種に就職していることがわかる。 

卒業生（22年３月、23年３月、24 年３月卒業）を対象にアンケートを実施しており、そ

のアンケートの結果（総回答数 54名）によれば、70%の卒業生が「理学部で受けた講義が

仕事に直接役立っている」と答え、74%の卒業生が「理学部で受けた卒業研究・セミナーが

仕事に直接役立っている」と答えている。さらに、91%もの卒業生が「理学部で受けた教育

は豊かな人生を送るために役立っている」と答えている（資料Ⅴ－④）。また、理学部の教

育により、「筋道だった考え方（論理的思考）」が養われ、「忍耐力」が培われたと評価され

ている（資料Ⅴ－⑤）。これらの結果から、理学部が掲げる「自然科学の専門知識と幅広い

教養」、「論理的科学的思考力と問題解決能力」、「柔軟性と創造力」を持つ人材を育てると

いう目標が十分に達成されていると判断できる。 

 さらに、24～26 年卒業生に、就職関連の講座や講義の受講の有無、就職関連のガイダン

ス（大学主体と理学部）やインターンシップへの参加の有無を問うたところ資料Ⅴ－⑥に

示す結果となった。インターシップへの参加率は 10%程度であるのものの、講座への参加

は 33%、講義への参加は 41%、ガイダンスへの参加は大学主体が 41%、理学部開催が 42%で

あった。４割程度の学生が就職関連の講座やガイダンスを利用していることがわかる。 
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公務員 It産業 学術研究、専門・技術サービス業

不動産業・物品賃貸業 医療・福祉 製造業

建設・鉱業・運輸 卸小売り 金融・保険

サービス 電気・ガス・熱供給・水道業 漁業・農業・林業

その他

資料Ⅴ－③ 年度別進路状況（職業・産業別）

実施日 外部資金の有無 参加者 場所

平成23年1月14日 無 １８名
サントリービール九州熊本工場

平成２３年９月８－９日 無 ４２名

環境省国立水俣病総合研究センター、
大塚製薬（株）佐賀工場・栄養製品研究所、
三井化学大牟田工場、
化学及び血清療法研究所菊池研究所、
同仁化学（株）、
サントリー九州熊本工場

平成２４年２月１６－１７日 有 19名
新日鐵八幡製鉄所、
安川電機工場、
安川電機研究所

平成２５年２月１８－１９日 有 28名
新日鐵住金大分製鐵所、
日本タングステン、
九州シンクロトロン光研究センター

平成２６年９月１８－１９日 無 ２９名

新日本科学、
環境省国立水俣病総合研究センター、
同仁化学（株）、
味の素工場、
化学及び血清療法研究所菊池研究所、
サントリー九州熊本工場

平成２７年２月１６－１７日 有 24名
新日鐵住金大分製鐵所、
本田技研熊本製作所、
ソニーセミコンダクター

資料Ⅴ－② 研究所・工場見学データ
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22%

48%
10%

9%
11%

理学部で受けた講義は、現在の仕事に

直接役立っていますか

とても役たっている

役立っている

どちらでもない

45%

46%

7% 2% 0%

理学部で受けた教育は、

豊かな人生を送るために役立っていますか

とても役たっている

役立っている

どちらでもない

あまり役立っていない

役立っていない

0 5 10 15 20 25 30

何の収穫もなかった

文章能力が増した

仕事の計画立案がしやすくなった

忍耐力が培われた

筋道だった考え方が養われた

度数

卒業研究で得たメリットは（複数回答可）

31%

43%

6%

13%
7%

卒業研究・セミナーは、

現在の仕事に直接役立っていますか

とても役たっている

役立っている

どちらでもない

あまり役立っていない

役立っていない

資料Ⅴ－④ 鹿児島大学理学部の教育成果に関する卒業生調査（I）

資料Ⅴ－⑤ 鹿児島大学理学部の教育成果に関する卒業生調査（II）
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（水準）期待される水準にある。

（判断理由）

①理学部が養成しようとする人材像に基づき、卒業後の進路を見通した教育を充実させ

ており、それが進路決定率の向上や就職率の向上に反映していると判断できる。さらに、

学生の地元への就職志向が強い中、それらの比率は、全国水準に近づき、九州地区水準と

は同程度にあることは評価できる。

②理学部での人材育成は、それを求める社会的背景があり、上記アンケート調査結果に

もあるように、卒業生や産業界からも十分肯定的に評価されていると判断できる。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

講義

インターンシップ

理学部ガイダンス

大学ガイダンス

大学主催の講座

24～26年度卒業生（進学者を除く）292名

受講(参加)した

受講(参加)しなかった

無回答

資料Ⅴ－⑥ 24～26 年卒業生アンケート調査
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 大学改革に掲げられているグローバル人材の育成という視点から英語教育ができるよう

に、また女性研究者の増加という観点も考慮し、理系分野の学位を有する若手外国人女性

教員２名を追加採用して理学部独自の英語教育を強化・充実させたことは特筆すべき点と

して挙げたいが、特段に「重要な質の変化」という意味では「該当なし」である。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 第１期と比較すると、「理学部教育検討委員会」を新設して学部としての教育実施体制を

より充実させてきている。また、外国人教員による英語の専門教育の充実そして学部独自

の就職・教職ガイダンスを積極的に実施することにより、就職率や進路決定率の向上につ

ながる成果を得ている。さらには、「カリキュラムマップ」を作成し、学生が４年間の系統

的な履修計画を立てられるよう工夫がなされている。さらには、理数教育特別プログラム

の積極的推進により文部科学省のサイエンスインカレの最終選考に連続して選ばれるなど

の教育実績をあげていることから、少人数実験体制、TA を活用した学生へのきめ細かい教

育体制、e-learning を組み入れた授業・実験の実施による教育成果が得られていると判断

できる。 
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４．医学部

Ⅰ 医学部の教育目的と特徴 ・・・・・４－２ 

Ⅱ 「教育水準」の分析・判定 ・・・・４－４ 

    分析項目Ⅰ 教育活動の状況 ・・・４－４

    分析項目Ⅱ 教育成果の状況 ・・・４－15 

Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・４－22 
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Ⅰ 医学部の教育目的と特徴 

１．医学部の教育理念 

鹿児島大学憲章に掲げる高い倫理性と社会性を備え、国際社会で活躍しうる人材を育成

する方針に基づき、医学部では「人間性豊かな」、「地域に貢献する」、「研究心旺盛な」、「国

際的視野に立つ」医学・医療の担い手を育成することを教育理念としている。 

２．医学部の目的と教育目標 

医学部では、全人的医療を実践しうる医療人の育成並びに独創的研究を行える研究者 

及び優れた指導者の育成を目的としている。 

 また、各学科においてそれぞれ特色に合わせた教育目標を提示している。 

・医学科の教育目標 

   医学科は、以下の能力をともに有した人材を育成する 

１.人を尊重し、人と地域社会のため最善の医療を実践する優れた臨床医 

２.科学的思考力を有し、生涯学習し、医学、医療及び社会の発展に貢献する医師及

び医学研究者 

・保健学科の教育目標 

  保健学科は、豊かな倫理性を背景として、科学的思考力と他者に対する想像力に富

み、患者と地域社会に貢献できる医療を実践するための思考力、判断力及び積極的

実行力を有する看護師、保健師、理学療法士及び作業療法士を養成する。 

３．医学部の教育の特徴 

医学科及び保健学科では、第二期中期目標で掲げた「学士力を培う専門教育に取り組む」

方針に沿って、教養教育を重視した６年間、または４年間の一貫教育を実施し、早期医療

体験学習、学外での臨地・臨床実習、離島医療実習、問題解決型の授業及び診療参加型の

臨床実習等を導入している。また、両学科とも「地域医療を担う医療人の養成」のために、

入学から卒業までの期間、離島医療に関する授業を段階的・継続的に行っている。温泉を

利用したリハビリテーション医学の教育を附属の霧島リハビリテーションセンターにて実

施していることも本学部の特徴である。 

医学科の入学試験においては、多彩な尺度による選抜を目指し、一般選抜に加えて   

編入学制度や、推薦入試による地域枠入学制度を導入している。 

４．組織の構成及び入学者の状況 

医学部は医学科と保健学科の２学科からなり、上記の目的を達成するための教育を  

行っている。入学者の出身地域は資料１（入学者の出身地域）のとおりで、地域医療を   

担う医療人の養成と共に、全国各地で活躍する人材育成も期待できる状況にある。 
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資料１：入学者の出身地域 

［想定する関係者とその期待］ 

医学部で想定する関係者とその期待は資料２（想定する関係者とその期待）に示すとお

りである。 

資料２：想定する関係者とその期待

想定する関係者 関係者の期待 

学部学生 

・魅力的なカリキュラムのもとで勉学し、卒業後は国家試験に合格して

全人的医療人に育つこと 

・そのための学習環境が整備されていること

卒業生 

・他大学卒業生にひけをとらない基礎的実力を身につけて卒業し医療に

従事すること 

・学生時代に学んだことが、職場で有効に活用できること

学外教育指導者 
・学外実習開始前に基本的な知識・技能・態度を身につけ、積極的・

主体的な態度で学習に取り組むこと 

医療をうける一般社会人 
・優れた倫理観と医学・医療の知識・技能・態度を身につけ、自分の命

を預けることができる全人的医療人として育つこと 

就職先の関係者（例）： 

病院、診療所、訪問看護ステ

ーション、介護老人保健施

設、社会福祉施設、児童福

祉施設、在宅介護支援セン

ター、リハビリテーション

センター、保健所、市町村

や企業等の保健センターな

ど 

・種々の職種を擁する職場において、医療関係の専門学校卒業者も多く

存在する中で、大学卒業者としてふさわしい多角的な分析能力と科学

的・論理的な課題解決能を身につけていること 

（出典：医学教務係資料に基づき作成）

（出典：大学憲章、医学部の理念・教育目標に基づき作成）

22 23 24 25 26 27 22 23 24 25 26 27 22 23 24 25 26 27
年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

医学科 76 63 64 69 62 65 27 33 25 25 34 28 4 12 18 13 11 14

保健学科 62 60 65 57 59 69 53 51 45 50 53 42 7 10 10 14 8 9

医学科

保健学科  (8.0%)

399  (62.1%) 172  (26.7%) 72  (11.2%)

372  (51.4%) 294 58 (40.6%)

鹿児島県内

学科

九州内（鹿児島県外） その他
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

(観点に係る状況)  

１．基本組織の編成 

医学科は５学科目からなる学科目制をとり、保健学科は看護学、理学療法学、作業療

法学の３専攻８講座で構成されている。医学科の教育は大学院医歯学総合研究科の教員

が兼務して担当し、附属病院の教員 100 名余りも医学科の教育を担っている。保健学科

の教育は医学部保健学科の専任教員が担当している。医学部の専任教員数を資料３（医

学部の組織と専任教員数）に示す。 

資料３：医学部の組織と専任教員数       平成 27 年 4月 1日現在

  教授 准教授 講師 助教 合計 

学部 学科 専攻 定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員

医
学
部

医学科 ※ 43 42 38 23 15 18 52 60 148 143

保健学科

看護学専攻 13 12 7 1 0 3 12 13 32 29

理学療法学専攻 5 5 3 2 0 0 3 3 11 10

作業療法学専攻 5 4 3 1 0 2 3 3 11 10

合計 66 63 51 27 15 23 70 79 202 192

※ 定年退職及び異動により空籍となっている教授５名を選考中。 

学科・専攻等別の学生定員と現員数は資料４（学生定員・現員一覧）のとおりである。 

資料４：学生定員・現員一覧 平成 27 年５月１日現在

    １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

医学科 

定員 107 117 

〔10〕

117 

〔10〕

117 

〔10〕

117 

〔10〕

116 

〔10〕

691 

〔50〕

現員 108 111 126 121 125 106 697 

保健学科 

看護学 

定員 80 80 90 

〔10〕

90 

〔10〕

340 

〔20〕

現員 80 83 84 93 340 

理学療法学 

定員 20 20 25 

〔5〕 

25 

〔5〕 

90 

〔10〕

現員 20 20 22 21 83 

作業療法学 

定員 20 20 25 

〔5〕 

25 

〔5〕 

90 

〔10〕

現員 20 21 20 20 81 

計 
定員 120 120 140 

〔20〕

140 

〔20〕

520 

〔40〕

現員 120 124 126 134 504 

※ 医学科定員欄〔 〕は２年次後期学士編入学分で内数、保健学科定員欄〔 〕は３年次学士編入学分で内数

学科別の学生定員と教員配置に係る基本的な組織構成は、医学部の教育理念・目的を達

成する上で適切なものとなっている。 

（出典：教員配置表／平成 27年 4月 1日現在）

（出典：概要 Outline2015 鹿児島大学 大学院医歯学総合研究科 大学院保健学研究科 医学部 歯学部、P39）
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２．教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

医学部では資料５（医学部の教育に関する組織体制）に示すとおり、鹿児島大学の中期

目標に掲げる「教育の質の向上」を達成するために、医学部運営会議、各学科会議、教務

委員会、FD 委員会、教育運営会議、教授会が教育活動に係る重要事項を審議している。ま

た、教務委員会の下に各学科教務部会をおき、原則として毎月１回の定例会議を開催し、

教育内容や方法の改善について実質的な検討を行っている。また、必要に応じて各種小委

員会やワーキンググループを設置している。そして、学生による授業評価、教員の授業公

開・授業参観を行い、その結果を授業担当教員にフィードバックする体制や、改善された

授業内容を報告するシステムを整備するなど、双方向型の授業が増え、教材などが工夫さ

れるなど教授方法が改善されている。 

資料５：医学部の教育に関する組織体制 

医学科における学外医療施設での実習については、学外の臨床教授等の制度を活用し、

例年 100 名以上の臨床教授等と連携し、地域医療施設を通じて厳格な倫理観・マナーを学

び、医療人としての自覚を促す体制となっている。また、教育運営会議にて学生の卒業判

定のあり方等を検討し、学生の意見を反映させつつ継続的な改善を図っている。保健学科

では現場の実習指導者との間で「実習指導者会議」を定期的（年に１回）に開催し、その

結果を実習開始前に教育目標に反映させ、実習が円滑に遂行できるように指導方針の統一

を図っている。この会議では、①実習時の問題点を明らかにし、実習前の教育や実習中の

指導に生かしている、②臨床における実習指導の質を高めるために、臨床指導者と協同で

具体的に指導方針を検討している。 

一方、FD 活動として、平成元年以来ほぼ毎年１回の割合で FD 委員会主催の講演会等を

開催し、その時々における教育上の諸問題に取り組んできた。 

（出典：医学部関係規則に基づき作成）
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（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 教育施行体制として、教務委員会・医歯学教育開発センターの企画・管理・

運営の下、必要な学部教員・病院教員、担当事務員を動員する体制となっている。 

医学科の学部教育全般に関して、各教科担当教員が集まる「教育運営会議」を設立し、

毎月現在の状況や、今後のスケジュール、人員配置などについて検討を行い、スムースな

教育体制が構築・維持されるようになった。 

FD 委員会がまとめた、学生からの意見は、教務委員会に諮られ、参考意見として各種教

育現場へのフィードバックが行われている。例えば、これまで記述式であった科目別試験

を、国試問題形式に変えることや、最終試験と共に卒業判定に用いることなど、学生の意

見を取り入れた改革へと繋がっている。 

以上のように資料５に示す組織内での各種委員会の連携は緊密であり、機能的に動いて

いると考えられる。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況)   

１．教育課程の編成 

医学部の教育理念と目的に基づき、医師・看護師・助産師・保健師・理学療法士・作業

療法士の養成及び医学・医療分野の研究者、教育者の養成をめざして、医学科６年間、保

健学科４年間の一貫教育体制のもとで、共通教育科目、基礎教育科目及び専門教育科目の

バランスを配慮した教育課程を編成している。 

医学科の教育課程は資料６（医学科カリキュラム）に示すとおり、医師養成に合致した

内容となっている。専門教育科目に関するこれまでの主な改善点は資料７（医学科専門教

育科目に関する主な改善点）のとおりである。 

資料６：医学科カリキュラムマップ 

資料７：医学科専門教育科目に関する主な改善点 

年 度 改善事項 備 考 

平成 22 年度
４月より１年生～６年生まで一貫教育の実施を目的とした

新カリキュラムを導入した。 

平成 23 年度

新２年生から研究室に配属し、１年間継続して研究を行う

自主研究科目を導入し、課題発見力・解決力の育成を開始

した。 

導入科目（１年生）、自主研

究科目は必修科目とした。 

平成 24 年度

新３年生に対し基礎系と臨床系を統合した体系的な教育プ

ログラムを開始した。 

３年生の新教育到達目標を電

子シラバスに明記した。 

新３年生に対し、臨床実習開始前に医療現場の見学を行う

科目「シャドウイング」の実施を開始した。 

専門科目「シャドウイング」

は１年間継続して実施。 

平成 26 年度
平成 25 年度に立案した５年次臨床実習の共通評価及び学

生へのフィードバック方法の実践を開始した。 

平成 27 年度
１年生科目の「医学英語１」において、外国人現役研究者

の教員による英語のグループ講義を開始した。 

外国人教員は英語のみを使

用。 

（出典：教務委員会医学科部会審議記録）

（出典：医学科学習の手引き）
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さらに、地域医療を担う医療人養成の観点から、６または４年間を通した段階的、継続

的な離島へき地医療教育（講義及び実習）を資料８（地域医療・離島へき地医療に関する

教育プログラム）、資料９（保健学科：看護学専攻の地域医療・離島へき地医療に関する教

育プログラム）のように実施している。 

保健学科では、厚生労働省、文部科学省の指定規則に基づく医療職養成課程として、教

養科目（24～26％）、専門支持教育科目（16～19％）、専門科目（55～58％）の３つの科目

群を編成し、共通教育から専門教育にわたるバランスを配慮した科目配置を行い、豊かな

人間性と高い倫理観を持ち、社会の変化と多様なニーズに応じて、主体的に判断・実践で

きる能力を備えた医療人を養成するために教育課程を体系的に編成している。平成 24年度

から看護学、理学療法学、作業療法学の各専攻の合同による共修科目として、チーム医療

の知識・技術・態度を身につけることを目標に、チーム医療論Ⅰ、チーム医療論Ⅱ、チー

ム医療論Ⅲ、およびチーム医療実習を開講し、円滑にチーム医療を進めるための理解が得

られるような科目を新設した。 

資料８：地域医療・離島へき地医療に関する教育プログラム 

科目名 対象 必修・選択の別 目的 

鹿児島探訪（教養科目） １～２年次生 選択 動機づけ 

１～２年次離島実習 １～２年次生 選択 動機づけ 

３～４年次離島実習 ３～４年次生 選択 動機づけの深化 

離島・地域医療関連の包括的授

業 

地域・総合診療・症候（専門科

目） 

４年次生 必修 知識の習得 

５年次生 必修 知識の習得 

６年次離島へき地医療実習 ６年次生 必修 技能・態度の修得

資料９：保健学科（看護学専攻）の地域医療・離島へき地医療に関する教育プログラム

科目名 対象 必修・選択 目  的 

初期体験実習Ａ １年 必修 
地域住民の健康ニーズの具体的理解と地域医療におけ

る医療職の役割の理解 

公衆衛生看護学概論 ２年 必修 
地域住民の健康生活を支援するための看護の包括的な

理解 

公衆衛生看護管理論

Ⅰ・Ⅱ 

２・３

年 

選択 

（保健師必

修） 

地域住民の健康課題に応じた公衆衛生看護の方法と、

看護管理の方法理解 

地域・在宅看護学 ２・３

年 
必修 

地域看護活動の中での在宅ケアに関わる活動の展開方

法の理解 

公衆衛生看護技術論

Ⅰ・Ⅱ 

２・３

年 

選択 

（保健師必

修） 

公衆衛生看護活動の展開過程の理解及び公衆衛生看護

活動の基盤となる個別援助の修得 

離島保健活動論 
４年

選択 

（保健師必

修） 

離島における保健政策、保健活動の現状、課題等の理

解 

総合テーマ実習 
４年 必修 

学生主体で実習施設（離島・へき地含む）・実習課題等

を設定させ、これまでの学習を統合しながら看護専門

職者としての自律性を養う 

（出典：医学科学習の手引き）
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公衆衛生看護学実習

Ⅰ・Ⅱ ４年

選択 

（保健師必

修） 

既存の資料及び、臨地での公衆衛生看護活動への参加

を通じて、地域の情報を収集・分析し、健康課題を抽

出しその課題解決に向けた次年度公衆衛生看護活動計

画を作成する。 

チーム医療論Ⅰ １年 必修 
保健学科の看護学、理学療法学、作業療法学の各専攻

の合同による共修科目として、チーム医療に欠かせな

い知識・技術・態度を４年間かけて段階的に身につけ

ていくことを目標に科目を構成している。チーム医療

論Ⅰでは、早期に医療現場における見学・体験するこ

とで対象理解を深め、自己の目指す医療職の役割につ

いて知る。チーム医療論Ⅱでは、他の専門職種の役割

機能を知り、専門職種間の連携の必要性について学ぶ。

また、事例検討によるグループワークを通して、チー

ム運営に必要な知識と技能を習得する。チーム医療実

習では、チームによる地域で暮らす人々への健康回復、

在宅療養、地域連携を促進するための方法、現状、課

題について、事例を通して学ぶ。チーム医療論Ⅲでは、

実習での専門的アプローチの実践を通して、その意義

を振り返ることで、患者中心の良質な医療を実践する

ための医療専門職者としての責務の自覚と将来の主体

的な学習への動機づけとする。 

チーム医療論Ⅱ ３年 必修 

チーム医療論Ⅲ ４年 必修 

チーム医療実習 

４年 必修 

島嶼看護学実習 
４年 選択 

地域の価値観等を尊重しつつ健康・生活ニーズを充足

するための看護が展開できる能力の養成 

離島看護学 

４年 選択 

地域の特性を活かした看護活動の展開方法を理解し、

わが国のへき地医療のあり方と看護専門職が果たす役

割について考察する。 

災害看護学 
４年 選択 

災害の多い本県の地域特性を理解し、防災の知識・技

術を習得する。 

２．学生や社会からの要請への対応 

 学生や社会からの要請に応えるため、医学部では資料 10（学生や社会からの要請への対

応に示す対応）を行っている。 

資料 10：学生や社会からの要請への対応

学科 目  的 事  項 

医

学

科

医療・研究における倫理観の醸成への社

会からの要請に応えるため 

医学科１年生に対し、研究を実施する上での倫理的対応

について基本的な理解を深めることを目的とした専門

科目「生命倫理・研究倫理」を実施している。 

社会からの基礎研究者減少対策の要請

に応えるため 

医学科１年生に対し、研究に対する導入科目「研究開発

基礎」を実施し、医学科２年生から１年間継続して研究

室に配属し、研究を実施する専門科目「自主研究」を実

施している。 

地域医療を担う医師の養成を求める社

会からの要請に応えるため 

平成 18 年度から地域枠による入学者選抜制度を導入

し、離島へき地における医療に従事する強い意欲を持つ

学生２名を受け入れ、平成 22年からは 17 名を受け入れ

ている。 

医学科６年次選択実習にて離島医療実習（１～４週間）

を必修化している。 

明確な目的意識を持つ学生に対して医

療人への道を開くため 

２年次後期に多様な専門性を持つ学士編入学生 10 名を

受け入れている。 

６年次に行う選択実習の期間を延長している。 

（出典：保健学科学生の修学手引及び電子シラバス）
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国際化に対する社会からの要請に応え

るため 

米国フロリダ州マイアミ大学と学術交流協定を締結し、

５年次には一年間の留学の機会を設けている。既に平成

７年から平成27年までに56名の学生がマイアミ大学で

学んでいる。また、６年次の選択実習の期間に短期留学

することもできる機会を設けている。短期留学先とし

て、マイアミ大学、トロント大学、マサチューセッツ大

学、国際神経科学研究所（ドイツ・ハノーファー）等が

あげられる。 

保
健
学
科

より高度な専門性の獲得を目指す学生

の要望に応えるため 

３年課程の医療系教育機関の卒業者を対象として、３年

次への編入学生 20 名を受け入れている。 

国際化に対する社会からの要望に応え

るため 

韓国中央大学校赤十字看護大学と部局間学術交流協定

を締結し、平成 24 年から平成 27 年までに 24 名の学生

が韓国中央大学校赤十字看護大学で研修を行い、同大学

から 16 名の学生を受け入れるなど、学生に有益な国際

交流と学びの機会を設けている。 

共

通

学生からの要望を各教員にフィードバ

ックして授業内容の改善を図るため 

授業内容について学生による授業評価を実施し、授業

内容の改善を図っている。 

実習科目等の履修に関して、実習内容に

ついての学生の要望に応えるため 

臨床実習において、各学生が希望する学外施設で臨床

教授等の指導による実習ができるようにして学生の

ニーズに応えている。 

また、保健学科では、学生や社会の多様なニーズに応えるために、３専攻の学生が合同

で受講できる科目を開講している。その開講科目の例は資料 11（保健学科各専攻間で合同

受講が可能な科目の例）のとおりである。 

資料 11：保健学科各専攻間で合同受講が可能な科目の例 

科 目  授 業 内 容 

解剖生理学Ⅰ 

（３専攻合同受講必修科目） 

疾病を理解するための基礎的知識として、人体の正常な構造（解剖）

と機能（生理）について学ぶことを目的としている。細胞学および

組織学の基礎、消化器系、呼吸器系、血液造血器、血管系、リンパ

循環について学び各臓器系統の病態生理についての学習も行う。 

 疾病論Ⅲ 

（３専攻合同受講必修科目） 

看護学・理学療法学・作業療法学の専門科目を学ぶ上で必要な疾病

に対する医学的な知識を理解し、多面的視野と総合的判断力を身に

つけることを目標とし、内科領域における主要疾患の概念、病因、

症状、診断法などを概説する。 

チーム医療論Ⅰ 

（３専攻合同受講必修科目） 

医療・保健の専門学者として、医療・保健の現状を知り、対象者に

関わる者としても役割を学び、自らの今後の学習目標を持つものと

する。 

学生指導については、複数の教員からなる助言指導教員制（医学科）や学年担任制（保

健学科）を導入し、学生の履修相談・学習・進路・健康相談などに対応すると共に、電子

シラバスにオフィスアワーや教員の連絡先を明示して、学生からの授業等に関する疑問や

意見に対応している。 

 学生のニーズに対応した他大学等との交流に関して、米国マイアミ大学及び韓国群山 

看護大学との提携による学生の交流や、鹿児島国際大学、鹿児島純心女子大学等との単位

互換を行っている。特に、マイアミ大学には毎年２～４名の医学科学生（主として５、６

年次）が本人の希望により１年間留学し、臨床実習を受けている。保健学科では、部局間

学術交流協定を締結している韓国中央大学校赤十字看護大学と交流を行っており、毎年４

～６名の保健学科学生が中央大学校赤十字看護大学を訪問し、中央大学校赤十字看護大学

（出典：入学者選抜要項、学生募集要項）

（出典：保健学科学生の修学手引及び電子シラバス）
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からは毎年３～６名の学生が本学を訪れ、研修や学生交流を行っている。単位互換につい

ては、鹿屋体育大学で「子どもの運動と心の育ち」、鹿児島純心女子短期大学で「食と健康」

等が科目としてある。 

３．授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

教育目的の達成のために、資料12（授業形態の組合せと学習指導法の工夫の例）に例示する授

業形態の組合せと学習指導法の工夫を行っている。 

医学科では、教養教育を重視した６年一貫教育を実施し、学外実習施設で直接患者とふ

れあう早期医学体験学習、問題解決型の授業や診療参加型の臨床実習を導入している。 

保健学科では、平成 24 年度から看護学専攻で新カリキュラムを導入したことに伴い、 

３専攻が連携して行うチーム医療に関する科目をカリキュラムに組み入れた。 

資料 12：授業形態の組合せと学習指導法の工夫の例 

学科 対象学生 事   項 

医

学

科

全学年 医師養成に必要な教育内容として定められたモデル・コア・カリキュラムに準拠

した基礎臨床統合カリキュラムを実施 

全学年 各系の授業の中に講義、実習、チュートリアル授業（少人数グループによる課題

解決型教育）を配置し、学習効果が上がるように配慮 

全学年 桜ヶ丘 Moodle(e-learning)を使用し、ふりかえり・自主学習に活用 

１年次 グループ学習を中心とした外国人教員による医学英語教育を実施 

２～４年次 バーチャルスライドを導入し、実習科目での活用を実施 

５～６年次 臨床実習では４～５名の少人数グループを単位として教育指導を実施 

６年次 臨床実習では学内各診療科等の教員に加えて学外の臨床教授等の協力によるクリ

ニカルクラークシップ（診療参加型臨床実習）を実施 

６年次 医学部の重点目標である地域医療を担う医師の養成を目的として、離島の診療施設

等における離島医療実習を全学生に必修科目として実施 

保

健

学

科

看護学専攻 平成 24 年度から新カリキュラムに移行した。 

保健師養成のためのカリキュラムを選択制とし、助産師課程のカリキュラムを大

学院博士前期課程で行うことにした。 

統合分野である災害看護学、地域・在宅看護学など、社会的課題に対応した科目

を配置した。 

１年生から「アカデミックスキルズ」の科目を設定し、Inquiry Based Learning 

(IBL)学習法を取り入れ、事例に関するグループ討論学習を行うことで、批判的思

考、分析的問題解決、臨床的推論、意思決定の能力の取得を図った。 

理学療法学

専攻 

体験型学習、問題解決能力およびコミュニケーション能力を高めるための学外臨床

実習（６科目）を開講した。 

作業療法学

専攻 

１年前期の「作業療法学概論」で附属図書館職員による文献検索方法のデモンス

トレーションを行い、その後、問題解決学習・参加体験型学習の形態を採用した

科目（13科目）を開講した。 

精神障害者の家族団体、高次脳機能障害者の家族団体との連携による地域貢献活動

を行い、活動により得られた資料などを学部教育に活用した。 

３専攻合同 ３専攻が連携した、チーム医療に関する科目（チーム医療論Ⅰ～Ⅳ、実習）を新カ

リキュラムに組み入れた。また専門支持科目においても３専攻が連携した科目を

立ち上げた。 
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共
通

全学年 授業内容や評価方法等に関する学生への情報提供のために、電子シラバスを整備

し、学生が各授業科目の準備学習等に活用できるようにしている。 

上記のように、講義、チュートリアル教育、演習、実習等の授業形態を適切に組合せるととも

に、カリキュラムについて学生に適正な情報提供を行い、教育内容に応じた指導法の工夫を行

っている。また、医師国家試験及び保健学科関係国家試験不合格者に対して支援体制を整

備し、指導の実施を行っている。 

４．主体的な学習を促す取組 

医学部における主体的な学習を促す取組の具体例を資料 13（主体的な学習を促す取組の

例）に示す。 

資料 13：主体的な学習を促す取組の例 

事 項 ね ら い 備 考 

図書館（桜ヶ丘分館）の開館時間延長 学生の主体的・自主的な学習の支援 夜間・休日も開館

共通教育棟にスキルスラボを設置 
学生が自主的に基本的臨床実習技能

を習得できる環境の提供 
医学科・保健学科

電子シラバスに各教員のオフィスアワー、メ

ールアドレスを掲載 
学生の質問等への対応 医学科・保健学科

ＰＢＬチュートリアル教育を導入、学習場所

として講義室・チュートリアル室を解放 

課題解決能力・生涯学習能力の育成、

主体的・自主的な学習習慣の涵養 
医学科 

高学年生にグループ学習室を提供 
少人数による自主的なグループ学習

の推進 
医学科 

時間外に使用できる学習場所の設置 主体的・自主的な学習の促進 
保健学科 

担任、副担任による個別学習指導 主体的・自主的な学習の支援 保健学科 

離島実習における地域住民との交流体験、フ

ィールド調査 

主体的に離島地域における保健医療

の特性 保健学科 

５．教育に関する各種改革 

 教育に関する各種改革として、医学部では資料 14（教育に関する各種改革について）の

項目１から８のとおり取り組みを行っている。 

資料 14：教育に関する各種改革について 

事例 医学科 保健学科 

１ 離島へき地医

療に特化した

地域枠入学制

度の導入 

「地域医療を担う医療人の養成」という医

学部目標達成のため、平成 18 年度から推

薦入学Ⅱ（地域枠）の制度を導入し、平成

22 年度からは毎年 17 名を受け入れ。平成

27年５月時点で本制度による101名の学生

が在籍。 

２ 離島へき地を

含む地域医療

教育の充実 

地域医療を担う医療人の養成のため、平成

19 年度から６年次生全員に離島地域医療

実習を必修化し、鹿児島県内 20 箇所の離

島・へき地医療機関において１週間の実習

を施行。実習後のレポートの解析結果は、

資料 23（離島地域医療実習前後での意識の

「離島看護学」、「離島保健活動論」、「島

嶼看護学実習」を中心に、地域の価値観等

を尊重しつつ健康・生活ニーズを充足する

ための看護展開能力の養成を図る。離島で

の健康とくらしを反映したフィールドワ

ーク実施により、学生の社会性やソーシャ

（出典：医学科学習の手引き、保健学科学生の修学手引及び電子シラバス）

（出典：医学科学習の手引き、保健学科学生の修学手引及び電子シラバス）
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変化）に提示。 ルスキルを向上させ、離島保健医療従事者

の果たすべき役割についても深く考え学

ぶことができた。 

３ 医歯学教育開

発センターに

よる教育の実

施体制 

教育運営会議を定期的に開催し、その結果

を学生教育に反映。教務委員会、入試委員

会、FD委員会等と連携し、カリキュラム、

教育方法、教育評価方法、入試方法等の改

善充実を行っている。 

教務委員会、入試委員会、FD 委員会等と連

携し、カリキュラム、教育方法、教育評価

方法、入試方法等の改善充実を行ってい

る。 

４ 実習時におけ

る感染対策の

マニュアル作

成等 

医学科学生の５,６年生における臨床実

習時については、感染対策等が確立されて

いたが、他の学年による実習については対

策が確立されてなかったので、これまでの

対策に準じた形で学内、学外についての感

染対策マニュアルを作成。 

保健管理センター分室が設置され、外傷処

置、健康相談など行っている（医学科生に

も提供）。 

５ 入試方法の改

善、多様化 

平成 27 年度一般入試から２段階選抜を導

入し､１人あたりの面接時間を十分に確保

した。平成 27 年度前期個別学力検査にお

いて、理科を従来の１科目から２科目に変

更し、質の高い試験を実施。質の高い優秀

な学生を確保するため、平成 28 年度入試

から、国際バカロレア入試を導入した。 

質の高い優秀な学生を確保するため、平成

28年度入試から、国際バカロレア入試を導

入した。 

６ 新カリキュラ

ムの策定 

国際認証評価を目指した次世代カリキュ

ラムを作成し、平成 28 年度入学生から導

入する。共通教育は１年半から１年とし、

臨床実習前の自主研究の実施、４年生の１

月から６年生の６月までの臨床実習を取

り入れる。 

７ チーム医療の

充実 

１年次に、「患者と医療」として総合的に

医療を考える科目を新設。「チーム医療」

として、特化した教育も提供。 

平成 24 年度から看護学、理学療法学、作

業療法学の各専攻の合同による共修科目

として、チーム医療の知識・技術・態度を

身につけていくことを目標に、チーム医療

論Ⅰ、チーム医療論Ⅱ、チーム医療論Ⅲ、

およびチーム医療実習を開講。 

８ 島嶼・地域ナー

ス育成センタ

ーの設置 

 医療人材の養成に取り組む文科省の補助

金事業（５年間）として、平成 26 年度に、

鹿児島大学の「地域での暮らしを最期まで

支える人材養成―離島・へき地をフィール

ドとした教育プログラム―」が採択され、

島嶼・地域ナース育成センターを設置。 

（水準）期待される水準を上回る。

（判断理由） 医学部では教育課程が教育の目的に照らして体系的かつ適切に編成されている。

授業内容は、医師・看護師・保健師・理学療法士・作業療法士の養成という医学部の目的

に合致した合理的なものとなっている。実施に当たっては、医歯学教育開発センター・教

務委員会との連携の下に、学部全体で行っている。さらに、地域枠や編入学などの入学制度、

医療倫理観醸成の為の教育など、社会のニーズに対応した制度を構築している。また、学生の

希望に沿った実習先の選択、マイアミ大学や他の海外大学等での臨床実習、県内他大学との

単位互換制度など、学生の多様なニーズにも対応している。 

教育の方法等については、医学部の教育目的を達成するために講義、グループ学習、チュート

リアル教育、演習、実習等の授業形態の組合せは適切であり、教育内容に応じた指導法の工夫

により、授業形態、学習指導法等が整備されていると考える。 

また、学生の主体的学習支援のために、学習指導方法の工夫（特にチュートリアルやグ
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ループ学習）に取り組むとともに、時間外の学生の自主的学習を促進するための指導と環

境整備を積極的に行っている。さらに、医学科ではスキルスラボによる基本的臨床技能の

自主的学習の推進や、生涯学習能力の育成、離島実習など、学外教育指導者や地域住民な

ど関係者の期待に応える教育上の取組が行われている。予習・復習・振り返りのために、

Moodle システムを用いた学習指導も行っている。 

医学英語教育においても、現役のネイティブリサーチャーを招聘し、グループ学習を通

して生の英語習得を目指している。 

保健学科では、看護学専攻での新カリキュラム導入にともない３専攻合同でのチーム医

療に関する講義あるいは実習を４年間行い、より充実した教育方法が行われるようになっ

た。また、学生の自主的な学習を支援するための学習指導方法の工夫に取り組むとともに、

時間外の学生の自主的学習を促進するための指導と環境整備を積極的に行っている。 

以上のことから、全体として適正かつ合理的な教育内容を確保しており、医学部の教育

内容は期待される水準を上回ると判断される。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

(観点に係る状況) 

１．学生が身につけた学力や資質・能力 

医学部では各学科の目的・目標に基づき、教養教育、専門教育等について学生が身につ

ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等を明示し、準拠カリキュラムを作成し、

各学科教務部会を中心にその達成状況を検証・評価するための取組を行っている。 

医学科及び保健学科における進級・卒業判定の時期と内容等は、資料 15（進級・卒業判

定の時期と判定項目及び不合格者の状況）のとおりである。 

資料 15：進級・卒業判定の時期と判定項目及び不合格者の状況 

学科・専攻 判定時期 判定事項 不合格者等の状況 

医学科 

第２期末 科目ごとの学習到達度 １～５名（22～27 年度） 

第３期末 科目ごとの学習到達度 １～９名（22～27 年度） 

第４期末 科目ごとの学習到達度 １～８名（23～27 年度） 

第６期末 科目ごとの学習到達度 ２～10 名（22～27 年度）

第８期末 
科目ごとの学習到達度 

共用試験（ＣＢＴ・ＯＳＣＥ） 
６～10名（22～27 年度）

第 12 期末（卒業時） 最終合同試験による総合判定 卒業延期者 ２～13 名 

保
健
学
科

看護学 

第３期末 科目ごとの学習到達度 ２～７名（22～27 年度） 

第５期末 科目ごとの学習到達度 ０～３名（22～27 年度） 

第８期末（卒業時） 学習到達度・卒業研究・総合判定 ０～２名（22～27 年度） 

理学療法

作業療法

第３期末 学習到達度 ０～４名（22～27 年度） 

第６期末 学習到達度 １～５名（22～27 年度） 

第８期末（卒業時） 学習到達度・卒業研究・総合判定 １～２名（22～27 年度） 

医学科では、臨床実習開始前の学習到達度をチェックするために、第８期末に医療系大

学間共用試験（CBT・OSCE）を実施し、進級要件としているが、例年、全国平均を上回る成

績を収めている。 

保健学科では、４年次に卒業研究に取り組み、論文作成や成果発表を通して課題探求能

力や問題解決能力を身につけている。ほとんどの学生が卒業に必要な単位を取得しており、

積極的、意欲的に学習に取り組んでいると判断できる。 

平成 22～27 年度の医師国家試験及び保健学科関係の国家試験合格率は資料 16（医師国

家試験の合格状況、P４-16）、資料 17（保健学科関係国家試験の合格状況、P４-16）のと

おりである。医師国家試験については、医師国家試験合格率向上のため医学科全体として

教務委員会を中心に６年次卒業試験のあり方を検討し、医師国家試験に準じた形式での卒

業試験の実施等の対策を継続して行った結果、平成 27 年度まで新卒者の合格率が平均

94.2％となっている。看護師、助産師、保健師、理学療法士、作業療法士の国家試験合格

率は、年度によりやや変動があるが、平均 95.6％であり、平成 22年度の助産師と平成 24

年度の作業療法士以外は、いずれの資格についても、全ての年度で全国平均を上回ってい

る。

（出典：医学科進級・卒業判定資料、保健学科学生の修学手引及び成績原簿）
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資料 16：医師国家試験の合格状況 

年度 総 数 新 卒 既 卒 総数平均合格率 

受
験
者
数

合
格
者
数

合
格
率

受
験
者
数

合
格
者
数

合
格
率

受
験
者
数

合
格
者
数

合
格
率

国
立
大
学

全
国
大
学

22 年度 93 85 91.4% 81 79 97.5% 12 6 50.0% 90.4% 89.6%

23 年度 101 91 90.1% 92 88 95.7% 9 3 33.3% 90.5% 90.7%

24 年度 109 94 86.2% 100 91 91.0% 9 3 33.3% 90.7% 90.3%

25 年度 112 100 89.3% 97 93 95.9% 15 7 46.7% 91.5% 90.6%

26 年度 125 111 88.8% 113 107 94.7% 12 4 33.3%  91.8% 91.2%

27 年度 115 97 84.3% 100 91 91.0% 13 6 46.2% 91.7% 91.5%

資料 17：保健学科関係国家試験の合格状況 

  平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

国試の種別 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 

看護師 76 76 100％

（91.8％）

79 79 100%

（90.1％）

76 70 92.1%

（88.8％）

保健師 89 85 95.5%

（86.3％）

92 88 95.7%

（86％） 

87 85 97.7%

（96％） 

理学療法士 20 18 90%

（74.3％）

23 20 87%

（82.4％）

23 21 91.3%

（88.6％）

作業療法士 22 19 86.4%

（71.1％）

21 18 85.7%

（79.7％）

20 15 75%

（77.3％）

助産師 9 8 88.9%

（97.2％）

11 11 100%

（95％） 

9 9 100%

（98.1％）

 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

国試の種別 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 

看護師 84 82 97.6％

（89.8％）

79 79 100％

（90.0％）

81 81 100％

（89.4％）

保健師 93 87 93.5%

（86.5％）

89 89 100%

（99.4％）

17 16 94.1%

（89.8％）

理学療法士 18 16 88.9%

（83.7％）

21 19 90.5%

（82.7％）

19 16 84.2% 

(74.1%) 

作業療法士 22 20 90.9%

（86.6％）

22 21 95.5%

（85.5％）

19 19 100％

（87.6％）

助産師 7 7 100%

（96.9％）

7 7 100%

（99.9％）

4 4 100%

（99.8％）

注：（ ）は全国の平均合格率を示す 

（出典：医学科会議資料）

（出典：学生支援係資料に基づき作成）
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上記のように、各学年や卒業時等において学生が身につける学力や資質・能力について、

単位修得、進級、卒業の状況、資格取得の状況等から、あるいは卒業論文等の内容・水準

から判断して、教育の成果や効果は上がっていると考えられる。 

２．学業の成果に関する学生の評価 

医学科では、平成 18年度後期から全科目で学生による授業評価アンケートを実施してい

るが、学生はカリキュラムの内容、講義、チュートリアル授業、基礎実習及び臨床実習に

ついて、全体的に肯定的に受けとめている。平成 26 年度講義内容についての学生の評価結

果の一部抜粋を資料 18－１（科目の教育目標に沿った評価（範囲、内容、レベル）だった、

P４-17）、資料 18－２（理解を促すための工夫がされていたか、P４-17）及び資料 18－３

（この授業を来年度の学生にも勧めたいと思う、P４-18）で例示する。 

資料 18－1：科目の教育目標に沿った評価（範囲、内容、レベル）だった

資料 18－2：理解を促すための工夫がされていたか
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医学科学生の授業評価アンケート結果から見て、各科目の教育目標に沿った教育効果が

あったと判断される。また、アンケートの自由記述欄より授業時の適切な資料・レジュメ

の配付や内容及び講義の進め方など、更に改善が必要とされる部分も明らかとなったため、

教務委員会や FD委員会、各 WGでの分析・検討を重ね、具体的な改善策を今後も継続して

模索する必要がある。 

 保健学科では、毎年、学生による授業評価を実施し、「授業に意欲的に取り組んだか」「授

業科目にふさわしい内容であったか」「授業の難易度は適切であったか」「この授業をほか

の学生にも勧めたいか」「この授業は自分にとって価値があったか」などの質問項目を設定

し、学業に取り組む姿勢や満足度を調べている。５点満点による評価の結果は（資料 19：

保健学科学生の学業への取組及び授業に対する満足度）のとおりで、いずれも４点以上の 

高い得点であり、学生からの評価も高い。 

資料 19：保健学科学生の学業への取組及び授業に対する満足度 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

授業に意欲的に取り組んだか 4.19 4.23 4.21 4.33 4.32 4.35 

授業科目にふさわしい内容であったか 4.47 4.50 4.48 4.49 4.49 4.58 

授業の難易度は適切であったか 4.30 4.26 4.33 4.33 4.31 4.47 

この授業を他の学生にも勧めたいか 4.22 4.21 4.22 4.25 4.25 4.36 

この授業は自分にとって価値があったか 4.38 4.36 4.34 4.38 4.37 4.48 

※ 数値は５点満点の平均値 

資料 18－3：この授業を来年度の学生にも勧めたいと思う

（出典：医学教務係資料「平成 26 年度医学科生による授業評価アンケート結果」）

（出典：H22～H27 保健学科学生による授業評価アンケート調査結果の報告）
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（水準）期待される水準にある。

（判断理由） 医学部では各学科の目的に基づき、教養教育、専門教育等について学生が

身につける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等についての方針が明らかにされ

ており、準拠した教養教育及び専門教育等のカリキュラムが作成され、その達成状況を検

証・評価するための適切な取組が行われている。また、各学年や卒業時等の獲得した学力

や資質・能力について、単位修得、進級、卒業の状況、資格取得の状況等から、あるいは

卒業論文等の内容・水準から、教育の成果や効果が上がっていると考えられる。さらに、

学生の授業評価結果等から、学生自身は概ね大学の意図する教育の効果があったと判断し

ている。医師国家試験については平成 27 年度まで新卒者の合格率が平均 94％で推移して

いるが、教務委員会を中心に医学科全体として更なる合格率改善のための具体的な改善策

を提示し、取組んでいる。 

 上記を踏まえ、卒業後、国家試験に合格して医療に貢献するという学生・卒業生の期待

を満足しており、医療を受ける一般社会人の視点からも期待される水準にあると判断され

る。 

観点 進路・就職の状況 

(観点に係る状況) 

１．卒業（修了）後の進路の状況 

医学科新規卒業者の医師国家試験合格率は平均 94％となっており、地域医療への貢献も

果たしている。 

医学科卒業生の県内外の就職先の割合は資料 20（医学科生新規卒業生の県内就職率の 

割合）に示すとおりであり、県内の就職率は上昇傾向にある。地域枠推薦入学医学生の卒

後のキャリア形成に関しては、鹿児島大学病院地域医療支援センターとともに、学生時期

に情報提供を行っている。具体的なキャリアプラン作成は、鹿児島県や、鹿児島県医師会、

鹿児島大学病院と共に作成している。 

資料 20：医学科生新規卒業生の県内就職率の割合 

年度 新規卒業生

国家試験

合格者 

国家試験

不合格者 県内就職 県外就職 不明 県内就職率

平成 22 年度 81 79 2 33 40 6 41.8% 

平成 23 年度 92 88 4 41 32 15 46.6% 

平成 24 年度 100 91 9 44 42 5 48.4% 

平成 25 年度 97 93 4 43 47 3 46.2% 

平成 26 年度 113 107 6 63 43 1 58.9% 

平成 27 年度 100 91 9 54 36 1 59.3% 

保健学科新規卒業者のほとんどは、各専攻に応じて看護師、助産師、保健師、理学療法

士、作業療法士の国家試験を受験しており、合格者については、進学、就職ともほぼ希望

にかなっている。卒業者の看護学専攻では１％、理学療法学専攻と作業療法学専攻では７％

程度が大学院に進学している。就職希望者は、ほぼ全員が希望通りの医療・福祉関係機関

に就職している。就職者の約半数が鹿児島県内に就職し、地域医療に貢献できる人材の育

成という点で一定の効果を挙げている。また、鹿児島県以外の就職者も日本各地において

活躍している（資料 21：保健学科卒業生の進路状況）。 

（出典：H22～H27 医学科学生県内就職率調査結果の報告）
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資料 21：保健学科卒業生の進路状況 

２２年 

卒業者数
就職 

進学 その他 
鹿児島県 九州圏内 関西地域 関東地域

看護学専攻 86 36（42％） 29（34％） 6（7％） 12（14％） 1（1％） 2（2％） 

理学療法学専攻 23 8（35％） 8（35％） 2（8.7％） 2（8.7％） 1（4％） 2（9％） 

作業療法学専攻 21 12（57％） 6（29％） 1（4.8％） 0（0％） 1（5％） 1（5％） 

２３年 

卒業者数
就職 

進学 その他 
鹿児島県 九州圏内 関西地域 関東地域

看護学専攻 90 36（40％） 31（34％） 7（8％） 11（12％） 0（0％） 5（6％） 

理学療法学専攻 22 7（32％） 8（36％） 1（5％） 2（9％） 2（9％） 2（9％） 

作業療法学専攻 19 6（32％） 8（42％） 2（11％） 1（5％） 1（5％） 1（5％） 

２４年 

卒業者数
就職 

進学 その他 
鹿児島県 九州圏内 関西地域 関東地域

看護学専攻 86 39（45） 34（40％） 0（0％） 6（7％） 0（0％） 7（8％） 

理学療法学専攻 21 8（38％） 3（14％） 4（19％） 1（5％） 1（5％） 4（19％）

作業療法学専攻 18 9（50％） 4（22％） 2（11％） 0（0％） 0（0％） 3（17％）

２５年 

卒業者数
就職 

進学 その他 
鹿児島県 九州圏内 関西地域 関東地域

看護学専攻 88 43（49％） 26（30％） 3（3％） 11（13％） 2（2％） 3（3％） 

理学療法学専攻 18 10（56％） 3（17％） 1（6％） 1（6％） 2（11％） 1（6％） 

作業療法学専攻 19 3（16％） 8（42％） 7（37％） 0（0％） 0（0％） 1（5％） 

２６年 

卒業者数
就職 

進学 その他 
鹿児島県 九州圏内 関西地域 関東地域

看護学専攻 88 45（51％） 19（22％） 7（8％） 14（16％） 2（2％） 1（1％） 

理学療法学専攻 20 6（30％） 8（40％） 0（0％） 0（0％） 4（20％） 2（10％）

作業療法学専攻 20 6（30％） 5（25％） 2（10％） 3（15％） 1（5％） 3（15％）

２７年

卒業者数
就職

進学 その他 
鹿児島県 九州圏内 関西地域 関東地域

看護学専攻 91 46（51％） 26（29％） 0（0％） 10（11％） 9（10％） 0（0％） 

理学療法学専攻 20 9（45％） 0（0％） 0（0％） 1（5％） 4（20％） 6（30％）

作業療法学専攻 19 7（37％） 9（47％） 3（16％） 0（0％） 0（0％） 0（0％） 

（出典：H22～H27 保健学科学生就職率調査結果）
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２．関係者からの評価 

医学科では、卒業後３年の卒業生に対し在学中に身につけた学力や資質・能力等が医療

の現場で有用であったか、教育内容についてアンケート調査を行った結果、おおむね肯定

的な評価が得られた。 

また、このアンケート結果においてカリキュラム内容や教育方法、講義内容に関して指

摘された部分については教務委員会、FD委員会を中心に検討され、カリキュラム改善に役

立っているため、今後も実施し、分析・検討を行う必要があると考える。 

保健学科では、３専攻ともに実習先の臨床実習指導者との会議を定例で開催し、学生の

評価を聴取しているが、指導者からは良好な評価を得ており、教育の成果が上がっている

と判断される。平成 24 年度卒業生に対して、「ヒューマニズムや論理性、社会貢献への意

欲」、「専門知識や技術の習得」、「国際感覚を身につける」、「科学的思考力や研究的能力」

について在学中にどの程度習得できたか、卒後３年目に調査した。その結果（資料 22：平

成 24年度卒業生の保健学科教育に対する評価結果）のように、すべての項目でほぼ半数以

上が達成できたと答えているが、「国際感覚を身につける」と「科学的思考力や研究的能力」

の項目では、「あまりできなかった」「できなかった」と答えたものが 16～20％あり、今後

も継続的に卒業生の意見を調査し、推移を分析、検討していく必要がある。卒業生を採用

している医療機関の意見では、卒業生の科学的思考能力や判断力を高く評価している意見

が数多く聞かれることから、一定の成果がでてきていると考えられる。 

資料 22：保健学科平成 24 年度卒業生（卒後３年目）の保健学科教育に対する評価結果 

とてもでき

た 

ある程度

できた 

どちらと

も いえ

ない 

あまりで

きなかっ

た 

できなかっ

た 

ヒューマニズムや倫理性、社会的貢献へ

の意欲 
5（17％） 14（47％） 9（30％） 2（7％） 0 

専門的知識や技術の修得 7（23％） 18（51％） 3（10％） 1（3％） 1（3％） 

国際感覚を身につける 2（7％） 12（40％） 10（33％） 6（20％） 0 

科学的思考力や研究的能力 2（7％） 13（43％） 10（33％） 4（13％） 1（3％） 

注）表中の数値は、人数を表す 

（水準）期待される水準を上回る。

（判断理由） 平成 24年度、平成 27 年度を除き、医学科新規卒業者の 94.7～97.5％は医

師国家試験に合格し、合格者は希望の医療機関等で研修を行っている。また、保健学科新

規卒業者のほとんどは、各専攻に応じて看護師、助産師、保健師、理学療法士、作業療法

士の国家試験に合格し、就職、進学ともほぼ希望を達成している。このことから判断して、

医学部の教育目的において意図している人材が養成されており、教育の成果や効果が上が

っていると判断される。 

卒業後の進路については、資料 21（保健学科卒業生の進路状況）のように、ほぼ半数の

卒業生が県内の医療、福祉機関に就職している。 

（出典：平成 27 年度卒業生アンケート集計結果）
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Ⅲ 質の向上度の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

医学科では、離島へき地医療に特化した地域枠入学制度を１学年 20 名まで増加させた。

また、離島へき地を含む地域医療教育の充実の為に、1週間の必修の離島地域医療実習を 1

週から４週まで可能な体制とした。教育運営会議を定期的に開催し、その結果を学生教育

に反映させる仕組みを構築した。平成 27年度一般入試から２段階選抜を導入し､１人あた

りの面接時間を十分に確保するとともに、前期個別学力検査で理科を従来の１科目から２

科目に変更し、質の高い試験を実施した。また、平成 28 年度入試から、国際バカロレア入

試を導入し、国際認証評価を目指した次世代カリキュラムを作成した。チーム医療の重要

性が高まる中で、カリキュラムの中に１年次に、「患者と医療」として総合的に医療を考え

る科目を新設し、「チーム医療」として、特化した教育も提供した。このように、第１期に

比較して大幅な質的向上を達成した。 

保健学科に於いては、「離島看護学」、「離島保健活動論」、「島嶼看護学実習」を中

心に、地域の価値観等を尊重しつつ健康・生活ニーズを充足するための看護展開能力の養

成を図り、地域のニーズを捉えるカリキュラムを構築した。入試方法としても、平成 28

年度入試から、国際バカロレア入試を導入し多様化を図った。平成 24年度から看護学、理

学療法学、作業療法学の各専攻の合同による共修科目として、チーム医療の知識・技術・

態度を身につけていくことを目標に、チーム医療論Ⅰ、チーム医療論Ⅱ、チーム医療論Ⅲ、

およびチーム医療実習を開講した。更に、離島へき地を多く抱える鹿児島県の現況を踏ま

え、医療人材の養成に取り組む文科省の補助金事業（５年間）として、平成 26年度に、鹿

児島大学の「地域での暮らしを最期まで支える人材養成―離島・へき地をフィールドとし

た教育プログラム―」が採択され、島嶼・地域ナース育成センターを設置した。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 医学科では第２期末、第４期末進級判定を導入した結果、各段階の不合格者数の変化は

大きくないものの、未習熟のままで次の段階に進むことが少なくなり、段階的に知識・技

能を積み重ねていけるようになり、新卒の国家試験が 90％以下になる年がなくなった。ま

た、資料 23（離島地域医療実習前後での意識の変化）のように、学生の地域医療に対する

意識の向上が確認でき、医学科新規卒業生の県内定着率は 60％に達するまで回復した。地

域で活躍する医療人を育てるという医学部理念にそった成果が認められつつあり、第１期

に比べて質的向上が達成できた。 

 保健学科では、カリキュラムを変更することにより、鹿児島県の現況を踏まえたチーム

医療や離島保健医療についても深く考え学ぶことができ、新規卒業生の県内定着率は看護

学専攻では 50％以上、理学療法学専攻と作業療法学専攻でも、30～50％と地域に貢献する

医療人の養成に効果があった。 
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資料 23：離島地域医療実習前後での意識の変化 

・離島実習後に、離島へき地での勤務への興味は増し、肯定的な意見が有意に増加した。 

・医療面での本土との差が少ないことを実感できた医学生が有意に増えた。 

・個人の能力発揮と、全人的医療修練の場としての魅力を感じる医学生が有意に増加した。 

・医療のレベルダウンへの懸念は払拭されたが、不便さも実感する医学生が有意に増加し

た。 
（出典：離島へき地医療人育成センター資料：医学科６年生対象アンケート結果）
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Ⅰ 歯学部の教育目的と特徴 

１．歯学部の教育目的 

本学部における教育の目的は、鹿児島大学憲章に掲げる「進取の精神」を発揮し、全人

的歯科医療の実践と歯学分野における幅広い知識と創造性に富む歯科医師及び歯科医学教

育者･研究者を育成することである。そのため「歯科医療人である前に良識豊かな人間であ

れ」という理念を前提に、第２期中期目標・計画の達成に向けて専門教育の改善・充実を

はかる為に、３つの教育目標を掲げると共に、ディプロマポリシーとして10項目の目標を

設定して、全ての学生が卒業時までにこれらの10項目の能力を身につけることを目標に教

育を行っている。 

【教育目標】 

１．全人的歯科医療を実践しうる歯学分野における幅広い知識と創造性に富む歯科医師お

よび歯科医学教育者・研究者の育成 

２．地域医療に貢献しうる幅広い識見と人間性豊かな使命感にあふれる歯科医師および歯

科医学教育者・研究者の育成 

３．国際社会においても卓越した貢献をなしうる歯科医師および歯科医学教育者・研究者

の育成 

【ディプロマポリシー】 

① 歯科医学の基盤となる自然科学的知識に裏打ちされた論理的思考により、総合的判断

ができる。 

② 人文社会科学的分野も含めた幅広い知識を有し、人間の行動について精神心理学的対

応ができる。 

③ 口腔疾患を全身疾患の一つとしてとらえ、幅広い医学的知識に基づくプライマリ・ケ

アを実践するための基本的な臨床能力を身につけている。 

④ 医療の倫理と法の原則に則り、患者中心の歯科医療を実践できる。 

⑤ 患者との対話を通して、インフォームド・コンセントを得ることができる。 

⑥ 安全管理や危機管理能力を備え、医療事故の防止や適格な感染対策の知識を有してい

る。 

⑦ 他の歯科医師やコ・デンタル・スタッフと連携してチーム医療を実践するためのコ 

ミュニケーション能力を身につけている。 

⑧ 口腔疾患の予防と健康増進に関する十分な知識を持ち、地域社会に密着した歯科医師

及び歯科医学教育者・研究者となり得る能力を持っている。 

⑨ 生涯にわたり自律的に学ぶ習慣を身につけ、科学的根拠に立脚した歯科医療が実践で

きる。 

⑩ 歯科医学研究者として世界をリードし、国際社会において幅広く活動する素養を身に

つけている。 

２．歯学部の教育の特徴 

１）単に歯科技術者としての歯科医師ではなく、広く社会を理解できる知的で人間性を 

持った歯科医師・歯科医学研究者の養成を目指している。また、南九州地域（沖縄を

含む）で唯一の歯科医学教育の拠点であることを自覚し、地域医療に貢献しうる幅広
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い識見と、人間性豊かな使命感にあふれる国際社会においても卓越した歯科医師及び

歯科医学教育者・研究者の育成を目的としている。 

２）共用試験〔社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構（CBT: Computer Based Test、

OSCE: Objective Structured Clinical Examination 客観的臨床能力試験）〕、学年制

の採用など、卒業時の学業達成度を一定の水準に保証するシステムが充実している。 

３）本歯学部は、社会連携・社会貢献を重視して、地域の行政、歯科医師会や同窓会など

と連携・協力して、公開講座の開催や研修医の受け入れ・派遣などを通して、地域社

会との情報の共有に努めている。 

[想定する関係者とその期待] 

想定される関係者は、一般社会及び地域社会（行政も含む）、関連業界（歯科医療関係）、

学生及びその保護者などである。その期待の基本は「良質な歯科医療従事者の育成」と考

えられ、上記の教育目標を進める中で常に期待に添うよう努力している。特に、地域特性

を重視し、地域医療、特に離島医療に特徴がある。創立以来、鹿児島県と県歯科医師会の

協力のもと、無歯科医の離島に対する「離島巡回診療」を毎年実施し、地域の期待に対応

している（第２期中期目標小項目２【A２】）。学生教育にも正課に統合系科目「地域・離島

歯科医療学」を設定し、希望学生には実習を兼ねて同行させることで、学生教育にも反映

させている。また、最も緊密な関連業界である歯科医師（開業歯科医を含む）、卒業生から

の聴き取りを行い、要望性の強い科目（単位）を統合系科目の中に設けている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

中期計画【B11】「他大学等との連携や教育組織の見直しを行い、質の高い教育研究組

織を整備・拡充する」に基づき、必要な科目を設定し専任教員（大学院医歯学総合研究科

および医学部･歯学部附属病院の歯系教員が兼務）を配置している。平成22年４月には、歯

学教育のさらなる充実を図るため、歯科医学教育実践学分野を新設し教授を配置した（資

料１：大学院医歯学総合研究科および附属病院歯系の人員配置表）。 

（資料１）大学院医歯学総合研究科および附属病院歯系の人員配置表 

 (平成 27 年 10 月１日現在) 

                     （出典：人事係資料職員配置表を整理改編） 

教育に関する事項は基本的に教育委員会が全て掌握し、学生･教員･他委員会の要望･改

善点などを審議する。審議結果は学部運営会議および教授会に提出され決定される（資料

２：教育･学生指導関係の委員会）。教育委員会には下部組織として10部会が配置され、原

案作成および実施にあたっている。 
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（資料２）教育･学生指導関係の委員会（平成27年10月１日現在） 

（出典：歯学部委員会一覧（庶務係資料）を整理改編） 

中期計画【B12】「歯学部歯学科の入学定員削減に積極的に取り組む」に基づき、平成

23 年度入学生より定員を 53 名に削減した。平成 27 年４月１日現在、全収容定員 320 名の

ところ在学生は 319 名である（資料３：歯学部学生定員および現員）。 

（資料３）歯学部学生定員および現員（平成 27 年４月１日現在） 

                       （出典：歯学教務係データ）

また、大学が求める多様な学生を広く受け入れるために、学部長下に入試改善部会が入

試と入学生の成績分析を行い、常に入学者選抜方法の改善を行っている（資料４：入学者

選抜方法の改革実績・計画）。 
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（資料４）入学者選抜方法の改革実績・計画

                     （出典：歯学部入試関係資料を整理） 

(水準) 期待される水準にある。

(判断理由)教育組織の整備・拡充として、歯学教育の実践を専門的に統括する分野を新た

に設置した。主としてカリキュラムの改革、臨床実習の統括、共用試験･総合歯科学、地域・

離島歯科医療実習の実践を担当している。また、教育に関連する委員会も充実しており、

個々の学生にきめ細かな指導を行っている。歯学部入学定員は既に削減されている。入学

者選抜方法の改革は常に行われており、質の高い学生の確保が進められている。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

中期計画【B３】「各専門分野の特性を踏まえた、学士力を培う専門教育に取り組む」、【B

４】「各教育課程のディプロマ・ポリシーを策定するなど、学位の質を保証する方法を確立

する」、【B14】「「進取の精神」を有する人材を育成するために、FD 活動等を充実し、教員

の教育力向上に向けた取組を展開する」および学部目標に基づき、教育委員会、学生委員

会、FD 委員会を中心に検討・改善を行っている。 

１：新カリキュラムの導入 

超高齢化社会、歯科医療技術の進歩などに伴い歯科医療に対する社会のニーズも変化し

ており、また、医学・歯学教育体系の検討・見直しも多くの大学で行われてきている。そ

こで、本歯学部でも平成 25 年度から教育委員会およびカリキュラム部会を中心に、カリキ

ュラムの改革に着手し、平成 27 年度より新カリキュラムを導入した。アウトカム基盤型教

育に基づく教育体系を組み、コンピテンス、コンピテンシーを設定（資料５）することで、

卒業時の到達目標をより明確にし、多様な歯科医療に対応できる教育プログラムを組んだ 

(カリキュラムマップ：別添資料１)。 

(資料５)鹿児島大学歯学部：コンピテンス 

1．歯科医師の職責とコミュニケーション 

鹿児島大学歯学部学生は、卒業時に良識豊かな人間性を身につけるとともに、患者、患 

者家族、医療チーム構成員を尊重し、適切なコミュニケーション能力を持って医療を実践 

するとともに、歯科医師としての職責を認識する。 

2．歯科医学および関連領域の知識 

鹿児島大学歯学部学生は、卒業時に歯科を中心とした医療の基盤を構成する基礎、臨床 

の各領域とともに、自然科学、人文社会学分野を含めた幅広い知識を有し、必要に応じて 

応用する。 

3．医療の実践 

鹿児島大学歯学部学生は、卒業時に患者、患者家族を尊重し、全身的、精神的、社会的 

状況に配慮した、安全で効果的かつ合理的な患者中心の歯科医療を実践する。 

4．地域医療とヘルスプロモーション

鹿児島大学歯学部学生は、卒業時に離島を含めた地域における医療ニーズを評価したう 

えで、地域医療の向上に貢献する素養を身につけるとともに、歯科医学、医療に関する各 

種保険等の制度、行政の規則等に基づく活動を通じた社会貢献を理解する。 

5．生涯学習と科学的探究心 

鹿児島大学歯学部学生は、卒業時に生涯にわたって歯科医療者としての能力を向上し続 

けるとともに、歯科医学における研究の重要性を認識し、各種情報を正しく評価するとと 

もに、論理的、批判的な思考に基づいて新たな情報を生み出す創造性に富む素養を身につ 

ける。 

（出典：歯学部教育委員会資料） 

２：離島地域診療実習の改善 

 昭和 59 年より鹿児島県歯科医師会の協力のもと実施している「離島巡回歯科診療同行実

習」は、鹿児島県本土から奄美にいたる離島の中で、三島村３島、口永良部島、十島村７

島の無歯科医離島に対して、鹿児島県へき地保健医療計画の一環として実施されている「離

島巡回歯科診療」に本学学生を同行させて実施している。事業は鹿児島県歯科医師会に委

託されているが、歯科医師は鹿児島大学歯学部教員を派遣することにより運営されており、

歯学部の臨床実習生は、歯科医師に同行して無歯科医離島の環境を体験することにより、

離島における医療の特性について理解を深めるとともに、医療機関の受診機会が少ない地

域での、治療後の成果の維持や、新たな疾患を予防するための処置•教育の重要性を認識す

ることになる。平成 22 年度以降の実習の行程数は天候等の影響を受け一定はしていない。

また、参加学生数については事業における参加枠の都合で、全学生が参加するには至って
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いない。そこで、この不均衡を解消するために平成 26 年度より離島歯科医療実習を新たに

構築し実施している。現在は種子島、奄美大島、与論島で実施しているが、平成 28 年度以

降はこれに加え屋久島、徳之島、沖永良部島でも実習を開始する予定である。 

 また、離島のみならず地域歯科医療の最前線を体験する実習を充実させるため、平成 27

年度より鹿児島市内 27 歯科診療所の協力を得て、臨床実習生対象に教育を行うカリキュラ

ムを構築し、実施している。 

(資料６)離島地域歯科医療実習の実績 

（出典：歯学部教育委員会資料） 

３：臨床実習の充実化 

専門教育の内容の充実化を図るため、平成 22 年度まで（平成 23 年度５年次生まで）は

臨床予備実習を４年次生後期に行い５年次の１年間で臨床実習が終了するカリキュラムで

あったが、平成 24 年度５年次生以降は臨床予備実習を５年次前期に実施し、臨床実習を５

年次後期から６年次前期までの１年間に変更することで、卒業時に近い時期まで臨床に携

わることができ、より卒後研修に移行しやすい環境にした。 

前述のとおり、本学部における臨床実習は１年間で実施されている。本実習は、平成 23

年度までは見学が中心の教育方針で実施されていた。しかしながら、文部科学省から「診

療参加型臨床実習」の推進に関する方針が示され、本学でも見学中心から学生が診療チー

ムの一員として歯科医療に参加（自験）する教育方針に大きく転換した。平成 23 年度まで

は自験ケース数の合計が約５千件であったが、平成 24-25 年から実習方針を大きく変更し

た結果、合計のケース数は１万件程度の規模となった。また、学生一人当たりの自験ケー

ス数についても同様に、平成 24-25 年以降で大幅に増加した。本データのみで実習全体の

成否を評価することは不可能であるが、臨床能力の修得を目指した実習体制の改革は着実

に進行していると判断できる。 

(資料７)臨床実習における自験ケースの実績

 (出典：歯学部教育委員会資料） 

４：初年次教育の充実化 

平成 25 年度より共通教育履修プログラムの変更に対応し、歯学部の理念に基づき共通

教育科目では文系科目（実践・判断・精神力、人文・社会科学）を多く選択できるように

し、幅広い素養を身につけるよう指導している。また、初年時教育の重要性の観点から、

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

離島巡回歯科診療同行実習 行程数 7 9 9 12 7 8

（対象学年：5，6年生） 参加学生数 13 17 20 23 10 14

離島歯科医療実習 訪問先 ― ― ― ― 種子島、奄美大島、与論島 種子島、与論島

（対象学年：6年生） 参加学生数 ― ― ― ― 7 13

地域歯科医療実習 行程数 ― ― ― ― ― 27

（対象学年：5年生） 参加学生数 ― ― ― ― ― 54



鹿児島大学歯学部 分析項目Ⅰ 

－5-9－

歯科医師としての自覚・素養を身につけるため、導入科目の見直しを検討した。平成 26

年度より、「歯学入門」の内容を、歯学部の教育目標、カリキュラムを十分理解し、歯科基

礎医学・歯科医療の特徴を理解するための科目に変更した。平成 27 年度からは臨床示説概

論を行っていた「歯学概論」を、歯科医療の現状と将来について学ぶ科目として「患者と

医療」に変更した。また、同じく平成 27 年度から PBL の授業を行い、より自主性を養う科

目を導入した。 

（資料８）歯学部の共通教育卒業要件単位 

（出典：共通教育履修案内） 

５：臨床実習終了時 OSCE の導入 

文部科学省が推進している「診療参加型臨床実習」は、本学では平成 22 年度以降毎年

カリキュラムの見直しを行い、徐々に充実しつつある。本学部では、実習後における学習

成果を信頼性、妥当性をもって測定するために、臨床実習終了時に OSCE（ Objective 

Structured Clinical Examination：客観的臨床能力試験）を平成 23 年度より導入した。

これにより、学生の能力評価がより適正に行える体制が整うとともに、学生の学習意欲を

高める効果が得られている。本試験は、評価の信頼性を高めるために平成 25 年度より外部

の歯科医師(臨床研修の指導歯科医）による評価、および外部有識者によるモニター体制を

構築し、精度の高い評価体制の構築に努めている。 

(資料９)臨床実習終了時 OSCE の実施概要 

（出典：歯学部教育委員会資料） 

６：教育関連の FD 実施 

本学部における FD 活動は平成 22 年度以降、本学中心に実施される事業と併せて学部独

自の多様なメニューを用意して実施してきた。特に、受講者参加型の講習会、ワークショ

ップは、共用試験歯学系 CBT 作問ブラッシュアップ会議の定期開催を含めて、毎年数多く

開催してきた。CBT 作問における共用試験実施評価機構への採択率は、平成 22 年度以降一

貫して全国平均を上回っており、FD の成果の表れであると考えられる。 

 また、各種講習会は毎年数多く企画、開催しており、平成 27 年度は９回の開催実績が 

あった。さらに学内での事業だけでなく、学外での講習会、セミナー等への参加も積極的

に促しており、歯学部 FD 委員会が関わったものだけでも資料 10 に示す実績があった。 

共用試験歯学系 CBT（Computer-based Test）における試験問題は全国の歯科大学より公

募されている。本学ではこの採択率が平成 20 年度より一貫して全国平均を上回っている。

これは毎年 FD として行っている CBT 研修会や、毎年６回行っている CBT 作問ブラッシュア

第一 第二

単位 4 4 4 4 1 1 2 4 4 10 2 40

計 10 2 40

基礎教育科
目

f. 専門基礎
力

*共通教育
科目等

＊分野a～cから選択、＊共通教育科目等：共通教育科目等及び学部開放科目から選択

＊第二外国語：独・仏・中・韓から選択

共通教育科目等

計

16 2 10

科目

選択必修科目

d. 身体力

理論 実習

e. コミュニケーション力

情報
・通信

外国語

共通教育科目・人間力養成プログラム

選択科目

a. 実践・判
断・精神力

b. 知力（人
文・社会科
学）

c. 知力(自
然科学）

自由選択科
目（a～c）

実習期間 平成23年4月～平成24年3月 平成24年10月～平成25年9月 平成25年10月～平成26年9月 平成26年10月～平成27年9月

開催日 平成24年2月18日（土） 平成25年9月21日（土） 平成26年9月16日（土） 平成27年9月17日（木）

受験者 5年生56名 6年生56名 6年生56名 6年生48名

課題数 6課題 6課題 6課題 6課題

試験時間（全体） 410分 400分 294分 244分

試験時間（課題） 8分 8分 7分 7分

列数 2列 2列 2列 2列

外部評価者 ― ― 3名 3名

外部モニター ― ― 1名 1名
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ップ会議の成果が表れているものと考えられる。 

(資料 10)教育関連 FD の実施概要 

（出典：歯学部 FD 委員会資料） 

(資料 11)CBT 問題採択率の変遷 

（出典：歯学部教育委員会資料） 

７：学生への支援 

中期目標にある【A９】「充実したキャンパスライフ環境を整備する」、【A11】「学生の多

様化に対応した心の健康への支援体制を充実する」、および学部目標に基づき、学生支援体

制の充実化を図った。 

１）学年担任との面談：平成 24 年度より、各学年担任、副担任と数名の学年代表との面談

を年２回実施し、その内容に応じて教育委員会および学生委員会で検討することとした。 

２）メンター制度の導入：平成 26 年度より、臨床実習を受ける学生数名につき一人のメン

ターを配置することとし、臨床実習時における精神面でのサポート体制を充実させた。

また、これらをさらに拡充させ、平成 27 年度からは５年次生の臨床予備実習からチュ

ーター（メンター）制度を導入することとした。 

３）安全の手引きの配布：平成 26 年度より、歯学部での「安全の手引」を作成して、全学

生に配布し、学生生活面、講義・実習での安全への配慮について徹底した。 

４）学生自習室の整備：学生と面談を行い、随時学生自習室のあり方について検討を行っ

てきている。

平成22年度 平成23年度 平成24年度

学生による授業評価（授業数：件） 20 35 30

平成24年6月25日～7月13日

平成24年12月17日～21日

卒業時アンケート 平成23年3月25日実施 平成24年3月23日実施 平成25年3月25日実施

ＣＢＴ研修会（回） 1　（共用試験機構委員による） 1　（学内委員による） 1　（学内委員による）

ＣＢＴ作問ブラッシュアップ会議(回） 6 6 6

各種講習会・講演会（回） ― 2 2

教育ワークショップの開催 平成23年1月29日実施 ― 平成24年6月23日実施

臨床研修指導歯科医講習会 平成22年12月4日、5日実施 平成23年12月3日、4日実施 ―

外部セミナー等への参加者派遣（回） 1 2 2

外部教育系講習会への指導者派遣（回） 2 3 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度
学生による授業評価（授業数：件） 37 37 33

平成25年6月17日～28日 平成26年6月30日～7月11日 平成27年7月21日～7月29日
平成25年11月25日～12月6日 平成26年11月25日～12月5日 平成27年11月24日～12月4日

卒業時アンケート 平成26年3月25日実施 平成27年3月25日実施 平成28年3月25日実施
ＣＢＴ研修会（回） 1　（学内委員による） 1　（学内委員による） 1　（学内委員による）
ＣＢＴ作問ブラッシュアップ会議(回） 6 6 3
各種講習会・講演会（回） 3 6 9
教育ワークショップの開催 ― ― ―
臨床研修指導歯科医講習会 ― 平成26年11月15日、16日実施 平成27年10月24日、25日実施
外部セミナー等への参加者派遣（回） 1 1 4
外部教育系講習会への指導者派遣（回） 5 4 7

授業公開・参観 平成22年11月8日～19日 平成23年11月21日～12月2日

授業公開・参観
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(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由)「アウトカム基盤型教育」に基づく、カリキュラム体系に変更し、本学及び本

学部の目的・理念に沿った教育を行っており、他大学に先行した水準にある。すなわち、

歯科医師として卒業時に必要な能力を明示し、かつ各授業科目の６年間での教育体系の中

での位置づけを明示することで、学生および教員が理解しやすいカリキュラム体系に整備

を行った。また、高齢者医療や地域医療に対する科目の充実化、研究マインド養成のため

の科目の導入、英語科目の導入など、幅広い社会のニーズに柔軟に応じたカリキュラムを

構築している。教員に対し年に数回 FD を行い、教員の教育面でのスキルアップを図り、充

実した教育体制を整えている。学生への支援体制も学生委員会が中心となり、随時対応す

る体制を整えている。
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平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

第102回 第103回 第104回 第105回 第106回 第107回 第108回 第109回

受験者数 3531 3465 3378 3326 3321 3200 3138 3103

（新卒） 2516 2355 2356 2311 2373 2241 1995 1969

合格者数 2383 2408 2400 2364 2366 2025 2003 1973

（新卒） 1915 1921 1928 1882 1907 1642 1457 1436

合格率 67.5 39.5 71.0 71.1 71.2 63.3 63.8 63.6

（新卒） 76.1 81.6 81.8 81.4 80.4 73.3 73.0 72.9

受験者数 59 66 61 62 68 61 60 59

（新卒） 48 52 52 50 56 50 51 47

合格者数 49 56 46 50 57 50 47 39

（新卒） 44 46 43 46 49 45 43 32

合格率 83.1 84.8 75.4 80.6 83.8 82.0 78.3 66.1

（新卒） 91.7 88.5 82.7 92.0 87.5 90.0 84.3 68.1

卒業不可 5 0 0 0 0 0 5 5

全国

鹿大

年度

回数

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

歯学部では学生教育の質を保証する試験として、共用試験（CBT, OSCE）がある。 

１：CBT 試験結果 

CBT の試験は平成 23 年度からは５年次生が受験することとなったが、平均正答率には大

幅な変動はなく、適切な教育がなされていると評価できる。他大学の動向も鑑み、平成 27

年度から CBT の合格基準を 65％に引き上げた。結果、多くの再試験対象者が出たが、最終

的には２名の不合格者に留まっており、合格基準の引き上げによる影響は少ないと考える。 

(資料 12) 本学部 CBT 試験結果の変遷 

（出典： 歯学部教育委員会資料を整理） 

２：歯科医師国家試験 

歯科医師国家試験の合格率の推移を資料 13 に示す。平成 22 年度より合格率の多少の変

動はあるものの平成 27 年度を除き、新卒者では 85％前後の合格率を示しており、全国平

均のおよそ 10％程度高い合格率を維持していることから、教育の質の保証は維持されてい

ると考えられる。 

(資料 13) 本学部歯科医師国家試験結果の変遷 

（出典：学生支援係データ及び厚生労働省資料を整理）

年度 H22 H24 H25 H26 H27

学年 4年 5年 5年 5年 5年

受験者数(人) 56 53 56 47 56

平均正答率(%) 72.6 76.9 74.1 74.1 71.8

ＳＤ 9.5 8.6 8.2 8.0 8.6

合格基準 60%以上 60%以上 60%以上 60%以上 65%以上

正答率60%未満(人) 5 2 3 1 5

対象者の割合(%) 8.9 3.8 5.4 2.1 8.9

正答率65%未満(人) 16 2 9 5 11

対象者の割合(%) 28.6 3.8 16.1 10.6 19.6

再試対象者数(人) 5 2 3 1 11

再試不合格者数(人) 0 2 0 0 2
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３：授業評価アンケート 

本学部では、最終学年の学位記授与式の当日、卒業予定者全員に対して学生生活を振り

返ったアンケート調査を実施している。ここでは、その結果の一部を示す。いずれも５段

階評価であり、質問内容や評価基準は以下の資料 14 の通りである。 

１．臨床実習：毎年高い評価が得られており、特に診療参加型の実習体制の構築に取り組

んだ平成 23 年度以降、評価が上昇している。 

２．CBT、OSCE：臨床実習開始前に実施されるこれらの共用試験は、歯科医師でない者の医

療行為を禁ずる歯科医師法の違法性を阻却するために実施されるが、学生にその意味や

効果が正しく理解されていると考えられ、高い評価結果を得ていた。 

３．総合歯科学：臨床実習終了後の６年生後期に開講される本科目は、６年間の集大成と

して学部の全分野が共同で担当する統合系科目である。科目を開設した平成 22 年度は

その意味が学生に十分理解されていなかったと考えられるが、年を追うごとに理解が増

し、徐々に高い評価を得るようになってきた。 

（資料 14）卒業時におけるアンケート結果の一部 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由)平成 27 年度から施行した新カリキュラムについての結果は本期間では評価で

きないが、共用試験結果や国家試験合格率から平成 22 年度以降も継続して行ってきている

カリキュラム改革、教員への継続的な FD、学生への柔軟な支援体制が適切に行われている

結果が反映されていると判断できる。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

平成 18 年より必修化されている歯科医師臨床研修は、卒直後の１年間、指定された施

設で臨床研修を受けることになる。研修施設は本人及び施設側双方のマッチングを公的な

システムにより決定される。その結果、年によっても若干の変動はあるが、本学部６年生

の研修先はおおよそ半数程度が鹿児島大学であり、残りは他の施設で研修を受けている傾

向であった。 

（出典：歯学部教育委員会資料）

臨床実習 ＣＢＴ ＯＳＣＥ 総合歯科学

平成22年度 4.49 4.14 3.9 3.36
平成23年度 4.33 4.03 4.03 3.77
平成24年度 4.54 4.4 4.28 4.1
平成25年度 4.74 4.57 4.3 4.48
平成26年度 4.41 4.2 4.04 3.8
平成27年度 4.36 4.25 3.94 3.47

【質問内容】

５：きわめて有効であった。
４：どちらかといえば有効であった。
３：どちらともいえない。
２：どちらかといえば無意味であった。
１：全く意味がなかった。

鹿児島大学入学後の教育内容、活動、施設などについて、歯科医師になる立
場であなたにとって有効であったかどうか、ご記入ください。
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(資料 15)歯科医師臨床研修先の変遷 

（出典：学生支援係データ） 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由)歯学部卒業後、ほぼ全員の学生が研修医として従事している。研修先として年

度で変動はあるものの、毎年 50％前後の卒業生が本学を研修先として選択をしていること

から、卒業生の本学部教育に対する信頼性があるとの判断ができる。 

58 相対度数（％） 58 相対度数（％） 63 相対度数（％）
鹿児島大学（人） 29 50.0 32 55.2 24 38.1
他大学（人） 28 48.3 23 39.7 36 57.1

1 1.7 3 5.2 3 4.8

56 相対度数（％） 63 相対度数（％） 62 相対度数（％）
鹿児島大学（人） 24 42.9 31 49.2 32 51.6
他大学（人） 30 53.6 28 44.4 25 40.3

2 3.6 4 6.3 5 8.1

本学からのマッチング登録者数（人）

マッチ先

アンマッチ者（人）

本学からのマッチング登録者数（人）

マッチ先

アンマッチ者（人）

平成22年 平成23年 平成24年

平成25年 平成26年 平成27年
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

平成 18 年度に大幅なカリキュラムの見直しがなされ運用されてきたが、超高齢化社会

への突入、歯科医療技術の発展、災害時医療の需要などにより社会の歯科医療に対するニ

ーズも大きく変化してきた。これを受けて平成 25 年度より、カリキュラムの抜本的改革に

ついての検討がなされ、平成 27 年度よりアウトカム基盤型教育を取り入れた教育体系によ

るより質の高いカリキュラムを目指し、実施している。また、本学の学部教育の特徴の一

つである離島・地域医療の科目の充実化を図り、実習への参加人数も年々増加しているこ

とからも評価できる。また、CBT や種々の教育ワークショップなどの FD を毎年、継続的に

行っており、その成果は CBT 問題の本学部の採択率が毎年高い値を示していることからも、

教員の質の向上度が判断できる。初年時教育についても見直しを図り、入学生に早い段階

から歯科医師になることへの自覚を促す教育を行い、かつ幅広い素養を身につけるための

共通教育科目を選択できるようなカリキュラム体系を取っている。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

該当なし。
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Ⅰ 工学部の教育目的と特徴 

１ 本学部は、鹿児島大学の指針である「進取の精神」に則り人間力を涵養しつつ、鹿児

島大学の使命及び教育目標を受け、高度な専門職業人の養成に向けた教育に対して、一

人ひとりの学生が自ら向上心をもって主体的に学修し、困難に立ち向かう「自主自立と

進取の精神を有する学士（工学）」の育成を教育目的としている。 

２ 上述の目的を受けて、次の教育目標を掲げている。 

① 「ものづくり」に対してグローバルな活躍が出来る技術者・研究者を目指す学生に、

幅広い教養と高度な専門能力を育む。 

② 獲得した知識や技術等を統合的に活用することで、人類社会や文化と自然との調和

ある発展に貢献する能力を養う。 

③ 高度の工学技術や知識を、実社会における課題解決のために応用できる創成能力を

養う。 

④ 豊かな人間性と普遍的な倫理観に基づき、自ら向上心をもって次代を切り拓く力を

養う。 

⑤ 社会的な責任を担いつつ、グローバルな教養人として生涯にわたって自己研鑽に取

り組む力を養う。 

３ 本学部の教育の特徴を以下に示す。 

① 厳格な単位認定を行う GPA 制を導入し、学生の卒業時の質の確保を図っている。 

② １単位の重みを考慮して、20 単位/期の履修登録単位上限を設け(CAP 制)、授業時間

の２倍の時間を自己学習させている。 

③ 授業科目に対してはナンバリング制を導入し、学修段階の位置付けや順序等の体系

化を明示している。 

④ アドバイザー制と学生相談員制を導入し、教員と大学院生が対応する学生の修学・

履修相談や学生生活等の相談を実施している。 

⑤ 技術者教育の品質保証に対する国際的な認定制度である JABEE（日本技術者教育認定

機構）プログラムの取得に向けて学部として取り組んでいる。 

⑥ 開かれた学部として、外部機関との交流、共同研究、地域社会との連携に努めてい

る。 

４ 本学部は、７学科からなる教育研究組織であり、教員は各分野の知識を活用して学部

教育を担当する体制となっている。教員の採用基準は、「鹿児島大学教員の選考に関す

る規則」に則ったものではあるが、本学部の教育研究水準を維持するための基準を別に

決めている。学生に対しては、知的な素養のある人材の養成を目指して、教育内容と直

接結びついた研究実績の裏付けに基づく授業で、高い創造性教育に取り組んでいる。 

［想定する関係者とその期待］ 

 本学部で想定する関係者は、在学生、卒業生、保護者及び求人先の企業あるいは地域社

会や全世界の人々であり、目標に示すような能力をもって、社会貢献を推進し地域や世界

各地の活性化に貢献する人材育成が期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

（観点に係る状況）本学部は，工学を支える技術者育成のために必要な基盤分野である資

料Ⅱ-1 に示す７学科で構成されている。平成 27 年度の学科別の学生定員と現員を資料Ⅱ

-2 に示す。学科教育研究組織の教員構成・配置は、社会の要請に応えるべく、適切に配置

されている（資料Ⅱ-3）。これは JABEE の分野分類や大学基準協会の「工学教育に関する

基準」を満たしている。なお、本学部では各学科が JABEE 等の世界水準の教育認定を取得

することを定めている（資料Ⅱ-4）。 

           資料Ⅱ-1 工学部の学科構成図 

               機械工学科  

               電気・電子工学科 

               建築学科 

      工学部      環境化学プロセス工学科 

               海洋土木工学科 

               情報生体システム工学科 

               化学生命工学科 

資料Ⅱ-2 工学部学生数（平成 27 年度） 

平成 27 年 5 月 1 日現在 

学科 入学定員 総定員 
学生数 

計 
男 女 

機 械 工 学 科 

94

376 423 14 437[7]

電 気 電 子 工 学 科 78 312 362 9 371[2]

建 築 学 科 55 220 197 64 261[4]

海 洋 土 木 工 学 科 48 192 176 25 201[2]

  生 体 工 学 科※ 1 0 1[0]

環 境 化 学 プ ロ セ ス 工 学 科 35 140 127 36 163[6]

情 報 生 体 シ ス テ ム 工 学 科 80 320 320 49 369[6]

化 学 生 命 工 学 科 50 200 158 55 213[2]

計 440 1,760 1,764 252 2,016[29]

※平成 22 年度の改組により平成 21 年度まで入学生受け入れ。

[ ]内は外国人留学生の内数を示す。 
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資料Ⅱ-3 工学部教員一覧（平成 27 年度） 

平成 27 年 5 月 1 日現在

学科 教  授 准 教  授 助  教 

機 械 工

学科 

井手英夫、近藤英二 

福原  稔、上谷俊平 

池田 徹、足立吉隆 

木下英二、松﨑健一郎 

駒﨑慎一、片野田 洋 

余   永、中村祐三 

林  良太、熊澤典良 

洪  定杓、佐藤紘一 

西村悠樹、村越 道生 

郭 永明、小田美紀男 

西田智幸、錦慎之助 

大髙武士、中尾光博 

定松  直 

電 気 電

子工学

科 

小原幸三、宮島廣美 

白樂善則、寺田教男 

福島誠治、川畑 秋馬  

山本吉朗、西川健二郎 

八野知博 

田中哲郎、大畠賢一 

堀江雄二、重井徳貴 

奥田哲治、川越明史   

前島圭剛、甲斐祐一郎 

野見山輝明、真中 浩貴 

平山  斉、吉田賢史 

建 築 学

科 

本間俊雄、鯵坂  徹 

塩屋晋一、二宮秀與 

木方十根、曽我和弘 

黒川善幸、柴田晃宏 

澤田樹一郎 

増留麻紀子、松鵜さとみ 

小山雄資、横須賀洋平 

環 境 化

学 プ ロ

セ ス 工

学科 

平田好洋、甲斐敬美 

二井  晋、吉田 昌弘 

鮫島宗一郎、中里  勉 

武井孝行 

水田 敬、五島 崇 

下之薗太郎 

海 洋 土

木 工 学

科 

浅野敏之、武若耕司 

山城  徹、安達貴浩 

山口明伸   

三隅浩二、柿沼太郎 

審良善和、木村至伸 

齋田倫範、酒匂一成 

山本健太郎、加古真一郎 

長山昭夫 

情 報 生

体 シ ス

テ ム 工

学科 

湯ノ口万友、大塚作一 

渡邊  睦、内山博之 

佐藤公則、王    鋼 

吉田秀樹、川﨑  洋 

二宮公紀、水野和生 

吉本  稔、大橋勝文 

加藤龍蔵、渕田孝康  

辻村誠一、塗木淳夫 

小野智司  

福元伸也、大野裕史 

鹿嶋雅之、木原  健 

岡村純也、山下和香代 

三鴨 道弘 

化 学 生

命 工 学

科 

肥後盛秀、大木 章 

隅田泰生、門川淳一 

橋本雅仁  

吉留俊史、上田岳彦 

髙梨啓和、中島常憲 

金子芳郎、山元和哉 

満塩 勝、橋口周平 

若尾雅広 

資料Ⅱ-4 鹿児島大学工学部国際標準教育実施委員会規則

鹿児島大学工学部国際標準教育実施委員会規則（抜粋） 

平成 25 年７月 17 日

工 規 則 第 ５ 号

（設置） 

第１条 鹿児島大学工学部運営組織規則（平成 16 年工規則第１号）第３条第１項第３号の規定

に基づき、鹿児島大学工学部（以下「工学部」という。）に鹿児島大学工学部国際標準教育実

施委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（任務） 

第２条 委員会は、日本技術者教育認定機構(JABEE)教育プログラムを含む国際的な通用性のあ

る認定プログラムに対応した教育体制・教育環境の整備に係る学部及び全学の連絡調整を行う。
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本学部の教育の質向上及び改善に対する議題は運営会議での提案等を受けて、教育委員

会、教務委員会、各学科会議で審議され、教授会で決定している（資料Ⅱ-5）。その基礎

資料となる教育状況に関する活動の実態を示す講義記録簿、講義ノート、成績評価の資料、

使用した教科書、試験問題とその解答例及び試験結果等のデータや資料は、各学科で収集

し、５年間保管する。教育改善に対する自己点検の結果等は、年度報告書としてまとめて

いる（資料Ⅱ-6）。 

一方、FD 活動は、学生による授業評価アンケートの実施及び FD 講演会の開催により授

業支援を行っている（資料Ⅱ-7）。授業評価アンケートは各学科での整理・分析と内容の

周知及び担当教員による授業計画改善書の作成を通して、教育の質向上及び改善するよう

に組織としての取組みを講じている（別添資料Ⅱ-1、資料Ⅱ-8）。 

資料Ⅱ-9 は、学生の授業満足度等を５段階評価した第１期中期目標期間、第２期中期目

標期間の授業アンケート結果を示している。第１期中期目標期間と比べ第２期中期目標期

間では、全体として得点向上の傾向が認められる。 

資料Ⅱ-5 工学部組織図

自己評価

外部評価

第三者評価

運営会議・運営委員会

教授会

工学系会議

評価委員会

FD 委員会

教務委員会

入試委員会

広報委員会

学生・就職委員会

JABEE 委員会

共通教育等委員

会

編集図書委員会

国際交流委員会

施設等有効利用

検討委員会

ネットワーク委員

会

将来計画 WG 

男女共同参画

推進委員会

環境・安全

衛生委員会

共同利用実験装

置委員会

成績集計委員会

プログラムシラバ

委員会

勧 

報

告・依

依頼・

指示

依

頼

依

頼

勧

告

報

告
・

依

頼

依

頼
・

指

示

ア ド バ イ ザ ー 委

員会

国際標準教育実

施委員会

教育委員会
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             資料Ⅱ-6 構成員評価報告書 

平成２４～２６年度構成員評価報告書(抜粋) 

平成２７年８月 

 鹿児島大学大学院理工学研究科 

評価委員会 

目  次 

基本項目１【教育】 

基本項目２【研究】 

基本項目３【社会貢献】 

基本項目４【国際交流】 

基本項目６【管理運営】

資料Ⅱ-7 工学部FD報告書 

 工学部FD報告書（抜粋） 

第１章  

鹿児島大学の中期目標と工学部のＦＤ活動 

鹿児島大学の中期計画には、「『進取の精神』（時代を先取りし、物事に果敢に挑戦する

気風）を有する人材を育成するためにＦＤ活動等を充実し、教員の教育力向上に向けた取り

組みを展開する」と定められており、充実したＦＤ 活動の実施を求められている。工学部Ｆ

Ｄ 委員会では、平成２６年度もこの中期計画に沿って活動を行った。 

工学部では、全７学科の教育が日本技術者教育認定機構( ＪＡＢＥＥ)の認定プログラム教

育、あるいはＪＡＢＥＥに準拠した国際的に通用する教育を行っている。これまで継続的に

実施してきた授業アンケートによる授業改善などのＦＤ 活動は、ＪＡＢＥＥの求める教育改

善のためのＰＤＣＡサイクルにうまく取り入れた形で実施されている。平成２６年度の第１

回工学部ＦＤ委員会において、既に学部に定着したＦＤ活動を本年度も継続して遂行するこ

とが確認され、年度内に次の６つの活動を実施した。 

１）授業アンケートの実施と授業計画改善書の作成 ２）授業公開と授業参観の実施  

３）ＦＤ 講演会の実施 ４）学外ＦＤ研修会への教員派遣 ５）授業評価アンケートの分析  

６） 報告書の作成 

ＦＤ講演会の実施状況について 

◯平成２２年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２２年１１ 月２５ 日（金）１６ 時００分～１７ 時３０ 分 

講 師 保健管理センター 伊地知 信二所長 

題 目「学生のつまずき支援： 発達の偏りの見つけ方」 

   参加数 ６０ 名 

◯平成２３年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２３年１０月２１日（金）１６時００分～１７時３０分 

講 師 金沢工業大学人間情報システム研究所 長尾隆司教授 

題 目「金沢工業大学の科学力教育の現状と課題－高等教育機関の自立を目指して－」 

   参加数 ４７ 名 

◯平成２４年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２４年１２月２１日（金）１６時００分～１８時００分 
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講 師 名城大学総合数理教育センター 川勝博教授 

題 目「科学教育の国際的転換と科学リテラシー」 

   参加数 ３０ 名 

◯平成２５年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２５年１１月６日（水）１３時３０分～１５時００分 

講 師 広島大学工学研究院の 迫原 修治 教授 

題 目「広島大学の到達目標型教育プログラム(HiPROSPECTS)」 

   参加数 ９５ 名 

  工学部ＦＤ講演会 

日 時 平成２５年１２月６日（金）１６時１０分～１７時４０分 

講 師 大阪大学 大中 逸雄名誉教授  

題 目「日本の将来を決めるエンジニアリング･デザイン教育」 

   参加数 ６５ 名 

◯平成２６年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２６年１０月２９日（水）１３時３０分～１５時００分 

講 師 同志社大学社会学部 山田礼子教授 

題 目「教学IRの役割と可能性」 

   参加数 ８７ 名 

  工学部ＦＤ講演会 

日 時 平成２６年１２月３日（金）１４時３０分～１６時００分 

講 師 京都工芸繊維大学 柴山 潔教授  

題 目「エンジニアリングデザイン教育のすすめ」 

   参加数 ６７ 名 

◯平成２７年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２７年４月３０日（木）１３時３０分～１５時３０分 

講 師 ニューヨーク州立ニューヨークシティ大学 川路 正裕教授 

題 目「北米の大学・大学院における工学教育・研究・学科の運営について」 

   参加数 １４１名 

  工学部ＦＤ講演会 

日 時 平成２７年９月３０日（水）１４時３０分～１６時００分 

講 師 広島大学工学研究科 山根八洲男 特任教授 

題 目「日本のものづくりに求められるひとづくり」 

－大学教育に求められる理工系の人材育成－

   参加数 ９０ 名

資料Ⅱ-8 学生による授業評価アンケート

学生による授業評価（講義用・演習用）アンケート（平成２７年度・○期）（抜粋） 

鹿児島大学工学部では、授業を受けた諸君の評価を参考にして、授業内容の改善と理解度

の向上を目指しています。各設問に対して、選択肢の中から一つだけ選び、回答用紙の該当

する番号欄に○印を記入して下さい。なお、このアンケートは統計的に処理され、個人名が

出たりすることはありませんし、成績評価にも関係ありませんので、適切な評価や率直な意

見を記入して下さい。 

設問１ この授業の内容はシラバスに記載された内容と一致していた。 
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５.大いにそう思う ４.そう思う ３.どちらとも言えない ２.そうは思わない１．全くそ

うは思わない 

学生による授業評価（実験用）アンケート（平成２７年度・○期）（抜粋） 

鹿児島大学工学部では、実験授業の内容、進め方を改善する目的で、授業に出席した諸君

にアンケートの回答を求めています。 各設問の選択肢の中から１つ選んで回答用紙の設問回

答箇所の番号欄に○印を記入して下さい。なお、実施した実験全体を通して評価して下さい。

設問の最後は自由記述です。実験授業に関する率直な意見を回答用紙に簡潔に書いて下さい。

設問１ 実験の内容は、シラバスに書かれていた内容と一致していた。 

５．大いにそう思う ４．そう思う ３．どちらとも言えない ２．そうは思わない１．

全くそうは思わない 

授業計画改善書（平成２７年度○期 講義・演習用）（抜粋） 

１． 授業アンケート結果に基づいて，授業科目ごとに記載して下さい。 

２． 複数で担当されている科目は，代表者の方あるいは分担者が記載して下さい。 

３． この文書を３月末までに学科のＦＤ委員に添付ファイルで送付して下さい。   

４． この文書は３年間保管して下さい。    

記入年月日：   平成  年  月   日 

授業科目名：                             

授業担当者（代表者）名：                  

評 価

項目 

項 目

番号 

アンケートの評点 現時点での自己評価

と改善の方策 
今回 前回 前々回 

理 

解 

④ 

＊ Pt.9 ゴシックで記入して下さい 

授業計画改善書（平成２７年度○期 実験用）（抜粋） 

１． 授業アンケート結果に基づいて，授業科目ごとに記載して下さい。 

２． 複数で担当されている科目は，代表者の方あるいは分担者が記載して下さい。 

３． この文書を３月末までに学科のＦＤ委員に添付ファイルで送付して下さい。 

４． この文書は３年間保管して下さい。 

記入年月日：   平成  年  月   日      

授業科目名：                             

授業担当者（代表者）名：                   

Pt.9 ゴシックで記入して下さい。

評価項目 

項目番号 

  アンケートの評点 現時点での自己評価と

改善の方策 
 今回 前回 前々回 

教材等 

⑤ 
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    資料Ⅱ-9：工学部授業アンケートの結果 

第２期中期目標期間 

第１期中期目標期間 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

工学部の学科構成は、技術者教育ないしは工学教育の標準的な組織であり、工学で必要

とされている分野を網羅している。各学科は、継続的な教育内容、教育方法の改善に努力

しており、各学科教育課程は順次 JABEE 認定を受けている（資料Ⅱ-10）。 

さらに、授業評価アンケートの評価結果を参照して、各学科会議等で教育の改善、教育

課程の見直しも適宜行われている。このように、本学部では継続して授業改善活動が実施

され、教育の質向上に対する取組みが組織として講じられ、世界水準を満たす技術者教育

ないしは工学教育が行われているので、教育の実施体制は期待される水準にある。   
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資料Ⅱ-10 JABEE 認定審査結果報告書 

                                  2016 年 3 月 9 日

                認定審査結果報告書（抜粋） 

                         一般社団法人日本技術者教育認定機構

１ 審査プログラム 

教育機関名：鹿児島大学 工学部 機械工学科  認定プログラム名：機械工学プログ

ラム 

認定分野：機械及び関連の工学分野 

２ 審査結果：認定を可とする。   審査結果の内容：別添の「審査結果」に記載。 

  認定機関：2015 年 4 月 1 日～2021 年 3 月 31 日の 6 年間 

                                  2011 年 5 月 16 日 

                 認定審査結果報告書（抜粋） 

                         一般社団法人日本技術者教育認定機構

１ 審査プログラム 

教育機関名：鹿児島大学 工学部   認定プログラム名：電気電子工学科 

認定分野：電気・電子・情報通信およびその関連分野 

２ 審査結果：認定を可とする。     審査結果の内容：別添の「審査結果」に記載。

  認定機関：2010 年 4 月 1 日～2016 年 3 月 31 日の 6 年間 

2015 年 3 月 9 日 

認定審査結果報告書（抜粋） 

                         一般社団法人日本技術者教育認定機構

１ 審査プログラム 

教育機関名：鹿児島大学 工学部   認定プログラム名：建築学科 

認定分野：建築学およびその建築学関連分野 

２ 審査結果：認定を可とする。     審査結果の内容：別添の「審査結果」に記載。

  認定機関：2014 年 4 月 1 日～2017 年 3 月 31 日の 3 年間 

2012 年 4 月 27 日 

認定審査結果報告書（抜粋） 

                         一般社団法人日本技術者教育認定機構

１ 審査プログラム 

教育機関名：鹿児島大学 工学部 応用化学工学  認定プログラム名： 

応用化学コース 2009 年 4 月入学生より教育機関名：鹿児島大学 工学部 

認定プログラム名：化学生命工学科 

認定分野：化学および化学関連分野（応用化学コース） 

２ 審査結果：認定を可とする。     審査結果の内容：別添の「審査結果」に記載。

  認定機関：2011 年 4 月 1 日～2017 年 3 月 31 日の 6 年間 

2010 年 5 月 13 日 

認定審査結果報告書（抜粋） 

                         一般社団法人日本技術者教育認定機構

１ 審査プログラム 

教育機関名：鹿児島大学 工学部   認定プログラム名：海洋土木工学科 

認定分野：土木およびその土木関連分野 

２ 審査結果：認定を可とする。     審査結果の内容：別添の「審査結果」に記載。

  認定機関：2009 年 4 月 1 日～2015 年 3 月 31 日の 6 年間
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観点 教育内容・方法  

  (観点に係る状況)鹿児島大学では４年一貫教育体制の下で、共通教育と専門教育を人材

育成の２本柱として相互の有機的な連携を図りつつ、地域社会との関わりやグローバル化

にも対応する視点をもって、総合大学としての幅広い教育を行っている。これを受けて作

られている本学部の教育目標に基づき、専門性を考慮した教育課程を各学科が設定して社

会の要請を満足しうる学生を輩出している（機械工学科の例を資料Ⅱ-11、資料Ⅱ-12 に、

これらの基になる工学部の教育目標、アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、

ディプロマポリシーについては資料Ⅱ-13 に示す）。各学科の学士課程では、計 124 単位

以上の修得を基本とする卒業要件を定めている。内訳は、卒業要件 28 単位の共通教育科目

と 16 単位の基礎教育科目から構成される共通教育及び卒業要件単位 80 単位の専門教育か

らなる（資料Ⅱ-14 に機械工学科の例を示す）。専門教育の卒業要件 80 単位は、各学科で

定めた必修科目 25～68 単位を含む。共通教育は、１年次と２年次にその多くが受講でき、

専門教育は１年次から高年次になるにつれて増加して、３年次からは専門教育の受講が主

体となるようになっている。別添資料Ⅱ-2 に機械工学科の履修カリキュラム及びカリキュ

ラムマップで示すように、習得すべき共通教育と専門教育の科目状況が把握できる。この

ようなくさび形教育体制により工学の各分野の教育と教養教育が体系的に有機的関連性を

持って進めている。 

資料Ⅱ-11  機械工学科の教育目的・教育目標 

1.1 教育目的 

鹿児島大学の使命は、『真理を愛し、高い倫理観と芸術性を備え、怯懦を排して自ら困難に

挑戦する人格を育成し、学術と学芸のあらゆる分野で新たな時代にふさわしい体系と枠組みを

創出することによって、また、国際的視点を堅持しつつ地域社会に密着しその発展に貢献する

ことを通じて、学術文化向上への寄与はもとより、基本的人権ならびに自由と自主の尊重、人

類の福祉と連帯、国際理解と寛容、世界平和および地球環境の保全に留意した維持可能でかつ

公正な社会の発展に寄与する』である。 

これを受けて、機械工学科では、以下の要件を満たす探求心と創造性にあふれた技術者・研

究者たる人材の育成を教育目的としている。 

1）国際的に通用する機械工学の知識を獲得すること 

2）総合的かつ自主的な考察力と応用能力とを保持すること 

3）技術と倫理の結びつきならびに技術の社会的意義を理解すること 

4）人類の福祉ならびに現代社会が直面する諸問題に主体的に対応し得ること 

1.2 教育目標（学習・教育到達目標） 

機械工学科では前節の教育目的を達成するため、以下に掲げる教育目標を定め、カリキュラ

ムを編成している。 

1）人類の幸福と福祉、エネルギーと環境、人間と社会などの調和を洞察できる能力を身

につける。 

2）国際的な場で活用できる外国語の基礎的な能力を身につける。 

3）数学や自然科学の基礎の基に、工学的基礎に関する知識を身につける。 

4）機械工学の基礎知識を修得し、それらを問題解決に活用できる能力を身につける。 

5）機械工学の知識を総合的に応用して、工学的問題を自主的に分析し解決するデザ 

イン能力を身につける。 

6）調査、討論、発表などを通じて自ら課題を発見し、それを解決する能力を身につける 

7）自己の能力を主体的に生涯にわたって継続して向上できる能力を身につける。 
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資料Ⅱ-12    機械工学科の教育目的科目との対応 

機械工学科の教育目標を担う科目群 

教 育 目 標 
達成度評価対象科目 

共通教育科目等 専門教育科目 

１） 人類の幸福と福祉、エネルギ

ーと環境、人間と社会などの

調和を洞察できる能力を身に

つける。 

倫理科目を含む知力（人文・社会科

学）および実践・判断・精神力から

10 単位以上、体育・健康を学ぶ科目

群から 2 単位 

技術者倫理 2 単位 

２） 国際的な場で活用できる外国

語の基礎的な能力を身につけ

る。 

外国語を学ぶ科目群からコア 4 単

位、オープン（機械英語Ⅰを含む）

4 単位 

工学英語と機械英語Ⅱ、計

4 単位 

３） 数 学 や 自 然 科 学 の 基 礎 の 基

に、工学的基礎に関する知識

を身につける。 

知力（自然科学）から 6 単位、情報・

通信を学ぶ科目群から 2 単位、基礎

教育科目の単独必修科目 14 単位、

選択必修科目 2 単位 

確 率 と 統 計 基 礎 、 機 械 製

図、機械工作実習、数値計

算とプログラム、及び選択

科目Ａ群の応用数学Ⅰ・Ⅱ

及び演習、工業力学Ⅰ・Ⅱ

及び演習 

４） 機 械 工 学 の 基 礎 知 識 を 修 得

し、それらを問題解決に活用

できる能力を身につける。 
－

2 年次に開講される科目 28

単 位 以 上 を 含 む 選 択 科 目

Ａ群から 48 単位以上、選

択科目Ｂ群から 4 単位以上

５） 機械工学の知識を総合的に応

用して、工学的問題を自主的

に分析し解決するデザイン能

力を身につける。 

－

フ レ ッ シ ュ マ ン セ ミ ナ ー

Ⅱ、機械工学実験、3 次元

CAD 基礎、創造機械設計、

応用機械設計、卒業論文

６） 調査、討論、発表などを通じ

て自ら課題を発見し、それを

解決する能力を身につける。
－

フ レ ッ シ ュ マ ン セ ミ ナ ー

Ⅰ、機械工学セミナー、卒

業論文 

７） 自己の能力を主体的に生涯に

わたって継続して向上できる

能力を身につける。 

－

機 械 工 学 プ ロ グ ラ ム の 学

修において、演習、レポー

ト、発表、中間・期末試験

な ど に 対 す る 日 々 の 主 体

的 学 習 を 継 続 的 に 行 う こ

とによって、生涯学習能力

を訓練できる 

資料Ⅱ-13 工学部の教育目標と３ポリシー 

学部の教育目標と３ポリシー 

教育目標 

 知識基盤社会を先導する工学部は、高度な専門職業人の養成教育において、ひとりひとりの

学生が自ら向上心をもって主体的に学修し、困難に立ち向かう「自主自律と進取の精神を有す

る学士（工学）」の育成を目指します。そのため、次の教育の目標を掲げます。 

１．「ものづくり」においてグローバルな活躍ができる技術者・研究者を目指す学生に、幅

広い教養と高度な専門能力を育む。 

２．獲得した知識や技術等を統合的に活用することにより、人類社会や文化と自然との調和

ある発展に貢献する能力を養う。 

３．高度の工学技術や知識を、実社会における課題解決のために応用できる創成能力を養う。

４．豊かな人間性と普遍的な倫理観に基づき、自ら向上心をもって次代を切り拓く力を養う。

５．社会的な責任を担いつつ、グローバルな教養人として生涯にわたって自己研鑽に取り組

む力を養う。 
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入学者受入れの方針（アドミッションポリシー） 

工学部は、本学部の教育目標に共感し、グローバルに行動できる次のような人を、国内外か

ら広く求めています。 

１．求める人材像 

 (1)工学部の学位授与の方針を達成できる基礎学力ないしは素養のある人 

(2)工学の面白さを学びたい、ものづくりに取り組んでみたい、技術開発に挑戦したい等の

夢をもつ人 

(3)自ら考え、主体的に学修する目的意識が明確で、そのための学修意欲が高い人 

２．入学前に身につけて欲しいこと 

  高等学校レベルの国語、地歴、公民、数学、理科、外国語などの基礎学力のほか、特に

各学科での専門教育に対応できる数学、理科の知識と能力。 

３．入学者選抜の基本方針（一般選抜） 

  前期日程では、大学入試センター試験で５教科７科目、個別学力検査で数学（数Ⅱ・数

Ⅲ・数 A・数 B）と理科（物基・物、化基・化から１）及び外国語（コ英Ⅰ・コ英Ⅱ・英

表Ⅰ）を課し、基礎学力・思考力等を評価、また、後期日程では、大学入試センター試験

で３教科５科目、個別学力検査で小論文を課し、基礎学力・論理的思考力等を評価。 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー） 

 工学部は、「自主自律と進取の精神を有する学士（工学）」を育成するため、教育内容の順次

性・系統性に配慮した体系的編成の学位プログラムを構成する教育課程(教養教育および専門教

育)において、以下のような方針による質の高い教育を、高等教育における単位制度の仕組みに

基づき実践します。 

１．幅広い視野と多様な価値観を育み、進取の精神を有する技術者・研究者としての豊かな

人間性と倫理観を得させるため、教養教育を実施する。 

２．高等学校教育からの連続性に留意しつつ、その上に各専門分野の基礎から応用までの理

論・技能を習得させるため、基礎教育を実施する。 

３．工学知識・技術を発展させる汎用的な専門能力を得させるため、技術者・研究者として

必須の専門教育を実施する。 

４．学修した知識・技能・学習方法等を総合的に活用し、諸課題の解決に応用する能力を育

成するため、研究活動を礎とする教育を展開する。 

５．地域社会および国際社会において進取の気風をもって活躍できるよう、その基盤となる

コミュニケーションの能力を向上させるため、語学教育を推進する。 

６．生涯にわたって，自らが主体的に対応する自己管理力を育くむため、対話を根幹とした

自主学習を支援する個別指導に基づく教育を行う。 

学位授与の方針（ディプロマポリシー） 

 工学部は、本学部所定の期間在学し、「自主自律と進取の精神を有する学士（工学）」（高度職

業人）の養成のため各学科にもうけた学位プログラムを計画的に履修し、所定の単位を、所定

の学期・年間・累積ＧＰＡで修得し、次のような内容の学士力を修めた学生に、学位を授与し

ます。 

１．教養教育関連科目の履修を通して、主体的に倫理観、価値観に対する理解を深め、多様

な文化・社会・自然の係わりを総合的に把握し、専門領域を超える諸課題に挑戦・探究

する能力を身につけている。 

２．各専門分野における体系的学修と分野を横断する学際的学修および卒業研究等の学修を

通して、知識活用力、論理的思考力、課題探究力、問題解決力、情報発信力、コミュニ

ケーション力、生涯学習力、創造的思考力等を備えている。
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資料Ⅱ-14 機械工学科の進級・卒業要件の例（平成 27 年度） 

２年次への進級要件 

単位数と累積 GPA 34 単位以上   1.50 ポイント以上 

必要な共通教育科目  

必要な基礎教育科目 「物理学実験 A」を修得していること 

必要な専門教育科目 「フレッシュマンセミナーⅡ」を修得していること 

３年次への進級要件 

単位数と累積 GPA 68 単位以上   1.50 ポイント以上 

必要な共通教育科目  

必要な基礎教育科目 1 年次の基礎教育単独必修科目（14 単位）を全て修得していること

必要な専門教育科目 1 ･ 2 年次の専門必修科目を全て修得していること 

４年次への進級要件 

単位数と累積 GPA 102 単位以上   1.50 ポイント以上 

必要な共通教育科目 卒業要件に必要な共通教育科目を全て修得していること 

必要な基礎教育科目 卒業要件に必要な基礎教育科目（16 単位）を全て修得していること

必要な専門教育科目 3 年次までの専門必修科目を全て修得していること 

2 年次の専門選択科目 A 群から 28 単位以上を修得していること 

卒業要件 

単位数 124 単位以上   

必要な共通教育科目 実践・判断・精神力から 4 単位以上、知力（人文・社会科学）から 6

単位以上、知力（自然科学）から 6 単位以上、外国語を学ぶ科目群

から 8 単位以上、体育・健康を学ぶ科目群から２単位以上、情報・

通信を学ぶ科目群から 2 単位以上、合計 28 単位以上修得しているこ

と 

必要な基礎教育科目 基礎教育単独必修科目を 14 単位全て修得し、基礎教育選択必修科目

から 2 単位以上、合計 16 単位以上を修得していること 

必要な専門教育科目 必修科目を 25 単位全て修得し、選択科目 A 群から 48 単位以上、選

択科目 B 群から 4 単位以上、合計 80 単位以上修得していること 

特記事項 １）他学科、他学部で修得した単位は、本学科の承認を得た場合に限り、合計 8 単

位まで専門選択科目 B 群の単位として算入する。 

     ２）外国人留学生の卒業に必要な共通教育科目については、上記の要件に加えて、

日本語・日本事情を学ぶ科目群のうち日本語を 4 単位以上、日本事情を 6 単位

以上修得していることである。ただし、日本語・日本事情を学ぶ科目群のうち

日本事情の 6 単位は実践・判断・精神力または知力（人文・社会科学）の単位

に含めることができる。 

     ３）外国人留学生については、卒業要件単位数は 128 単位以上である。 

本学部では学部３年次への編入学制度（推薦と学力）を設け、工業高等専門学校卒業生

等を受け入れている。さらに社会に開かれた大学として、研究生、科目等履修生、外国人

留学生及び特別聴講学生の入学も認めている（資料Ⅱ-15）。編入学では、工業高等専門学

校等で修得した単位の中から、学修状況を勘案して共通教育、専門教育合わせて 80 単位以

内の単位を認定している。この単位認定は、３年次へ編入させても２年間で卒業要件の 124

単位が十分修得できる学生であることを条件とする。なお、認定単位が少ない学生は、教

育的配慮から２年次へ編入学させる。また、在学生は各学科の専門科目の修得だけではな

く、幅広い教養を身につけるために、他学科、他学部の単位認定制度、あるいは放送大学

や県内他大学との単位互換制度により、他分野の科目も学べる。 

さらには、理工系離れに伴う基礎学力不足の新入生を対象に、４月に数学、５月に物理

の補習教育を継続して行っている。また、教育センターで通常の２倍の授業時間をかけて、

初歩から通常の水準まで教育する特別クラスを開講し、基礎学力向上の成果をあげている。

これとは別に、社会における専門教育の必要性を学ぶという観点から、１単位の「工場実

習」、「学外実習」、「工場見学」、「インターンシップ」などの授業科目を各学科で開講し、

専門教育と実社会との繋がりを実習させている（別添資料Ⅱ-2）。 
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本学部では、教育目的・目標を達成するため、大学の方針に沿って共通教育と専門教育

の授業科目修得単位数を設定して、すべての学科で、授業内容を考慮した体系的な授業科

目の開設と講義、演習、実験、実習等の授業形態の適切な組合せとバランスを取り、教育内容

に応じた様々な学習指導法の工夫をしている（資料Ⅱ-14、別添資料Ⅱ-2、資料Ⅱ-16）。

特に主要な専門科目は全て専任教員が担当して、学習成果の改善に努めている。 

これにより各学科の「学習・教育目標」の特性に応じて、JABEE 認定分野別要件で定め

られた規定を満たすように、教育内容の工夫と授業形態の組合せ・バランスの適正化を図

っている。学習指導法の工夫では、少人数授業、フィールド型授業、情報機器を活用した

授業、コンピューターとの対話型授業、学生が主体的に問題を発見し解をみいだしていく

能動的な学習（アクティブラーニング）、外国語科目等での学力別クラス編成等、適切な授

業形態が選択されている。 

また、教育支援者、教育補助者である技術職員や TA は、担当教員の指導の下に教育の

質向上を図るための研修を適宜実施し、重要な支援者として機能している（資料Ⅱ-17）。 

資料Ⅱ-15  編入学、外国人留学生、研究生、科目等履修生に関する規則等 

鹿児島大学工学部工学部編入学規則（抜粋） 

 （趣旨）                                                          

第１条 この規則は、鹿児島大学学則（平成 16 年規則第 86 号）第 34 条の規定に基づき、鹿児

島大学工学部（以下「本学部」という。）における編入学に関し、必要な事項を定めるものと

する。 

 （編入学資格） 

第２条 本学部に編入学を志願できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 理工系の短期大学又は高等専門学校を卒業又は卒業見込みの者 

 (2) 外国において、前号と同程度の課程を修了又は修了見込みの者 

 (3) 理工系の専修学校の専門課程（修業年限が２年以上、総授業時間数が1700時間以上であ

るものに限る。）を修了し、かつ、大学入学資格を有する者 

鹿児島大学工学部研究生に関する細則（抜粋） 

 （趣旨） 

第１条 この細則は、鹿児島大学研究生規則(平成１６年規則第１１３号)第１１条の規定に基づ

き、鹿児島大学工学部における研究生に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（入学資格） 

第２条 研究生として入学できる者の資格は、４年制の大学を卒業した者又はこれと同等以上の

学力があると認められた者とする。 

鹿児島大学工学部科目等履修生に関する細則 （抜粋）                   

 （趣旨） 

第１条 この細則は、鹿児島大学科目等履修生規則（平成１６年規則第１１２号）第１１条の規

定に基づき鹿児島大学工学部（以下「本学部」という。）における科目等履修生（以下「履修

生」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（資格） 

第２条 本学部の授業科目について履修を志願できる者は、次の各号の一に該当する資格を有す

る者とする。 

 (1) 大学（４年制）に１年半以上在学し、所定の単位を修得した者 

 (2) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

 (3) 本学部において前２号と同等以上の学力を有すると認められた者 
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 鹿児島大学工学部推薦入試・私費外国人学部留学生入試規則（抜粋） 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、鹿児島大学工学部（以下「本学部」という。）における推薦入試及び私費

外国人学部留学生入試（以下「推薦入試等」という。）に関し、必要な事項を定めるものとす

る。  

 （合格候補者の選考） 

第４条 推薦入試等における合格候補者の選考は、募集要項に記載の合否判定基準により行う。

２ 前項の規定に関わらず、私費外国人学部留学生入試の合格候補者の選考は、面接を優先する。

面接の評価は、Ａ（的確・明瞭に応答できた。）、Ｂ（概ね的確・明瞭に応答できた。）、Ｃ

（応答が不的確・不明瞭であった。）の３段階に分ける。Ａ判定、Ｂ判定については合格候補

者とし、Ｃ判定については、学習において支障をきたす可能性が高いと判断できるものとし、

合格候補者としない。 

         資料Ⅱ-16 シラバスの例（平成 27 年度）
電気電子工学科                            2015 年度入学生用 

１年次前期   電気回路学Ⅰ及び演習 Theory and Exercise of Electric Circuit I   ３単位

担当：田中哲郎  電気電子棟２Ｆ 099-285-8408 tetsu@eee.kagoshima-u.ac.jp

講義の概要（目的と内容）

電 気回路とは、抵抗、電池、コンデンサなどの回路素子をつなぎ合わせたものであり、この科

目を含む電気回路学の目的は電気回路の中の電流や電圧を調べることにある。電気回路の理論

は、電気電子工学においてもっとも基本的なものであり、この理論を基礎にして、通信工学、電

子回路学、電気エネルギー学など多くの学問分野が築かれている。科目の目標は、講義では講義

要目に示す範囲の電気回路理論の知識（ものの考え方）を修得すること、演習では実際の問題を

解くことを通してその知識を確実なものとするとともに計算の技術を身につけることである。 *
科目のナンバリングについては、以下の URL で確認すること。

http: //www.eng.kagoshima-u.ac.jp/exam/num_eee.pdf    鹿児島大学工学部 HP ⇒ 在学

生の方へ ⇒ 教務関係（教育目標と３ポリシー） ⇒ （各学科選択） ⇒ （ナンバリン

グ）

受講学生が達成すべき目標

１）基本的な回路素子の電流と電圧の関係を言える。 → 抵抗、インダクタ、キャパシタ；

オームの法則 

２）直流回路の電流、電圧、電力を計算できる。 → キルヒホッフの法則；直列接続、並列

接続、ブリッジ 

３）交流理論（フェーザの考え方）を用いて、交流回路の電流、電圧を計算できる。 

   → インピーダンス、アドミタンス 

４）交流回路の電力を計算できる。 → 実効電力（有効電力）、無効電力、皮相電力、複素

電力 

成績の評価基準

中間試験および期末試験：６０％、演習・小テスト：３０％、小レポート：１０％。 

※期末試験で４０点未満の場合は、総合が６０点以上でもＦ評価になることがあります。 

授業計画

 １．講義のガイダンス ２．高校理科から大学の電気回路へ ３．キルヒホッフの法則とオ

ームの法則  

４．抵抗の接続 ５．直流電源と等価変換 ６．基本的な回路素子 ７．回路と微分方程式 

 ８．正弦波交流 ９．複素数の基本的取り扱い１０．複素数と正弦波交流１１．正弦波のフ

ェーザ表示 

 １２．インピーダンスとアドミタンス１３．インピーダンスとアドミタンスに基づく計算法

１４．交流回路の電力１５．交流回路の電力の計算法

授業時間外学習

授業は授業計画に従って行う。教科書および配付プリントの関係する箇所を予習しておくこと。

演習の中では、学んだことを確認する小テストを行う。配付プリントの問題とあわせて講義内

容の復習に活用のこと。また講義の内容をより深く理解するため、参考書に示した本など、関連

した本を複数読むことが望ましい。 

なお、オフィスアワーの時間には教室を確保しているので、この科目の予習・復習にも活用し

てほしい。 

これらの授業時間外学習は９０時間行うこと。
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教科書・参考書

教科書：大野、西、「大学課程 電気回路（１）」（第３版）、オーム社。 

参考書：(1) 大下、「詳解電気回路演習（上）、（下）」、共立出版。（例題が豊富） 

(2) 高木、猪原他、「大学１年生のための電気数学」、森北出版。（電気数学基礎の教科

書） 

(3) 吉田 武、「オイラーの贈物」、東海大学出版会。（大学の講義を学ぶのに適した数

学独習書） 

修得しておくべき科目・必要な予備知識等

高校程度の数学（簡単な微分積分と複素数）と物理（電気関連）の知識が必要である。 

オフィスアワー・その他 学科の学習・教育到達目標との関連

毎週火曜１３：００～１６：００ ［学科の学習・教育到達目標］(E)専門基礎 

資料Ⅱ-17  TA に関する目的と職務内容 

TAに関する目的と職務内容について 

2．ティーチング・アシスタント（TA） 

 2.1． TA 制度の目的

 TA 制度の目的は「鹿児島大学大学院の優秀な学生に対し,教育的配慮の下に教育補助業務を行

わせ,これに対する手当支給により,大学院学生の処遇の改善に資するとともに大学教育の充実

及び指導者としてのトレーニングの機会提供を図る」ことであります。（付録１参照：鹿児島大

学ティーチング・アシスタント実施要領の（趣旨））。 

 2.2． TA の職務内容  

 TAは,当該研究科の主任指導教員の承諾を得て,学部及び大学院修士課程(博士前期課程)の学

生に対し,実験,実習及び演習等の教育補助業務を行うものであります。（付録１参照：鹿児島大

学ティーチング・アシスタント実施要領の（職務内容））。 

 TA の業務にあたる大学院生は、TA 制度の目的を正しく理解し,指導教員の指導のもとに自己の

研鑽に努めてください。また,指導教員の指示のもとに勤務時間の報告など遺漏のない事務手続

き を 行 っ て く だ さ い 。 TA 業 務 の 完 了 時 に は ,後 述 の 「 活 動 報 告 書 」 を 提 出 し て く だ さ い 。

（出典：工学部 TA・RA 勤務マニュアル） 

単位の実質化を実現するために、CAP 制と GPA 制を導入している（資料Ⅱ-18、資料Ⅱ-19）。

また、授業科目に番号を付し、学修の段階や順序等に関する教育課程の体系性を明示する

ナンバリング制も導入している（別添資料Ⅱ-3）。さらに、学生一人ひとりの学修・生活

行動をサポートし、学修動機や意欲を増進・維持させるためにアドバイザー制と学生相談

員制を取り入れている（資料Ⅱ-20）。自主学習の手助けには、附属図書館の利用を推奨す

るだけでなく、工学部に専用の学生自習室を開設して 21 時まで開放している。 

入学直後には、３日間にわたる新入生オリエンテーションを実施し、新入生、編入生そ

れぞれに対して、「教育理念」、「学習・教育目標」を平明に説明し、授業の履修、学習に関

する問題への助言・相談等、学生生活についてのガイダンスを実施している。 

在学生に対しては、卒業時に到達すべき「学習・教育目標」に関する履修指導を、各期

始まる前後に各学科で詳しく説明し、主体的な学習を繰返し指導している。 

授業の初回には、授業計画の説明と成績評価及びオフィスアワーによる個別学習相談・

助言利用を促している。 

学生一人ひとりに対応するアドバイザー教員は各期開始前後に学習指導・相談を実施し、

クラス担任は学習指導・相談に電子メ－ルを活用している。これらの学習に関する支援に

ついては、オリエンテーション、「履修案内」、大学ホームページ、「学生便覧」等で常に周

知を図っている。また、より有効な学生の個別指導を行うため、演習科目、実験科目では

TA を配置している(資料Ⅱ-21）。TA のあり方については、授業評価アンケート調査にも評

価項目として挙げ、反映させるようにしている。 
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資料Ⅱ-18 履修登録単位上限 20 単位制 

履修登録単位上限 20 単位制度について 

１．単位とその履修方法について 

（１単位の履修には、45時間以上勉学し、学修案内（シラバス）に示される内容を理解すること

が必要です） 

 単位とは、工学部履修要項の4．に示されるように、１単位の授業科目は45時間の学習時間を

必要とする内容を持って構成するとあります。さらに、講義､演習については､15時間の講義・演

習時間と、それ以外に 30時間の学習時間が、また実験、実習、実技については45 時間の学習時

間が必要である、と授業内容によって学習時間が決められています。つまり、１単位の科目を履

修するとき、授業の時間を含めて45時間学習しないといけないということです。実験、実習、実

技の科目に関しては、一般に時間割に組み込まれた時間で学修できるようになっています。これ

らのことをしっかり記憶してください。 

 １週間の授業時間について考えます。時間割のコマ数（授業科目が割り当てられる単位）は、

１日５コマ（５時限）組まれ、月曜から金曜まで５日ですから、１週間は25コマで、１コマは２

時間で換算されますので、50時間になります。５時限目が終了するのは午後5時40分です。１日1

0時間学習するものと仮定しますと、１学期には原則として15週の授業がありますので、50時間

／週×15週で､750時間が１学期の間に学習する時間です。１単位が45時間ですから、750時間を4

5で割ると16.6 単位となります。夕方、5時40分まで大学に居て、家に帰って学習しないとする

と、少し甘く見て 17単位しか学習したと認められないことになります。土曜か日曜に、10時間

学習したとすると15週で150時間ですから、大学での時間750時間を加算して900時間です。この

とき、45時間／単位ですから､20単位が認められることになります。いろいろと試算してきまし

たが、要は、１学期に20単位の科目を履修して単位を取得することは、月曜から金曜まで毎日10

時間学習し、さらに土曜か日曜に毎週10時間自宅で学習する必要があるということです。 

（１学期に履修できる単位数は、原則として20単位までです） 

一方、学生生活は、教養や専門の科目を履修し、それらの科目を学習して単位を修得すること

だけではありません。読書をしたり、スポーツをしたり、友人と人生を語ったり、また、伝統芸

能や音楽を鑑賞するなど、さまざまな文化に触れるよい機会です。上に述べたように、20単位の

学修にも相当数の時間を割かなければならないのに、28単位や30単位履修できるとするとき、勉

学時間を確保し、さらに大学生活を有意義に過ごすことは相当難しいと考えられます。したがっ

て、工学部では１学期に履修できる単位数（上限単位）を原則として、20単位と決めています。

資料Ⅱ-19  GPA制について 
GPA制度について 

（工学部では、GPA（グレード・ポイント・アベレージ）制度で学修の到達度を評価します） 

 大学での履修科目の成績は、秀、優、良、可、不可の5段階で評価され、秀、優、良、可の評

価に対して単位が与えられていますが、工学部では､平成15年度の入学生から、GPA（グレード・

ポイント・アベレージ）制度を導入して学修の到達度を評価しています。この制度は、１.で述

べました、意欲的に授業に参加し、履修した科目を学習することと大いなる関連があります。 

 工学部履修要項の14．に、授業科目の成績は、「日常の学修と試験結果から総合的に評価し、

A、B、C、D、Fの５段階及びPで表記する。A、B、C、D、Pを合格、Fは不合格とする。」と決めら

れています。 

  進級や卒業には、GPA による条件と修得単位による条件があり、これらの両方の条件を満足し

なければなりません。 

（学修到達度ＧＰＡの計算） 

 ある学期について、３つの科目を履修申請したとしましょう。実際は履修申請できる単位の上

限は20単位ですからおよそ10科目くらいですが、計算を単純にするため３科目とします。履修申

請した科目を①､②､③としましょう。①は２単位、②は３単位、③は１単位の科目とします。 

 シラバス（４.で述べます）の履修科目①、②、③に、それらの科目で修得する目標が記述さ

れています。その目標を達成するために授業計画が記述されています。成績は、最終の試験だけ

で評価されるものではなく、日常の学習と試験結果を総合的に評価して、担当教員により決めら

れるものです。履修科目の目標は、各授業計画の段階を経て達成されるわけですから、授業計画

における区切りごとに授業内容は理解されることが重要で、それらの達成度を総合的に評価する

ということです。 

  各科目の達成度が評価され、成績が①がＢ、②がＡ、③がＤであったとしましょう。履修要項
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の（科目ごとの成績評価の基準及びGP）１７．に示すように､評価基準により、GPが付与されま

す。Ａは４点、Ｂは３点、Ｄは１点です。１８．の計算方法でGPAを計算します。１８．の式か

ら 

GPAは、 

          科目①について 成績Ｂの GP は３点、単位は２単位 

          科目②について 成績Ａの GP は４点、単位は３単位 

          科目③について 成績Ｄの GP は１点、単位は１単位 

ですから、 

     （３×２ ＋ ４×３ ＋１×１）／（２＋３＋１）= ３.１７ 

となり、ＧＰＡは、３.１７ということになります。もし､成績が①がＣで、その他がＤであった

とすると 

          （２×２ ＋ １×３ ＋１×１）／（２＋３＋１）= １.３３ 

です。Ｄばかりの成績であったり、ＣがあってもＤが多い場合はGPAが低くなります。 

 履修要項の２１．には 「進級判定時における入学以来の累積GPA が 1.50 以上で、かつ各学

科で別に定めるもののほか、次の各号に示す条件を満たした学生は進級することができる。」と

され、言い換えると、入学以来の成績を上述の方法でGPAを計算したとき、これを累積GPAと呼び

、これが「1.5未満であるとき進級できませんよ 」ということです。 

 さらに、履修要項２４．に「学期GPAが1.30未満もしくは、当該学期の修得単位数が、10単位

未満の学生に 

は、学科長が厳重注意を行う。」、さらに､厳重注意を連続して３回受けたときには、｢退学した

ほうがいいよ」という退学勧告を受けることになります。 

 履修して取得した成績であるGPは、次の学期にも影響してきます。 前の学期に履修申請して､

その成績がＦかＤであったとしましょう。それらの成績は､年間GPAや累積GPAの計算にも反映さ

れることになります。「Ｆ(不合格)で、仕方が無いや、別の科目を頑張ろう」では済まされなく

なります。不合格であった経歴が残ることになり、年間GPA や累積GPAにも反映されます。

資料Ⅱ-20 工学部アドバイザー制 

鹿児島大学工学部アドバイザー委員会規則（抜粋） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、鹿児島大学教育委員会規則（平成 25 年工規則第２号）第８条第２項の規

定に基づき、工学部アドバイザー委員会（以下「委員会」という。）について必要な事項を定

める。 

（任務） 

第２条 委員会は、鹿児島大学学術研究院理工学域工学系所属の工学部担当教員（教授及び准教

授）が、アドバイザーとして鹿児島大学工学部（以下「工学部」という。）の大切な学生ひと

りひとりの学修・生活行動をサポートし、学修動機や意欲を増進・維持させるため、次に掲げ

る業務を行う。 

 (1) 学生の学修・履修指導に関する事項 

 (2) 大学生としての生活行動の指導に関する事項 

 (3) 学修・生活行動支援のための活動記録（ポートフォリオ）に関する事項 

 (4) チューター（学生相談員）に関する事項（生活指導や学修指導指示） 

 (5) その他委員会が必要と認める事項 

２ 委員会は、前項に関する結果を工学部教育委員会に報告するものとする。 

アドバイザー制と学生相談員制に関する申合せ（抜粋） 

（目的） 

１ アドバイザー制と学生相談員制の目的は、原則として次のとおりとする。 

(1) 学生の学修・履修指導と相談 

(2) 学生の学生生活指導と相談 

(3) 学生指導システムの再構築 

（担当） 

２ 指導教員（以下「アドバイザー」という。）及び学生相談員の担当は次のとおりとする。 

(1) アドバイザーは各学科教員とし、助教の任用については各学科の判断とする。 

(2) 学生相談員は鹿児島大学工学部を卒業した博士前期課程１年生（Ｍ１）もしくはそれ以外
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の対応可能な優秀な院生で、教室会議で承認された学生とする。 

（アドバイザーの決定と学生相談員の配置） 

３ アドバイザーの決定と学生相談員の配置は、次のとおりとする。 

(1) 原則として、４年生（以下「Ｂ４」という。）を除く学生を１学年６名前後のクラスタに

分け、教員１名もしくは２名をアドバイザーとして決定する。１年生（以下「Ｂ１」とい

う。）と２年生（以下「Ｂ２」という。）のアドバイザー担当は同一教員とするが、各学科

の実状に合わせ、変更することができる。 

(2) Ｂ１とＢ２に対して、アドバイザーのクラスタ毎に学生相談員を配置する。学生相談員１

名にＢ１とＢ２を含めて６名前後を担当させる。学生相談員はアドバイザーの指導学生で

ある必要はないが、クラスタ担当アドバイザーの指示を受ける。なお、Ｂ１とＢ２の女子

学生に対する学生相談員は、女性であることが望ましい。 

(3) 学生相談員の担当学生は、担当アドバイザーと教務員との相談の上、変更することができ

る。 

(4) 学生相談員の時間管理は、原則として担当アドバイザーが行う。なお、学生相談員の時間

管理のため、副アドバイザーを設けてもよいこととする。 

（アドバイザーの業務） 

４ アドバイザーの業務は、Ｂ１～Ｂ３に対して、年２回以上（基本２回）、ポートフォリオに

基づき、直接個別指導（面接）を実施し、学生の学修・履修状況、学生生活状況、進路希望等

を把握するものとする。Ｂ４もしくは研究室所属学生は、研究室指導教員が対応する。 

（学生相談員の業務） 

５ 学生相談員の業務等は、次のとおりとする。 

 (1) 学生相談員の業務は、修学･履修･学生生活に関する相談を主とし、コミュニケーションに

よる人間関係の構築を目指すこととする。 

(2) 学生相談員は、担当クラスタ学生の相談を受ける前に、学期始めに学科教務委員から履修

と学生生活指導に関する注意点等、説明を受ける。 

(3) 各学科の状況に応じて、上下学年間の関係構築の機会提供を含めてＢ１とＢ２のクラスタ

単位で集合し、顔を合わせる機会を設ける。必要に応じて個別に修学・履修相談や学生生

活相談を受ける。 

a. 前・後期履修登録前または履修変更前に、クラスタ単位で、各自で前・後期履修科目

の履修状況を確認させ、現状を把握させる。 

b. Ｂ１に対しては、学科オリエンテーションの学修・履修説明後、クラスタ毎に学習・

履修上の相談と履修登録の補助を行う。 

c. 各学生からの相談に際し、全ての事項を必ず記録シートにメモを残す。 

(4) クラスタ単位の集合時の記録と個別学生からの相談内容を記録シートに記録し、アドバイ

ザーに提出する。

           資料Ⅱ-21  TA の採用実績人数 
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 (水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

本学部では、４年間の学部課程の内に総合大学としての幅広い教育を実践するため、教

養教育科目や基礎教育科目から構成される共通教育と、各学科の学習目標を実現するため

の専門教育を有機的に配置している。５学科で JABEE 認定を受けており、それぞれの教育

プログラムの中で社会の要請を考慮しつつカリキュラムを検証し、常に改善に努めている。

さらに、他学部の授業科目の履修、他大学との単位互換、インターンシップによる単位認定、補

習教育の実施、編入学生への配慮、修士（博士前期）課程教育との連携等を行い、学生の

幅広い教養学修の要望に適えるようにしている。 

さらに、履修登録単位上限 20 単位/期(CAP 制)と GPA 制及びナンバリング制の導入に基

づき、各学科の教育目的の実現に向け、講義、演習、実験、実習等の授業形態を学習効果の視点

から適切に組合せ、各授業科目のシラバスに示した教育目標に応じた学習指導法の工夫を行な

っている。また、判りやすい学習相談の体制構築と単位の実質化を念頭に置いた授業に取

り組んでいる（資料Ⅱ-16）。アドバイザー制と学生相談員制の導入により、教員と大学院

生が学部学生の学修生活相談や学年を超えた学生間の連携にも工夫し、学修生活の充実に

繋げている。 

以上により、学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会からの要請等に対応した教育課程の

編成の配慮と適切な学習指導法の工夫、自主的な学習を促す取組みがなされていて、本学部

の教育内容は期待される水準を上回る。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

(観点に係る状況) 本学部では GPA 制を導入し、学生はポートフォリオ（履修状況確認票）

（別添資料Ⅱ-4）を通して自分の GPA の状況を確認して、学習・教育目標の達成度を把握

することができる。学期 GPA が 3.5 以上の優秀な学生は、工学部長から学部長賞が与えら

れる。各学科で優秀な４年次学生２名以内（計 14 名以内）に対して、工学部稲盛学生賞が

与えられる。また、３年次終了時に累積 GPA が 3.5 以上の優秀な学生には、早期卒業や大

学院への飛び級の機会が与えられている。各学科では、進級条件の一つである GPA 1.5 以

上により履修状況だけでなく修得状況を見据えた成績不良者の指導を学科長、教務委員、

アドバイザー教員が中心となり行っている（資料Ⅱ-14、資料Ⅱ-20）。 

 資料Ⅱ-22 とⅡ-23 は、それぞれ年間 GPA の平均値を経過年数別推移と平成 27 年度学年

別年間 GPA を示している。在学１年目の年間 GPA は 2.3～2.5 である。在学２年目はおおよ

そ 2.1～2.2 であり、１年目より少し低下している。３年目はおおよそ 2.3～2.4 であり、

２年目より少し回復する傾向がある。資料Ⅱ-24 は、年間修得単位数の平均値を年度別に

示している。平成 22 年（2010 年）度以降については上昇傾向に有り、１年生と２年生で

取得すべき単位を修得する学生の割合が増えている。すなわち卒業に必要な単位を１年目

と２年目の間に修得し、余裕を持って３年目に学習している。 

FD 委員会が授業中間アンケートと授業評価アンケートを継続的に実施して、この結果が

学生の要望として講義に反映させる、あるいは教育システムを改善するために利用されて

いる（資料Ⅱ-5、別添資料Ⅱ-1、資料Ⅱ-8）。授業中間アンケートでは、前半の講義の進

度や学生の理解度、また要望を記述させて、後半の講義の改善に役立たせる。さらに講義

終了時に実施される授業評価アンケートでは、講義全体に対する学生の評価を受ける。FD

委員会によるアンケート結果の解析後、当該教員はその結果に基づいて、授業計画改善書

を作成し、教育改善に繋げる具体的な方策を検討する。授業アンケートの結果や授業計画

改善書は学科の教室会議で議論され、FD 委員会でまとめられて報告するようになっている

（資料Ⅱ-5、資料Ⅱ-7）。 

学生による授業評価アンケートによれば、講義については返却の点で幾分評価値が低い

が、役立度、教材、明瞭な声、シラバス、熱意などの点で高水準に推移（資料Ⅱ-9）して

おり、学生からの意見聴取の結果から判断して教育の効果に反映されていると判断する。 

資料Ⅱ-25 は、代表的な項目の年度別授業評価アンケート評点の学部平均値に対する経

年推移を調べたものである。平成 22 年（2010 年）度以降は「学習目標の達成⑦」，「理解

④」，「満足度⑮」が高い水準を維持し、この結果は継続的な改善努力がなされていること

を意味する。 

資料Ⅱ-22 学年別年間 GPA 平均値の入学年度による比較 
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資料Ⅱ-23 平成 27 年度の学年別年間 GPA 

○ １年目平均 2.52 

△ ２年目平均 2.26 

驎 ３年目平均 2.35 

資料Ⅱ-24 学年別年間修得単位平均値の入学年度による比較 
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3年目平均

資料Ⅱ-25 年度別授業評価アンケートの学部平均値 

        (資料Ⅱ-22～25 出典：平成 27 年度工学部 FD 報告書  

ただし、資料Ⅱ-22 については 2010 年、2011 年分一部 

無集計、資料Ⅱ-24 については、2010 年分一部無集計)

 (水準) 期待される水準を上回る。 

 (判断理由)  

本学部学生の勉学意欲は旺盛であり、大学院博士前期課程へ約５割強の学生が進学して

いる（資料Ⅱ-26）。学生による授業評価に関するアンケート調査が示すように、授業目標

を高い割合で達成できたと学生自身が判断している。さらに、総合的満足度に関しても、

おおむね高い値となっている。これより、本学部が意図する教育の成果や効果が上がって

いて、本学部の学業の成果は期待される水準を上回る。 

観点 進路・就職の状況 

(観点に係る状況) 本学部では、クラス担任や就職担当委員が卒業後の進路の指導を行う過

程で、進路状況等の実績を就職先、進路先、就職率、進学率の各項目で整理して、各学科

会議で随時報告している。最終結果は年度末に進路状況一覧に記録され、公表されている

（資料Ⅱ-27、別添資料Ⅱ-5）。 

各学科は、育成する人材像に対し、教育の成果及び効果が上がっている結果として、大

学院への進学率は５割以上であり、就職希望者についてはすべて学生の能力に適った就職

先が決定している（資料Ⅱ-26）。 

2.5
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資料Ⅱ-26  卒業者の進路状況の年度別比較 

資料Ⅱ-27 卒業者と延期者数の合計に対する卒業者の占める割合 

本学では、平成27年度に、平成24年度卒業生に対して専門教育に関する調査（「平成27

年度鹿児島大学の学習成果に関する卒業生調査」：資料Ⅱ-28）を実施している。 

本学部に対する回答結果において、専門教育に関する評価では「とても良かった」又は

「ある程度良かった」の合計が78.4％、学生の専門教育に対する取組み度では「とても一

生懸命だった」又は「ある程度一生懸命だった」の合計が78.4％、専門教育のなかで最も

有意義だったと思うものとして、「実験・実習」、「講義」、「卒業論文・制作」のいず

れかを挙げるものが89.1％、卒業論文は「非常に有意義だった又は有意義だった」とする

ものが73.0％であった。 

 また、専門教育を通して、特に身についたものとして「問題解決力」、「知識活用力」、

「論理的思考力」、「課題探究力」の順に多い。学部で受けた専門教育の成果に対して社

会が要請する水準に達しているかについては「達している」又は「ある程度達している」

との回答が合計62.2％であった。 
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     資料Ⅱ-28： 平成 27 年度鹿児島大学の学習成果に関する卒業生調査

平成 27 年度 鹿児島大学の学修成果に関する卒業生調査 

Ⅴ．鹿児島大学で主として 2～4 年次に受けた専門教育を振り返って，以下の質問にお答えく

ださい。 

問 15．専門教育で受けた教育を評価するとしたら，次のどれになりますか。 

1．とても良かった 2．ある程度良かった 3．普通 4．あまり良くなかった 5．良くなかった

問 16．専門教育における勉強にどのくらい一生懸命に取り組みましたか。 

1．とても一生懸命だった 2．ある程度一生懸命だった 3．普通 

4．あまり一生懸命でなかった）5．まったく一生懸命でなかった 

問 17．専門教育のなかで最も有意義だったと思うものを１つ選択してください。 

1．講義 2．演習（ゼミナール） 3．実験・実習 4．海外研修 5．国家試験対策講座 

6．卒業論文・制作 7．その他 

問 18．卒業論文・卒業設計は有意義でしたか。 

【卒業論文】 

1．非常に有意義だった 2．有意義だった 3．普通 4．あまり有意義ではなかった 

5．有意義ではなかった 

【卒業設計（こちらは、履修していない方は F とご回答ください）】 

A. 非常に有意義だった B. 有意義だった C. 普通 D. あまり有意義ではなかった 

E. 有意義ではなかった  F. 履修していない 

問 19．あなたが学部で受けた専門教育の成果は、社会が要請する水準に達していると思いま

すか。 

1．達している 2．ある程度達している 3．どちらでもない 4．あまり達していない 

5．達していない 

問 20．専門教育を通して、特に身についたと思うものはどれですか。（複数回答可）。 

1．知識活用力 2．論理的思考力 3．課題探究力 4．問題解決力 5．情報発信力 

6．コミュニケーション力 7．生涯学習力 8．創造的思考力 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました

(水準) 期待される水準にある。 

 (判断理由)高い進学率や就職状況の実績を評価すると、教育の効果は上がっていると判断

する。また、卒業生のアンケート結果から、専門教育が比較的高い教育評価を受け、学生

もそれ対して懸命に取り組む姿勢が見られるので、現状の教育方針が認知されている結果

と捉えられ、教育目的・目標を達成するための教育課程が明確に構成されて、専門教育の

効果と成果が得られていると判断できる。 

一方、専門教育の成果が、社会が要請する水準に達しているかについては、他の項目よ

りやや評価が厳しく、今後の検討課題である。 

以上のことを踏まえ、本学部の教育内容は期待される水準にある。
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

本学部では、第１期中期目標期間より GPA 制と履修登録単位 20 単位/期(CAP 制)を導入

し、教育改善に向けた取組みを行ってきた。GPA 制は、平成 18 年度に最初の学生が卒業し

てから約 10 年が経過し、第２期中期目標期間で制度が定着して、履修放棄の減少、教員の

シラバスの厳格な作成、厳格な成績評価等の成果を得ている。CAP 制では、履修登録 20 単

位上限の設定と、年間 40単位の履修で 34単位以上修得しないと進級できない制度により、

入学生の理科離れに伴う平均的な学力低下に対する学力維持、学生の自主学習能力の獲得

に繋げている。また、第三者評価としての JABEE 認定の取組みは、継続的な教育改革によ

り技術者教育として必要な教育体系を考慮した授業内容の設定及び１単位の重みを考慮し

た授業実践を行ってきている。 

これらの第２期中期目標期間の取組みは、工学部で教育に携わる全教員が理解・実践し、

組織としての教育の方向性の明確化と PDCA サイクルによる現状把握と改善を通して確立

させた（資料Ⅱ-5、資料Ⅱ-25）。 

第２中期目標期間では、新たに授業科目に番号を付して分類することで、学修の段階や

順序等を表し、教育課程の体系性を明示するナンバリング制を導入している。これにより、

工学部で順次性のある体系的な教育課程を構築・確認することができ、カリキュラムの改

善に役立てることが可能となった。また、学生にとっても、学修したい分野に対して、ど

のように履修すれば良いか等が明らかになり、体系的な学修計画が可能となった。さらに、

教員と大学院生が対応する学生の修学・履修相談等の制度であるアドバイザー制と学生相

談員制を導入した。アドバイザー制では、教員が年２回の面接の際、学部学生がガイドラ

インに沿って作成するポートフォリオに基づき、履修と学生生活状況の把握を行い、修学

状況の確認と生活状況の充実を図っている。必要であれば随時面談し、コミュニケーショ

ンを採りながらアドバイスをする体制となっている。学生相談員制では、大学院生である

学生相談員が学部生の履修上や学生生活に関することを先輩という立場から気軽に相談で

きる体制と共に、同学科の学年を超えたコミュニケーションの場を提供している。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

第２期中期目標期間の GPA 制、CAP 制、JABEE 認定の継続的な取組みを通して、卒業後

の進路状況等の実績が、資料Ⅱ-26、資料Ⅱ-27、別添資料Ⅱ-5 に示すように、卒業者がほ

ぼ 100％に近い進路決定となっている。進学希望者は、本学部専門教育の効果として卒業

者の約５割に昇る。就職希望者はすべて学生の能力に適った就職先となっている。これら

の結果は、各学科ともに教育目標で育成する人材に対し、教育の成果が十分に上がってい

ると判断できる。世界水準の技術者教育課程である JABEE の認定プログラムを継続的に試

行した結果、平成 22～27 年度にプログラム認定学科の卒業生全員が JABEE 修了者（技術者

教育修了者）として認められている（別添資料Ⅲ-１）。 
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Ⅰ 農学部の教育目的と特徴 

１．教育の理念 

 鹿児島大学農学部は、鹿児島大学憲章、鹿児島大学学生憲章、鹿児島大学学則第２条、

第２期中期目標・中期計画並びに農学憲章に則り、表 1-1 に示す人材を養成する。 

表 1-1 農学部が教育する人材像 

①農林業、食品産業等、食住農関連分野の技術者、地域指導者、獣医師等、新たな時代の

社会作りに貢献する人材 

②フィールドでの教育を重視し、創造性に優れ、社会のニーズに対応できる人材 

③分析力、総合力、企画力及び実行力を有し、しっかりした職業観を備えた人材 

④国際的視野を備えた人材 

２．教育目的（基本方針）：この理念の下、表 1-2に示す教育を行う。 

表 1-2 農学部の教育目的 

1）人間の衣食住の生活資材（特に農林生産、加工、流通、市場及び消費）に係る教育 

2）生物の機能を人類の福祉・健康に積極的に活用するための教育（ライフサイエンス等）

3）人間と自然との調和的な発展を目指すための環境教育（地球的・地域的・物質循環的視

点） 

4）自然の豊かな、緑と潤いとゆとりある生活を目指す教育（自然、文化、情操、伴侶動物、

生命観等） 

5）国際的視点からアジア及び発展途上国の自然・産業・文化の理解とそれらの地域の発展

へ貢献するための教育 

３．教育の成果を表 1-3 に示す。 

表 1-3 農学部の教育の成果 

1）講義により知識を修得できる 

2）実験・実習・演習により基礎技術を習得できる 

3）卒業論文により作業仮説を検証できる 

4）地域や海外での研修により視野の拡大を体系的に実践し、分析力・総合力・創造性・企

画性・実効性を備えることができる 

４．教育の特徴と特色 

教育の理念・目的を達成するため、生物生産学科、生物資源化学科、生物環境学科、及

び獣医学科の４学科体制（平成 24 年３月 31日まで）で教育を行っていたが（表 1-4、別添

資料 1）、獣医学科は平成 24 年４月１日に山口大学とともに、共同教育課程（同一カリキュ

ラム、同一シラバス）を取り入れた鹿児島大学共同獣医学部として分離独立した。 

学生の受入方針（アドミッションポリシー：別添資料 2）を明示したとともに、評価尺度

の異なる入学試験を実施し、多様な資質・能力をもった学生を受け入れている。また、カ

リキュラムポリシー（別添資料 3）及びディプロマポリシー（別添資料 4）を定めることに

より教育目標の達成と学士力を持った人材の育成に結びつけている。 

表 1-4 農学部の学科・講座（教育コース）等の組織 

学 科 講座（教育コース）等 

生物生産学科 作物生産学、園芸生産学、病害虫制御学、家畜生産学、農業経営経済学

生物資源化学科 生命機能化学、食品機能化学、食糧生産化学、（焼酎学コース） 

生物環境学科 森林管理学、地域資源環境学、環境システム学、生産環境工学 

（3学科共通） 国際食料資源学特別コース（農学系サブコース）※脚注

獣医学科 基礎獣医学、病態・予防獣医学、臨床獣医学、先端獣医科学 
※脚注：平成 27年、東南アジア・南太平洋・アフリカを中心とした国際社会を対象として、食料資源の持

続的生産とその合理的利用の分野の専門知識を修得し豊かな世界観と倫理観を備え、グローバル
化する産業社会に参画し、国際社会に貢献できる進取の精神を持った人材を育成するため、水産
学部と連携した国際食料資源学特別コース（農学系サブコース）を設置した。 
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社会・人文科学を含む教養教育、専門教育に必要な基礎教育、バイオサイエンス・バイ

オテクノロジーなど最先端の科学技術を取り入れた専門教育、附属施設等を利用した実

験・実習教育、生産現場や地域社会などフィールドにおける体験型教育、課題探求・解決

能力を育成するための教育（表 1-5）、国際性の涵養を促す教育が特徴である。 

表 1-5 附属施設組織 

附属施設 

附属農場 農場本部、学内農場農事部、学内農場畜産部、 

唐湊果樹園、入来牧場、指宿植物試験場 

附属演習林 演習林本部、垂水実験地、実験苗畑、桜島溶岩実験

場、唐湊林園、佐多演習林、高隈演習林 

附属焼酎・発酵学教育

研究センター※脚注 1

焼酎製造学部門、醸造微生物学部門、発酵基礎科学

部門、焼酎文化学部門（平成 23 年 4 月設立） 

附属動物病院  

附属越境性動物疾病制

御研究センター※脚注 2

（平成 23年 4月設立） 

※脚注 1：平成 18年度寄附講座として焼酎学講座を開設し、地域産業に貢献する“ものづくり”の人材養
成の教育を推進してきたが、平成 23 年には焼酎学講座を農学部の焼酎学コースに改変し、附属
焼酎・発酵学教育研究センターを設置した。 

※脚注 2：平成 23年 4月 1日、国内外の広範囲な地域における家畜の伝染病等について教育・研究を行う
附属越境性動物疾病制御研究センターを設置したが、獣医学科が平成 24 年 4 月 1 日に分離独立
し、平成 24 年度から入学生を受け入れることになったため、附属動物病院と附属越境性動物疾
病制御研究センターは農学部から分離した。 

この理念と教育の基、４学科の養成する人材は以下の表 1-6 の通りである。 

表 1-6 農学部 4学科が教育する人材像 

生物生産学科：農産物や家畜の生産・管理・流通に携わる人材を育成。 

生物資源化学科：動植物・微生物の構成成分とその機能、食品の栄養・機能・製造、農産物の

生産・保存・利用、土壌とその機能及び焼酎の製造と醸造微生物などに関する分野で活躍

できる人材を育成。 

生物環境学科：人間を取り巻く自然・生活環境の改善と維持、ならびに農業生産基盤と農産物

の生産・加工・保存技術に携わる人材を育成。 

獣医学科：産業動物分野、伴侶動物分野、公衆衛生分野、野生動物分野、動物生命科学分野な

どの獣医学が関与する領域において、動物と人の健康と福祉に貢献できる獣医師を養成。

 なお、研究活動上の不正防止のため学生に対して研究者等に求められる倫理規範を修得

等させるための研究倫理教育を、農学部において平成27年度から実施している(別添資料5）。 

５．入学者の状況等 

学生定員および現員は、定員の通り、110％以内である（別添資料 6）。平成 27 年度入学

者に占める鹿児島県内高校出身者の割合は 41％と最も高く、地域に根差した鹿児島大学農

学部であることが判る（表 1-7）。 

表 1-7 鹿児島大学農学部・平成 27 年度入学者の出身高校（県別）の九州管内出身者の割合 

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄 その他県 合計 

男子学生 13 7 7 14 5 5 44 0 13 108 名 

女子学生 26 1 9 10 6 7 45 0 6 110 名 

男女合計 39 8 16 24 11 12 89 0 19 218 名 

男子比率 12.0 6.5 6.5 13.0 4.6 4.6 40.7 0.0 12.0 100 % 

女子比率 23.6 0.9 8.2 9.1 5.5 6.4 40.9 0.0 5.5 100 % 

男女比率 17.9 3.7 7.3 11.0 5.0 5.5 40.8 0.0 8.7 100 % 
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また、その割合は、第１期の 35.8％に対して第２期は 36.7％に微増し、第１期と同様、

鹿児島大学農学部が地域に根差していることが判る（表 1-8）。 

表 1-8 鹿児島大学農学部・平成 16年度から平成 27年度の鹿児島県内高校出身者入学者数・

入学割合の推移※

期間 第 1期 第 2期 

年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

鹿児島県（名） 80 79 88 70 78 75 78 77 89 65 78 89 

入学者数（名） 222 224 225 212 215 215 217 213 218 216 214 218

鹿児島県入学

者割合（％）
36 35 39 33 36 34 35 36 40 30 36 41 

合計（％） 35.8% 36.7% 

※出典：鹿児島大学 Fact Book [第 5版] 大学データから見る鹿児島大学の推移 ver.5（平成 27 年 12 月）

p33

 農学部の教員数に対する学生現員数の割合を表 1-9 に示す。教員１名当たり、毎年度平

均 11 名の学生を担当している。（独）大学評価・学位授与機構「データ分析集及び入力デ

ータ集（平成 22～27 年度分）」に記載のある８つの大学と比べた場合、この担当学生数は

10 名を超える高い値となっている（別添資料 7）。 

表 1-9 鹿児島大学農学部・学生現員の推移と教員 1名当たりの担当学生数の推移（名）※ 

年度
農学部現 

員学生数（名）
農学部 

現員教員数（名）
教員 1名の担
当学生数（名）

22 899 81 11.1 

23 895 78 11.5 

24 888 79 11.2 

25 891 77 11.6 

26 904 77 11.7 

27 890 78 11.4 

平均 894 名 78 名 11.4 名 

※平成 22、23 年度は獣医学科を除いた学生数を示す。 

 [想定する関係者とその期待]  

 鹿児島大学農学部の教育に関する関係者は当該学生とその家族、出身高校、主な就職先

である農林水産食品関連業（建設業、製造業、情報通信業、卸売業、サービス業）、農林水

産関連行政機関（公務員）、各種農業団体、地方公共団体、学校教育機関などであり、その

期待するところは農林食品産業への深い理解と知識を備え、農学部の教育理念に基づく人

材を輩出することである。
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 農学部は、平成 24 年４月から獣医学科が山口大学と共同獣医学部を設置したため、４年

課程の生物生産学科、生物資源化学科及び生物環境学科の３学科 10教育コースを編成した

（図 1-1）。生物資源化学科には、地元焼酎業界と鹿児島県の寄付により焼酎学講座（寄附

講座）を設け、醸造業界並びに関連業界の人材養成の期待に沿う教育体制を取っている。

平成 27 年度からは国際食料資源学特別コースを水産学部と連携して設置した。また、附属

農場、附属演習林、附属動物病院の３附属施設を実践教育の場として配置している（図 1-2）。 

図 1-1 農学部組織図（出典：鹿児島大学農学部概要 2015） 

図 1-2 農学部附属教育研究施設組織図（出典：鹿児島大学農学部概要 2015） 
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学内農場畜産部   入来牧場

演習林本部       垂水実験地
実験苗畑         桜島溶岩実験場
唐湊林園         佐多演習林
高隈演習林

焼酎製造学部門
醸造微生物学部門
発酵基礎科学部門
焼酎文化学部門

附属教育研究施設
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教員組織の構成は、12講座３附属施設並びに特別コースで構成され、教授 34 名、准教授

37 名、講師１名、助教５名が各学科に配置され、大学設置基準を満たし、必要な専任教員

が確保されている（表 1-10）。 

表 1-10 学科及び附属施設における教員（現員）数（平成 27 年 7 月 1 日現在） 

学科・附属施設・コース 現員 

専門教育分野 教授 准教授 講師 助教 

生物生産学科 12 14 0 0 

作物生産学 2 4 0 0 

園芸生産学 2 3 0 0 

病害虫制御学 2 2 0 0 

家畜生産学 3 3 0 0 

農業経営経済学 3 2 0 0 

生物資源化学科 7 9 1 2 

生命機能化学 3 3 1 0 

食品機能化学 3 2 0 1 

食糧生産化学 1 4 0 1 

生物環境学科 10 9 0 3 

森林管理学 4 3 0 1 

地域資源環境学 2 2 0 0 

環境システム学 3 2 0 1 

生産環境工学 1 2 0 1 

附属施設 3 4 0 0 

附属農場 0 1 0 0 

附属演習林 1 1 0 0 

附属焼酎・発酵学 

教育研究センター 
2 2 0 0 

国際食料資源学特別コース 

（農学系サブコース） 
2 1 0 0 

農学部 計 34 37 1 5 

出典：農学部総務係資料 

学部の教育活動に関しては、教授会を始め、農学系会議、学部運営会議、教務委員会、

学生生活委員会、入学試験実施委員会、国際交流委員会、就職委員会、FD 委員会等の各種

委員会で重要事項を審議している。具体的には、履修事項の変更、学生の異動、卒業・修

了者の判定、科目等履修生の変更、単位互換、入学志願及び募集要項に関する事項、入学・

編入学試験の実施に関する事項、入学者合格者判定、聴講生・留学生の受け入れ、休学・

退学の件、授業評価・公開授業等があり、それぞれの委員会の活動状況は記録として残さ

れている（図 1-3）。授業評価に対しては全ての科目で改善点の報告が義務づけられ、全教

員の授業改善目標を学部長が把握している。 

教育課程や教育方法等を検討する委員会として学部運営会議、教務委員会、学生生活委

員会、就職委員会、教育センター委員会、FD 委員会及び国際交流委員会が設置され、①学

生による授業評価、②公開授業、③授業改善のワークショップ、④授業法に関する学生と

教員との意見交換会等を実施している。平成 27年度の各種委員会、開催回数、構成員及び

討議内容は別添資料８のとおりである。学科はさらに講座に分かれており、それぞれの開

講科目のシラバスを講座主任が点検し、シラバスの改善点報告書を取りまとめている（図

1-4）。 
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学外者 

卒業生・企業・

自治体 

教員 

学生 

図 1-3 教育の評価と改善の体制 

図 1-4 授業改善システム 

この結果、シラバスの改善がなされ、授業アンケートでは「授業がシラバスに沿って進

められている」の問いに対して、「そう思う・どちらかというとそう思う」の回答が概ね 90％

程度であった。また、授業内容の水準については 98％前後「高かった・妥当だった」との

回答であり、高い数値が維持されている。また、実験と実習についても、「シラバスに沿っ

て進められている」の問いに対して、「そう思う・どちらかというとそう思う」の回答が 90％

弱であった。また、授業内容の水準については 98％前後「高かった・妥当だった」との回

答であり、高い数値が維持されている。 

学部長

各教員の教育評価

教 員

③授業改善方針

④学生による

授業評価の通知

学 生ＦＤ委員会
①授業アンケート実施

②授業アンケートの回収

授業改善目標の作成

⑤授業法の改善
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平成 22 年度以降卒業生に対するアンケート調査によると、シラバスが授業科目の案内に

なっていると 90％以上が回答し、95％以上の学生が附属施設での実験・実習は専門コース

の知識や技術の向上に役立ったと回答している。また 90％以上の学生が、専門教育の内容

は就職・進学後に活かされると回答し、高い水準を維持している。 

平成18年度寄附講座として開設した焼酎学講座を平成23年には農学部の焼酎学コースに

改変し、国内で唯一の附属「焼酎・発酵学教育研究センター」を設置した。鹿児島県の特

産品である焼酎の製造技術から焼酎文化を学ぶために３年次からの学生を受入れ、地域産

業の要請にこたえる人材育成の体制を整えた。本センターでは、人材育成を通じて焼酎産

業の活性化を図るために、社会人に対して「履修証明プログラム」を新たに導入し、「焼

酎マイスター養成コース」を鹿児島県や酒造組合等との連携により平成24年度に開講した。

科目は、①焼酎学の基礎、②焼酎製造の実際、③焼酎の商品知識、④焼酎文化論、⑤焼酎

マーケティング、⑥焼酎検定の大きく６つに大別される。これまでに、18名が修了し、計

100名の社会人を教育し、「焼酎マイスター」を世の中に輩出した。この間の焼酎マイスタ

ー取得者の主な勤務先は、酒造業15名、酒類卸業10名、酒類小売業12名、飲食業12名であ

る（表1-11）。また、同コースの修了者の約半数は，鹿児島県内の酒造業，酒類卸売・小

売，飲食業に従事するものである。このように酒類の生産から流通，販売の業務に従事す

る幅広い人材への教育により，鹿児島県の特徴的な産業である焼酎関連産業の発展に貢献

している。 

 以上、「焼酎・発酵学教育研究センター」を中心とした教育の取り組みは「教育理念①農

林業、食品産業等、食住農関連分野の技術者、地域指導者、獣医師等、新たな時代の社会

作りに貢献する人材，教育目的 1)・教育の成果 4)」を達成している。 

表1-11 焼酎マイスター養成コース修了者の勤務先内訳 
 酒造業 酒類卸売業 酒類小売業 飲食業 その他 合計 

平成24年 6 3 4 2 15 30名 
平成25年 2 5 4 6 13 30名 
平成26年 3 1 3 0 15 22名 
平成27年 4 1 1 4 8 18名 

合計 15名 10名 12名 12名 51名 100名 
出典：焼酎マイスター養成コース資料 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

第１期中期目標・中期計画期間と比べ、表 1-12 に示す①および②の取組により教育組織

の充実が図られ、また、FD 委員会等による教育改善の推進が行われ、そのシステムが充実

し十分に機能・維持されていると判断される。従って、教育の実施体制に対する取組と活

動、成果の状況は優れており、在校生および卒業生、醸造業界関係者の期待を上回ると判

断される。 

表 1-12 教育の実施体制が期待される水準を上回ると判断される取組 

①焼酎学講座を設け、平成 18 年度、地元焼酎業界と鹿児島県の寄附講座として焼酎学講座を開

設し、地域産業に貢献する“ものづくり”の人材養成の教育を推進してきたが、平成 23 年に

は焼酎学講座を農学部の焼酎学コースに改変し、附属焼酎・発酵学教育研究センターを設置、

「焼酎マイスターコース」を開講したことで、一段と醸造業界の人材養成の期待に沿う教育

実施体制を構築できた。 

②公開授業の制度を導入し、学生・教員会議を引き続き行い、ＦＤ委員会の活動を継続して、

学生や卒業生に対するアンケート調査結果から教員の授業改善の効果が大きく認められた。 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

農学部の教育課程は、共通教育科目、基礎教育科目、専門教育科目から成り、４年制３

学科では合計 124 単位と定めている。各教育課程ではフィールド実習を重視し、応用・実



鹿児島大学農学部 分析項目Ⅰ 

－7-9－

践能力を育成するため配置した附属農場、附属演習林、附属動物病院それぞれで学生に対

し、必修単位を課し、現場体験型のカリキュラムを編成した。農学部は３学科とも４年一

貫教育で楔形カリキュラムを編成している。 

獣医学科を除く３学科では、交換留学制度でこの間８名の学生を派遣し、10 名を受入れ

た（平成 22～27 年度）（表 2-1、2-2）。 

表 2-1 短期交換留学生数（派遣）［単位：人］ 

国 
年度 

計 
22 23 24 25 26 27 

中国 1 1 2 
アメリカ合衆国 1 1 
タンザニア 1 1 
タイ 1 1 
韓国 1 1 
スペイン 1 1 2 

合計 3 0 0 1 4 0 8 
出典：鹿児島大学の国際交流データ（研究国際部国際事業課） 

表 2-2 短期交換留学生数（受入）［単位：人］※脚注

国 
年度 

計 
22 23 24 25 26 27 

中国 2 2 2 6 
ベトナム 1 1 
韓国 1 1 
ドイツ 1 1 
台湾 1 1 

合計 1 0 0 2 2 5 10 

出典：鹿児島大学の国際交流データ（研究国際部国際事業課） 

※脚注：平成18年度に寄附講座として開設された生物資源化学科焼酎学コースは、「焼酎製造学」、「焼酎文

化論」および「焼酎学実験」など、ユニークな科目を開講し、職業内容に関する教育を提供し、

第1期に引き続きキャリア教育を継続している。また焼酎学コースでは、平成23年に四川大学錦江

学院醸造工学部（中国・眉山市）との学部間の学術交流協定を締結し、それに基づき、平成25年

10月～平成26年9月、平成26年10月～平成27年9月および平成27年10月～平成28年9月(予定)、それ

ぞれ2名の交換留学生を受け入れている。さらに、平成24年には鮫島吉廣教授が、平成25年には髙

峯和則教授が四川大学錦江学院醸造工学部にて特別講義を行っている。 

共通教育科目に海外体験型講座として開講した「国際協力農業体験講座－タイ・ミャン

マー－」では、タイやミャンマーでホームステイを行い、国際感覚の養成や国際協力への

理解を進めるために各国の農業や開発問題を直に学ぶ機会を与えた。1999 年の開講以来、

受講生は 392 名（内、第２期は 162 名）に達した（写真 2-1、2-2）。また、この講座に関連

し、平成 18 年度から順次、語学講座を開講し、英語教育と共に、タイ語とミャンマー語に

ついて留学生の協力を得て、現在も体験・研修内容の充実を図っている。本講座を受講し

た学生の内、17 名がさらに短期（１か月未満）の海外研修に参加し、12名が長期海外研修

し、５名が交換留学し、５名が青年海外協力隊の隊員として活躍している。 

写真 2-1 ミャンマー・農村での意見交換      写真 2-2 タイ・農村の実態調査視察 
(出典：国際協力農業体験講座レポート、2015 年度) 
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また、鹿児島大学と雲南農業大学（中国・昆明市）との大学間学術交流協定に基づき、

第２期の平成 22 年度～27 年度の期間、農学部教員が中心となって両大学 92 名の学生の双

方向の交流授業・海外研修を実施した（表 2-3、写真 2-3～2-6）。すべての参加学生に英語

のプレゼンテーションを行わせることにより、外国語でのコミュニケーション能力の必要

性かつ重要性を教えている。本プログラムに参加した学生の内、平成 25年３月派遣学生２

名が中国（２年間）と台湾（１か月）へそれぞれ留学し、平成 25 年 12 月派遣学生２名が

スペイン（１年間）、タイ（９か月）へ留学した。 

表 2-3．鹿児島大学と雲南農業大学との双方向の学生交流実績（派遣および受入学生数） 
 この研修では、雲南省の農業生産の現状理解を基本的課題として、特に鹿児島の農業の将来展望を考え

る好機とし、雲南省の多民族共生による農業生産現場の実態を学習し、日本と比較しその現状を深く理解

する機会を提供している。 

年（年度） 月 鹿児島大学からの派遣学生数（名） 雲南農業大学からの受入学生数（名）

2011（平成 22 年度） 2 12  

2011（平成 23 年度） 12  5 

2013（平成 24 年度） 1  10（JASSO 支援） 

2013（平成 24 年度） 3 10（JASSO 支援）  

2013（平成 25 年度） 11  8（JASSO 支援） 

2013（平成 25 年度） 12 10（JASSO 支援）  

2014（平成 26 年度） 11 8（JASSO 支援）  

2015（平成 26 年度） 3  9（鹿児島大学支援） 

2015（平成 27 年度） 9 12（JASSO と鹿児島大学支援）  

2015（平成 27 年度） 11  8（鹿児島大学支援） 

合計  52 名 40 名 

写真 2-3・左（2015 年 3 月）、写真 2-4・右（2013 年 12 月）英語での双方向プレゼンテーション交流会 
（左：鹿児島大学で雲南農業大学生が英語口頭発表、右：雲南農業大学で鹿児島大学生が英語口頭発表：
同年度の同じメンバーが、互いの大学を訪問して交流を行い、親交を深める。） 

写真 2-5・左（2013 年 11 月）、写真 2-6・右（2013 年 12 月）（左：雲南農業大学生の出水市・焼酎製造工
場での実地研修、右：鹿児島大学生の中国昆明市・花き市場での実地研修） 

 さらに、ロッテンブルク林業大学との交流は、鹿児島大学が社会人向けの林業技術者教

育を全国の大学に先駆けて実施してきたことから実現し、両校 56 名の学生が研修した（表

2-4、表 2-5、写真 2-7、写真 2-8）。 
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表 2-4 ドイツ共和国ロッテンブルク林業大学との交流経緯 
ロッテンブルク林業大学の応用研究への取り組みや実践的な教育プログラムの内容を聞き、大いに参考

になると認識したことから、平成 25年度に、鹿児島大学の教員、学生、院生向けの短期集中研修プログラ

ムの開始、さらに平成 26年度以降は他大学の教員、院生、学生を含めた研修への広がりをみせ、さらに平

成 27 年度には、ロッテンブルク林業大学からの教員、学生、院生が来日して、両方向での国際交流がすす

んでいる。 

------------------------------------------------------------------------------------
年月        交流内容 

------------------------------------------------------------
------------------------ 
1.平成24年年3月5日 日独国際林業技術者教育調査のためのワークショップが鹿児島大学で開催され、ロ

ッテンブルク林業大学のカイザー学長とハイン教授が講演を行った。 

2.平成24年9月16日～22日 農学部附属演習林岡勝教授、農学部枚田邦宏准教授、寺岡行雄准教授と8名の

農学研究科大学院生がロッテンブルク林業大学を訪問し、5日間の研修プログラムを受講した。 

3.平成25年9月15日～21日 農学部枚田邦宏准教授と附属演習林芦原誠一技術専門職員および農学部国際

交流委員長の寺岡行雄教授が8名の農学研究科大学院生、1名の学部生の計9名の学生と共にロッテンブ

ルク林業大学を訪問し、5日間の研修プログラムを受講した。 

4.平成26年9月7日～15日 農学部枚田邦宏准教授と寺岡行雄教授が2名の農学研究科大学院生、8名の学部

生の計10名の学生と共にロッテンブルク林業大学を訪問し研修プログラムを受講した 

5.平成25年11月5日 東京大学弥生講堂にて開催された日独バイオマスデー出席のため来日したカイザー

学長が、冨永農学部長と部局間学術交流協定を締結した。 

6.平成26年5月17日～20日 ロッテンブルク林業大学のカイザー学長とハイン教授とロッテンブルク大学

の学生、院生等が鹿児島大学を訪問、前田学長を表敬訪問し、鹿児島大学附属演習林において研修を行

った。 

7．2015～2016 年度 ドイツ連邦 DAAD の国際交流プログラム PAJAKO が採択され、鹿児島大学との相互交

流事業を実施。 
------------------------------------------------------------------------------------

表 2-5 ロッテンブルク大学との交流実績一覧 単位：人 
 派遣教員等 派遣学生 受け入れ教員等 受け入れ学生 

23 年度   2  

24 年度 4 9   

25 年度 3 9 2  

26 年度 2 10   

27 年度 5 16 6 12 

合計 14 44 10 12 

注：授業科目：大学院：海外森林・林業事情特論、学部：国際森林論、一部森林科学演習としても実施 

写真 2-7 ロッテンブルク大学校舎前にて（H25 年度） 写真 2-8 ロッテンブルク周辺の森林内で（H25 年度） 

さらにまた、平成 27 年度には、食料資源の持続的生産とその合理的利用の分野で、国際

社会に貢献できる進取の精神を持った人材を育成するため、水産学部との連携で国際食料

資源学特別コース（農学系サブコース）を開設した。開設初年度より、香港かごしまクラ

ブの協力により、１年生６名（うち農学系サブコース４名）を香港へ短期派遣し、在香港

日系食品関連企業にてインターンシップを行い、英語専門科目の開講と充実につなげた（写

真 2-9、写真 2-10）。同コースの設置目的，海外派遣・インターンシップ、日英両言語混合

でのカリキュラム等が評価され、文部科学省「平成 26年度国費外国人留学生の優先配置を
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行う特別プログラム（学部）」（平成 28年４月入学生から対象）に選定され、農学部の国際

化に一層寄与している。 

写真 2-9 企業内での経理実務研修（H27 年 8 月）  写真 2-10 卸先の小売店で（H27 年 8 月） 

この他、インドネシア・スマトラ島での熱帯作物・イネ生態調査の実施及び現地学生と

の国際交流（学生４名参加）、JICA 稲作中核研修者養成コースによるコンゴ共和国から１名

の研究員の受入、ボゴール農科大学へ１名の学生を派遣（2015 年８月～2016 年７月）する

など、活発に交流を行っている。 

 これら学生海外研修の取組の結果、第１期と比べ第２期において海外短期派遣学生数は

増加しており、農学部現員学生数に占める割合も第２期開始の平成 22 年度と比べて２倍に

増加した（3.3％⇒6.5％、表 2-6）。 

表 2-6 鹿児島学農学部(3学科)が開講する年度別派遣学生数(名)と現員学生数に占める割

合 

年度
農学部現
員学生数

ﾀｲ・ﾍﾞﾄﾅ
ﾑ・ﾐﾔﾝﾏｰ

特別・香港
※脚注 1 

ロッテン
ブルグ 

雲南 
合計派遣学
生数（名）

割合 (%)

22 899 18   12 30 3.3 

23 895 35   - ※脚注 2 35 3.9 

24 888 32  9 10 51 5.7 

25 891 27  9 10 46 5.2 

26 904 26  10 8 44 4.9 

27 890 24 6 16 12 58 6.5 

計 5,367 162 名 6 名 44 名 52 名 総計 264 名 平均 4.9

※脚注 1：国際食料資源学特別コースで新規開講している、中国香港で行っているインターンシップ 

※脚注 2：平成 23年度実績「0名」について、双方向の学生交流を開始するための試行期間のため 

また、（独）大学評価・学位授与機構「データ分析集及び入力データ集（平成 22～27 年

度分）」に記載のある８つの大学と比べた場合、この現員学生数に占める割合（3.3％⇒6.5％）

は、比較的高い割合で推移していることから、学生海外研修の取り組みは先行している（別

添資料 9、9-1）。なお、別添資料 9、9-2 には参考として、同（独）大学評価・学位授与機

構のデータ分析集に記載のある８つの大学と比較した年度別派遣学生数（名）を示した。

平成 24 年度から平成 27年度の４年度間について、鹿児島大学農学部は 50名前後の学生を

海外へ派遣しており（表 2-6、H24:51 名、H25:46 名、H26:44 名、H27:58 名）、比較的高値

で推移していることが判る（別添資料 9、9-2）。以上、海外学生研究の取り組みは「教育理

念④国際的視野を備えた人材育成・教育目的 5)・教育の成果 4)」を達成している（表 1-1

～表 1-3）。 

シラバスは Web 上に掲載され、学生の履修科目の選定にも役立つようにしている。それ
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ぞれの授業の充実や改善を目的として、大学院生を授業補助のために積極的に TA として採

用し、学部学生の指導補助にあたっている。H22 年以降の TA 採用者数と延べ担当授業科目

数は、それぞれ 64～106 名と 131～184 科目に達し、TA 制度の充実が維持されている（表

2-7）。 

表 2-7 TA 採用数 
平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年

学部 
授業数 

人数 64 72 67 78 106 82 

科目数 184 131 141 147 155 134 

前述の海外研修も含めた野外体験型やフィールド型授業、鹿児島の農林業関連産業に関

わる授業など、実践的で地域に密着した授業の増加・充実が図られている（表 2-8、表 2-9）。 

表 2-8 教育課程の編成主旨に沿った授業科目(特徴ある科目例)  
科目区分名 授業科目名 授業科目の概要等 

共通

教育

科目

実践・判断・精

神力 

有機農業Ⅰ 新しい食と農

のかたち 

有機農業を実践する農家や食育専門家などを講師に

招き、これからの食と農のあり方について教授してい

る。 

有機農業Ⅱ有機農業入門
若手の有機農家や研究者を講師に招き、有機農業の実

践例や研究状況を教授している。 

有機農業Ⅲ 田んぼでア

ウトドア 

鹿児島県内の農村に出向き、有機農家の指導の下、ア

イガモ農法による米づくりを体系的に教授している．

同時に、学生は農村や農家の暮らしに触れ、日本農業

の現状や解決すべき課題を学ぶことが出来る。 

国際協力体験講座 

ＮＧＯが国際協力を実践している現場（タイ、ミャン

マー）に行き、その活動内容および現地の人々のと交

流を通じて、国際協力の在り方を学ぶ。 

知力（自然科

学） 

暮らしの中のバイオ 

バイオの基礎となる、食の素材・歴史・科学を学び、

そこに込められている人類の経験と叡智に触れ、さら

に酵素や遺伝子の働きや利用までを学ぶ。 

遺伝のしくみ 
実際の実験材料を講義中に回覧して、研究と講義内容

との関係を実感してもらう。 

コミュニケー

ション力 
情報活用基礎 

情報処理に関する知識、技術を修得すると共に、その

問題点も検討できる能力を身につける。 

専門

教育

科目

農学概論 

※脚注 

農業・農学の意義と役割、新しい農学の広がり等を理

解し、農学部で学ぶことの意味をしっかりと把握す

る。学部共通講義として新入生全員が受講する。 

※脚注：農学部では入学時に「履修の手引き」を配布し、学習目標、卒業要件、履修計画のたて方、教員
免許の取得、海外留学などについて掲載すると同時にオリエンテーションで周知し、主体的な学習を促し
ている。また入学直後には、全学科必修の集中講義「農学概論」を開講し、動機づけ教育を充実している。 

表 2-9 特徴的な授業の例 ※脚注

特徴的な授業 科目名 

地域の農林業関連産業

に関わる授業 

比較酒文化論 

焼酎学実験 

焼酎文化論 

焼酎製造学 

薩摩の歴史と焼酎 

農業関連産業論 

ビジュアルデザイン演習 

フィールド型授業 農場実習Ⅰ、Ⅱ 

アグリビジネス研修 

農村調査実習Ⅰ、Ⅱ 

屋久島実習 
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温帯林概論 

情報機器の活用 農業統計情報学 

情報処理演習 

土木設計及び総合演習 

植物生産学英語 

学生実験との連携 園芸品種創成論 

遺伝学 

ディベート形式の演習 農業経営学演習 

少人数授業 欧文演習 

海外研修 国際協力農業体験講座 

学外講師の活用 バイオ産業論 
※脚注：生物生産学科では、学生実験と講義の連携やディベート形式の演習により、事前事後の学習を促

している。また、インターンシップを「アグリビジネス研修」として単位化している。生物資源
化学科では、地域の重要産業である焼酎の生産から商品開発・販売までの科目：①焼酎学の基礎、
②焼酎製造の実際、③焼酎の商品知識、④焼酎文化論、⑤焼酎マーケティング、⑥焼酎検定の 6
科目を提供している。生物環境学科では、演習林や大野 ESD 自然学校での環境教育活動（指導者
体験）に可能な限り参加させることなどにより、他者との交流を軸とした主体的な学びを促して
いる。 

林業の今後を考えるために林業・木材業界と本学が研究会を作り検討したのをきっかけ

に、鹿児島大学農学部森林科学分野では平成 19年度より社会人向けの２つの教育プログラ

ムを開始した。一つは「林業生産専門技術者」養成プログラム（120 時間）であり、もう一

つは再チャレンジ社会人大学院コースである。特に、「林業生産専門技術者」養成プログラ

ムは、文部科学省の学び直し GP の支援を受け、教育プログラムとして確立、その後、農学

部附属演習林が中心となり、大学「特別の課程」として認定された。毎年 10 名程度の社会

人の教育を継続しており、これまでに 130 名以上（うち第２期は 76名）の課程修了者を出

しているが，その大部分は森林組合と木材会社に勤務するものである（表 2-10）。また平成

27 年度には、文部科学大臣認定の「職業実践力育成プログラム」に採択され、鹿児島大学

の社会人教育の先鞭をつけている（別添資料 10）。第２期の養成プログラム修了者 76 名の

勤務先内訳は、木材会社 51 名、森林組合 21 名、その他４名となっており，南九州の林業

従事者に対する社会人教育による地域の産業への貢献活動を活発に行っている。 

表 2-10「林業生産専門技術者」養成プログラム修了者の勤務先内訳 

 森林組合 木材会社 その他 計 

平成22年 5 14 1 20 名 

平成23年 2 11  13 名 

平成24年 4 10  14 名 

平成25年 2 6 2 10 名 

平成26年 4 4  8 名 

平成27年 4 6  11 名 

計 21 名 51 名 4 名 76 名 

附属演習林では、高隈演習林が平成 26 年度より「教育関係共同利用拠点」に認定された。

措置された共同利用拠点経費により、各種設備、備品の充実を図り、受け入れ環境の改善

を行うとともに、共同利用拠点としての事業実施体制強化のため、事業全体をコーディネ

ートする特任教員１名及びそれをサポートする特任職員１名を雇用した。共同利用拠点事

業の実績としては、平成 26 年度には延べ 362 人、平成 27 年度は 595 人を受け入れた。 

また、附属演習林は平成 11 年より地域の子どもたちを対象とした森林・林業体験プログ

ラムや、一般市民を対象としたセミナー等の地域貢献活動も盛んに行っている。特に平成

18 年からは地元垂水市と連携した「大野 ESD 自然学校」を展開しており、小中学校の総合

学習を利用した森林環境教育プログラムが充実し，利用者は年間 1,000～1,200 名にのぼる。

このような地域貢献事業は学生実習（本学学生 1,400 名／年程度）よりも利用者数（1,500

名／年程度、この内、大野 ESD 自然学校関係分は７～８割程度を占める）が多くなってい
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る。 

 以上、附属演習林の教育の取り組みは「教育理念①農林業、食品産業等、食住農関連分

野の技術者、地域指導者、獣医師等、新たな時代の社会作りに貢献する人材，教育目的 1)・

教育の成果 4)」を達成している（表 1-1～表 1-3）。 

各学科で提供されている授業科目数を教員現員数で除すると、表 2-11 の通りである。各

教育コースの必修講義に対する専任教員担当の割合は 97％であり、第１期の 92％と比べて

もその比率は向上している。 

表 2-11 必修講義における農学部専任教員の比率 ※脚注

学科 必修科目数（A） 農学部専任教員によ

る必修講義科目数（B）

B/A

%

生物生産学科 71 69 97.2

生物資源化学科 60 58 96.7

生物環境学科 60 57 95.0

獣医学科 39 39 100.0

農学部 計 230 223 97.0
（出典：履修の手引き、平成 27 年度入学生用） 
※脚注：各教育コースの教育課程の授業は、講義、実習、演習、実験及び卒業研究で構成され、必修科目

を始め、各教育コースの主要な授業は、全て専任教員が担当している。 

自主性を高める取組の結果、学生の学会発表が 111 件（H22、13 件；H23、17 件；H24、

16 件；H25、22 件；H26、21 件；H27、22 件）と増加する傾向にある（表 2-12）。 

表 2-12 学生の発表機会 

学部 
学会発表 

合計 
H22 H23 H24 H25 H26 H27 

生産 6 6 9 12 9 15 57 

資源 5 1 2 8 11 7 34 

環境 2 10 5 2 1 0 20 

合計 13 17 16 22 21 22 111 

注：学会発表はポスター発表を含む 

成績評価について実施されたアンケートによると、90％の学生が「成績評価の基準を知

らされていた」と答え、92％の学生が「その基準に従って評価が実施されたと思う」と答

えている。この点は第１期と比べて大きく改善されている（表 2-13）。 

表 2-13 学生の成績評価方法に関するアンケート調査 ※脚注

アンケート内容
成績評価の基準を 

知らされていた 

その基準に従って評価が

実施されたと思う 

第 2期の回答％ 90％ 92% 

第 1期の回答％ 77% 79% 
※脚注：シラバスにおいて成績評価方法を明記し、試験、授業態度、レポートなどの評価割合を記載して

いる。なお、評価に対して不服とする学生には不服申し立て制度を設け、対応している。 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

第１期中期目標・中期計画期間と比べ、表 2-14 に示す①から④の取組により新たな特色

あるカリキュラムが編成され、大変多くの学生の学外・海外研修を支援した。また、平成

27 年度には、国際社会に貢献できる進取の精神を持った人材を育成するため、水産学部と
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の連携で国際食料資源学特別コース（農学系サブコース）を設置した。 

従って、教育内容および方法に対する取組と活動、成果の状況は優れており、在校生や

卒業生の期待を上回ると判断される。 

表 2-14 教育内容・方法が期待される水準を上回ると判断される取組 

①インターンシップ制度を活用した就業体験を実施している。新入生対象に全学科必修の集中

講義「農学概論」を開講し、動機づけ教育を継続している。 

②食料資源の持続的生産とその合理的利用の分野で、国際社会に貢献できる進取の精神を持っ

た人材を育成することを目的に平成 27 年度に国際食料資源学特別コースを開設したことは、

農学部での外国人教員の増員ならびに英語で実施される専門科目の開講につながっている。

同コースの日英両言語混合でのカリキュラム等が評価され、文部科学省の「平成 26 年度国費

外国人留学生の優先配置を行う特別プログラム（学部）」（平成 28 年４月入学生から対象）

に選定された。同プログラムを通じた国費留学生の受け入れは、留学生と日本人学生との共

同学習を促進し、農学部の一層の国際化に寄与している。 

③農学部教員が中心となった大変特色ある共通科目である「国際協力農業体験講座－タイ・ミ

ャンマー－」の海外体験型講座を継続し、これまでに 392 名の学生を研修させている。雲南

農業大学（中国・昆明市）との大学間学術交流協定に基づき、農学部教員が中心となって両

大学 92 名の学生の双方向の交流授業・海外研修を実施した（表 2-3）。ドイツ・ロッテンブ

ルク林業大学との交流を開始、56 名の双方向の交流授業・海外研修を実施した（表 2-5）。

「国際農学・農業体験講座」を受講した学生の内、17 名がさらに短期（1 か月未満）の海外

研修に参加し、5 名が長期海外研修した。また、5 名が交換留学し、7 名が長期留学し、5 名

が青年海外協力隊の隊員として活躍している。雲南農業大学の海外研修プログラムに参加し

た学生の内、平成 25 年 3 月派遣学生 2 名が中国（2 年間）、台湾（1 か月）へとそれぞれ留

学し、平成 25 年 12 月派遣学生 2名がスペイン（1 年間）、タイ（9 か月）、また、ボゴール

農科大学（1年間）へとそれぞれ留学した。これらの学生海外研修の取組の結果、第 1 期中期

目標・中期計画の期間と比べても第 2 期において海外短期派遣学生数は増加しており、農学

部現員学生数に占める割合も 2倍に増加した（表 2-6）。またその割合も、九州管内の農学部

では第 2 位であり、全国の農学部の中でも比較的高い割合となり、学生海外研修の取り組み

が先行していることが伺われる（別添資料 9、9-1、9-2）。 

④鹿児島大学農学部森林科学分野が中心となって、「林業生産専門技術者」養成プログラム（120

時間）を開講し、毎年 10 名程度の社会人の教育を継続し、これまでに 130 名以上の課程修了

者（うち第 2期は 76 名）を出しているが，その大部分は森林組合と木材会社に勤務するもの

である（表 2-10）。高隈演習林が平成 26年度より「教育関係共同利用拠点」に認定され、共

同利用拠点事業の実績として、平成 26年度には、延べ 362 人を受け入れた。また、附属演習

林は 1999 年より地域の子どもたちを対象とした森林・林業体験プログラムや、一般市民を対

象としたセミナー等の地域貢献活動も盛んに行っており、特に 2006 年からは地元垂水市と連

携した「大野 ESD 自然学校」を展開し、小中学校の総合学習を利用した森林環境教育プログ

ラムが充実している。このように、附属演習林を中心とした教育を活発に行っている。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

表 3-1 に平成 22 年度から平成 27 年度までの入学者当初学生数に対する４年次生の卒業

率（当初卒業率）を示す。概ね８割以上の学生が卒業している。表 3-2 に４年次在籍者数

に対する４年次生の卒業率（実質卒業率）、表 3-3には留年者の卒業率、表 3-4 には毎年の

留年者数を含めた、総卒業率を示す。表 3-3 を除けば概ね８割～９割程度で推移しており、

第１期の水準を維持していると言える。 

表 3-1 ４年次生の当初卒業率(%) 

年度 当初卒業率 

平成 22 年度 82.0 

平成 23 年度 83.7 

平成 24 年度 85.1 

平成 25 年度 79.2 

平成 26 年度 84.5 

平成 27 年度 84.8 

表 3-2 ４年次生の実質卒業率(%) 

年度 実質卒業率 

平成 22 年度 86.7 

平成 23 年度 88.2 

平成 24 年度 88.4 

平成 25 年度 83.0 

平成 26 年度 87.3 

平成 27 年度 88.5 

表 3-3 留年生の卒業率(%) 

年度 卒業率 

平成 22 年度 39.4 

平成 23 年度 47.5 

平成 24 年度 51.4 

平成 25 年度 52.9 

平成 26 年度 34.7 

平成 27 年度 42.2 

表 3-4 総卒業率(%) 

年度 総卒業率 

平成 22 年度 79.5 

平成 23 年度 81.8 

平成 24 年度 83.0 

平成 25 年度 78.8 

平成 26 年度 77.7 

平成 27 年度 80.3 

 学生の成績は，秀・優の割合が高い水準で推移しているとともに，その割合は増加傾向

にあることから（表 3-5），学習内容を十分に習得していると言える。 

表 3-5 入学年別の成績の推移(%) 

入学年 秀 優 良 可 その他 計 秀・優率

平成19年 23.8 36.0 23.0 15.3 1.9 100.0 59.8

平成 20年 24.0 35.1 22.8 16.6 1.5 100.0 59.1

平成 21年 23.9 35.3 24.0 15.9 0.8 100.0 59.2

平成 22年 24.3 34.2 24.3 16.1 1.1 100.0 58.5

平成 23年 25.4 36.9 22.7 13.6 1.4 100.0 62.3

平成 24年 25.9 37.2 22.4 12.8 1.6 100.0 63.1

資格の取得状況も安定的に推移している（表 3-6）。 

表 3-6 各資格取得状況 ※脚注

家畜人工授精師（ウシ・ブタ） 

年度 名 

平成 22 年度 23 

平成 23 年度 23 

平成 24 年度 22 

平成 25 年度 25 

平成 26 年度 19 

平成 27 年度 22 

樹木医補 

年度 名 

平成 22 年度 8 

平成 23 年度 4 

平成 24 年度 4 

平成 25 年度 6 

平成 26 年度 7 

平成 27 年度 5 
※脚注：取得可能な各種技術資格等（受験資格を含む）は、学科あるいは教育コースによって異なってい

る。家畜人工授精師は国立大学では東北大学と鹿児島大学だけで資格が得られる取組である。 
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在学生の授業評価では、例えば「授業は、おおむねシラバスに沿って進められた」の項

目で「そう思う」と答えた回答が実験・実習において高い傾向がある（表 3-7）。 

表 3-7 学生授業評価結果（単位：％） 

授業はおおむねシ

ラバスに沿って進

められた 

H22 H23 H24 H25 H26 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

講義・演習 49.2 54.1 - 54.7 50.0 53.1 49.2 52.3 48.1 50.8

実験・実習 60.6 62.2 57.6 52.8 59.3 61.2 55.5 60.1 57.6 61.9

資料：H22-26 年度大学 FD アンケートによる。

また、学部専門教育に対する評価は、平成 22～27 年度卒業学生の約７割が「大学に入学

する時に考えていた学習・研究が十分にできた」と回答し、その割合は増加する傾向にあ

る（表 3-8）。また「専門教育は社会や学生の要求に応えている」に「そう思う」と回答し

たのは、73％ (平成 22～27 年度)と高く、学部教育への満足度が高いことが示されている。 

また表は略するが、「専門教育は進路決定に役立った」「専門教育の内容は就職・進学後

に活かされそう」と回答したのはそれぞれ 85.6％、93.3％と高い割合であった。専門教育

によって身につけた「幅広い知識・教養・技能等」が進路決定に役立っていることを示す

ものである。この点も第１期に比べ、大きく改善している点である。 

表 3-8 学部教育に対する卒業生評価 

H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 計 

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

大学に入学

するときに

考えていた

学習・研究

が十分にで

きたと思い

ますか 

はい 26 56.5 83 68.6 72 68.6 44 69.8 52 71.2 
43 70.5

320
68.

2 

いい

え 
20 43.5 38 31.4 33 31.4 19 30.2 21 28.8 18 29.5 149

31.

8 

計 46 100 121 100 105 100 63 100 73 100 61 100 469 100 

大学専門課

程の教育は

社会や学生

の要求に応

えていると

思いました

か 

はい 28 60.9 82 68.3 83 78.3 49 77.8 53 74.6 47 77.0 342
73.

2 

いい

え 
18 39.1 38 31.7 23 21.7 14 22.2 18 25.4 14 23.0 125

26.

8 

計 46 100 120 100 106 100 63 100 71 100 61 100 467 100

資料：H22-27 年度大学卒業生アンケートによる。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 卒業率は 80％を確保しており（表 3-4）、授業評価においても、また卒業生の学

部の授業に対する満足度においても高い水準を維持しており（表 3-7、3-8）、学業の成果は、

学生、家族、企業社会の期待に添える水準にあると判断される。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

 卒業生は、平成 22～27 年度の平均で、62.6％が就職し、26.0％が大学院へ進学している。

この間の就職率は94.0％、進路決定率は88.6％である。平成27年度には、就職率は92.8％、

進学率は 24.3％、進路決定率は 91.9％に達しているように高い水準を維持している。（表
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4-1）。 

表 4-1 進路決定率（単位：％） 

 就職率 就職者率 進学率 進路決定率

平成22年度 95.3 62.1 26.8 88.9 

平成23年度 89.2 51.7 29.5 81.2 

平成24年度 96.0 60.2 27.9 88.1 

平成25年度 96.0 63.7 25.3 88.9 

平成26年度 94.6 70.9 21.9 92.9 

平成27年度 92.8 67.6 24.3 91.9 

資料：学部資料 
注：就職率＝就職決定者÷就職希望者 
  就職者率＝就職決定者÷卒業生数 
  進学率＝進学者数÷卒業生数 
  進路決定率＝就職者率＋進学率 

主な就職先は図 4-1 に示すとおり、農林業や食料品の製造、卸売・小売等の流通業，お

よび公務員の就職が大きな割合を占めている。また、その割合は、九州を中心に４割、鹿

児島県に３割、残りは全国へと、ほぼ１：１：１で就職している（図 4-2）。 

図 4-1 卒業生の産業別就職先と就職者（H22～26 年）（％） 

資料：学部資料 

農業・
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製造業

（その他）

5%

情報通信業

3%

金融・保険業

5%

公的サービス

3%

教育関係
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教員
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建設業
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その他

サービス業

14%
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図 4-2 卒業生の地域別就職先と就職者（H22～26 年）（％） 

資料：学部資料 

表 4-2 専門教育の進路決定への評価 

大変役立った 38.5% 

ある程度役立った 47.7% 

あまり役立たなかった 11.8% 

役に立たなかった 1.9% 

計 100% 

平成 22～27 年度卒業生 465 名の回答 

 平成 22 年～27 年までの卒業生アンケートでは、86％の学生が、専門教育が進路決定に「大

変役立った」、「ある程度役立った」と回答している（表 4-2）。「きばいやんせ鹿児島・九州」

と題した鹿児島県内および九州内の企業を対象とした就職説明会を農学部独自で開催して

おり、高い就職率につながっている。 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 就職率、進路決定率とも高い水準にある（表 4-1、p7-19）。農学部の教育目的に即した農

林業、食品、食住農関連分野へ就職する学生がほとんどを占め（図 4-1）、意図する人材養

成ができている。就職率、進路決定率とも高い水準にあり、進路・就職の状況は表 4-3 に

示す①～④の理由により進路・就職の状況から在校生、卒業生、家族および関連業界から

期待される水準を上回ると判断される。 

表 4-3 進路・就職の状況が期待される水準を上回ると判断される理由 

①農学部の教育目的に即した農林業、食品、食住農関連分野へ就職する学生がほとんどを占め、

意図する人材養成ができていること。 

②卒業生へのアンケート調査によると、農学部教育に対する全体的評価は高いと判断できること。

③農学部教育に卒業生のほとんどは満足していると判断できること。 

④専門教育の満足度が高く、進路決定に役立っていると認識していると判断できること。 

鹿児島 30%

九州(鹿児島以

外) 40%

四国 1%
中国 2%

近畿 3%
中部 4%

関東 18%

北海道 1%それ以外 1%
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

第１期中期目標・中期計画期間と比べ、表 1-12（p7-8）に示す①および②の取組により

教育組織の充実が図られ、また、FD 委員会等による教育改善の推進が行われ、そのシステ

ムが充実し十分に機能・維持されていると判断される。従って、教育の実施体制に対する

取組と活動、成果の状況は優れており、在校生および卒業生、醸造業界関係者の期待を上

回っており、質は向上していると判断される。 

 また、第１中期目標・中期計画期間と比べ、表 2-14（p7-16）に示す①から④の取組によ

り新たな特色あるカリキュラムが編成され、大変多くの学生の学外・海外研修を支援した。

さらに、平成 27 年度には、国際社会に貢献できる進取の精神を持った人材を育成するた

め、水産学部との連携で国際食料資源学特別コース（農学系サブコース）を設置するなど、

教育内容および方法に対する取組と活動、成果の状況は優れており、在校生や卒業生の期

待を上回っており、質は向上していると判断される。 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

卒業率は 80％確保しており（表 3-4、p7-17）、授業評価においても、また卒業生の学部の

授業に対する満足度においても高い水準を維持しており（表 3-7、3-8、p7-18）、学業の成

果は、学生、家族、企業社会の期待に添っている。 

 また、就職率、進路決定率とも高い水準にある（表 4-1、p7-19）。農学部の教育目的に即

した農林業、食品、食住農関連分野へ就職する学生がほとんどを占め（図 4-1）、意図する

人材養成ができている。表 4-3（p7-19）に示す①～④の理由により進路・就職の状況に対

する取組と活動、成果は優れており、在校生、卒業生、家族および関連業界からの期待を

上回っており、質は向上していると判断される。
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Ⅰ 水産学部の教育目的と特徴 

１ 水産学部のミッションと教育目的 

 本学部は、機関のミッションを「鹿児島から東南アジア・南太平洋を含む水圏をフィー

ルドとして、水産資源の持続的生産とその合理的利用及び水圏環境の保全・管理の分野で、

高度な専門知識を修得し豊かな世界観と倫理観を備えた技術者を社会に送り出すと共に、

地域的及び地球的課題に関する研究を推進することで、熱帯・亜熱帯水域を対象とする諸

活動で世界をリードする文化を創出し、地域社会と国際社会に貢献する、世界に開かれ進

取の精神あふれる水産教育研究機関を目指す。」と定めている。ミッション実現のための教

育目的を「鹿児島から東南アジア・南太平洋を含む水圏をフィールドとして、水産資源の

持続的生産とその合理的利用及び水圏環境の保全・管理の分野の専門知識を修得し豊かな

世界観と倫理観を備え、グローバル化する産業社会に参画し、地域社会と国際社会に貢献

できる進取の精神を持った人材を育成する。」と定め、教育活動の基本方針を学部カリキュ

ラム形成 PDM に定義し（資料８－１：カリキュラム形成 PDM）、この方針に対応させて実施

項目と達成指標を明示している。さらに、アドミッション・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシー、ディプロマ・ポリシーを定め学部 HP を通じて公表している。 

資料８-１：カリキュラム形成 PDM 

 項目 指標（方法・内容・定義等） 

人材養成目標

（学部教育目

標） 

鹿児島から東南アジア・南太平洋を含む水圏をフィールドとして、水産資

源の持続的生産とその合理的利用及び水圏環境の保全・管理の分野の専門

知識を修得し豊かな世界観と倫理観を備え、グローバル化する産業社会に

参画し、地域社会と国際社会に貢献できる進取の精神を持った人材を育成

する。 

学位授与の方

針（学部教育

目標） 

以下の項目について高い能力

を持った人材を育成する。 

【知識・理解】 

(0) 地域・国際両面で、資源・

環境・食料分野に強い水産技術

者に必要な、教養と基本的な知

識を体系的に習得している。 

(1) 水産学の各専門分野で、実

践的で高いレベルの知識・技術

を修得している。 

【汎用的技能】 

(2) 水産技術者として十分な

基礎学力があり、生涯学べる能

力を身につけている。 

(3) 水産技術者として必要な

英語能力を有している。 

(4) 水産技術者として実務に

(0)～(8)の項目に対し、以下の指標に従

ってカリキュラムを形成する。開講科目

はすべて卒業要件単位とする。 

(0) 水産技術者に必要な教養を身につけ

る共通教育科目の履修方針を明示し履修

させる。 

・水産技術者として必要な水産学と水産

業の基本的知識に関する全学生必修科目

を体系的に開講する。 

(1) 分野別に専門科目を開講し、分野別

の履修体系とその目的を学生に分かりや

すく示す。 

(2) すべての水産学部学生に必要な自然

科学、数学、統計学の知識・理解のレベ

ルを定義し対応科目を履修させるか又は

開講する。 

(3) 習熟度別教育を考慮して十分な数の

対応科目を開講する。 

(4) 対応科目を開講する。 
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必要な情報処理能力を有して

いる。 

(5) 水産技術者として実務に

必要なレベルの報告書作成、プ

レゼンテーション能力、問題解

決型の業務能力を有している。

【態度・志向性】 

(6) 水産技術者として必要な

レベルの現場対応能力を有し

ている。 

(7) 水産技術者として適切な

協働（チームワーク）能力や倫

理観、判断力及び職業観を有し

ている。 

【学習の総合的な活用と創造

的思考力】 

(8) 水産技術者として国際社

会や地域社会の課題に果敢に

取り組む意識と思考力を有し

ている。 

(5) 対応科目を開講すると共に、その他

の各科目の教育法で工夫することをシラ

バスに明記する。 

(6) 対応科目を開講すると共に、その他

の各科目の教育法で工夫することをシラ

バスに明記する。 

(7) 対応科目を開講するとともに、その

他の各科目の教育法で工夫することをシ

ラバスに明記する。 

(8) 対応科目を開講するとともに、その

他の各科目の教育法で工夫すること（英

語での開講、漁協との連携活動等）をシ

ラバスに明記する。 

（出典：水産学部カリキュラム PDM（学部全体）抜粋） 

２ 中期目標に記載している教育に関する目標との関連 

 学部教育目的と基本方針は、鹿児島大学が「教育内容及び教育の成果等に関する目標」

として掲げる、「「進取の精神」を有し、学士力を備えた人材の育成」の中期目標を、水産

学分野に即して具体化したものである。 

３ 組織の特徴と特色 

 全国でも数少ない水産学部のひとつであり、教育の継続的かつ機動的な改善、フィール

ド教育重視、社会・国際貢献重視を特徴としている。カリキュラムは基本方針に基づきロ

ジカル・フレームワークに従って設計し、継続的かつ機動的に改善するようにしている。

教員組織も大学設置基準に定める「その他」とし、カリキュラムに従い柔軟に改編できる

制度としている。基本方針とカリキュラム形成をシステム化し ISO9001 認証を取得した統

合型学務マネジメントシステム（学部カリキュラム形成 PDM と教育システム運用マニュア

ルに基づく活動の総称）を用いて、カリキュラムの改善、教育体制の改善に努められる体

制となっている。 

 [想定する関係者とその期待] 

本学部の教育に関する関係者は、受験生・在学生及びその家族、卒業生、卒業生の主な

就職先である水産業・食品関連企業、漁業協同組合などの水産関連団体、環境・海洋関連

民間企業であり、その期待するところは、水産分野で高度な教育を受け、当該分野で文化

の創出に参画し、社会に貢献できる高い能力を備えた水産技術者を養成することである。 



鹿児島大学水産学部 分析項目Ⅰ 

－8-4－

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 水産学科５分野・水産教員養成課程の教育組織を、学部の教育目的を

実現するため、平成 27 年度に水産学科３領域５分野(水産学科４分野に海洋資源環境教育

研究センターを１教育分野と考える水圏環境保全学分野が加わる)と農学部・水産学部連携

国際食料資源学特別コースに改編した（資料８－２：新旧の教育組織図）。 

資料８－２：新旧の教育組織図 

 （出典：鹿児島大学水産学部・水産学研究科改組等計画の概要） 

資料８-３：教育課程の概要 

（出典：水産学部履修の手引） 

1年次 2 年次 3 年次 4 年次 

1 期 2 期 3 期 4 期 5 期 6 期 7 期 8 期 

水圏科学領域 水圏科学分野 
海洋環境科学コース

水圏生物科学コース

水産資源科学分野
資源生産管理学コース

水産資源科学領域

増養殖学コース

水産食品科学分野
水産食品学コース

先進資源利用科学コース

水産食品科学領域

水産経済学分野 
水産政策学コース

水産流通学コース

水圏環境保全学分野 水圏環境保全学コース 

水産教員養成プログラム 

海技士養成プログラム 

グローバル人材育成プログラム 

水産ジェネラリスト養成プログラム 

5 水圏科学、水産資源科学、水産食品科学、水産経済学、水圏環境保全学

水産学科（学年定員 140 名：特別コース 10 名を含む）

転分野 コース分属

プログラム登録 追加登録 追加登録

分野分属
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さらに国内外で活躍する人材養成と免許取得を目的とした４プログラムを新設した。 

平成 27 年度に、水産学部の教育目的であるグローバル化と教育の質の向上を推進するた

めに、水産教員養成課程を廃止し水産学科に一本化し、水産学科は、現在の５分野を４分

野に再編成し（附属施設の海洋資源環境教育研究センターが担当する水圏環境保全学分野

を加え、５分野となる）カリキュラムを改善すると共に、入試時から３領域別枠で募集す

ることで一貫教育を図ることとした（資料８-３：教育課程の概要）。水産教員養成課程で

行っていた教員養成は、４プログラムの一つとしてカリキュラムを編成し、そのほかにグ

ローバル人材養成プログラム、水産ジェネラリストプログラム、海技士養成プログラムを

立ち上げ、それぞれの分野に強みを持った人材の育成を可能とした。さらに、農学部と共

同で国際食料資源学特別コースを開設し、農水産学ジェネラリストでグローバル化社会に

貢献できる人材を養成する体制を整えた。水産学科５分野と特別コースの教育を支える教

員を「各教育分野等を支える教員組織」に組織するとともに、学部の附属施設である海洋

資源環境教育研究センター及び練習船２隻の所属教員も上記の教員組織に参加し、学部教

育を支える体制とした。さらに、４プログラムの担当教員を指定し、責任ある教育体制と

した。 

 水産学科は従来、一つの枠で入試を行ってきたが、水産学部が対象としている教育研究

領域（分野）は陸域を対象とした数学部（理・工・生命科学・法・文・経済等）のそれに

等しく、入学後に希望の分野に進めない学生が不遇感を持つという大きな問題を抱えてき

た。これを解決するために、分野別に枠を設けた入試制度とした。アドミッション・ポリ

シー等に分野別の情報を十分に提供し、入学後の不本意感が生じないようにもした。 

 教育の質の保証・質向上に取り組む学部内組織として、教育委員会、カリキュラム企画

委員会、ファカルティ・ディベロップメント委員会、ISO 委員会、ISO 教育実施委員会を設

けている。教育内容の改善にはカリキュラム企画委員会が学部カリキュラム形成 PDM に則

り、教育方法の改善にはファカルティ・ディベロップメント委員会が当たり、これらの教

務実務化に教育委員会が当たる。学務全般の継続的改善のモニタリングには ISO委員会が、

その実務には ISO 教育システム実施委員会が当たり、各委員会の活動は、教育システム運

用マニュアルに従って実施される（資料８-４：プロセス適用表）。 

資料８-４：プロセス適用表 

プロセス 

サブプロセス 

(S-P) 

学

部

運

営

会

議

管

理

責

任

者

教

授

会

I
 
S
 
O
 

委

員

会

I
 S
 O
 

教

育

シ

ス

テ

ム

実

施

委

員

会

F
 
D
 

委

員

会

カ

リ

キ

ュ

ラ

ム

企

画

委

員

会

教

育

委

員

会

そ

の

他

委

員

会

事

務

部

分

野

等

教

員

Ⅳ.学務計画 ― ◎  ○ ◎   ◎ ○ ○

Ⅴ.授業実現 

Ⅴ－1 授業の計画 ○    ○  ○ ◎  ○ ◎ ◎

Ⅴ－2 授業の実施管理          ○ ○ ◎

Ⅴ－3  授業のモニタリ

ングと不適合処置 

 ◎   ◎ ◎     ○ ◎

Ⅴ－4 授業の改善  ◎   ◎ ◎  ○   ○ ◎

Ⅵ.教育点検 ― ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

Ⅶ.学務計画改定 ― ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

Ⅷ.支援プロセス ―          ◎ ○ ○

（出典：水産学部教育システム運用マニュアル） 

学部カリキュラム形成 PDM 及び教育システム運用マニュアルを統合した、統合型学務マネ

ジメントシステムとして運用し、学部教育目的及び基本方針に則り、カリキュラムの構成、
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授業コンテンツの作成（Plan）、コンテンツに基づくシラバスの作成と授業の実施（Do）、

在校生や卒業生、就職先企業等からのカリキュラム等の評価（Check）、および評価結果に

基づくカリキュラムの改善（Action）を行っている。これらを制度的に保証するために、

上記委員会群の業務分掌とトップマネジメントの責任を教育システム運用マニュアルに明

示している（資料８-５：教育マネジメントシステムのプロセス）。 

資料８-５：教育マネジメントシステムのプロセス 

（出典：水産学部教育システム運用マニュアル） 

 就職・インターンシップ委員会が実施した就職先アンケートに基づき、社会のニーズを

把握し、教育体制の改善に反映させた。 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 統合型学務マネジメントシステム（学部カリキュラム形成 PDM 及び教育シス

テム運用マニュアルの総称）に則った継続的カリキュラム管理は、社会のニーズに相応し

た教育体制の改善を、学部が掲げた学部教育目的及び基本方針と整合性を持たせながら、

その達成に必要な授業コンテンツをブレークダウンし開講科目を設定し、根本的な質の改

善を行うと同時に、教育実施体制の改善にもいたった点で特筆に値する。このシステムの

継続は、今後の継続的教育改善にもつながる。 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 水産学科に水圏科学分野、水産資源科学分野、水産食品科学分野、水

産経済学分野、水圏環境保全学分野の５分野を設けている。さらに農学部と連携した国際

食料資源学特別コースを新設した。受験生は水圏科学領域、水産資源科学領域、水産食品

科学領域の３領域と特別コースの４つの試験区分で入学し、２年進学時に５分野の教育課

程を選択する。教育課程の編成は、学部カリキュラム形成 PDM で、学部教育目的及び基本

方針を達成すべく分野設定、授業科目の配置及びその内容を明示し、編成の理論的流れも

検討し、それを教育委員会が具体化している。 

 共通教育科目と専門科目の割合はほぼ１対２である。専門教育科目では、全分野の学生

が習得すべき科目である学部必修科目は全単位の 23％、水産学部として重要な実習（乗船

実習を含む）、実験、演習は、全科目の 35％を占めている（資料８-６：分野別の卒業に必

要な最低取得単位数）。 

レビュー 
継続点改善 

(Sub-P) 

授業の計画 

(Sub-A) 

授業の改善 

(Sub-C) 

と不適合の管理 

(Sub-D) 

授業の実施管理 

教育の実現に係るプロセスの外注 

一般 

記録の管理 
機器の購入 

Ⅳ. 学務の計画 (PLAN) 
Ⅶ. 学務計画の改定 (ACTION) 

学部運営会議の責任

資源の運用管理 

学生関連のプロセス 
カリキュラム形成 

Ⅵ. 教育の点検 (CHECK) 

Ⅷ. 支援プロセス
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資料８-６：分野別の卒業に必要な最低取得単位数 

分野 コース 

共通教育科目 基
礎
教
育
科
目

専門教育科目 卒
業
単
位選

択
科
目

外
国
語
を
学
ぶ

体
育
健
康
を
学
ぶ

情
報
・
通
信
を
学
ぶ

計学
部
必
修

分
野
必
修

コ
ー
ス
必
修推奨又は選択 

計

水圏科学 

海洋環境科学 

16 8 3 2 29 12 29

12

18

24 

（推奨 14 単位以上）

83 124

水圏生物科学 
20

22 

（推奨 14 単位以上）

水産資源科学 

資源生産管理学 

16

18

20 

（推奨 14 単位以上）

増養殖学 
20

18 

（推奨 14 単位以上）

水産食品科学 

水産食品学 

26

9

19 

（推奨 16 単位以上）

先進資源利用科学
8

20 

（推奨 16 単位以上）

水産経済学 

水産政策学 

20

8 26 

水産流通学 
8 26 

水圏環境保全学 
20 

34 

（推奨 18 単位以上）

（出典：水産学部履修の手引） 

学部教育目的で重視している国際貢献に必要な英語能力を向上させるために実用英語４

科目を専門教育で開講しており、毎年約 300～400 名の受講がある（資料８-７：実用英語

の履修状況）。 

資料８-７：実用英語の履修状況 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

履修者 335 名 

（4 科目）

357 名 

（4 科目）

353 名 

（4 科目）

321 名 

（5 科目）

387 名 

（5 科目）

419 名 

（5 科目）

合格者

（割合％）

270 名 

（81％）

314 名 

（88％）

281 名 

（80％）

250 名 

（78％）

299 名 

（77％）

359 名 

（86％）

（出典：履修者一覧表、成績原簿） 

 国際食料資源学特別コースでは、共通教育科目は水産学科５分野と同じカリキュラムで

学ぶが、専門科目の必修科目に英語力強化科目の実用英語、海外研修が指定され、かつ、

英語のみで講義される科目が６科目指定されている（資料８-８：国際食料資源学特別コー

スの教育課程の編成）。平成 27 年度から開講された国際食料資源学特別コースの夏季の香

港海外研修に１年生４名が参加した。 



鹿児島大学水産学部 分析項目Ⅰ 

－8-8－

資料８-８：国際食料資源学特別コースの教育課程の編成 

【英語力強化】 
・ 実用英語 B 
・ 実用英語 C 
・ 実用英語 D 
・ 海外研修 

【基礎的科目】 
・ 水産学概論 
・ 農学概論 

【英語による専門教育】 
・ Elements of Fisheries Science 
・ Elements of Agricultural Science 
・ Agricultural Production Science 
・ Fisheries Production Science 
・ Utilization and Distribution of 

Agricultural Products 
・ Utilization and Distribution of 

Fisheries Products 

【共通の専門科目】 
・ 国際経済論 
・ 国際関係法概論 
・ 国際食料関係論 
・ 国際農業資源学 
・ 国際水産学 
・ 国際開発学 

【実習実験】 
・ フィールド実習 
・ 養殖・水産食品加工実習 

【現場力強化】 
・ 卒業プロジェクト 

（出典：国際食料資源学特別コース履修の手引） 

 授業科目の内容、学習目標、開講期は、学部教育目的、基本方針及び分野の教育目標を

実現するように学部カリキュラム形成 PDM でブレークダウンしながら決定し、シラバスに

明示している（資料８-９：シラバスの一例）。 

資料８-９：シラバスの一例 

シラバスは、教育システム運用マニュ

アルに則り、その内容の妥当性、開講時

期などをレビューして作成され、授業ア

ンケートの結果、担当教員間の相互評価

結果に基づき改善される（資料８-10：

シラバス運用フロー図）。シラバスに基

づく授業を確実に実施するために授業

実施のモニタリングを行っている。

ISO-Web を開発、運用しており、シラバ

スの作成・チェック（Plan）とシラバス

に基づく授業実施のモニタリング

（Check）はほぼ 100%実施されている。 

 授業科目の開講期は、１年次に共通教

育・教養科目を履修し、２年次に専門科

目の基礎となる科目を、３年・４年次に

専門科目の応用を習得できるように編

成している。 

 教育システム運用マニュアルでは、社

会からの要請等に対応するため、卒業生

並びに卒業生を採用している企業の意

見を取り入れ、学部カリキュラム形成

PDM に反映し、基本方針に基づきロジカ

ル・フレームワークに従ってカリキュラ

（出典：AGRI-FishWEB）
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Ｐ
シラバス作成 

（教員） 

分野等主任又は教育 

委員長

（システムオフライン）

Ⅴ-１（2）（e） 

分野等会議で授業目標・

承認on 承認off

承認 off 

前年度版自動コピー

Ｃ
授業アンケート等 授業の実施 Ｄ

Ａ

講義、演習用（15 回形式）
実験、実習用（15 回形式でなくてもよ
い） 

シラバス

シラバスチェック表

様式の判断

有
修正

無

プロセス管理（学生係） 

○完了 

○承認待ち 

有

修正

変更なし

Save
授

業

ア

ン

ケ

ー

ト

等

結

果

表示
期限

試行

書き換え自由
教員用 表示

年度代わり
期限で切り替え
（書き換え不可）

学生用 表示

ムをシステム的に設計し、機動的かつ継続的に改善するようにしている（資料８-５：教育

マネジメントシステムのプロセス、p８－６）。 

資料８-10：シラバス運用フロー図 

（出典：水産学部教育システム運用マニュアル） 

 水産学部履修規則では「学生は他の学部等の授業科目を当該学部などの定めるところに

より履修することができる（規則第 11条）」、また「学生が他の大学または短期大学におい

て履修した授業科目について修得した単位は本学部における授業科目と見なし、単位を与

えることができる（規則第 12 条）」としている。他学部開講の授業履修者は、各年度 145

～262 名に達している。他大学との単位互換、特別聴講、科目等履修の履修者は、それぞれ

各年度２～11名である（資料８-11：科目等履修生と特別聴講生の状況）。 

資料８-11：科目等履修生と特別聴講生の状況 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

科目等履修生 11 2 5 9 6 4 

(履修単位数) 26 4 16 23 16 12 

特別聴講生 2

大連海洋大学

2

大連海洋大学

5

大連海洋大学

上海海洋大学

群山大学校 

4

大連海洋大学

上海海洋大学

3

釜慶大学校 

大連海洋大学

6

郡山大学校、大連海

洋大学、上海海洋大

学、釜慶大学校

（出典：科目等履修生入学願書、特別聴講生入学願書） 
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 授業形態の組み合わせも学部カリキュラム形成 PDM により理論的に導出、設計し、学年

進行とともに、講義から実験、実習へと学習の中心が移行するよう配慮している。必修科

目と選択科目の比率、視聴覚教育の導入、フィールド教育重視の学習指導法にも工夫して

いる。 

 開講科目中講義科目の比率は１－４期に 70－100％、５期以降 55％前後と減少し、実験、

実習の比率は 11－22％から 25－43％と学年進行とともに増加するよう配置している（資料

８-12：各期における授業形態別開講数）。 

資料８-12：各期における授業形態別開講数 

期 1 期 2 期 3 期 4 期 5 期 6 期 7 期 8 期 

講義 7 5 17 19 20 11 1 1 

演習 1  1 2  4 1 1 

実験   1 4 8 1 1 1 

実習 1  5 2 7 4 1 1 

（出典：水産学部履修の手引より改編） 

 講義科目の平均受講者数 53－57 人に対し、実験、実習科目は平均 21－38 人で、少人数

教育である（資料８-13：授業形態別履修状況）。 

 主要授業科目（必修科目）はほぼ全教員で担当し、平成 26 年度までは概ね１教員が２－

14 科目担当し、平成 27年度の新カリキュラム以降は５-18 科目と担当科目の格差が斬減し

ている（資料８-14：主要授業科目への専任教員配置状況）。 

資料８-13：授業形態別履修状況（平均（最少-最大）） 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

講義 56（7-165） 56（4-166） 57（1-161） 57（1-177） 56（2-159） 53(1-170) 

演習 38（4-147） 38（12-152） 35（3-144） 36（9-154） 31（1-151） 29(4-133) 

実験 21（9-41） 22（8-35） 26（8-39） 22（5-38） 21（6-35） 20(12-182) 

実習 35（4-136） 32（4-140） 28（2-126） 28（5-141） 29（8-135） 27(2-143) 

（出典：各年度の水産学部開講科目受講者一覧を改編） 

資料８-14：主要授業科目への専任教員配置状況 
平成 22～26 年度の平均

主要授業科目数 延べ科目担当者数
（専任教員数） 

水産生物・海洋学分野 32 14 

養殖学分野 28 7 

食品・資源利用学分野 34 10 

漁業工学分野 33 12 

水産経済学分野 32 5 

水産教員養成課程分野 64 2 

平成 27 年度 

主要授業科目数 延べ科目担当者数
（専任教員数） 

水圏科学分野 40 11 

水産資源科学分野 42 18 

水産食品科学分野 37 9 

水産経済学分野 32 5 

水圏環境保全学分野 25 7 

（出典：各年度の水産学部履修の手引を改編） 

分野

年度

分野

年度
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 シラバスは、教育システム運用マニュアルに規定されている手順で作成され、教育課程

の目標に沿った授業目標、15 回の授業内容、関連する科目、単位認定基準が明記されてい

る（資料８-９：シラバスの例、ｐ８－８）。授業の進め方もそれぞれの科目にあった方法

で実施されている。 

 フィールド教育を強化支援するために、附属施設（練習船２隻、海洋資源環境教育研究

センター）を置いている。学部所属の技術職員を統合した技術部は、毎年度 20前後のフィ

ールド系の実習や実験の補助を行うことで、教育の質と学生の安全性を高めている（資料

８－15：技術職員が支援した科目数）。 

資料８－15：技術職員が支援した科目数 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

前期 10 11 11 16 16 15 

後期 9 7 6 6 6 7 

合計 19 18 17 22 22 22 

（出典：技術部支援記録を改編） 

 平成 25 年度に改修した附属図書館水産学部分館を平日５時以降および土曜日も時間外開

館するとともに、教室等を開放して、学生の自主学習のためのスペースを提供している（資

料８-16：パソコン教室の活用状況、資料８-17：自主学習施設一覧）。特に、パソコン教室

２教室（PC18 台、PC55 台）を学生の自習利用に開放しており、学生の利用の便を図ってい

る。ヘッドセットも整備して eラーニング教材の利用に対応している。 

資料８-16：パソコン教室の活用状況 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

41 号( 55 台) 344 名 443 名 276 名 325 名 337 名 285 名 

11 科目 12 科目 11 科目 10 科目 11 科目 12 科目 

13 号( 18 台) 89 名 40 名 54 名 66 名 52 名 71 名 

5 科目 3 科目 4 科目 5 科目 4 科目 5 科目 

（出典：各年度の水産学部開講科目受講者一覧を改編） 

資料８-17：自主学習施設一覧 

部屋名 席数 設備 備考 

13 号講義室 18 パソコン 18 台 空き時間自由利用 

41 号講義室 126 パソコン 55 台 空き時間自由利用 

全講義室 - - 空き時間自由利用 

（出典：学生係資料） 

 水産学部履修規則第 10条で履修登録単位の上限を設け、授業時間外の学習時間を確保し

ている。学生アンケートに自習を必要とする授業構成であったか否かを問う項目を設け、

授業以外の時間での学習の指導の必要性を教員に喚起している。 

 「履修の手引き」で４年間のカリキュラムの概要を示し、学生の履修がより効果的にな

るよう課程表を明示している。毎期末には助言指導教員が学生に直接成績表を手渡し、各

自の履修状況を確認させながら体系的な履修の助言をする体制とし、単位の実質化を図っ

ている。 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 本学部の教育実施体制の編成及び学生や社会からの要請への対応は、本学部

が有する統合型学務マネジメントシステムにより、論理的に形成され、継続的に改善され

る仕組みが構築され機能している。特に教育内容及び方法については、学部カリキュラム
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形成 PDM の中で、学部のミッションから導いた学部教育目的、基本方針に従って、論理的

に導出し、設計している。これを統合型学務マネジメントシステムとして学部で管理し、

継続的改善が可能な状態にしてある。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 問題解決能力、ディベート、プレゼンテーション能力の強化のため、

実験データのまとめ方（平成 27 年度以降は水産総合分析演習に科目名変更）、漁業基礎工

学実験などの 10 科目で（資料８-18：学生の問題解決、ディベート、プレゼンテーション

能力強化を目標とした科目の履修状況）、学生に演習・実験結果などを発表させ、かつ相互

討論をさせている。統合型学務マネジメントシステムの開発導入以降、各科目の合格率が

年々上昇しており、学力向上に対する教育改善の効果が表れている。 

資料８-18：学生の問題解決、ディベート、プレゼンテーション能力強化を目標とした 

科目の履修状況 

  受講者数 合格率（％） 

平成

22 

平成

23 

平成

24 

平成

25 

平成

26 

平成

27 

平成

22 

平成

23 

平成

24 

平成

25 

平成

26 

平成

27 

実験データのまとめ方 28 38 35 32 37 40 92.9 100 94.3 100 94.6 95.0

環境保全学実習 36 34 25 17 11 12 94.4 97.1 96 100 100 75.0

水産総合乗船実習 43 17 35 39 30 24 100 100 100 100 100 100 

漁業工学基礎実験 25 31 32 27 30 27 100 93.5 84.4 85.2 83.3 92.6

食品科学基礎実験 33 35 34 35 33 32 100 97.1 94.1 100 100 94.1

水産経済調査実習Ⅰ   37 27 31 23   83.8 77.8 93.5 95.7

水産経済調査実習Ⅱ 24 24 22 20 26 22 83.3 95.8 90.9 100 84.6 90.9

海づくり実習 32 40 30 31 31 32 100 100 100 96.8 93.5 100 

数理資源学演習    36 35 29    91.7 97.1 93.1

プログラミング演習 9 16 10 22 19 10 77.8 87.5 60 81.8 84.2 80 

（出典：成績原簿） 

 新規留年者が毎年 17～28 名と比較的高い値で推移しているのは、卒業研究開始要件に共

通教育科目・基礎教育科目及び専門教育科目の合計 100 単位以上の修得を義務付けた事と、

分野分属時の希望と分属先との乖離から勉学意欲が低下した結果と考えられる。前者は学

生の資質向上の担保の１つである。後者については、入試と領域との関連を明確に示すこ

とによって平成 27 年度からは改善されると考えられる。毎年度の卒業者数は 126～146 名

で、水産学部の入学定員 140 名に近い値であまり変動していない。卒業時の平均取得単位

数は 134―139 単位で推移し、これは教育の質の向上を担保するために導入した単位登録上

限制度下においても勉学にモチベーションの高い学生を育てている結果と考える（資料８

-19：留年者数、卒業者数、卒業時における平均単位取得数一覧）。 

資料８-19：留年者数、卒業者数、卒業時における平均単位取得数一覧 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

新規留年者数 18 28 27 21 20 17 

留年者数 27 37 45 40 32 30 

卒業者数 135 141 126 146 137 127 

平均取得単位数 137.0 139.4 139.7 134.3 135.6 135.2 

（出典：学部概要、成績原簿） 

 平成 26 年度まで設置していた水産教員養成課程の定員は 10 名で、毎年ほぼ全員が教員

免許を取得している。教員養成課程以外の学生７～15 名も教員免許を取得している（資料

８-20：教員免許取得状況一覧（中学校・高等学校教諭一種免許状））。 
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資料８-20：教員免許取得状況一覧（中学校・高等学校教諭一種免許状） 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

免許 高校水産 7 16 10 11 9 15 

   高校理科 11 13 13 11 6 15 

   中学校理科 1 0 2 2 1 4 

（出典：教育職員免許一括申請及び個別申請） 

 平成 22～26 年度の卒業生のうち就職者数（大学院進学者を除く）は 73～93 名で（資料

８-21：学部卒業者の就職等の状況）、そのうち水産業及び食品・流通業と関連した職種へ

の就職率は 45～63％であった。教員就職者数及び就職率は１～３名、および４～12％であ

った。 

資料８-21：学部卒業者の就職等の状況 

（出典：各年度のジョブ・ハンティング・ガイドより改編） 

 教育システム運用マニュアルでは、学生の満足度と理解度などをモニタリングするよう

規定しており、授業担当教員は授業満足度と他の項目との相関を参考に授業内容やその進

め方などの改善に役立てている。 

平成 24年度からの授業満足度とその他の項目について全開講科目の年間平均率を追跡調

査した結果（平成 22 年度及び 23 年度の設問項目が 24年度以降の項目と異なるので、ここ

では除いた）、毎年度ほぼ 82―93％の高い水準を保っていた（資料８-22：各年度における

授業アンケート結果（全科目平均））。理解度については前期と後期で大きな開きがあり、

この点はさらなる改善が必要と考える。時間外学習については前期は年々上昇傾向にあり、

改善が進んでいると考えるが、後期においては大きく変動しており検討課題である。 

資料８-22：各年度における授業アンケート結果（全科目平均） 

  平 成

24 前期 

平 成

24 後期 

平 成

25 前期 

平 成

25 後期 

平 成

26 前期 

平 成

26 後期 

平 成

27 前期 

満足度 93.2% 91.9% 91.0% 82.3% 92.9% 91.2% 92.7%

理解度 49.5% 53.5% 25.1% 52.6% 22.2% 28.8% 44.5%

時間外学習 7.2% 7.6% 50.1% 78.8% 78.8% 6.8% 92.7%

（出典：ファカルティ・ディベロップメント委員会、学生係資料） 

*27 年度後期分は平成 28年度に集計するため未掲載

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 平成 26 年度までの成果では、毎年定員とほぼ同数の学生が卒業要件単位数を

若干上回る単位を修得して卒業し、教員養成課程以外の学生も教員免許を取得するととも

に、就職者の半数以上の学生が水産学と関連した分野に就職するなど、一定の水準は保た

れている。水産学部では、学部教育目的を実現すべく統合型学務マネジメントシステムを

開発導入し、それ以降各科目の合格率が上昇し、学生の授業に対する満足度も高い水準で

維持され、理解度も年々増加するなど、学業の成果の向上が現れている。 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

求人数 331 558 278 359 443 463 

卒業者数 135 141 126 146 137 127 

 進学者数 35 28 33 32 26 37 

 就職希望者数 84 88 74 97 93 87 

 就職者数 78 81 73 93 88 87 

 無業者数 6 7 1 4 5 3 

 その他 9 17 12 10 8 0 

 就職率（％） 92.9 92.0 98.6 95.9 94.6 100.0 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 平成 22 年度以降、就職率は 92～100％と高水準を維持しており、進学

者数も毎年度 26～37 名と比較的高い。無業者のほとんどは次年度の教員または公務員受験

希望者である（資料８-21：学部卒業者の就職等の状況、ｐ８－14）。 

 就職者のうち漁業、食料品・飲料等製造業、魚市場・水産商社などの水産業及び食品流

通産業と関連した職種に約 56％が就職している。水産高校などの教員となるものも加える

と、本学部は水産関連分野に一定の水準で人材を輩出していると言える。地域別では、鹿

児島を含む九州での就職が約 50％、関東が約 25％、関西が約 13％と全国にまたがっている

（資料８-23：学部卒業者の地区別就職先分類）。 

資料８-23：学部卒業者の地区別就職先分類 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 
地
区
別
就
職
者
数

鹿児島 18 20 17 22 18 26 

九州 23 23 20 28 20 19 

四国  2 1  1 1 

中国 3 3 3 3 5 2 

近畿 12 6 6 12 11 11 

中部 6 8 6 5 2 7 

関東 15 19 19 23 29 20 

東北     2 1 

上記以外 1  1   0 

計 78 81 73 93 88 87 

（出典：各年度のジョブ・ハンティング・ガイドより改編） 

平成 24 年度から企業に対するアンケート調査を開始した。いずれの年度においても、「食

品衛生学」「水産物の流通」「食品産業の動向」「水産経営学」など、就職してからのビジネ

スに役立つことを水産学部で学んできて欲しい、という率直な要望が示されていた。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 卒業生は本学部の基本方針に沿った進路へ進んでおり、その割合は進学者も

含めると毎年 90％以上である。卒業生は就職後の業務に役立った講義として、本学部が開

講している多くの専門科目を上げており、企業は卒業生が修得した水産学の基本的な知識

と技能を評価している。これらのことから、本学部の教育の成果や効果は一定レベルで保

持されていると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１） 分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 水産学部の教育目的を実現すべく開発導入した、統合型学務マネジメントシステムに則

り、継続的に教育活動の改善に努めた結果、平成 26 年度までの教育活動は常に改善、向上

してきた。この間、学生のニーズ、社会のニーズ、そして学部の教育目的である国際貢献

のための人材育成を更に強化するために、さらなる改善に努め、水産学科の教育体制の改

編および国際食料学特別コースの設置に至ったのは特筆に値する。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 平成 26年度まで、就職率は一定レベルで維持されているが、その就職先がまだ十分とは

なっていなかった。そこで、就職先を強く意識した水産学部の教育体制が平成 27 年度に行

われた。その成果は３年後になるが、国際貢献を視野に入れており、十分期待できるとこ

ろである。



鹿児島大学共同獣医学部 

－9-1－

９．共同獣医学部

Ⅰ 共同獣医学部の教育目的と特徴 ・・・・・９－２ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 ・・・・・・９－３ 

    分析項目Ⅰ 教育活動の状況 ・・・・・・９－３ 

    分析項目Ⅱ 教育成果の状況 ・・・・・・９－16 

  Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・・９－21 



鹿児島大学共同獣医学部 

－9-2－

Ⅰ 共同獣医学部の教育目的と特徴

１．教育の目的 
山口大学・鹿児島大学共同獣医学部は、「生命科学の中核をなす動物生命科学研究を推進

し、人類と動物との共生環境社会を科学的に考究し、動物生命倫理を通じて命の尊厳を学
び、豊かな人間地球社会の創生に貢献する」ことを基本理念としている。 

動物感染症の監視や防疫・制圧、あるいは食料資源の安全性確保の業務に携わる産業動
物獣医師と公務員獣医師を確保すると共に、伴侶動物臨床を中心に動物医療の高度化に対
応できる獣医師を養成する。より高度な専門教育科目を教授し、獣医学あるいは動物生命
科学研究者として国内外の大学・大学院へと進路を踏み出す人材を養成し、大学憲章及び
中期目標にある「進取の精神を有する学士を育成」するとともに、我が国の獣医学教育及
び研究の後継者育成につなげることを目標としている。 

２．教育の特徴 
1) 山口大学・鹿児島大学共同獣医学部における教育カリキュラムは、我が国が国際水

準の獣医学教育を目指すために作成した「獣医学教育モデル・コア・カリキュラム
（大学卒業時までに身につける必要不可欠な知識を精選した我が国の獣医学教育内
容のガイドライン）」に準拠し、科目名・到達目標・シラバスを一致させている。 

2) 各科目区分の履修要件を山口大学共同獣医学部と共有し、全てが、両大学で統一さ
せた教育シラバスに従って行う必修科目となっている。 

3) 授業は、同一の教員による集中講義やリアルタイム双方向性遠隔講義・実習システ
ム（遠隔授業システム）を用いたメディア授業、両大学個別の科目担当教員による
対面授業を織り交ぜ、両大学で同一の時間割に従って行われる。 

4) 総合動物実験施設では、実験・実習動物を使った少人数制のハンズオン実習を可能
としている。附属動物病院では、CT や MRI 等の高度獣医療機器の更新・導入、ある
いは産業動物診療施設の整備やモバイルクリニックとしての診療車導入が進み、よ
り高度で地域に密着した獣医診療を通じた参加型臨床教育が充実されており、中期
目標にある「地域活性化の中核拠点としての機能」を活かした教育となっている。 

5) 附属越境性動物疾病制御研究センター（Transboundary Animal Disease, TAD センタ
ー）の Animal Biosafety Level (ABSL) ３実験施設では、病原体を用いた実習教育
が行われている。 

6) 国際的な獣医学教育の認証基準となっている欧州獣医学教育認証機構（European 
Association for Establishments of Veterinary Education、EAEVE）による認証取
得を目指し、大学憲章及び中期目標にある「国際社会で活躍できる人材を育成」に
向けて、更なる教育改善に取り組んでいる。 

３．組織の特徴 
鹿児島大学共同獣医学部は、基礎獣医学講座、病態予防獣医学講座、臨床獣医学講座の

３大講座で構成されている。附属動物病院と TAD センターを備え、常勤教員が配置されて
いる。山口大学共同獣医学部（生体機能学講座、病態制御学講座、臨床獣医学講座、動物
医療センター、連合獣医学研究科）に配置される教員と合わせて計 87 人の常勤教員が、２
大学で計 360 人の学生を教育している。 

鹿児島大学共同獣医学部では、鹿児島県や農業共済組合との包括協定により、学外施設
や診療フィールドを利用して行う学外実習が充実しており、家畜衛生管理や地方行政、産
業動物診療現場における臨床教育の貴重な機会を与えている。 

［想定する関係者とその期待］ 
鹿児島大学共同獣医学部が想定する関係者は、当該学生とその家族、出身高校及び就職

先である省庁並びに国の研究機関、地方自治体、農業団体、民間企業、開業動物病院であ
る。地球生態系の健全性維持に向けて提唱された「One World One Health」の概念の一翼
を担う獣医師には、高い専門性と科学に対する俯瞰性を有し、動物感染症の監視や防疫・
制圧および食資源の安全性確保の業務に携わり、学際交流に臨む総合力を備えたグローバ
ルリーダーとしての素養が求められる
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定

分析項目Ⅰ 教育活動の状況

観点 教育実施体制 

(観点に係る状況) 

1. 教員組織編成 

鹿児島大学共同獣医学部は、基礎獣医学講座、病態予防獣医学講座、臨床獣医学講座か

らなる３大講座 18教育分野を編成し、附属動物病院と TAD センターを、それぞれ臨床獣医

学及び動物衛生学の実践の場として配置している（図 1-1）。平成 25年度、獣医学教育の国

際的な評価基準の一つである EAEVE による認証取得を目標に、更なる教育改善の牽引役を

担う獣医学教育改革室を設置した。 

図 1-1．鹿児島大学共同獣医学部組織図（農学部・共同獣医学部等総務課総務係資料）

一方、山口大学共同獣医学部は、生体機能学講座、病態制御学講座、臨床獣医学講座か

らなり、附属動物医療センター及び連合獣医学研究科を配置している。国立大学法人山口

大学と鹿児島大学との獣医学に関する共同教育課程の編成及び実施に関する協定に基づき、

共同獣医学部協議会を置き、教育に係る重要事項を審議している（図 1-2）。 
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鹿児島大学共同獣医学部の学生定員と現員は、表 1-1 に示すように、定員 180 人に対し

て現員 189～195 人（定員の 108%）となっている（表 1-1）。教員組織は、専任教員 34人（教

授 17 人、准教授 14 人、助教３人）、特任教員 11 人（准教授２人、助教９人）、計 45 人か

らなり、大学設置基準に必要な数を満たしている（表 1-2）。鹿児島大学共同獣医学部では、

産業動物（牛・馬・豚）獣医学を重点化した教員配置を行い、山口大学共同獣医学部では

伴侶動物（犬・猫）獣医学を重点化し、両大学間で相互補完教育ができる体制を整えてい

る。 

図 1-2．山口大学・鹿児島大学共同獣医学部の管理運営組織図

表 1-1．学生定員と現員数
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表 1-2．講座、附属施設の教員数 表 1-3．サポートスタッフの人数

2. 教育支援スタッフ 

遠隔授業システムの管理・運営、総合動物実験施設における動物飼育管理、動物病院に

おける動物看護や臨床研修、さらに実験・実習動物体の焼却等を行う教育研究のサポート

スタッフを配置している（表 1-3）。附属動物病院では、動物看護士等の有資格者を非常勤

雇用して、特任教員と協同体制をとり、高学年次の参加型臨床実習（附属動物病院におけ

る実症例を用いた実習）を充実させている。 

3. 教職員の教育力及び専門性向上のための取組 

山口大学共同獣医学部との合同 FD 研修会を毎年開催し、教育分野毎に教育内容と方法、

遠隔授業システムの活用法、及び EAEVE による第三者評価基準について研修し、教育力及

び専門性の向上に役立てている（図 1-3）。 

図 1-3．山口大学・鹿児島大学共同 FD 研修会



鹿児島大学共同獣医学部 分析項目Ⅰ 

－9-6－

授業を担当した両大学の教員を対象に、カウンターパート教員との打合せ状況、メディ

ア授業の方法、学生の成績評価法、授業成果等、共同獣医学部の教育課程に関する自己評

価アンケートを行った（図 1-4）。アンケートデータを基に、遠隔授業システムの利用技術

や授業コンテンツの作成法に関して、FD 研修会において議論し、教員の授業スキルの向上

に取り組んだ。 

図 1-4. 教員による授業実施に関するアンケートの一部

4. 教育環境の整備 

山口大学共同獣医学部との遠隔授業システムが設置された講義・実習室を５室備え、１

～５年次の授業が一斉に行える体制を整えている。総合動物実験施設は、獣医学教育に必

要な全動物種を揃え、動物福祉に配慮した国際水準の実験動物管理体制として認証を受け

ることを目指し、質の高い獣医学の基盤実習を実施できる場となっている（表 1-4）。 

表 1-4．実験・実習動物の個数

附属動物病院における参加型臨床実習では、実際の症例を教材として用いた実習が行わ

れる。附属動物病院は自己収入増を図りながら、診療設備の高度化と、病院勤務の特任教

員や支援スタッフの雇用増を通じて、病院の二次診療機能を高めると共に、学生実習に供

与する各動物種の症例数を維持している（表 1-5）。 
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表 1-5． 動物病院の症例数の推移

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

共同獣医学部設置前と比較して、下記 1)～3)の具体的理由に基づき、教育環境の整備と

合わせて教員組織の充実を図り、学生及び獣医学関係者のニーズや期待を上回る水準まで

教育実施体制が機能していると判断される。 

1) 鹿児島大学共同獣医学部設置時に、教育分野を充実するために 34 人の専任教員を整

備した（共同獣医設置前は 27 人）。また附属施設と教育改革室には、11 人の特任教

員を配置して、産業動物獣医学や動物衛生学分野の重点化を図っている。 

2) 学部専任教員（４人）と特任教員（１人）からなる獣医学教育改革室を設置し、自

己評価機能を確立すると共に、国際水準の獣医学教育認証取得に向けて、調査・研

究を推進している。 

3) 総合動物実験施設の設置、附属動物病院における高度診断システム及び産業動物モ

バイルクリニックの整備と共に、教育支援スタッフを充実させ、少人数制のハンズ

オン実習を実現している。 
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観点 教育内容・方法

(観点に係る状況) 
1. 教育課程の編成 

鹿児島大学共同獣医学部における教育課程は共通教育科目、基礎教育科目、専門教育科

目からなり、191単位以上が卒業要件単位と定めている。専門教育科目は、学年が進むに連

れて、基礎獣医学科目、応用獣医学科目、臨床獣医学科目を順序良く履修するカリキュラ

ムを構築し、専門知識を積み上げていくことで最終的に獣医師として必要な知識と実践力

を身に付けることができるようになっている（図 1-5）。 

図 1-5． カリキュラムマップ

2. 社会のニーズに対応した教育課程の編成 

共同獣医学部設置時のカリキュラムは、我が国の社会ニーズを勘案すると共に、国際水

準の獣医学教育カリキュラムへと改編するための基本骨格となる「獣医学教育モデル・コ

ア・カリキュラム」に準拠するよう、授業科目名・到達目標・シラバスを可能な限り一致

させて編成した。各授業科目には、全体目標と一般目標に加えて、より具体的な到達目標

が明示されており、全てのシラバスがそれら目標に対応するように作られている（図 1-6）。 
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図 1-6． 科目名とコア・カリキュラムとの準拠図

獣医師免許取得前の学部学生が、実際の動物診療の現場において参加型臨床実習を受講

する前に、学生の知識と技能の修得状況を把握して履修可能な能力レベルであることを担

保し、社会的なコンセンサスを得ることを目的として、全国統一の獣医学共用試験を平成

29 年度から導入する。そのために、本学部においても、平成 26 年度と 27 年度にトライア

ル試験（試行）を実施した（図 1-7）。 

図 1-7．獣医学共用試験情報

3. 国際通用性がある教育課程の編成 

平成 26 年度の EAEVE の評価委員経験者による、現行のカリキュラムの教育内容に関する

非公式評価では、農畜産関連授業科目（作物・草地学、畜産学、食品科学、食品加工実習、

農畜産学実習）、食品衛生学の講義及び実習、病理解剖学実習及び附属動物病院における参

加型臨床実習（24 時間の夜間救急医療臨床実習を含む）について欠陥があり、改善が必要

と指摘された。これらの事項を解決するために、カリキュラム改編を進め、平成 27年度か
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ら農畜産関連必修科目を新設し、さらに附属動物病院における夜間診療を開始している（図

1-8）。平成 28年度までに、附属動物病院における参加型臨床実習の単位数（時間数）の大

幅増をはじめ、カリキュラム改編を完了する計画である（図 1-8）。 

図 1-8． カリキュラム改編計画

4. 教育の方法の工夫 

共同獣医学部における授業は、山口大学共同獣医学部とシラバスを統一させて、以下の

授業方法を織り交ぜて、両大学で同一の時間割に従って実施している。 

1) 同一教員によるメディア授業（図 1-9）：同一の教員が両大学の学生に対して、遠隔授

業システムを使って行うもので、共同獣医学部の主要な教育方法となっている。この

システムを利用した授業の特徴の一つは、授業を送信する側の大学では、通常の対面
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式の授業が実施されていることである。 

図 1-9．メディア授業のイメージ図

 バーチャルスライドシステムは、解剖標本、病理組織標本及び画像診断等のデジタル画

像をネットワーク上で共有し、各学生がパソコン画面上で自在に拡大・縮小等を行いなが

ら教員が学生に解説できる授業支援システムである。山口大学共同獣医学部の学生とのメ

ディア双方向実習においても、きめ細やかな指導ができている（図 1-10）。 

図 1-10．バーチャル実習

2) 同一教員による対面授業：学生または教員が移動して、同一の教員が両大学の学生に

対して、同じ内容の授業を対面式で行う。 



鹿児島大学共同獣医学部 分析項目Ⅰ 

－9-12－

3) 異なる教員による個別授業：両大学で統一した授業概要とシラバスにしたがって、同

一の授業科目を異なる担当教員が各大学で対面授業を行う。 

5. 養成する人材像に応じた教育方法 

1) ハンズオン実習：国際的な獣医学教育では、実習科目について学生が積極的に手を動

かして行う実習を求めている。少人数による実習に加えて、全ての学生が実習作業を

行う機会となるよう、特殊な実習教材と器材を準備している（図 1-11）。 

図 1-11．ハンズオン実習

2) 参加型臨床実習：附属動物病院及び学外での診療現場に学生が教員と共に参加して行

う実習である（図 1-12）。学生は各診療科をローテーションしながら、問診、保定、教

員の管理下での身体検査、投薬等の履修項目を実施する。ローテーションの際の学生

グループ当たりの人数は、１～４人と少人数化している。EAEVE による認証取得に向け

たカリキュラム改編の後は、実習時間をさらに増加する。 

図 1-12. 参加型臨床実習
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3) 学外実習：独立行政法人や鹿児島県が所有する施設を利用して行う学外実習は、産業

動物の衛生管理、行政並びに公衆衛生学分野の実践的な教育となっている（表 1-6）。

農業共済組合での参加型臨床実習は、大学内での診療では得ることができない、ウシ

やブタの一次診療現場における貴重な教育機会となっている（図 1-13）。さらに、鹿

児島県の動物愛護センター、動物管理事務所、民間の動物病院では、イヌやネコの一

次診療に係る実習の機会を与えている（図 1-13）。 

表 1-6 学外機関との連携による実習科目の具体例

図 1- 13. 学外実習

6. 学生の主体的な学習を促すための取組み 

学生がオンデマンドに活用できるインターネット上でのe-ラーニング用システム（Glexa）

を導入している。Glexa システムを活用して、授業シラバス・教材の配信、レポート作成・

提出、試験等を実施している（図 1-14）。独自に撮影・編集した動画コンテンツ、鹿児島

大学共同獣医学部から発信される授業の収録、パワーポイントを使った副教材、問題集等

の e-ラーニング教材を作成し、学生は e-ラーニング室に配置される端末を利用して自学自

習に役立てている。 
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図 1-14. 自学自習のための授業における支援システム（Glexa）の活用

獣医師国家試験の受験資格が与えられる卒業見込みの学生及び過年度の国家試験不合格

者については、毎年受験前の約３ヵ月間、受験対策としての学習室を学部内に確保して自

学自習を促している。また国家試験対策の模擬試験問題を作成実施して、試験成績に基づ

く個別面接指導を行っている（図 1-15）。 

図 1-15. 国家試験準備及び模擬試験成績に基づく指導

7. 学生の海外留学を促すための取組み 

欧米の獣医学先進国における教育に触れることを目的に、米国ジョージア大学獣医学部

における２週間の海外臨床実習を企画し、毎年４、５年次の学生が参加している（表 1-7、

図 1-16）。台湾の中興大学との学術交流では、毎年２～３人の学生の交換留学が継続して

いる。仏国リヨン獣医科大学、トルコのアンカラ大学及びアフィヨン大学の獣医学部とも

大学間あるいは学部間協定を締結して、学生交流事業に申請している。 
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表 1-7．海外の獣医大学における臨床実習への参加実績

図 1-16. 海外臨床実習（診療中は撮影禁止）

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

共同獣医学部設置前と比較して、下記 1)～4）のような具体的工夫がなされ、学生及び獣

医学関係者のニーズや期待に対応した教育内容が教授されていると判断される。 

1) 鹿児島大学共同獣医学部の専任教員と、山口大学共同獣医学部の専任教員とが専門

教育科目を分担することで、学部設置前に比べて、より専門性の高い教育内容を提

供している。 

2) 遠隔授業システムを使用することで、画像データ等を教員と学生とが共有しながら、

全ての学生に一度に効果的な指導を行うリアルタイム双方向授業を可能としている。 

3) 実験動物を用いたハンズオン実習の環境整備、附属動物病院における参加型臨床実

習に用いる症例数の確保、オンデマンドの自習教材の開発により、実践的かつ自主

的なトレーニングシステムを整えている。 

4) 大学間・学部間協定を通じて、海外の獣医学教育機関との連携を深め、米国臨床獣

医学研修への学生派遣、交換留学を継続すると共に、協定校の増加に努めている。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況

観点 学業の成果 

(観点に係る状況) 

1. 履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

各授業科目について、受講した学生の成績を調査し、山口大学共同獣医学部と共有して

いる。両大学の学生に対して同一基準に基づいた成績評価では、平成 24・25 年度に、一部

の授業科目において授業方法等の違いによる学生の理解度に大学間での差異が認められて

いる（図 2-1）。しかし年度が進むに従い、大学間での差異は小さくなってきている（図 2-1）。

また本学では、２年次（専門教育課程の開始年度）以後における GPA の平均値の低下が認

められる。 

第４期末（２年次後期）と第８期末（４年次後期）に進級判定が行われる。特に、第５

期（３年次前期）に進級する際には、共通教育科目と基礎教育科目の卒業要件単位を全て

修得しなければならない。平成 25～27 年度における進級状況は、表 2-1、2-2 に示すよう

に、第５期進級時に毎年２～４人の単位不足者がいる。 

図 2-1. ２大学における授業成績の比較、及び本学学生の GPA 平均値の推移
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表 2-1. 共同獣医学部 3 年次進級判定状況

※（ ）内の数字は、内数で女子を示す。

表 2-2. 共同獣医学部 5 年次進級判定状況

※（ ）内の数字は、内数で女子を示す。

2. 学生による授業評価アンケートの結果分析 

共同獣医学部の教育方法及び内容について、学生による授業評価アンケートを実施して

いる。遠隔授業に関するアンケートでは、音声や映像等の授業環境は満足いくものであっ

たものの、両大学の学生の一体感や臨場感の点において、対面式に劣るという意見が顕在

化した（図 2-2）。学生の意見を参考に、教員は課題解決に努めた結果、授業における学生

の満足度は上昇傾向にあり、教員の授業実施におけるスキルアップが認められる。 

図 2-2. 学生による授業評価アンケート
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3. 獣医師国家試験模擬試験の結果及び獣医師免許取得状況 

共同獣医学部では、教育課程における学習成果を総合的に評価することを目的とした卒

業試験は実施していない。農学部獣医学科の学生に対しては、獣医師国家試験 1.5 ヵ月前

に、専門的知識の理解・蓄積度を問うために学科教員独自が作成した模擬試験を実施し、

正答率 55.7～64.0％（平均 59.3%）と、国家試験合格基準 60%に近い値を得ている（表 2-3）。

獣医師国家試験の合格率（全国合格率の過去５年平均 88.9%に対して、本学平均 91.6%）は、

農学部獣医学科の学生ではあるが、全国平均を上回っており、専門教育の成果と考えられ

る（表 2-3）。ただし、いずれの試験も筆記試験であるため、実際の獣医師としての技能を

客観的に評価するものではない。 

表 2-3. 国家試験模擬試験及び国家試験の成績状況

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

下記のような具体的理由から、学生及び獣医学関係者のニーズや期待に対応した教育成

果が得られたと判断される。 

1) 両大学の学生計 60人に対して、同一基準に基づいた成績評価を行っており、授業方

法等の違いによる各大学の学生の理解度に関する差異を明確化し、平準化に向けて

の検討に活かされている。 

2) 両大学で同じ内容の学生アンケートを行い、教員が授業を行う上での改善点を見出

し、教育方法の改善や教員としてのスキルアップに取り組んでいる。 

3) 獣医師国家試験への対策を講じており、合格率は全国平均を上回る年と下回る年が

交互しているものの、５年間の平均値では全国平均を上回っている。 
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観点 進路・就職の状況 

(観点に係る状況) 
1. 進路・就職状況等から判断される在学中の成果の状況 

平成 27 年度末では、共同獣医学部の卒業生がいないため、第２期中期目標期間中におけ

る農学部獣医学科の学生の過去５年間の進路状況を示した（表 2-4）。獣医師として就職を

希望する学生の就職率は、96.6～100%となっている。産業別では、期間中に専門サービス

業のその他に含まれる伴侶動物病院への就業者が増える一方で、公務員獣医師としての就

業が減少している。地域別では、九州圏内（鹿児島を含む）に毎年一定数（10～16 人）の

獣医師を輩出している。進学を希望する学生は、山口大学連合獣医学研究科を含む獣医系

大学院へ入学している（１年に１～４人）。 

表 2-4 獣医学科卒業生過去 6 年間の進路状況         

【総括】 【進学者数】

【産業別就職者数】

【地域別就職者数】



鹿児島大学共同獣医学部 分析項目Ⅱ 

－9-20－

2. 在学中の成果に関する卒業生の意見聴取、進路先、就職先への意見聴取の状況 

卒業生アンケート（表 2-5）に示すように、履修した専門教育の評価は「良」以上であり

（問 15）、獣医師として勤務する上で、特に実習が役立つという評価（問 17）を得ている。 

表 2-5. 卒業生アンケート

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

共同獣医学部卒業者は未だ輩出されていないが、下記のような具体的理由から、学生及

び獣医学関係者のニーズや期待に対応した進路状況が得られていると判断される。 

1) 就職を希望する学生の 96.6～100%が獣医師として就業しており、進学希望者も獣医

学系の大学院に入学している。 

2) 鹿児島県を含む九州圏内への就業者が最も多く、毎年一定数の獣医師を地元及び周

辺の事業所に輩出しており、十分に地域への貢献がなされている。 

3) 産業別では、伴侶動物病院（その他の専門サービス業に含まれる）への就業者が増

加する一方で、公務員獣医師としての就業が減少する傾向にあり、公務員獣医師や

産業動物獣医師等の社会的ニーズが強い職種への獣医師輩出を推進する必要がある。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

平成 24 年度に山口大学との共同獣医学部を設置して、新たな教育体制構築に取組んだ。

この共同教育過程においては、相互補完による授業科目の専門性と質の向上を図り、我が

国の獣医学教育モデル・コア・カリキュラムに準拠した授業科目を編成した（図 1-6）。２

大学の教員による専門性の高い授業を、両大学で同一時間割及び同一シラバスで提供でき

るよう ICT 関連設備としての遠隔授業システムを５講義室に完備した。実習科目について

は、総合動物実験施設を設置して動物を使用する実習室の環境性整備と動物の福祉に務め、

シミュレータの使用等、現代的な実習形態を創り出した（図 1-9、図 1-10、図 1－11）。ま

た講義録画システムの導入及び Glexa システムの活用による授業コンテンツの作成を推進

し、予習・復習等の学生の自学自習が容易にできるようにした（図 1-14）。 

更なる教育改善の推進に向けた取組みとして、平成 32年の欧州獣医学教育認証機構によ

る分野別第三者評価の認証取得を目指して、欧州の獣医学先進国から獣医系大学の専任教

員を招聘して視察を受けた。視察後に提示された改善項目について、実習施設のバイオセ

キュリティー、病理解剖及び公衆衛生関連のハンズオン実習の実践（図 1-11）、参加型臨床

実習（図 1-12、図 1-13）の時間数及び内容の充実等、授業科目の改良・新設を進め、国際

水準の知識と技術を修得することができる獣医師養成カリキュラムへと改編した（図 1-8）。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

専門教育科目では、高度な知識及び技術を教授すると共に両大学での統一した厳正な学

生の成績評価を行った。学部開設当初（平成 24・25 年度）には、一部の授業科目において

授業方法等の違いによる学生の理解度に大学間での差異が認められたものの、年度が進む

に従って大学間での差異は小さくなった（図 2-1）。平成 26・27 年度の両大学間での学生の

成績分布はほぼ同様であったことから、メディア授業等の授業方式による影響はないと評

価している（図 2-1）。全ての学年で２年次から GPA が低下する傾向を認めており、更なる

GPA の低下がないよう、学生への担任教員等による助言指導を行っている（図 2-1）。 

学生による授業評価では、一部のメディア授業での臨場感や一体感の不足が指摘された

ことから、教員のFD研修を通じてICT技術を使った授業スキルの向上に努めている（図1-3、

図 1-4）。その結果として、授業への満足度は毎年上昇している（図 2-2）。 

獣医師国家試験に合格して獣医師となった卒業生のほぼ 100%が、獣医師として就職ある

いは獣医学研究科に進学していることから、学生及び関係者のニーズは十分に満たしてい

ると評価できる（表 2-4）。地域別では九州内の就職が最も多く、鹿児島には 10～30％程度

の卒業生が毎年就職しており、地域に貢献する獣医師人材の養成という観点から、地域ニ

ーズを十分に果たしていると考えられる（表 2-4）。 
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Ⅰ 人文社会科学研究科の教育目的と特徴 

１．基本方針 

(1)鹿児島大学の中期目標 本学では中期目標に【A2】「地域社会の諸問題の解決に向けて、幅広い観

点から取り組む人材を育成する」【A3】「知識社会を担う高度専門職業人や研究者等の育成をめざした

大学院教育の質を向上する」【A4】「グローバル化の進展に対応した、国際的に活躍できる人材を育成

する」（教育内容及び教育の成果等に関する目標 大学院課程）を掲げている。 

(2)人文社会研究科の教育研究上の目的 これをうけ、本研究科博士前期課程では「幅広く深い学識の

涵養を図り、研究能力に加え高度の専門的な職業を担う能力を有する人材を養成」することを、博士後

期課程では「研究者として自立して研究活動を行うに足りる研究能力及び高度の専門性が求められる社

会の多様な方面で活躍し得る高度の研究能力とその基礎となる豊かな学識を有した人材を養成」するこ

と（人文社会科学研究科規則第２条)を基本方針としている。 

２．達成しようとする基本的な成果 

上記の教育研究上の目的を達成するために、博士前期課程では特定領域の専門的知識を、博士後期

課程では広い領域の専門的知識をまとめ上げる能力を身に付けさせることを目指している。また、学

生は一般学生、社会人、留学生より構成され、後期課程では社会人が主となっている。これらを踏ま

え、各専攻では以下のような能力の養成を目指している（人文社会科学研究科規則第２条の２より）。 

３．個性・特色 

(1)プロジェクト研究による教育 教育方法として、プロジェクト研究を導入している。これは、地域

の具体的な課題を設定し、資料調査やフィールドワークを行うことにより、その解決方法を身に付け

させる、実践的教育方法である。特に後期課程では、学生募集の際にプロジェクト・テーマを公表し、

入学後はプロジェクト研究を中心として、人材育成を行っている。 

(2)奄美サテライト教室 離島に居住する人々に高度な専門教育の機会を提供すること及び離島の振

興や活性化をになう人材を養成することを目的として、奄美市と徳之島に奄美サテライト教室を開設

している。 

(3)他大学大学院と連携協力した教育 下関市立大学大学院と交流協定を結び、学生交流及び共同研究

の面で、国公立を超えた連携を推進している。 

［想定される関係者とその期待］ 

想定される関係者は、在学生、修了生、地域社会である。在学生は、高度専門的知識と共に、幅広

い知識を身に付けることを希望している。修了生は、幅広い教養及び専門的知識、コミュニケーショ

ン能力を重視している。地域社会は、政策立案などを担当する管理職者としての能力やコミュニケー

ション能力、幅広い教養を本研究科に期待している。また、離島は高度な専門的教育の機会の提供を

本研究科に期待している。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況

観点 教育実施体制 

(観点に係る状況)  

（1）教員組織、教育体制 

 研究科の目的を達成するために、博士前期課程４専攻及び博士後期課程１専攻の５専攻を設置し、

学生定員・現員数に照らし合わせて、以下のような教員配置を行っている（資料Ⅰ-１、資料Ⅰ-２）。 

資料Ⅰ-１ 各課程・専攻の組織及び教員現員数（平成28年３月１日現在）（単位：人） 

課程 専攻 教 授 准教授 講 師 助 教 現 員 

博士前期課程 

法学専攻 5 8 0 0 13 

経済社会システム専攻 15 11※1 0 0 26 

人間環境文化論専攻 8 9※2 0 0 17 

国際総合文化論専攻 17 7 0 0 24 

臨床心理学専攻※  

博士後期課程 地域政策科学専攻（全て学内兼務） (23) (7※3) (0) (0) (30) 

合 計 45 35 0 0 80 

          ※臨床心理学専攻は、平成 19 年度に専門職大学院臨床心理学研究科へ移行。 

※１：学術情報基盤センター教員１名を含む。 

※２：国際島嶼教育研究センター教員１名、埋蔵文化財調査センター教員１名を含む。 

※３：国際島嶼教育研究センター教員１名を含む。 

資料Ⅰ-２ 各専攻の学生定員及び現員数（平成 28年３月１日現在）（単位：人） 

専攻 定員 
学 年 現 員 

合計（一般、社会人、留学生）
１年次 ２年次 ３年次

法学専攻 5 3 9  12 (8, 2, 2) 
経済社会システム専攻 10 12 10  22 (8, 5, 9) 
人間環境文化論 5 5 8  13 (7, 0, 6) 
国際総合文化論 8 4 12  16 (8, 5, 3) 
地域政策科学専攻 

6 

4 7 8 19 (3, 9, 7) 

地域政策コース 0 2 5  7 (1, 6, 0) 

文化政策コース 3 3 2  8 (2, 1, 5) 
島嶼政策コース 1 2 1  4 (0, 2, 2) 

合計 34 28 46 8 82 (34, 21, 27) 

（2）多様な教員 

 法学専攻に、県庁より派遣された実務家教員が配され、経済社会システム専攻には、中

国人民大学より派遣された教員及び中国籍の教員１名、韓国籍の教員１名が配置され、国

際総合文化論専攻では外国人教員が２名（イギリス、オーストリア）語学教育に当たって

おり、多様性が確保され、学生に対しての現実社会の実務的状況やグローバルな観点の育

成に役立っている。 

（3）入学者選抜方法 

 それぞれの専攻ごと、その養成する人材像に基づき制度設計されており、一般選抜（第

Ⅰ期入試、第Ⅱ期入試）、社会人特別選抜、外国人留学生特別選抜の他に、外国人留学生

特別選抜（指定校推薦入試（10 月入学））が行われている。特に法学専攻においては、

社会人特別選抜を専門職業人養成コースと実践教養コースに分割し、前者で、高度な専門

的知識と総合的判断能力を持つ職業人を目指す社会人を選抜し、後者で、十分な社会経験

に基づく実践的な研究を行う社会人を選抜している。以上のように、本研究科においては、
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多様な学生の確保に努めている。 

（4）教員の教育力向上のための体制 

 FD 委員会を中心に盛んな FD 活動を展開しており、学生による授業評価アンケート調査、

TA アンケート調査が行われ、学生の声を反映し、教員相互の評価を踏まえた教育力の向

上システムが取られている。 

（5）教育プログラムの質保証・質向上のための工夫 

 上記の FD 活動のほか、奄美サテライト教室運営については、平成 24 年度学部長諮問委

員会（奄美サテライト教室の利用に関する検討委員会）、平成 27 年度学部長諮問委員会

（奄美サテライト教室利用促進検討諮問委員会）を設置し、種々の工夫が行われており、優

れた成果が上がっている。 

(水準)期待される水準にある。 

(判断理由)学生定員及び現員数は資料Ⅰ-２に示す通りである。また、教員組織編成や教育体制、多様

な教員の確保、入学者選抜方法、教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制、教育プログラ

ムの質保証・質向上のための工夫の点でも優れた成果を上げている。 
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観点 教育内容・方法 
(観点に係る状況) 

（１）体系的な教育課程の編成状況 

 人文社会科学研究科では、体系的な教育課程の編成のために、研究科、専攻としての教育目標、カ

リキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーを制定し、カリキュラム編成、大学院生教育の基準と

している。 

資料Ⅰ-３ 人文社会科学研究科及び法学専攻の「教育の目標及び方針」 （研究科ホームページ）
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1）博士前期課程 ４専攻ともに、特定領域の専門の知識を身に付けさせるために、自専攻の授業科目

を 22単位以上修得することとしているほか、それぞれの専攻において、独自の履修規定を設定し、専

攻に相応しい教育システムを構築している。人間環境文化論専攻、国際総合文化論専攻では、演習を

８単位以上修得することを修了要件とし、経済社会システム専攻では、演習を８単位以上修得するこ

とが望ましいとしている。 
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資料Ⅰ-４ 課程修了に必要な単位（前期課程） 

2)博士後期課程 博士後期課程では、設置の目的に合わせて、地域総合政策論２単位（地域政策コー

ス）、文化総合政策論２単位（文化政策コース）、島嶼総合政策論２単位（島嶼政策コース）、プロジェ

クト研究４単位、特別研究（学位論文指導のための授業科目）２単位を必修としている（資料Ⅰ-５）。 

資料Ⅰ-５ 課程修了に必要な単位（後期課程） 

3)社会人、留学生に配慮したカリキュラム 博士前期課程・後期課程とも、社会人や留学生を積極的

に受け入れている（資料Ⅰ-７）。社会人学生に対しては、大学院設置基準第 14条を適用して、博士前

期課程では昼夜開講制を、博士後期課程では夜間主開講制をとっている。また、各専攻においては、

社会人、外国人留学生への履修上の特別措置が準備され、スムーズな修学が行われるよう配慮されて

いる。 

資料Ⅰ-６ 社会人、外国人留学生への履修上の特別措置 
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資料Ⅰ-７ 社会人及び外国人留学生の入学者の状況 

（2）社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

1)奄美サテライト教室 離島に居住する人々に高度専門教育の機会を提供することを目的として、奄美

市に奄美サテライト教室、徳之島町に奄美サテライト教室徳之島分室を開設している。授業形態は、本

研究科教員が奄美市、徳之島町へ赴いて講義を行い、単位を認定する形態を取っている。なお、奄美市

サテライト教室、徳之島分室、鹿児島大学の３者の間にインターネットを介して同時中継で授業ができ

る遠隔システムを導入し、これを利用した授業も開講している。 

2)資格の取得を重視したカリキュラム 博士前期課程では、専門的な資格取得を希望する学生の期待

に対応して、税理士試験受験科目が一部免除になる制度の導入や、中学校・高等学校教員専修免許の

取得を重視したカリキュラム編成を行っている。 

3)短期履修・長期履修の制度 博士前期課程では、優れた業績を上げた者に対して、在学期間１年以

上で修了できる短期履修制度を設けている。また、社会人が仕事を続けながら修学できるように、前

期課程・後期課程とも、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修すること

のできる長期履修制度を設けている。 

4)科目等履修生・研究生の受入 学生・社会の多様なニーズに応えるため、科目等履修生・研究生を

積極的に受け入れている（資料Ⅰ-８）。 

資料Ⅰ-８ 科目等履修生・研究生の受入（単位：科目・人）

（3）国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

1)外国人学部留学生特別選抜（指定校推薦入試（10 月入学）） 

 本研究科においては、平成 25 年度入試より、現地（上海）で入試を行う外国人留学生

特別選抜（指定校推薦入試（10 月入学））を開始した。平成 25 年度入試においては、中

国の湘潭大学、長江師範学院、山東師範大学を対象とし、平成 27 年度入試からは、中国

の華東政法大学が加わっている。諸外国においては９月入学の制度が行われているところ

が多く、外国人留学生にとって、本国の大学、大学院から空白を開けることなく、連続し

て大学院教育を受けることが可能になる制度となっている。 

資料Ⅰ-９ 外国人留学生特別選抜指定校推薦入試（10月入学）合格者数一覧表 （人）
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（4）養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

1)複数指導体制 博士前期課程では、充実した研究指導体制を構築することを目的として、経済システ

ム専攻が、指導教員、副指導教員の複数指導体制、人間環境文化論専攻、国際総合文化論専攻が、指導

教員、協力教員の複数指導体制をとっている。博士後期課程では学生に「既存の学問の枠組みを超えた

広い視野から判断する能力を身に付けさせる」（「Ⅰ人文社会科学研究科の教育目的と特徴」参照）た

めに、正副指導教員による複数教員指導体制をとっている。 

2)TA 制度の活用 博士前期課程・後期課程とも、学生を TAとして採用し（資料Ⅰ-10）、実践的な指

導補助の場で能力を身に付けさせる工夫を行っている。 

資料Ⅰ-10 平成27年度学部開設科目のTA採用状況（単位：人）

3)プロジェクト研究による学習指導 博士後期課程では、学生募集の際にプロジェクト・テーマを公表

し、入学後２年間、プロジェクト研究を行うことにより、管理運営能力を身に付けさせる工夫を行って

いる。プロジェクト研究の成果は、毎年、奄美市サテライト教室とも遠隔システムで結び、一般市民が

参加する報告会において公開し、意見交換を行っている（資料Ⅰ-11）。 

             資料Ⅰ-11 博士後期課程のプロジェクト研究報告会 

4)学位論文作成のプロセスの明確化 博士後期課程では年２回、学位論文の審査を行っている。審査

に当たっては、まず、予備審査を行い、それにパスした者が６ヶ月後に学位論文を提出する制度を導

入し、学生が計画的に学位論文を作成することができるようにしている。 

5)下関市立大学大学院と連携した学生指導 下関市立大学大学院経済学研究科と学術交流協定を結び、

連携した学生指導を行っている。連携の内容は、①学生が相互に相手大学院の授業や実習・研修に参加

し、教育内容の幅を広げる、②地域性を生かしたテーマで共同研究を行う等である。 
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資料Ⅰ-14 学会発表に対する支援件数

資料Ⅰ-12 鹿児島大学大学院人文社会科学研究科組織図

（5）学生の主体的な学習を促すための取組 

1)紀要の発行による発表の場の確保 博士後期課程では、学位論文予備審査の際に１本以上の印刷論文、

または１万字程度の予備論文の提出を義務づけている。それに対応して、学生の論文発表の場を確保す

るために、レフェリー付の紀要『地域政策科学研究』を年１回発行している（資料Ⅲ－５）。 

資料Ⅰ-13 『地域政策科学研究』への学生の論文発表件数

2)学生の学会発表の支援 博士前期課程・後期課程とも、授業以外に学生の学会での発表を奨励し、学

生のモチベーションを高める努力をしている。それを支援するために、学生の全国学会での発表に対し

て、必要な経費の一部を学部後援会から援助する制度を設けている（資料Ⅰ-14）。 
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(水準)期待される水準を上回る。

(判断理由)人文社会科学研究科は、教育目標、カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーを制定

し、カリキュラム編成、大学院生教育の基準としており、体系的な教育課程の編成を行っている。社会

のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫という点では、地域の要望に応えて、奄美サテライ

ト教室を設置し、離島における教育の振興に努めており、長期履修制度など、社会人を積極的に受け入

れるための制度整備に努めている。国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫の点では、外国人

留学生特別選抜（指定校推薦入試（10月入学））を実施し、外国人留学生にとって、本国の大学、大

学院から空白を開けることなく、連続して大学院教育を受けることが可能になる制度を整備している。

養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫の点では、複数指導教員体制の整備、TA制

度の活用、プロジェクト研究による実践的な学習指導を行っており、学生の主体的な学習を促すための

取組として、学生の学会発表の支援のために、必要な経費の一部を学部後援会から援助する制度を設け

ている。以上のように、社会が望む人材を育成するための工夫や、学生の修学に対する援助を行い、社

会や学生の期待に応えている。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況

観点 学業の成果
(観点に係る状況)  

（1）履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

1)学位の授与 研究科及び各専攻では、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を制定して、授業成

績と学位論文の内容により、合格と判定した者に学位を与えている。 (資料Ⅱ－１)。 

資料Ⅱ－１ 研究科の学位授与方針（平成 27 年度『修学の手引き』より） 

 博士前期課程では、「修士論文要旨集」を刊行し、修士論文の概要を公表している（資料Ⅱ－３）。

博士後期課程では学位（博士）論文の概要と審査結果を、研究紀要『地域政策科学研究』に掲載して

公表している(資料Ⅱ－４)。 

資料Ⅱ-２ 平成 22～27 年度学位取得者数 

資料Ⅱ－３ 修士論文要旨集（平成 27年度） 資料Ⅱ－４『地域政策科学研究』第 4号 
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2)学位論文の成果 博士後期課程では、地域の社会的、文化的問題を解決する能力の養成を目指して

いる。以下の学位論文はその成果である。 

資料Ⅱ-５ 博士論文リスト（平成 22-27 年度）

3)プロジェクト研究の達成度 博士後期課程では、毎年、一般公開のプロジェクト研究報告会を開催

して、学生が身に付けた能力について評価を行っている（資料Ⅱ-６、７）。 

資料Ⅱ-６ プロジェクト研究報告集 12号表紙    資料Ⅱ-７ プロジェクト研究報告会 
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(2)資格取得状況、学生が受けた様々な賞の状況から判断される学習成果の状況 

1)学生が受けた表彰の状況 成績優秀な学生を表彰する制度として、18 年度から「法文学部同窓会表

彰」制度を設け、学業や課外活動等に関して特に顕著な成績を残した個人及び団体を表彰している。

平成 25 年度(第７回)には、博士後期課程の亀田晃一さんが受賞している。その他、以下のような事例

があり、本研究科での学習が、優れた学習成果に結びついていることがわかる。 

資料Ⅱ-８ 大学院生の受賞リスト

（3）学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査 

1) 授業評価アンケート 本研究科では、FD 活動の一環として毎年、授業評価アンケートを実施し

ている。平成 25年度 FD活動報告書によれば、本研究科の授業についての「総合的評価」、「学

力や興味の向上」に対する大学院生の評価は極めて高いものとなっている。 

資料Ⅱ-９ 授業評価アンケート 平成 25 年度 
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(水準)期待される水準にある。 

(判断理由)履修・修了状況から判断される学習成果の状況については、本研究科は、学位授与方針を

制定して学位を与え、博士前期課程では、「修士論文要旨集」を刊行し、博士後期課程では学位（博

士）論文の概要と審査結果を、研究紀要『地域政策科学研究』に掲載して公表し、学習成果を明確に

している。また、博士後期課程では、毎年、一般公開のプロジェクト研究報告会を開催して、学生が

身に付けた能力について評価を行っている。資格取得状況、学生が受けた様々な賞の状況から判断さ

れる学習成果の状況については、顕著な業績を上げた大学院生が各種の賞を受賞しており、学習成果

が公的に認められたことを示している。学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調

査については、授業評価アンケートから、本研究科の授業について「総合的評価」「学力や興味の向

上」に対する大学院生の評価は極めて高いものとなっていることがわかる。 
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観点 進路・就職の状況
(観点に係る状況)  

（1）進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の状況 

 本研究科の進路、就職状況は以下の通りであり、本研究科の目的である「地域における高度専門職

業人の養成」という目的に合致した就職状況と認められる。 

資料Ⅱ-10 大学院就職状況 平成 22-27 年度

 博士学位取得者の研究職への就職状況は以下の通りであり、博士後期課程の人材養成の目的にかな

った成果を上げていると判断される。 

資料Ⅱ-11 博士学位取得者（研究職就職）一覧 平成 22-27 年度

取得年度 番号 学位 氏名 研究職 

平成22年度 人社研第 14 号 学術 徳永龍子 鹿児島純心女子大学教授 

平成22年度 人社研第 15 号 学術 植村秀人 南九州大学専任講師 

平成22年度 人社研第 17 号 学術 プルナマワティ 鹿児島大学大崎活性化センター研究員 

平成23年度 人社研第 19 号 学術 韓霖 山東農業大学外国語学院教員 

平成24年度 人社研第 21 号 学術 吉井千周 都城工業高等専門学校准教授 

平成25年度 人社研第 22 号 学術 真邉彩 鹿児島県立埋蔵文化財センター文化財研究員 

平成27年度 人社研第 26 号 学術 熊華磊 鹿児島大学大学院人文社会科学研究科地域政

策科学専攻特任助教 

平成27年度 人社研第 31 号 学術 町泰樹 鹿児島工業高等専門学校講師 
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（2）在学中の学業の成果に関する卒業・修了生及び進路先・就職先等の関係者への意見聴取等の結果 

 平成 26 年度に行われた本研究科修了生に対するアンケート調査（2014.４）からは、「本研究科で

学んだことが、進路・就職の決定に役立ったか」「本研究科を修了してよかったか」に対して、肯定

的評価がそれぞれ 82 パーセント、100 パーセントという高い数値を示しており、また、後者の理由に

ついて、「当初は別の進路希望だったが教授の研究を手伝ううちに本当にやりたい仕事を見つけられ

た。その分野に興味を持ちその分野に就職できたから」「恩師と呼べる先生に出会えたため」「留学

生ですので、研究科での学習を通じて、専門的な知識、日本社会のことも幅広く経験することができ

た」等の記述も見られ、教育の成果が十分にあったと認識されていることがわかる。 

資料Ⅱ-12 鹿児島大学大学院人文社会科学研究科修了生アンケート調査

(水準)期待される水準を上回る。 

(判断理由)進路・就職状況から判断される在学中の学業の成果の状況については、本研究科の修了生

の進路・就職先が鹿児島県内及び九州・沖縄の公務員、教員、有力企業などとなっている点から、本

研究科の目的である「地域における高度専門職業人の養成」という目的に合致したものであると認め

られる。また、博士学位取得者の研究職への就職状況からは、本研究科が博士後期課程の人材養成の

目的にかなった成果を上げていると判断される。さらに、修了生に対するアンケート調査からは、本

研究科における教育が、大学院生の要望に十分かなったものであることがわかる。 
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Ⅲ 質の向上度の分析 

（1）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 第１期と比較した場合、教育実施体制の点では、入学者選抜方法において、法学専攻においては、

社会人特別選抜を専門職業人養成コースと実践教養コースに分割し、多様な学生の確保に努めている

点が大きく質の向上した点である。教育内容・方法の点では、国際通用性のある教育課程の編成・実

施上の工夫において、外国人留学生特別選抜（指定校推薦入試（10 月入学））を実施し、外国人留学

生にとって、本国の大学、大学院から空白を開けることなく、連続して大学院教育を受けることが可

能になる制度をとった点、また、養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫において、

経済システム専攻が、指導教員、副指導教員の複数指導体制、人間環境文化論専攻、国際総合文化論

専攻が、指導教員、協力教員の複数指導体制をとった点が、大きく質の向上した点である。以上は、

重要な質の変化があったことを示している。 

（2）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 該当なし。 
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Ⅰ 教育学研究科の教育目的と特徴 

１ 教育目的

 本研究科は、学部卒業生や現職教員を対象に、広い視野に立った精深な学術を修め、教

育の諸分野に関する高度の専門的学識を養い、現代の複雑な教育諸課題に的確に対応でき

る人材を育成することを目的としている。大学憲章では、幅広い教養教育と高度な専門教

育を行うとともに、地域の特性を活かした進取の気風を養うと定めていることに合致する。

２ 教育の特徴

 前述の教育目的を達成するために、次のような点が教育の特徴としてあげられる。

 １）県教育委員会との連携のもと、現職の小中高特別支援学校の教員を一定数受け入れ

るとともに、夜間・休日にも開講して、現職教員や社会人の履修の便宜を図っている。

 ２）現職教員や短期大学、高等専門学校等を卒業した入学希望者に対する多様な形態の

入試方法を実施している。

 ３）教育課程の編成については、特に教職への意欲を高め専門性を育成する目的で、研

究科共通科目として「教職特論」等の実践的科目を開設している。また、専修免許取得や

複数免許取得のために、各専修における開設科目数の充実を図っている。

 ４）大学院生から TA を採用して学部教育で活用し、大学院生の教育力向上を図っている。

 ５）学生のプレゼンテーション能力を高めるために、各専修独自の取り組み（学会発表

や修士論文発表会等）を行っている。

３ 組織の特徴

 本研究科は、平成 21年４月、これまでの「学校教育専攻」と「教科教育専攻」の２専攻

から「教育実践総合専攻」の１専攻に改組された。すなわち、教科や学問分野に細分化さ

れたコース・専修を融合し、より広範な単位である学修コースを設置することによって現

実の課題に即した総合的な講義や研究方法の指導が可能となり、視野の広い高度の専門知

識・技能を背景に広く教育分野において優れた指導力を有する高度専門職業人の養成を図

ることとしている。

［想定する関係者とその期待］

 教育学研究科は、在学生、修了生、学校現場、教育行政（教育委員会等）から多様に期

待されている。

 ①在学生、現職教員を中心とした在学生や修了生は、「実践的な指導力を身につけること」

や「系統的な校内研修の企画・立案の能力の向上」を期待している。

 ②学校現場や教育行政（教育委員会等）からは、「高度な教科指導力を身につけた教員の

養成」、「学習指導や生徒指導などにおける力量形成や資質の向上」、「学校経営や学級経営

に関する力量形成」を期待されている。
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

１ 本研究科は、平成 21年度から、それまでの「学校教育専攻」と「教科教育専攻」の２

専攻から「教育実践総合専攻」の１専攻に改組され、今日に至っている。「教育実践総合

専攻」は、「学校臨床系」、「人間発達系」、「生活・健康系」、「言語・社会系」、「理数・環

境系」、「芸術・スポーツ系」の６つの「学修コース」から構成されている。各々の詳細

は、表Ⅰ-１の通りである。 

２ 研究科の教育を担当する教員数は、平成 27年５月１日時点において、研究指導教員 43

名、研究指導補助教員 41名の合計 84 名であり、すべてが教育学部の専任教員である。（表

Ⅰ-２を参照）。 

３ 研究科の１学年の学生定員は 38 名であり、各年度の入学者数の詳細は表 I-３の通りで

ある。なお、入学者には、現職教員や留学生も含まれている。 

４ 学部、研究科を通して共同で利用できる組織として、附属教育実践総合センターを有

している。平成 19年度からは、鹿児島県教育委員会からの派遣教員４名を加えて、教員

養成、教員研修の２研究部門を増設し、専任教員 10 名と事務補佐員１名の体制に発展し

ている。附属教育実践総合センターは、研究活動とともに、学部、研究科のカリキュラ

ム開発及び各種教育相談を担当している。 

表 I-１ 教育学研究科・教育実践総合専攻の構成 （平成 27 年度の場合）

専攻 学修コース 専 門 領 域

教育
実践
総合
専攻

学校臨床系 教育課程・方法学、学校経営、教育心理学、発達心理学

人間発達系
教育哲学、日本教育史、西洋教育史、社会教育、教育心理学、
発達心理学、障害児教育、障害児心理、障害児保健

生活・健康系
家庭科教育、食物学、被服学、保育学、生活経営学、
健康教育、健康運動

言語・社会学系
国語科教育、国語学、国文学、漢文学、
社会科教育、歴史学、地理学、倫理学、法律学、経営学、
英語科教育、英語学、英米文学

理数・環境系
数学科教育、代数学、幾何学、解析学、
理科教育、物理学、化学、生物学、地学
技術科教育、電気、機械、木材加工、栽培

芸術・スポーツ系
音楽科教育、器楽＜ピアノ＞、声楽、作曲、音楽学、
美術科教育、絵画、彫刻、デザイン、工芸、美術理論・美術史
保健体育科教育、体育学、運動学、学校保健

表 I-２ 教員の配置表 （平成 27年５月１日現在） 

学修コース 研究指導教員 研究指導補助教員 計 

学校臨床系 ３ ３ ６

人間発達系 ６ ５ 11

生活・健康系 ７ ４ 11
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言語・社会系 ８ 14 22

理数・環境系 ８ ９ 17

芸術・スポーツ系 11 ６ 17

計 43 41 84

表Ⅰ-３ 教育学研究科入学者状況

年度 募集人員 受験者数 合格者数 入学者数 過不足数 充足率（％）

22 38 47 42 38 ０ 100.0

23 38 51 45 41 ３ 107.9

24 38 48 41 37 －１ 97.4

25 38 40 38 36 －２ 94.7

26 38 43 41 37 －１ 97.4

27 38 45 41 35 －３ 92.1

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

①平成 22年度以降の入学定員の充足率は、各年度とも 90％以上であり、高度な専門性

を有する教員の養成ならびに教育に関する専門的素養を有する人材の育成という社

会からの要請に十分に応えてきている。 

②附属教育実践総合センターの部門の整備や専任教員の増員によって、学校現場にお

ける今日的課題にも対応し得る体制を整備、充実してきている。 

観点 教育内容・教育方法 

（観点に係る状況）

Ａ．教育内容・教育方法の改善に関する取り組み

１ 教育職員免許法に対応した教員組織及び授業科目を確保するとともに、今日の学校教

員および様々な教育の分野で活動する高度専門職業人に求められる、広くかつ深い教養

を育成するための教育課程を編成している。 

２ 教育課程は具体的には、研究科共通科目、学修コース共通科目、学修コース専門科目、

自由選択科目、課題研究等から編成されており、教科や学問分野に細分化されたコース・

専修を融合し、地域や現実の課題に即した総合的な講義や研究方法の指導を行っている。

そのことで、視野の広い教員等の人材を育成するなど、広くかつ精深な学修という目的

に対応している。 

３ さらに、教職への意欲を高め専門性を育成することを目的として、研究科共通科目（「教

職特論」等の実践的科目）を開講している。また、全学横断的教育プログラムが創設さ

れ、共通科目(外国語コミュニケーション教育コース)、特別コース（５つのコースのう

ち、島嶼学教育コース・環境学教育コース・食と健康教育コース）において科目開設を
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行っている。さらに、国際プロフェッショナル養成プログラムとして、「海外教育研修」

を開講している(修了要件外科目として単位認定を行う)。 

４ 大学院において、現職教員をはじめとする社会人に対して、６限目（19 時～20 時 30

分）の時間帯を中心にした夜間及び土曜日の開講や夏季・冬季休業期間を利用した集中

講義を開講し、社会人に配慮したカリキュラムを編成している。 

５ 大学院設置以来、定員充足は安定してなされてきたが、現職教員の受入れ、夜間開講、

小学校教員免許取得プログラム(長期在学履修)の開設などの取り組みを進めてきた。そ

の一方で平成 29 年度「教職大学院」の新設に伴い、新たなカリキュラムの編成や定員確

保に関わる課題をかかえることになった。それらについては、開設のための委員会設置

や大学と教育委員会との連携協定を結ぶことなどにより、解決する見通しがつきつつあ

るが、既存の研究科のあり方については、改めて早急に検討する必要がある。 

（１）研究科共通科目： 「教職特論」「教育マネジメント特論」「教育実践開発特論」 

の３科目６単位必修。 

（２）学修コース共通科目： 学修コースごとに開設される共通科目を２科目４単位選

択必修。 

（３）学修コース専門科目： 学修コースごとに開設される専門科目を５科目 10 単位選

択必修。 

（４）自由選択科目： 教育学研究科の開設授業科目から３科目６単位選択必修。 

（５）課題研究： 修士論文作成と深く関わる科目で、１科目、２単位を通年で履修す

る。課題研究Ⅰは１年次、課題研究Ⅱは２年次に開講される。２科目４単位必修。 

Ｂ．授業形態の組合せと学習指導法の工夫

１ 大多数の科目では表Ⅰ-４に示したように、10人以下の少人数教育が行われており、少

人数教育を生かした授業が実施されている。また、授業としては、演習形式による授業

を中心に、ディスカッションやグループワーク、プレゼンテーションなどのアクティブ・

ラーニングが行われている。 

表Ⅰ-４ 開設科目の受講者数別科目数 

年度 

（平成） 

受講者数（人） 
 合計 

１～５ 6～10 11～15 16～ 

22
前期 88 27 ３ ２ 120 

後期 74 13 ３ １ 91 

23
前期 85 22 ３ ２ 112 

後期 84 12 １ １ 102 

24
前期 82 15 ３ ２ 88 

後期 71 16 ０ １ 113 
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25
前期 84 25 ２ ２ 101 

後期 84 14 ２ １ 109 

26
前期 84 22 ０ ３ 128 

後期 72 14 ２ １ 89 

27
前期 77 25 ２ ２ 106 

後期 67 17 １ １ 86 

２ 大学院生から毎年 30 名以上の TA を採用し学部教育で活用することにより、学部生の

学習上の効果を上げるとともに、大学院生の教育力向上を図っている（表Ⅰ-６を参照）。 

表Ⅰ-６ TA 採用状況 

年度 

（平成） 
共通教育 専門教育 

22
前期 12 13 

後期 ０ 23 

23
前期 11 16 

後期 ０ 31 

24
前期 13 13 

後期 ０ 29 

25
前期 13 12 

後期 ０ 22 

26
前期 11 12 

後期 ０ 29 

27
前期 11 17 

後期 ０ 28 

Ｃ．主体的な学習を促す取り組み

１ 大学院生室の利用時間延長や、附属教育実践総合センターの多目的室や学習室などの

コモンスペース提供などにより、大学院生の主体的な学習・研究活動を支援している。 

２ 大学院生には、学会における研究発表や競技大会・演奏会・展覧会などへの出場・出

品を促すことにより、学習・研究活動への動機付けを高めることに寄与している（表Ⅰ-

７を参照）。 

３ すべての大学院生を対象に、教職への意欲を高め、専門性を育成するために、「教職特

論Ⅰ」及び「教職特論演習Ⅰ」などの実践的科目を開講している。これらの科目では、

学校で生じる各種の実践的課題を取りあげ、事例研究を行うことにより、自主的な課題

探究型の学習を促している。 

４ いちき串木野市との連携事業である「いちき串木野市青松塾」に毎年、学生・大学院



鹿児島大学教育学研究科 分析項目Ⅰ 

－11-7－

生を派遣し、学生参加による児童生徒の放課後活動（学習と野外活動など）の推進を行

っている。これらの事業は、継続して行われており、学生の研究・学習活動への動機付

けを高めるのに大きな効果を上げている。 

５ 電子シラバスに「授業外学習（予習・復習）」を記載し、学生が自主的に授業外で学習・

研究活動を行うための支援を行っている。 

表Ⅰ-７ （Ａ）国内学会での研究発表の件数、および（Ｂ）研究発表・運動競技・音楽演奏・ 

美術出展の入賞件数   ＊93 名中 49 名の教員からの回答のみ 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

（Ａ） ５ 11 ９ 13 15 14 

（Ｂ）  ２ ２ １ ８ 16 

（注）H22 は、「平成 22 年度」を意味する。他も同様。 

Ｄ．教育内容・教育方法の改善に取り組む体制の整備、充実

１ 本研究科では、教育内容の改善について、研究科運営委員会が中心になって、表Ⅰ-８
に示されるような様々な取り組みを行っており、一定程度の効果をあげてきている。

表Ｉ-８ 取組の事例とその成果

教育内容の 

改善への取組 
具体の方策 取り組みの背景 期待される効果 根拠資料 

１）①「小学校

教員免許取得コ

ース」院生の履

修の充実 

②全学開講科目

への授業提供、

③院生研究室の

拡充 

（平成 24 年度）

①平成 23 年度から始まった「小学校教員

免許取得コース」の院生に対する履修指

導の方針を定めるとともに、実施上の問

題点の改善を図った。 

②全学に開講された「島嶼学教育コース」

に加え、「環境学教育コース」と「食と

健康教育コース」の３コースすべてに教

育学研究科教員が授業提供を行った。 

③教育学研究科内の院生研究室を整備し

た。 

①「小学校教員免

許取得コース」

院生の履修上の

問題点の改善 

②全学開講科目の

整備 

③院生室の整備 

①「小学校教員免

許取得コース」

院生の円滑な授

業履修 

②全学開講科目の

充実 

③院生の学習・研

究環境の改善・

充実 

「平成 24

年度・鹿児

島大学組織

評 価 報 告

書」 

２）①海外研修

科目の単位化 

②長期在学履修

生に対する「標

準単位数」の策

定 

（平成 25 年度）

①北米教育センターが提供している「国際

プロフェッショナル養成プログラム」を

単位化し、１名の単位認定が行われた。

②長期在学履修生に対する「標準単位数」

を策定した。このことによって、授業料

免除制度（鹿児島大学大学院メディポリ

ス教育振興基金等）への申請にあたり、

履修単位目標を持たせるなどの教育環

境が整備された。 

①海外研修科目の

整備 

②長期在学履修生

への経済的支援

①海外経験の促進

②長期在学履修生

の経済的負担の

軽減 

「平成 24

年度・鹿児

島大学組織

評 価 報 告

書」 

３)教育目標、学

位論文に関する

評価基準、３ポ

リシーの改善 

（平成 26 年度）

教育目標、学位論文に関する評価基準に

加え、アドミッション・ポリシー、カリ

キュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリ

シーを整備、改善した。 

教育目標、学位

論文に関する評

価基準、３ポリ

シーの整備、改

善 

教育目標、学位

論文に関する評

価基準、３ポリ

シーの明確化 

「平成 26

年度部局

等年度計

画ワーク

シート」

（教育学

部） 
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４）学位論文（修

士論文）の審査

基準の明確化 

（平成 27 年度）

学位論文（修士論文）に関する審査基準

の明確化を図った。 

学位論文（修士

論文）に関する

審 査 基 準 の 整

備、充実 

学位論文（修士

論文）に関する

審査基準の明確

化 

「平成 27

年度部局

等年度計

画ワーク

シート」

（教育学

部） 

２ 教育方法の改善を進める本研究科の責任組織は、学部と同様に、教育改善委員会であ

る。教育改善委員会による各年度の主な改善の取り組みは、１）「教育改善のための意識

調査（アンケート）」の実施、２）FD シンポジウムの開催、である。 

１）「教育改善のための意識調査」は、毎年、教育学研究科の全院生を対象に実施されてい

る。例えば、平成 26 年度の意識調査の項目は下記の通りである。 

  Ⅰ 諸科目の授業に対する意識調査（自由記述） 

   ①研究科共通科目、コース共通科目等の授業 

   ②学修コース専門科目等の授業 

   ③研究・学習環境について、満足している点や改善してほしい点及びその理由 

  Ⅱ 今後の研究の方向性（選択肢および自由記述） 

   ①修士論文発表、中間発表について 

   ②論文執筆について 

   ③学会所属について 

   ④その他の要望、意見 

教育改善委員会は、意識調査を集計、分析するとともに、その結果を「教育改善委員会

活動報告書」として刊行し、学生・教員にフィードバックしている。意識調査において、

院生から示された授業内容や学習・研究環境に関する改善意見をもとに、関係する委員

会や各教員が、学習・研究環境や授業内容の改善に取り組んでいる。例えば、計３室に

も及ぶ大幅な院生室の整備・拡充は、学習・研究環境の改善に関する好例である。 

２）毎年、大学院の教育や学習・研究環境等について、院生と教員とが語り合う場が設け

られている。こうした語り合う場は、平成 22、23 年度には「座談会」として開催されて

いたが、平成 24 年度からは、「FD シンポジウム」として開催されるようになった。さら

に、平成 25年度からは、学部と合同開催という形で「FDシンポジウム」に発展している。

現在、この「FD シンポジウム」は、学生主体の形で企画・運営されている。「FD シンポ

ジウム」において提出された院生の意見は、学部生の意見とともに、「教育改善委員会活

動報告書」として年度末に刊行され、院生や教員にフィードバックされている。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

①学生や社会の要請に応えることのできる、高度な資質を持った教員養成を目的とし

て、教育職員免許法に対応して専修免許状を授与することができる教育課程を編成し、

実施している。 
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 ②学校現場や地域、教育行政等と連携しながら、社会的なニーズに応えることのでき

る実践的な科目を実施している。 

 ③様々なキャリアの入学希望者の要請に応えることができるように、多様な教育課程

を編成している。 

④中期目標に即して、学生のプレゼンテーション能力を高め、主体的な学習を促進す

るための取組が、授業や研究発表などへの機会に生かされている。 

⑤主体的な学習を促し、課題意識や学習内容への関心を高めるための工夫がなされて

いる。 

⑥大学院生室の利用時間を延長することなどにより、学習環境が整備されている。 

⑦毎年、「教育改善のための意識調査（アンケート）」を実施するとともに、「FD シンポ

ジウム」を開催するなど、継続的な授業改善、学習・研究環境の改善に取り組んでい

る。また、これらの機会を通じて得た院生の意見をもとに、授業内容や学習・研究環

境の改善が図られている。 

【根拠資料】 

・鹿児島大学教育学部教育改善委員会編、「鹿児島大学教育学部・鹿児島大学大学院教育学

研究科教育改善委員会活動報告書」（平成 22～27 年度）． 

・「鹿児島大学組織評価報告書」（教育学部、教育学研究科）（平成 23～25 年度）． 

・「平成 26、27 年度部局等年度計画ワークシート」（教育学部）． 

・「平成 27年度 鹿児島大学大学院教育学研究科（修士課程）学生募集要項」． 

・「鹿児島大学大学院教育学研究科 履修案内」（平成 22～27 年度）． 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

１ 修了生の専修免許状取得は、表Ⅱ-１の通りである。 

表Ⅱ-１ 専修免許取得状況（大学からの一括申請のみ） 

＊（ ）は内数で留学生数 

２ 教育改善委員会が、「教育改善のためのアンケート」を継続的に行っている。調査内容

は、授業や研究・学習環境について、満足している点と改善してほしい点を自由記述する

ものである。平成 24 年度教育改善のためのアンケートでは、90％以上の大学院生が、授業

及び研究・学習環境に対して満足している点をあげている（表Ⅱ-2 を参照）。一方、改善し

てほしい点には、研究・学習環境について改善の要望があった。これを受けて、大学院生

室の利用時間を延長するなどの対応がなされた（平成 26 年度教育改善委員会活動報告書）。

その他にも、「教育学部・教育学研究科合同 FD シンポジウム」を実施し、その結果を授業

及び研究・学習環境の改善に反映させている。 

表Ⅱ-２ 授業及び研究・学習環境に対して満足している点の回答例 

  回答例 

授業 

受講生のニーズに合わせて授業の内容を組んでもらえた。 

専門分野の視点から教育観などの色々な意見が聞けて勉強になる。 

現職の先生方と様々な意見交換ができる。 

学生間での議論を活発に行うことができ、情報の交流も行える。 

グループワークの内容が専門的であるので、知識が深まる。 

少人数での丁寧な指導。 

他分野・教科の院生との演習の場がある。 

専門性の高い授業を受けられる。 

豊富な資料が提供されたり、時代に即した内容が学べる。 

発表・演習形式スタイルで勉強になる。 

年度 修了者数
専 修 免 許 

取 得 者 実 数
小学校 中学校 高等学校 

特別支援

学校 
幼稚園

養護

教諭

平成 23 年度 36（５） 30 15 27 25 2 3 1 

平成 23 年度 36（５） 26 10 23 27   １ 

平成 24 年度 35（６） 23 ７ 16 22 ２ ２  

平成 25 年度 28（２） 20 11 17 18 １    

平成 26 年度 36（６） 22 11 21 21 １ １  

平成 27 年度 35（３） 18 9 13 9 1 5  
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研究・学習環境 

院生室や研究室等の完備。 

パソコン、ネット環境、プリンタ等が揃っている。 

学習のスペースが確保されている。 

資料、文献、研究機材が揃っている。 

TA 制度などが充実している。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

①多数の修了生が専修教員免許状を取得できている。 

②自由記述式のアンケートにおいて、多数の大学院生が授業及び研究・学習環境に対して

満足している点をあげている。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

１ 大学院修了生の教員への正式採用数は、教員募集人員数の減少のゆえに、期待される

ほど多くはない。しかし、大学院修了生の大半は教職への強い熱意を持っており、また

ボランティア等様々な形で教育活動に従事した経験が豊富であるため、期限付き採用を

経た上で、数年後に正式採用となるのが普通である。

２ 大学院修了生で、公務員・民間企業に就職を希望する者のうち、かなりの割合が教育

に関わる職種に採用されている。

３ 大学院修了生のうち、割合としては多くはないが、他大学博士課程あるいは海外留学

など、進学を選択する学生も一定数いることがわかる。

【根拠資料】 就職関係資料 

表Ⅱ-3 大学院修了者の進路状況 

修了者 進学 就        職  無業 その他  就職率 

  民間  公務員 教員 

（正規） 

教員 

（非常勤）

平成22年度 36(19)  1 (0)   5 (3)   2 (2)  11(3)   8 (3)   0 (0)  9 (7) 100(100) 

平成23年度 36(13)  1 (0)   6 (2)   0 (0)  10(4)  11(3)   0 (0)  8 (4) 100(100) 

平成24年度 35(15)  0 (0)   5 (3)   0 (0)  13(3)   8 (3)   2 (0)  7 (6) 92.9(100) 

平成25年度 28 (6)  1 (0)   5 (2)   0 (0)  10(1)   6 (1)   2 (1)  4 (1) 91.3(80.0)

平成26年度 36(13)  1 (0)   4 (1)   2 (0)  10(3)   5 (1)   4 (1)  10(7) 84.0(83.3)

平成27年度 35（16） 2(1)   3(2)   2(1)  12(3)   1(1)    9(4)  6(4) 66.7(63.6)

＊（  ）は内数で女子数 
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表Ⅱ-4 修了後の進路の事例 

  教職関係    公務員    民間  その他 

 平成22年度 公立小学校 専門学校 NPO法人 

公立中学校 ギャラリー 自営業 

公立特別支援学校 

私立学校 

 平成23年度 公立小学校 健康家族 

公立中学校 南薩観光 

公立特別支援学校 児童養護施設 

公立高等学校 病院 

 平成24年度 公立小学校 児童相談所 

公立中学校 美術館 

公立高等学校 

公立特別支援学校 

私立学校 

 平成25年度 公立小学校 GENKI企画 

公立中学校 県学校給食会 

公立高等学校 専門学校 

私立学校 三幸グループ 

 平成26年度 公立小学校 鹿児島市 三洋ハウス 自営業 

公立中学校 霧島市 ブリジストンタイヤ 鹿児島大学 

公立高等学校 

平成27年度 公立小学校     鹿児島大学      NPO法人   

公立中学校      

公立特別支援学校   

私立学校    

教育学研究科の学生は、教育に関わる仕事に就きたいという意欲が全体的に入学当初か

ら比較的高いため、就職活動にも目的意識をはっきり持って臨む。その結果、表 II-３から

も明らかなように、実際に教職関係に就職する学生の数は毎年高い割合で推移している。



鹿児島大学教育学研究科 分析項目Ⅱ 

－11-13－

また、学部学生向けの就職支援は大学院生に対しても開かれており、支援体制をより一層

充実した内容のものに改善することにより、今後も教職に就く修了生の増加が見込める。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

大学院の場合は、目的意識を持って進学してくる学生が多いので、就職活動においても

全体的に毎年積極的に取り組む傾向が見られる。したがって、特に教員を目指す学生の場

合、正規採用に至らなくても臨時的任用、また私立学校など、何らかの教育関連施設への

就職数が比較的高い水準で毎年一定以上ある。この傾向は今後も続くと見られ、支援をよ

り一層充実させていくことで全体的により良い成果が得られるものと期待できる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 該当なし。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 該当なし。 
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Ⅰ 保健学研究科の教育目的と特徴 

１．保健学研究科の目的と教育目標 

博士前期・後期課程の目的と教育目標を、資料１(p.12-2)に示した。これらは第２期

中期目標の「地域社会の諸問題の解決に向けて、幅広い観点から取り組む人材を育成す

る【A2】」「知識社会を担う高度専門職業人や研究者等の育成をめざした大学院教育の質

を向上する【A3】」「グローバル化の進展に対応した、国際的に活躍できる人材を育成す

る【A4】」に合致する。 

資料１：目的と教育目標 

 博士前期課程 博士後期課程 

目 的

保健学に関する優れた専門知識・技術を

もつ高度専門職業人並びに卓越した教育

や研究のできる人材及び離島や国際的な

保健医療活動の推進・充実に貢献できる人

材を育成し、併せて教育研究の成果及び情

報を広く提供し、社会に貢献することを目

的とする。 

保健学に関する科学的探求を培うことによ

り、深い知識と高度な専門技術を習得した質の

高い教育・研究者並びに離島・へき地や地域の

保健・医療における管理・指導者となる有能な

人材を育成し、併せて教育研究の成果及び情報

を広く提供し、社会に貢献することを目的とす

る。 

教育目標

１）優れた専門知識・技術をもつ高度専門

職業人の育成 

２）学生の能力開発に効果的な教育や独自

の研究ができる人材の育成 

３）離島・へき地や地域の保健医療活動の

充実、向上に貢献できる人材の育成 

４）国際保健医療活動を推進できる人材の

育成 

１）高度な専門知識・技術を身につけた管理・

指導者の養成 

２）医療専門職としての質の高い教育・研究者

の養成 

３）離島・へき地や地域の保健・医療活動にお

いて管理・指導者として実践できる人材の育

成 

４）国際保健医療活動において指導者として貢

献できる人材の養成 

（出典: 保健学専攻博士前期課程・後期課程修学の手引き） 

２．保健学研究科の教育特徴 

２－１ 教育特徴 

 鹿児島県の地域特性として、多くの離島・へき地を抱えること、高齢化現象の急速な進

行、人口過疎地域の増加等がある。本学では「地域のリーダーとなる人材を育成し、地域

の活性化に寄与する【A21】」という中期目標を掲げている。本研究科は地域特有の保健医

療課題を、多専門職と連携・協働し、グローカルな視点で検討・解決できる優れた実践能

力、研究能力、教育力を有する人材育成を教育目標とする。そこで資料２(p.12-2)のカリ

キュラムポリシー(CP)とデプロマポリシー(DP)を設定し教育課程を編成している。 

資料２：カリキュラムポリシー(CP)とデプロマポリシー(DP) 

 博士前期課程 博士後期課程 

カ

リ

キ

教育目標に掲げる人材を育成するために、以下

の方針に基づき教育課程を体系的に編成・実施す

る。 

１）豊かな人間性と広い視野を獲得できるように

大学院全学横断的教育プログラムや、博士前期

教育目標に掲げる人材を育成するために、

以下の方針に基づき教育課程を体系的に編

成・実施します。 

１）保健学の基礎となる幅広い知識を基に、

高度な専門的知識を修得できるように、博
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ュ

ラ

ム

ポ

リ

シ

｜

課程共通科目によって、専門領域以外の様々な

人々と学べるように編成する。 

２）専門領域における基礎的能力を補強し、専門

的学習を促進するために領域共通科目を配置

する。 

３）高度専門職業人としての優れた知識・技術を

修得し、様々な地域における保健医療に関する

課題を解決するための研究力、教育力を獲得で

きるように専門科目（特論・演習・特別研究）

を配置する。 

４）他専門領域を理解し、協働できるようになる

ために、他領域の専門科目を修得できるように

編成する。 

士後期課程共通科目を配置する。 

２）専門分野における質の高い知識・技術を

修得し、様々な地域における保健医療を発

展させるための自律的な研究活動と教育

活動能力を獲得できるように専門科目（特

論・特別演習・特別研究）を配置する。 

３）専攻している専門分野を広い視点から捉

え発展させられるように、他専門分野の専

門科目を修得できるように編成する。 

デ

ィ

プ

ロ

マ

ポ

リ

シ

｜

修士（看護学）、修士（保健学）の学位を授与

するために、以下のような要件を満たす必要があ

る。 

１）研究を行うための基礎的な能力を有してい

る。 

２）保健学に関する優れた専門的知識と技術を修

得している。 

３）地域の保健・医療において、高度専門職業人

として果たすべき役割を実践する能力を有し

ている。 

そして、２年以上在学し、所定の単位を取得し、

かつ、必要な研究指導を受けた上で、修士論文又

は特定の課題についての研究の成果を提出し、上

記の要件に応じた審査及び最終試験に合格した

者に修士（看護学）、修士（保健学）の学位を授

与する。 

博士（保健学）の学位を授与するために、

以下のような要件を満たす必要がある。 

１）専門領域の実践・発展を支える科学的な

根拠（エビデンス）を自律して探求・蓄積

できる高度な研究能力を有している。 

２）多専門職による職種を超えた協働・研究

（インタープロフェッショナルワーク）を

展開し、専門領域の深化・発展に寄与する

能力を有している。 

３）研究成果を地域の保健・医療の発展に応

用できる知識・技術を修得している。 

そして、３年以上在学し、所定の単位（12

単位）を修得し、かつ、必要な研究指導を受

けた上、博士論文を提出し、上記の要件に応

じた審査及び最終試験に合格した者に博士

（保健学）の学位を授与する。 

（出典: 保健学専攻博士前期課程・後期課程修学の手引き） 

２－２ 入学者の状況 

資料３(p.12-4)のアドミッションポリシー(AP)、そして中期目標の「社会人を積極的に

受け入れ、社会ニーズに対応できる人材を育成する【A5】」を基に、医療施設や研修会等に

おいて現職の医療職への大学院紹介や募集案内を積極的に実施した。 

そのため社会人受験者が多く、入学者割合も高い(資料４、P12-4)。また、一般選抜で

も入学後就業しながら学ぶ者も多い。そこで仕事と勉学の両立を図れるよう、長期履修制

度の導入、勤務理由による休学の場合は指導教員が適宜連絡をとり継続的な支援をする等、

きめ細やかな教育的配慮を行っている。 



鹿児島大学保健学研究科 

－12-4－

資料３：アドミッション・ポリシー(AP) 

博士前期課程のアドミッションポリシー 博士後期課程のアドミッションポリシー

①求める人材像 

１）豊かな人間性と高い倫理観を獲得し、保健

学を発展させることに意欲のある人 

２）保健学領域における高度専門職業人として

の優れた知識や技術・態度の獲得を目指す人

３）保健学における卓越した研究や教育を目指

す人 

４）離島・へき地や地域の保健医療の質の向上

への貢献を目指す人 

５）国際保健医療活動の推進を目指す人 

②入学前に身につけておいて欲しいこと 

 保健学に関する基礎的知識を有すること 

③入学者選抜の基本方針 

保健学に関する現象を、深い関心と見識を

もって科学的に探求し、それらの成果を

人々の健康増進や回復、QOL の向上に役立て

られるように報告し、臨地実践に活用して

いく基礎的能力を有するかどうかを専門科

目、小論文、英語、面接試験等によって評

価します（入試によって科目が異なりま

す）。 

①求める人材像 

１）保健学領域の課題について、科学的・倫理的

な思考に基づいて自律的に研究し、解決して

いくことに意欲のある人 

２）保健学領域の高等教育機関における教育者・

研究者を目指す人 

３）離島・へき地や地域の保健医療施設等におい

て高度な専門知識・技術を身につけた管理・

指導者を目指す人 

４）国際保健において指導者として活動すること

を目指す人 

②入学前に身につけておいて欲しいこと 

 自律的な問題解決能力や論理的思考能力とと

もに、保健学に関する専門的知識を有すること

③入学者選抜の基本方針 

保健学の発展に寄与する研究・教育・臨地実践

に対して強い関心と熱意をもち、自律的な研究

課題や目標設定を行い、その分析や解決に創造

的に取り組む意欲と能力を有するかどうかを

評価するために、小論文、英語、面接試験を実

施します。 

          （出典：鹿児島大学大学院保健学研究科博士前期・後期課程 学生募集要項） 

資料４： 選抜方法別入学者割合（博士前期課程） 

（出典：保健学研究科教授会資料を改編） 
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[想定する関係者とその期待] 

本研究科で想定する関係者とその期待は、資料５(p.12-5)に示した。 

資料５： 想定する関係者とその期待 

想定する関係者 関 係 者 の 期 待 

大 学 院 生 

・地域の保健医療の課題をグローカルに検討・解決できるよう編成された

カリキュラムを基に学び、修了後は高度な専門知識・技術をもつ専門職

者並びに優れた教育・研究のできる人材として育つこと 

・そのための学習環境が整備されていること 

修  了  生 

・地域の保健医療の課題解決に尽力できる優れた高度専門職業人・教育研究

者として、保健医療関連施設・教育研究施設や国際活動の場で従事できる

・院生時代に学んだことを基に、職場で自律的に活躍できる 

医療をうける一般社

会人 

・豊かな人間性と倫理観及び優れた実践・研究・教育能力を身につけて、

地域の保健医療の推進・発展に貢献できる人材として育つこと 

同・異職種の医療職

者 

・チーム医療の一員として、各職種の専門性を尊重しながら自身の専門分

野における優れた能力を発揮すること 

修了生の雇用者 

（例：病院、医療保

健福祉施設等） 

・種々の職種を擁する職場において，大学院修了者としてふさわしい多角

的な分析能力と科学的・論理的な課題解決能力を身につけていること 

・高度専門職業人であるとともに、優れた実践指導者であること 

保護者 
・地域の保健医療の発展に尽力できる高度専門職業人、教育者、研究者と

して成長し、活躍できるようになること 

                     （出典：保健学研究科の目的・教育目標に基づき作成）
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Ⅱ 「教育水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

１）教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

前期課程は、２領域４分野に編成している。このうち看護学領域は基礎看護・地域看護 

学（放射線看護専門コースを含む）と臨床看護学（助産学コースを含む）分野から成る。

理学療法・作業療法学領域は、理学療法学と作業療法学分野から成る。 

前期課程では、平成 23 年の東日本大震災に伴う原発事故後の社会変化により、原発立地

の鹿児島県でも被ばく医療体制の整備が急務とされていることから、放射線看護の専門知

識・技術を修得し、問題解決に能力を発揮できる高度実践看護師を養成する放射線看護専

門コースを設置（平成 24 年度）した。設置時には放射線看護は、日本看護系大学協議会の

分野特定を受けていなかったが、弘前大学と長崎大学と連携して取組み、平成 28 年度から

分野認定を得た。またコース設置年度には、文部科学省大学改革推進等補助金「専門的看

護師・薬剤師等医療人材養成事業」に採択され、専門看護師教育 38 単位課程のカリキュラ

ムと規則を整備し、養成に取り組んでいる。本コースのこれまでの４名の修了生は、資料

６(p.12-6)の就業先で活躍している。 

資料６：放射線専門看護コース修了生の勤務先 

修了年度           現在の勤務先 

26 年 環境省 総合環境政策局 環境保健部 放射線健康管理担当参事官室 

放射線専門官（鹿児島大学病院看護部からの出向）

  26 年 環境省  福島環境再生事務所 放射線健康管理官室 

放射線健康管理専門官（鹿児島大学病院看護部からの出向）

  27 年 鹿児島大学病院 放射線科病棟 看護師 

  27 年 財団法人 メディポリス医学研究財団メディポリスがん粒子線治療セン 

ター 看護師

(平成 27 年 11 月 17 日現在) （出典：保健学教務係資料） 

さらに、鹿児島県の離島は、出生率は高いが出産施設やスタッフ不足から、母子の安全

な暮らしを守ることに困難を来たす現状がある。そこで高度な実践力を有する自律した助 

産師育成を目的に、平成 26 年度から助産師養成課程の大学院化を図り、助産学コースを設

置した。本コースでは周産期医療や地域・離島マネジメントに関する科目等を編成し、地

域の母子保健医療のマネジメントができ実践力のある人材育成に取り組んでいる。 

後期課程は、保健看護学、神経運動障害基礎学、臨床精神神経障害学の３分野で編成さ

れる(資料７、p.12-7)。
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（出典:保健学専攻博士前・後期課程パンフレット） 

本研究科の、学生定員と現員数は、資料８(p.12-7)に示した。 

資料８：保健学研究科前期課程・後期課程の学生定員と現員数 

区 分 専攻・領域 
定  員 現            員 

入学定員 収容定員 1 年 2 年 3 年 計 

博士前期 

課程 

看護学領域 12 24 
12 

(10) 

11 

(11) 

23 

(21) 

理学療法・作業

療法学領域 
10 20 

10 

(3) 

11 

(1) 

21 

(4) 

博士後期 

課程 
保健学専攻 6 18 

4 

(3) 

1 

(1) 

15 

(8) 

20 

(12) 

計 28 62 
26 

(16) 

23 

(13) 

15 

（8） 

64 

(37) 

（）は女子で内数、(平成 27 年 11 月 17 日現在) （出典：保健学教務係資料） 

これらの学生教育は、医学部保健学科の専任教員が併任して担当している。教員現員数

は資料９(p.12-7)に示した。 

資料９： 研究科組織と専任教員数

領  域 分  野 教授 准教授 講師 助教 計 

看護学領域 

基礎看護・ 

地域看護学分野 
3 0 2 0 5 

臨床看護学分野 9 1 2 0 12 

理学療法・ 作

業療法学領域

理学療法学分野 4 3 0 3 10 

作業療法学分野 4 1 1 0 6 

計 20 5 5 3 33 

                 （平成 27 年 12 月 1 日現在） （出典：保健学教務係資料） 

資料７:保健学研究科保健学専攻の領域と分野 
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各領域と分野の効果的教育のために、保健学研究科教授会、教育・研究企画推進委員会、

運営委員会、入試委員会、FD 委員会を常設して活動し、随時各種小委員会、ワーキング・

グループ(WG)を編成して、必要な教育活動を行っている(資料 10、p.12-8)。 

教育・研究企画推進委員会では、第２期中期計画の「大学院教育カリキュラムを整備・

拡充する等、大学院課程における学位の質を保証する方法を確立する【B6】」に基づき、本

研究科の学位論文の質を高める指導体制と多様な教員の確保の方針を決定した。 

運営委員会では、この方針の実現のため、前期・後期課程における学位論文の質を高め 

る新たな指導体制づくりを行った。 

前期課程では、平成 26 年度に資料 11(p.12-8)の改善を行った。その結果、研究計画検

討委員会の実施率が、改善前の実施率 26％から、平成 26 年度 81.3％、平成 27 年度 82.4％ 

と大きく上昇した。 

資料 10：研究科の運営体制 

（出典：研究科教授会資料より作成） 

資料 11：博士前期課程の新旧指導体制の比較 

            新指導体制       旧指導体制 

１.多様な研究指導を受けられるように、指導

教員とともに副指導教員１名を置く。 

２.研究計画の妥当性を高めるために、１年次

に研究指導の資格を有する３名以上の教員

による研究計画検討委員会の検討を受け

る。そして結果は、指導教員から運営委員

会と研究科教授会に報告するように定め、

「保健学研究科修士論文等審査及び最終試

験の実施に関する要項」に規定した。 

１.研究指導のために指導教員を置く。 

２.研究計画の検討については、修学の手

引きの、「学位授与までのプログラム」

の項において、研究計画の検討委員会を

実施することを説明していたが、規則と

しては定めていなかった。 

（平成 26 年度保健学研究科修士論文等審査及び最終試験の実施に関する要項より作成） 

後期課程でも、平成 26 年度に博士論文の指導体制の検討を行った。そして質の高い論

文と学位取得率を高めるための新指導体制を作り、規則として規定した(資料 12、p.12-9）。

平成 27 年度から新指導体制を導入し、学位論文提出までの具体的見通しをもって取り組め

るよう働きかけている。 

保健学研究科 

教授会

入試委員会 運営委員会 FD 委員会 教育・研究企画 

推進委員会 

（小委員会・ワーキング・グループ） 

カリキュラム検討委員会 

電子シラバス WG 

パンフレット委員会  他 
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資料 12：博士後期課程の新旧指導体制の比較 

            新指導体制       旧指導体制 

１.多様な研究指導を受けられるように、主任

指導教員と２名の副指導教員を置く。 

２.１年次に研究計画検討委員会の委員を、主

任指導教員１名、副指導教員２名、研究指

導の担当教員１名以上の４名以上にした。 

３.２年次以降の学生は、研究進捗状況を毎年

12 月第３週までに運営委員会に提出し、研

究科教授会に報告することを定めた。 

４.研究が終了した学生は、学術専門雑誌への

投稿前に、運営委員会が設置する研究論文

検討委員会による論文の妥当性の検討を受

け、必要により改善指導を受けてから投稿

する。 

５.学位論文の様式 

 ・優れた学術雑誌に原著筆頭著者として掲載

された論文 

 ・もしくは、上記掲載論文を関連論文として

作成したテーシス形式論文 

６.学位申請論文の予備審査委員会を、運営委

員会が設置する。予備審査委員会は学位論

文としての妥当性を検討し、必要に応じて

改善を指示する。 

７.学位論文審査委員会 

 予備審査委員会において、学位申請可とされ

た学生の論文を審査するために、研究科教

授会は、学位論文審査委員会を設置する。 

１.研究指導のために、主任指導教員と副

指導教員１名を置く。 

２.研究計画は、授業の担当教員の中から

３名以上の教員によって予備審査委員 

会で検討する。 

３.２年次以降の学生は、研究科長に期間

を限定せずに中間報告書を提出する。 

４.３年次以降の学生は、最終研究報告書

を研究科に提出し、予備審査を受ける。

ただし、論文投稿した学会等において査

読があればそれを予備審査とみなす。 

５.学位論文の様式 

 ・優れた学術雑誌に原著筆頭著者として

掲載された論文 

６.なし  

７.学位論文審査委員会 

学生は、優れた学術雑誌に原著筆頭著 

者として掲載された論文を、学位論文 

として研究科長に申請し、研究科教授 

会が学位論文審査委員会を設置する。 

（平成 26 年度「保健学研究科博士後期課程学位審査等規則」より作成） 

２）多様な教員の確保の状況とその効果 

多様な教員による研究指導体制確保のため、教員の資格審査基準を見直した。成果とし

て、新たな５名の後期課程の主任指導教員が誕生した。 

また、博士の学位を取得し優れた研究業績を有する若手教員が研究指導できるよう助教

の資格審査を行い、３名を副指導教員として任命した。 

さらに、放射線看護専門コースでは、平成 27 年度から弘前大学と長崎大学の大学院と

の単位互換協定や特別研究生入学制度を導入し、多様な教員による教育の実現に取り組ん

でいる。 

３）入学者選抜方法の工夫とその効果 

入試委員会は、本研究科の存在を広く社会に周知し、入学志願者の掘り起こしを目指し

て、研究科の教育や入試情報等の内容を検討・刷新し、リニューアルした医学部ホーム 



鹿児島大学保健学研究科 分析項目Ⅰ 

－12-10－

ページに掲載した。 

また、鹿児島大学病院に勤務する看護職に、修了生の体験談を取り入れた入試説明会を

実施した。さらに、看護職や理学療法士、作業療法士の研修会、研究会、実習打ち合わせ

会等(平成 26 年度：12 ヶ所、平成 27 年度：15 ヶ所)で、教員が積極的に教育と入試情報を

紹介し、関心のある人へ募集要項を配布した。 

後期課程入学者の多くが前期課程修了生であることから、修了生に平成 27 年度から従 

来よりもきめ細かい後期課程の研究指導体制を導入することを記した説明文を添付して、

後期課程学生募集要項を送付し、入学志願者の増大に努めた。 

４）教員の教育力の向上のための体制の整備とその効果 

FD 委員会は、教員の教育力向上に取組み、資料 13(p.12-10)の研修会を企画実施した。 

資料 13：FD 研修会 
研 修 会 期日 講   師 参 加 者 

作業療法の魅力を伝える

講演会 

H24.２.17 矢野浩二（小倉リハビリ

テーション病院・リハビ

リテーション部課長） 

55 名（保健学科教員、学生） 

修 士 課 程 に お け る 保 健

師・助産師・NP 教育が、

人々の生活の質の確保と

学術の向上に及ぼす効果

について 

H25.１.10 村嶋幸代（大分県立看護

科学大学学長） 

150 名（保健学科教員、県内保

健師、附属病院看護部、大学院

生、学部生 他） 

オール北里：北里大学にお

けるチーム医療教育 

H25.10.31 石井正浩（北里大学医学

部教授） 

59 名（保健学科教員、医歯学総

合研究科教員、医療機関関係者、

大学院生、学部生 他） 

長崎大学医学部における

チームアプローチ教育 

H26.10.31 松 坂 誠 應 （ 長 崎 大 学 理

事・副学長） 

57 名（保健学科教員、医歯学総

合研究科教員、大学院生、学部

生 他） 

チーム医療教育における

講演会～チーム医療にお

ける地域の取組みと課題 

H27.11.17 梅本昭英（おぐら病院・

理学療法士）他 

43 名（保健学科教員、附属病院

関係者、大学院生、学部生 他）

（出典：FD 委員会保健学研科部会ファイルから編集）

また、運営委員会では、平成 25 年度に本研究科の教育の有効性と課題の検討目的で、

修了生対象にアンケート調査(回収率 47％)を実施した。 

その結果、研究指導は前期課程 77％、後期課程 75％の修了生が満足・やや満足と回答

していた(資料 14、p.12-11)。研究指導に関する自由記述は、資料 15（p.12-11）に示した。

加えて、後期課程受験決意の情報源(資料 16、p.12-12)は、上位から「研究科の教員」「自

身の前期課程入学中の研究経験」「研究科の在学生・修了生」という結果だった。 

以上から前期・後期課程の研究指導に対する満足度の上昇、後期課程入学希望者の増加

には、研究指導体制の整備を最優先すべきことが明確となった。そこで日常的指導の充実

のために指導教員と副指導教員体制を整備・拡充した。また、随所で多様な教員の指導を

受けられるようにして、着実に学位論文作成に取り組めるように指導体制(資料 11・12、

p.12-8・9)を整備し、平成 27 年度から新体制による研究指導に取り組んでいる。 
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資料 14：保健学研究科「平成 26 年修了生と在籍生へのアンケート調査」の結果

資料 15：研究指導に対する自由記述 

博士前期課程 博士後期課程 

・個別的、段階的、継続的指導を受け卒業後

も支援相談を受けている。 

・聞いたら教えて頂ける。 

・先生方がとても熱心に指導してくださるの

で感謝しています。 

・ディスカッションしながらすすめることが

出来た。 

・担当教員が親身になって助言をくれる為。

ねばり強くご指導いただいた。 

・熱心に親切に指導していただいている。 

・学生の能力に合わせて指導して頂いた。 

・まだ具体的に始まっていないので。 

・研究科は自ら学ぶ場ということから考える

とこのようなものかと思うし普通である。

・指導時間やメールでの指導など細やかに対

応していただいている。 

・丁寧にわかるまで向きあってください 

ます。時間もおしまれません。本当に感謝

しています。 

・自分たちの進行度にあわせて指導を受けら

れる。 
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・自由度の幅が広い。 

・夜間授業希望入学なので 17 時以降指導可能

な環境。 

・特に不満はないが(担当教官)、報告会の内

容・指導は疑問(自分ができないからか？)。

・指導日（事前予約済み）に担当教員が不在

であったことが何度かあった。 

・自己学習が多く、進め方もよく分からなか

った。指導時間も短い。 

              （出典：平成 26 年 7 月 9 日研究科教授会提出資料より抜粋） 

資料 16：後期課程受験の決意のための情報源  

             （出典：平成 26 年 7 月 9 日研究科教授会提出資料より抜粋） 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

 第１期中期目標期間よりも「教育実施体制」は、体系的で効果的に機能するように改善

されている。中でも、学位論文の指導体制(資料 11・12、p.12-8・9)は、修了生アンケー

ト結果(資料 14・15・16、p.12-11・12)を踏まえつつ、日常的指導の充実と多様な教員に

よる指導を要所で受けられるような指導体制を構築した。それらの確実な実施のために規

則化し、平成 27 年度から取り組んでいる。 

以上から、想定する関係者から期待される水準を上回ると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

１）体系的な教育課程の編成状況 

前期課程の CP と DP(資料２、p.12-2)に基づき、資料 17(p.12-13)のように教育科目を

編成している。 

 資料 17：保健学研究科前期課程のカリキュラムマップ 

            （出典：平成 27 年度保健学研究科運営委員会資料） 

前期課程の修了要件単位数は、資料 18(p.12-14)に示した。前期課程では、基礎的研究

能力を獲得し、専門分野へ精通すると共に、多職種と学び地域における保健医療の課題解

決に力を発揮できる、人材を育成できるように編成している。 

また、後期課程の教育科目は、CP と DP に基づき、資料 19(p.12-14)のように編成し、

12 単位を修了要件(資料 20、p.12-15)とする。後期課程では、自律的研究能力の獲得によ

り、実践活動を質の高いものへと発展させ、かつ多職種と研究的にも連携・協働して、地

域の保健医療の課題解決に役立つ知識・技術を創出できる人材を育成するよう編成してい

る。 

ディプロマ

ポリシー

1 年前期 1 年後期 2 年前期 2 年後期

≪専門科目特別研究≫ ≪専門科目課題研究≫≪専門科目課題特別研究≫

≪前期課程共通科目≫ 

[大学院全学横断的教育プログラム]

≪領域共通科目≫

≪専門科目≫

基礎看護・地域看護学分野

（放射線看護専門コースを含む）

臨床看護学分野

（助産学コースを含む）

理学療法学分野

作業療法学分野

多

職

種

と

学

ぶ

専

門

分

野

へ

の

精

通

研

究

研究計画検討 倫理審査

   ＜選択＞

・他領域専門科目

・領域共通科目

・前期課程共通科 

 目

修士論文等審査
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資料 18：保健学研究科前期課程の修了に必要な履修単位 

             （出典：鹿児島大学大学院保健学研究科保健学専攻博士前期課程履修要項） 

資料 19：保健学研究科後期課程カリキュラムマップ 

 そして、後期課程の修了に必要な履修単位を資料 17 に示した。 

               （出典：平成 27 年度保健学研究科運営委員会資料） 

       領域 

      分野 

      コース 

科 目 

看 護 学 領 域 
理学療法・作業療法学 

領域 

基礎看護・地域看護学

分野 

臨床看護学分野 

理学療法学

分野 

作業療法学

分野 放 射 線 看 護

専門コース 

 助 産 学

コース 

研究科共通科目 ４ ４ ４ ４ ４ 

専門科目特別研究 10  10  10 

専門科目課題研究  ４    

専門科目課題特別研究    10  

専門科目講義 ２ 14 ２ ２ ２ 

専門科目演習 ２  ２ ２ ２ 

専門科目実習  10    

研究科共通科目 

各領域共通科目 

各領域専門科目 

12 10 12 12 12 

助産学コース専門科目    28  

     計 30 42 30 58 30 

ディプロマ

ポリシー

1 年前 1 年後 2 年前 2 年後

【特別研究】

【研究科共通科目】

【専門科目】

保健看護学分野

神経運動障害基礎学分野

臨床精神神経障害学分野

多職

種と

学ぶ

専

門

分

野

へ

の

精

通

研

究

研

究

計

画

検

討

倫

理

審

査

3 年前 3 年後

   ＜選択＞

・他専門分野の専門科

目

進

捗

状

況

報

告

研

究

論

文

検

討

委

員

会

学

位

論

文

予

備

審

査

委

員

会

学

位

論

文

審

査

委

員

会
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資料 20：博士後期課程の修了に必要な履修単位 

区   分 科 目 区 分 要修得単位数 

必修科目 

専門科目特論 2 

専門科目特別演習 2 

特別研究 4 

選択科目 
研究科共通科目 

専門科目特論または特別演習 
4 

         合      計      12 

            （出典：保健学専攻博士前期課程・後期課程修学の手引き）

２）社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

本研究科では、鹿児島県の地域特性に基づく地域ニーズやその対応等を分析・検討しな

がら学べる科目を開講している。 

放射線看護専門コースでは、福島県立医科大学病院等での実習、同看護学部の講師(が

ん専門看護師)や災害医療総合学習支援センターの教員、放射線災害支援に従事した看護師

の講義を実施し、放射線災害への看護を実践的に学べるように工夫している。 

助産学コースでは、離島における周産期医療や子育てを、現地に赴き実践的に学ぶため

の実習指導体制の工夫をしている。 

離島・へき地における保健活動に関する開講科目を資料 21(p.12-15)に示した。 

   資料 21：保健学研究科の離島・へき地における保健活動に関する科目 

   科目名 単位数

 離島・遠隔保健特論 

 地域看護学特論 

 地域保健学特論 

 地域看護学演習 

 離島・地域母子保健学特論 

 離島・地域母子保健学実習Ⅰ 

 離島・地域母子保健学実習Ⅱ 

2 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

（出典：保健学専攻博士前期課程・後期課程修学の手引き）

また、現在は、在宅医療の推進や患者中心の効率的医療の提供のためにチーム医療の推 

進が求められている。そこで、「チーム医療特論(２単位)」を開講している。そして看護・

理学療法・作業療法学の院生が、共に学び、意見交換できる科目として前期課程のみに開

講してきた９科目を、平成 28 年度からは後期課程でも受講できるように規則改正を進めて

いる。さらに、関心のある他職種の専門科目も選択科目として学べるように編成している。 

さらに、地域連携 WG を結成し、地域の各種団体(在宅障害者とその家族、高次脳機能障

害者、精神障害者家族会、ALS 患者や発達障害児に関わる施設職員等)の要望に応じ支援を

行っている。その活動から得られる資料は研究科の教育に活用すると共に、研究フィール

ドとしても活用できるようにして、地域の現実的課題に密着した教育・研究が行えるよう

工夫している。 

３）国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

国際医療活動に貢献できる人材育成の教育目標に関する教育科目として資料 22 

(p.12-16)の科目を開講している。 

また、国際通用性のある専門職の育成のために、平成 27 年度は「助産学特論」の科目

で学術交流協定締結校の韓国中央大学校赤十字看護大学とその関連施設で６日間の研修を

行った(２名)。「離島・地域母子保健学特論」でも、イギリスの助産関連施設において７日

間の研修を行った(２名)。 
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 資料 22：保健学研究科の国際医療活動に関する科目

科目名 単位数

国際コミュニケーション教育論 

国際保健・看護学特論 

国際放射線災害看護学特論Ⅰ 

国際放射線災害看護学特論Ⅱ 

2 

2 

2 

2 

（出典：保健学専攻博士前期課程・後期課程修学の手引き）

グローバル化を推進できる若手教員の育成目的で、本学の「若手教員海外研修支援事業」

により４名の教員を派遣した(資料 23、p.12-16)。 

 資料 23：若手教員海外研修支援事業の活用実績 

氏名 

研修期間 研修国名 
研修機関名

等 
研修課題 

自 至 
期

間

研修都市

等 

山口さおり

（助教・ 

36 歳） 

H21.10.1 H22.10.1 1 年

アメリカ 

合衆国 
Frances 

Payne Bolton 

School of 

Nursing, 

Case Western 

①国際的な視座に基づいた基

礎看護学領域における教育・指

導能力の向上 

②看護における患者のセルフ

マネジメント支援に関する研

究遂行能力の獲得 

クリーブラ

ンド 

榊間春利 

（准教授・

40 歳） 

H22.4.9 H23.3.22 1 年

アメリカ 

合衆国 
サウスカロ

ライナ医科

大学 

実験的脳梗塞モデルにおける

運動療法による麻痺回復と脳

内活性物質に関する研究 サウスカロ

ライナ 

山下早苗 

（講師・ 

45 歳） 

H24.9.1 H25.3.31 7 月

アメリカ 

合衆国 

カリフォル

ニア大学 

①学部及び大学院教育におけ

る小児看護・看護倫理領域の国

際的通用性・共通性のある教授

能力の向上 

②博士論文の継続研究「小児が

んの子どもへの病名病状説明

に対して親が抱く不確かさへ

のアクションリーチ」に関する

研究手法の獲得 

サンフラン

シスコ 

松田史代 

（助教・ 

 31 歳） 

H25.4.1 H26.3.31 1 年

アメリカ 

合衆国 
サウスカロ

ライナ医科

大学 

中枢神経障害後のよりよい機

能回復を促進する治療法の検

討 
チャールス

トン 

                  （出典：保健学研究科教授会資料を基に作成） 

国際学会等での発表や活躍を目指し、本学の全研究科学生を対象とする全学横断的プロ

グラムの「外国語コミュニケーション教育コース」を、修学の手引きに掲載、入学時オリ

エンテーションで紹介する等により受講を促進している。そして、在籍中の国際的な場で

の学会発表を支援し、これまで８名(９回)が発表している(資料 24、p.12-17）。 
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資料 24：前期課程在籍中の国際的な場での研究発表実績 

(平成 25 年度保健学研究科院生の研究の活動実績調査結果より抜粋) 

４）養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

養成する人材像に則った教育目標(資料１、p.12-2)から、CP を決定してカリキュラムを

編成し DP に基づく卒業判定を行う(資料２、p.12-2)という、一貫した教育プログラムに基

づいて、教育を行っている。 

そして、鹿児島県の地域特性に基づく離島・へき地等における保健医療的課題を多職種

Ken Tokunaga, Tetsuo Maeda, 

Ryoji Kiyama 

Evaluation Method for Asymmetric Gait 

Based on Trunk Acceleration 

10th International Congress 

of the Asian Confederation 

for Physical Therapy, 

2008.8.31, Makuhari 

Ikutomo M, Matsuda F, Irie A, 

Sakakima H, Yoshida Y 

Sports vision of women high school 

football player 

10th International Congress 

of the Asian Confederation 

for Physical Therapy (ACPT), 

2008. 8.31, Makuhari. 

Nishi T, Fukudome K, Kiyama R, 

Maeda T, Kawaida Y 

An Assessment of Upper-limb Coordination 

in Healthy Subjects by a Tapping Task. I. 

Dependence of Reaction Time on Stimulus 

Repetition. 

10th International Congress 

of the Asian Confederation 

for Physical Therapy, 2008. 

8.31. Makuhari 

Maki Shirakawa, Saori 

Yamaguchi, Nao Yosimoto, Rika 

Yatsushiro 

Effectiveness of Self－Directed Learning 

Program prior to clinical practice in 

fundamental nursing 

The 7th International Nursing 

Conference , 2009.9.30, 

Seoul, 

Megumi Sakasegawa, Fumiyo  

Matsuda, Ai Irie, Keiko Ikeda, 

Harutoshi Sakakima, Kazunori 

Yone, Yoshihiro Yoshida 

The effects of early low-intensity 

exercise on rat soleus after focal 

cerebral infarction in rats 

WCPT, 2011.6, Amsterdam. 

Kazutaka Hata, Kiyohiro 

Fukudome, Akira Uejima, Ryoji 

Kiyama, Atsushi Hirata, Makoto 

Maeda 

Analytical Problem in Self-Developed, 

Markerless Motion-Capture System Using 

Gaming Interface 

Japan-Korea 1st Joint 

Conference, 2012.11.17 

Nagasaki. 

Akiko Kamimura, Megumi 

Sakasegawa, Masashi Miyazaki, 

Harutoshi Sakakima. 

Factors that influence walking in ability 

at discharge in patients with total hip 

arthroplasty 

Japan-Korea 1st Joint 

Conference, Nagasaki, 

2012.11.17 

Yuki Osako, Syuji Takei, Sanae 

Yamashita, Yukiko Nonaka, 

Harumi Akaike, Masashi 

Hokonohara 

Quality of Life（ QOL）in Children with 

Juvenile Idiopathic Arthritis (JIA) 

Treated with Biologic Agents.‒ A 

Nation-wide Survey by Using Pediatric 

Quality of Life Inventory Generic Core 

Scales (PedsQL™) 

2013 ICN Conference, 

2013.5.19, Melbourne,. 

Yuki Osako,Yukiko Nonaka, 

Harumi Akaike, Tomohiro 

Kubota, Ysuyoshi 

Yamatou ,Tomokazu Nagakura, 

Junko Yasumura,Hiroyuki 

Imanaka,Syuji Takei 

Psychological condition of JIA patients 

treated with biologic Agents.-A 

nation-wide survey in Japan 

ACR/ARHP Annual Meeting, 

2013,10,Sun Diego 
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チームで取組み、解決していけるように、前期・後期課程共通科目に離島・へき地(資料

21、p.12-15)やチーム医療、国際コミュニケーションに関する科目(資料 22、p.12-16)を

開講し、それらを専門領域・分野を超えて履修できるように編成している。 

また、各科目では、養成しようとする人材像に応じて、資料 25(p.12-18)のような教育

方法の工夫を行っている。 

資料 25：養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫例 

養成しようとする

人材像 

授業科目名 具体的内容 

優れた専門知識・ 

技術をもつ高専門 

職業人の育成 

生活習慣病特論 生活習慣に起因する心循環器・消化器系等の臨床病態と

遺伝要因を解析し、予防法を調べて、議論することによ

り対応力を高める。 

生命情報・分子生

物学特論 

iPS 細胞、ES 細胞移植や生命情報などに最新の知見に関

する文献を検討し、発表、意見交換を行っている。 

学生の能力開発に 

効果的な教育や独 

自の研究ができる 

人材の育成 

看護教育・コンサ

ルテーション論 

看護職としての能力を育むための基礎的な理論を教授

した上で、最新の関連文献をクリティークし、意見交換

を行うことで、教育者や研究者としての主体性の育成を

目指す。 

理学療法学・作業

療 法 学 研 究 方 法

論 

理学療法学・作業療法学領域及びこれに関連する医学系

研究領域の従来の研究を踏まえて、最新の研究の方法論

を中心に検討して、新たな研究課題にどのように取り組

むべきかを検討できるようにする。 

離島・へき地や地 

域の保健医療活動 

の充実、向上に貢 

献できる人材の育 

成 

離島・遠隔保健特

論 

保健医療の体系は地域性を重視して立案されなければ

ならない。地域性に基づく保健医療サービスを実際に立

案できるようになること目指して、演習を取り入れなが

ら実施している。 

離島・地域母子保

健学特論 

離島やへき地の母子保健担当による現状と課題を学び、

地域ニーズに応じた母子保健活動をどのように展開す

るかを具体的に検討・学習できるようにしている。 

国際保健医療活動

を推進できる人材

の育成 

国 際 コ ミ ュ ニ ケ

ーション教育論 

諸外国の保健医療制度と人的資源について学ぶと共に、

グローバルなコミュニケーション方法について英語を

母国語とする教員から実践的に学んでいる。 

国際保健・看護学

特論 

情報・輸送システムの発達により、１国の努力では感染

や環境汚染等による健康障害を予防国難となっている

ため、それらを地球レベルの視点から検討し、国際的な

活動のための方策について探求的に学ぶ。 

（出典：保健学専攻博士前期課程・後期課程修学の手引きより抜粋）

５）学生の主体的な学習を促すための取組 

主体的な学習を促す取組の例を資料 26(p.12-19)に示した。 

入学者が自身の学習・研究目標に従い履修計画を主体的に立案できるよう修学の手引き

にコースワークを掲載している。 

また、社会人入学者が多いため勤務状況を考慮して履修期間を選択できるよう長期履修

学生制度や早期修了制度を取り入れている。他大学院の既修得単位の認定も一定範囲で行

っている(資料 27、p.12-19)。 

さらに、授業時間外に十分な学習時間を確保するよう、シラバスや修学の手引きによる

組織的な履修指導と共に、指導教員による個別指導を実施し、単位の実質化に配慮してい

る。授業時間以外のオフィスアワーやインターネットを活用した指導も行っている。 
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資料 26：主体的な学習を促す取組の例 

取    組 目       的 

図書館（桜ヶ丘分館）の開館時間延長 学生の主体的・自主的な学習の支援 

電子シラバスに各教員のオフィスアワ

ー、メールアドレスを掲載 
学生の質問等への対応 

演習室・マルチメディア情報演習室・

学生ゼミ室を時間外に解放 
主体的・自主的な学習の促進 

面接技術等の学習のためにコミュニケ

ーション実習室の利用 
主体的な学習の促進 

修学の手引きに履修プログラム例（コ

ースワーク）を呈示 
主体的な履修計画作成 

（出典: 保健学専攻博士前期課程・後期課程修学の手引き） 

資料 27：個別的な履修期間を設定できるようにするための制度 

 対  応 状  況 

長期履修学生 

制度 

標準修業年限に１年または２年加

えた期間での計画的な履修を認め

る。 

平成 26 年度より後期課程学生にも

本制度を導入。 

H22 入学生：１人

H23 入学生：２人 

H24 入学生：０人 

H26 入学生：前期課程 １人、 

後期課程 ０人

H27 入学生：前期課程 ５人、 

後期課程 ０人 

早期修了制度 

優れた業績をあげた者は、在学期間

は１年以上在学すれば足りるもの

とする 

H22 年度：前期課程１人  

H26 年度：後期課程１人  

既修得単位の認定 

他の大学院で修得した単位につい

て、 

【博士前期課程】共通科目２単位、

指定する分野の専門科目２単位、

その他の科目６単位、計 10 単位 

【博士後期課程】選択科目として４

単位を限度と して認めることが

ある 

 なし 

（出典: 保健学専攻博士前期課程・期課程修学の手引き） 

（水準）期待される水準を上回る。

（判断理由） 

 第１期中期目標期間より、教育目標に掲げた人材像育成を目指して、より一貫した教育

プログラムによる教育体系の編成(資料 17・18・19・20、p.12-13・14・15 参照)を行って

いる。 

また、鹿児島県の地域特性に基づくニーズに対応する科目の充実(資料 21・22、p.12-15・

16)や、社会の変化に対応した放射線看護専門コースや助産学コースの設置等、社会ニーズ

に対応する教育課程となるよう努めている。 

さらに、教育科目の担当教員の資質の向上を目的に、若手教員の海外留学(資料 23、

p.12-16)や FD 研修(資料 13、p.12-10)等を実施している。 

そして、学生が各自の背景により独自に履修計画を立て、主体的に学べるよう、教育環

境(資料 26、p.12-19)や制度の整備(資料 27、p.12-19) を進めている。 

以上から、想定する関係者から期待される水準を上回ると判断する。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

１）履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

入学者数は資料 28(p.12-20)に、修了者数は資料 29(p.12-20)に示した。前期・後期課

程共に、入学者の定員不足が生じたため、地域特性や社会的ニーズを踏まえ、前期課程で

は放射線看護専門コースと助産学コースを設置する等の対策を講じ、平成 27 年度には定員

充足率 100％に回復した。そして社会人入学が多く、勤務都合の休学等がある中、休学期

間も指導教員から連絡をとり復学の支援を行った結果として、良好な修了状態が得られた。 

後期課程入学者の定員不足に対しては、平成 25 年度に前期課程修了者や在学生へ後期

課程に関する意識調査を実施し、「学位取得するのは難しいイメージ」がある等の意見を得

た。そこで平成 26 年度は確実な学位取得のイメージをもてるような論文指導体制を検討し、

新たな指導体制を作って(資料 11・12、p.12-8・9）、前期課程修了生や在学生等に周知し

つつ、新しい体制による指導を開始した。 

資料 28：保健学研究科への入学者数 

課程 

[定員] 

博士前期課程

[22] 

後期課程 

[6] 

領域 
看護学

[12] 

理学療法・作業療法学

[10] 入

学

者

合

計

[22]

定員 

充足

率

（％）

入学

者合

計 

[6] 

定員 

充足

率

（％）
分野 

基礎看護・

地域看護学
臨床看護学 入

学

者

小

計

理学 

療法学

作業

療法学

入

学

者

小

計

 放射

線看

護コ

ース 

助産

学コ

ース

平成 22 年 2 4 6 11 4 15 21 95 3 50 

平成 23 年 3 7 10 9 1 10 20 91 6 100 

平成 24 年 4 2 3 9 6 4 10 19 86 4 67 

平成 25 年 2 2 1 5 4 8 12 17 77 5 83 

平成 26 年 0 2 3 4 9 5 3 8 17 77 1 17 

平成 27 年 3 1 3 5 12 7 3 10 22 100 4 67 

（出典：各年度の入試状況から転記） 

資料 29：保健学研究科の修了状況 

課程 

[定員] 

博士前期課程

[22] 

後期課程

[6] 

領域 
看護学 

 [12] 

理学療法・作業療法学

[10]
修

了

者

合

計

[22]

修了者 

合計 
分野 

基礎看護・地域

看護学 
臨床看護学 

修

了

者

小

計

理学 

療法学 

作業

療法学

修

了

者

小

計

 放射線

看護コ

ース 

助産学

コース 

平成 22 年 4 4 8 16 1 17 25 4

平成 23 年 1 2 3 9 3 12 15 0

平成 24 年 2 9 11 8 1 9 20 1

平成 25 年 3 2 5 10 5 4 9 19 1
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平成 26 年 2 2 0 4 3 7 10 14 1

平成 27 年 0 2 2 4 8 2 2 4 12 1

（学位授与人数を転記） 

２)学生の活動状況から判断される学習成果の状況 

在籍中(平成 22～25 年)の研究成果の学会での発表率(発表者数/在籍者数×100)と雑誌 

等への掲載率(掲載数/在籍者数×100)を資料 30(p.12-21)に示した。平成 19 年度と比較す

ると３領域平均学会発表率は、44％が 77％へ、学会誌等掲載は 12％が 17％と、大きく上

昇した。 

資料 30：前期課程の修了生の学会発表率と雑誌等の掲載率（平成 22～25 年） 

(平成 25 年度保健学研究科院生の研究の活動実績調査結果を基に作成) 

国際的活動では、①国際学会等への参加・発表(資料 24、p.12-17）、②平成 27 年度「助

産学特論」における韓国中央大学校赤十字看護大学関連施設や、「離島・地域母子保健学特

論」でのイギリスの助産関連施設研修等を通じて、国際保健医療活動を推進できる人材育

成に取り組んでいる。 

また、院生の教育者、研究者としての能力育成と処遇改善の目的で、TA と RA の採用を

している(資料 31、p.12-21)。資料 32(p.12-22)の TA 体験者の声から、有効な学びが行わ

れている。 

資料 31：TA・RA の採用状況 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 計 

TA 9 8 5 3 4 11 40 

RA 1 0 0 2 0 0 3 

計 10 8 5 5 4 11 43 

（保健学研究科委員会、保健学研究科教授会資料から転記） 
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  資料32：TAを体験した大学院生の声 

（出典：TA 実施報告より抜粋して作成） 

３）学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果とその分析結果 

在学生への「授業評価アンケート結果（平成 26 年度）」では、「Q 授業を受講して、知

力・学力の向上に役立ちましたか」は、そう思う 82％、どちらかといえばそう思う 16％と、

98％の学生が肯定的評価をしていた (資料 33、p.12-23)。また、「Q この授業は、全般的に

満足できるものでしたか」は、そう思う 85％、どちらかといえばそう思う 13％と、98％が

授業に満足していた(資料 34、p.12-23)。 

また、修了生対象の平成 27 年度学習成果に関する全学調査では、本研究科の修了生は、

＜Q:大学院で学んだことは自分の人生にとって良かったと思いますか＞は、「良かった

80％」「ある程度良かった 20％」と、全員が良かったと答えていた。 

ＴＡを体験した大学院生の声

平成２４年度TA 大学院生 

指導教員と共に講義に一緒に参加することで、教員としてのあり方や、講義の仕方などについて考えることがで

きた。教員の立場として、学生の立場として講義について考えることができるため、これはTAだからこそ体験できる

ことだと思う。 

 資料作成については、どのように提示すれば理解しやすいのか、資料の見やすさなどについて学ぶことができた。

 ＴＡとして指導教員と打ち合わせや話し合う時間が増えるため、指導教員の教育についての思いや、大事にして

いること、学生に対しての思いなど知ることができ、臨床で働いていた時間が多かった私にとっては、教員や講義に

ついて考えることができ、貴重な学びができた時間となった。

平成２５年度ＴＡ 大学院生 

 TAとして、講義の補助や学生の指導を行い、わかりやすく指導することの難しさを学びました。専門的な言葉を

用いて説明しても、学生には理解が難しく、いかに判りやすい表現を用いるか考えながら指導を行いました。私の

研究分野は専門的なことが多く、理解が難しいと言われがちです。学生の指導を通してわかりやすい表現を用いる

工夫が出来るようになり、これは学会発表や修士論文の審査会、発表会の場面で役に立ったと考えます。また、

学生に指導することにより自分の知識の再確認ができ、他者からみるとどこが分かりにくいのか、どこに興味をもつ

のかという意見を知ることが出来たことはとても自分にとって有意義なものでした。 

平成２６年度ＴＡ 大学院生（１） 

 初めて看護技術を教える側として授業に参加させて頂きました。その中で、一番感じたことは、学生に教えること

の難しさを知りました。臨床で、後輩看護師に指導をしたりしてきた経験はありましたが、「看護」を学び始めた学生

に対してどうやって説明をしようか、どういえばわかりやすいかを常に考えて学生に接していけるようにしました。今

まで臨床で毎日行ってきた技術でも、学生に「どうしてこうなるのか」「どうしてこれはしてはいけないのか」を質問さ

れどう伝えれば伝わるのかを考えながら答えることは多かったです。難しいことばかりでしたが、自分の説明の方法

を考え直す機会、改めて基本の技術を学び直す機会を得られてよかったと思っています。 

平成２６年度ＴＡ 大学院生（２） 

 基礎看護演習は昨年度もお手伝いをさせて頂きましたが、実習の指導は今回が初めてでした。初めてのことで、

大変緊張しましたが、それ以上に実習生の皆さんの緊張感も身近で感じ、その緊張感が少しでも軽減できるよう、

また実習そのものが楽しくなるようどのように説明や指導を行えばいいか日々考えていました。 

 私自身の経験として、実習生を受け入れる側として関わることが多くありましたが、今回は送り出す側として、責

任を常に感じながら指導にあたりました。 

 私は、実習生ができているところは評価し、不足部分は重点的に指導・説明するよう努めました。しかし、不足部

分は日が経過しても変わることがなく、伝え方に問題があったのはないかと反省しています。不足部分を改善する

ための指導方法については、今回特に難しさを感じたところです。その点については、実習担当教官と状況共有・

交換することができたので、日々の疑問・悩みはその日中に解決できていたように思います。 

 今回の経験は、教育者側の立場や苦労をわずかかもしれませんが、知ることができたように思います。やはり、教

育側と実習受け入れ側の協力体制が整わないと実施に多くの不足が生じると思います。今後、どちらの立場にな

ったとしても学びやすい環境づくりを考えながら対応ができたらと思っています。貴重な経験の機会を頂き、ありがと

うございました。 
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 資料 33：「Q 授業を受講して、知力・学力の向上に役立ちましたか」の回答項目比率 

                 （平成 26 年度授業評価結果より作成） 

  資料 34：「Q この授業は、全般的に満足できるものでしたか」の回答項目比率 

                 （平成 26 年度授業評価結果より作成）      

（水準）期待される水準にある。

（判断理由） 

院生の修了状況は、概ね良好である(資料 28・29、p.12-20)。学生の学会発表比率、学

会誌等掲載比率(資料 30、p.12-21)も、第１期中期目標期間と比べて大きく伸びており、

国際的な活動にも積極的に参加している。また、TA 活動(資料 31・32、p.12-21・22)や自

己の学習成果についても高い満足感(資料 33・34、p.12-23)を得ている。 

以上から、想定する関係者から期待される水準にあると判断する。 
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観点 進路・就職の状況 

(観点に係る状況) 

１）進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の成果の状況 

前期課程修了生の進学・就職状況を資料 35(p.12-24)に示した。第１期中期目標期間と

比較すると、医療職 66％が 75％へ、学校教育 14％が 12％、進学 15％が 10％であった。地

域別では、県内 72％が 77％となり、県内の医療職への就業が増加した。また放射線看護専

門コース修了生は、放射線の健康問題の希少な専門家として環境省の要請を受け関連施設

で活躍している(資料６、p.12-6)。 

資料 35：前期課程修了後の進路状況 

 産業別 地域別 
進学 無回答 計 

医療職 学校教育 その他 県内 県外 

H22 25   19 6   25 

H23 8 2  9 1 5  15 

H24 12 3  14 1 3 2 20 

H25 12 5  17  1 1 19 

H26 13 1  13 1   14 

H27 9 2  9 2 1  12 

計 79 13  81 11 10 3 105 

（出典: 学生支援係実施の就職状況調査結果から転記 ） 

２）在学中の学業の成果に関する卒業・修了生及び進路先・就職先等の関係者への意見

聴取等の結果とその分析結果 

平成 27 年度全学調査で本研究科修了生は、＜Q:大学院で学んだことは自分の人生にと

って良かったか＞に、「良かった 80％」「ある程度良かった 20％」と答えていた。＜Q:その

理由＞は、「教員の指導・熱意」、「教員の高度な専門性」が多かった。＜Q:大学院での研究

を進める上で教育効果が高かった内容は＞は、「指導教員からの指導・助言」「大学院にお

ける講義・演習・実験」が多かった。そして＜Q:大学院教育を通して身についたものは＞

は、「高度な専門知識・技術」「論理的思考力」だった。 

  進路先・就職先等の関係者の意見の例を資料 36(p.12-25)に示した。これにより修了生

が、施設の研究活動、教育活動、日常実践の質の向上、専門性の発揮等により、活躍し高

く評価されていることがわかる。 
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   資料 36：就職先等の関係者の代表的意見 

（出典：保健学研究科修了生の就職先関係者への平成 27 年度意見聴取結果の抜粋）

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

 修了生は、主として県内において医療職として勤務し活躍している(資料 35、p.12-24)。

そして全学調査で本研究科修了生は、全員が大学院入学を良かった・ある程度良かったと

し、「高度な専門知識・技術」「論理的思考力」を獲得することができたと答えていた。修

了生の就職先関係者も、研究・教育・実践面において高い能力を発揮し貢献していると評

価している。 

これらは、本研究科の教育目標が実現されていることを示す。また、第２期中期目標で

ある「地域社会の諸問題の解決に向けて、幅広い観点から取り組む人材を育成する【A2】」

「知識社会を担う高度専門職業人や研究者等の育成をめざした大学院教育の質を向上する

【A3】」ことの達成を示す 1 つの根拠となりうる。 

以上から、「進路・就職の状況」は、期待される水準を上回ると判断する。 

・「院内の研究発表の質が高まってきており、実践の中に真実を見出す力が培わ
れていることを感じます」

・「放射線看護専門コースの修了生２名が、環境省へ出向しており、看護の役割
が多岐にわたることを医師や事務職からも理解され、看護部への評価にも大
きく影響を及ぼしたと思います」

・「臨床現場に出てからも、学会発表や心臓リハビリテーション療法士の取得に
積極的に取り組んでおり、向上心を持った理学療法士として活躍している」

・「学生指導や臨床で自信を持って行っているように感じられます。活発な性格
ではないですが、根拠を持った臨床を行おうとする姿勢が伺えます」

・「病院内での研究発表の際、統計処理の仕方、パワーポイントの作り方など教
育委員会の一人として役割を担っています」

・「しっかりと勉強してきてくれているので、院内教育の場面で発揮してくれて
います。加えて院内で新しい活動や取り組みをする際の文献検索などでアド
バイスしている点も大きいと思います」

・「病院としての一番のメリットは学会発表を数回実施してもらえるということ。
なかなか臨床の中で発表を行う形にまとめる作業から遠ざかる職員が多い
中、修了生のいる作業療法課だけでなく病院全体の意識付けになっていると
思います」

・「院に通いながらも院内教育の中で役割を担い、後輩の文献検索や統計の相談
などに力を発揮していたと思います」

・ 「院を通しての看護職の方との交流も多く、それを病院でも活かしていました。

実習指導の際も根拠ある指導が出来ていたと思います」 
・「研究指導において、特にまとめかた、表現の仕方、分類の仕方、用語の使い

方など系統立てて説明、指導をおこなっていました」

・「大学院で学び、論文を作成した経験が十分に生かされているように思えます。

今後も、臨床の成果を学会などへ発信できるように頑張ってもらいたいと考

えています」
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Ⅲ「質の向上度」の分析 

(１)分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 教育活動状況は、以下の点で大きく改善、向上していると判断する。 

１.研究指導体制の充実 

 平成 26 年度から前期・後期課程共に研究指導体制を検討・整備し、規則として定め(資

料 11・12、p.12-8・9)、新体制による指導に取り組んでいる。 

 その成果は、初年度から既に研究計画検討委員会の実施率の上昇(改善前実施率 26％→

82.4％)としてあらわれている。 

２.放射線看護専門コースの設置 

 放射線医療充実への社会的ニーズに対応するため、弘前大学、長崎大学の看護系分野と

の連携を図り、平成 24 年度に放射線看護専門コースを設置した。同年には文部科学省大学

改革推進等補助金「専門的看護師・薬剤師等医療人材養成事業」の採択を受け、放射線医

療の専門家による講義や、福島県立医科大学病院等で実習を行う等の、放射線看護の高度

実践看護師を育成する教育課程の編成に取り組んだ。そして、コース設置時には放射線看

護は、日本看護系大学協議会で専門看護の分野の認定を受けていなかったが、弘前大学と

長崎大学と連携して取組み、平成 28 年度には放射線看護専門看護師を育成する教育課程と

して正式に認定されることになった。さらに、平成 27 年度から、弘前大学や長崎大学の大

学院との単位互換協定や特別研究生入学制度を導入し、多様な専門家から放射線看護を実

践的に学ぶ学習環境を整備した。 

３.助産学コースの設置 

鹿児島県の離島における周産期医療の課題等に対応できる高度な実践力を有する自律し

た助産師の育成を目的に、平成 26 年度から助産学コースを設置した。２年間の教育課程に

より離島における実習、イギリスや韓国の助産関連施設の見学などを取り入れ、多様な地

域で母子保健医療の向上に貢献できる人材育成に取り組んでいる。 

(２)分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 教育成果の状況は、以下の点において大きく改善、向上していると判断する。 

１.前期課程在籍中の研究成果の学会発表率と学会誌等掲載率の上昇 

平成 19 年度と平成 22～25 年を比較すると、学会発表率は 44％が 77％に、学会誌等掲

載率 12％が 17％に上昇した(資料 30、p.12-21)。また、国際的学会での発表経験をもてる

ように前期課程院生にも積極的に支援を行いその経験数も上昇している (資料 24、 

p.12-17)。 

２.研究科修了生の地域医療活動への就業率の上昇 

第１期中期目標期間と比較して、就業状況は県内 72％が 77％へ、就職先は医療職が 66％

から 75％といずれも上昇しており(資料 35、p.12-24)、地域の保健医療活動の向上に貢献

できる人材の育成の目標に関する教育成果と言える。 

３.放射線看護専門コース修了生の活躍 

放射線による健康問題は、今日国際的課題である。その中で本研究科の放射線看護専門

コースの注目度は高く、修了生４名中２名は、要請により環境省総合環境政策局と環境省

福島環境再生事務所において放射線専門官として活躍している(資料６、p.12-6)。これら

は教育目標の「国際保健医療活動を推進できる人材の育成」における教育成果である。 
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Ⅰ 理工学研究科の教育目的と特徴 

１ 理工学研究科は、鹿児島大学の指針である『進取の精神』に則り人間力を涵養しつつ、

鹿児島大学の使命及び教育目標を受け、「真理を愛し、高い倫理観を備え、自ら困難に

挑戦する人格を育成し、時代の要請に対応できる教育研究の体系と枠組みを創成するこ

とによって、地域ならびに国際社会の進展に寄与する」ことを教育目的としている。こ

れを受けて、次のような視点に基づく人材育成を、理工学研究科における教育目標とし

ている。 

① 自然科学及び科学技術に係わる総合的視野を持って人類の幸福と福祉に貢献できる

人材 

② 研究の急速な深化、複合化、学際化が生じている様々な自然科学分野で創造力を持

って問題に対応できる人材 

③ 知識基盤社会を科学技術の立場から多様に支える高度で知的な素養と応用力を兼ね

備えた人材 

④ 科学創成の必然性を理解し、社会の急速な変貌に伴って起こる様々な問題克服に寄

与できる人材 

⑤ 高い倫理観をもって地域ならびに国際社会の進展に主体的に取り組むことのできる

人材 

２ 本研究科の特徴は、次の通りである。 

① 正・副指導教員（指導教員グループ）による個別研究指導体制を強化することによっ

て、修了時の質の確保を図っている。 

② 社会のニーズに対応した人材を養成するために、一つの学修課題を複数の授業科目

等を通して体系的に履修するコースワーク制を採っている。 

③ 従来の縦割りされた学問体系内の教育だけでなく、ベンチャー教育、技術経営教育、

知的財産教育等の教育プログラムの導入している。 

④ 開かれた研究科として、外部機関との交流、共同研究、地域社会との連携を図って

いる。 

３ 本研究科は、理学部と工学部を基礎学部とする区分制大学院であり、10 専攻からなる

博士前期課程と３専攻からなる博士後期課程とで編成されている。教育組織の教員構成

は、理学部と工学部の担当教員が主体となり、これに学術情報基盤センター等の教員が

協力して各専攻に参加している。大学院担当教員の採用基準は、大学設置基準に規定す

る教員の資格に基づき定められた「鹿児島大学教員の選考に関する規則」に則ったもの

であり、さらには本研究科の教育研究水準を維持するための基準を博士前期課程と博士

後期課程それぞれに定め、教育内容と直接結びついた研究実績の裏付けに基づいた多様

な観点から審査を行っている。 

［想定する関係者とその期待］ 

 本研究科で想定する関係者は、在学生、修了生、保護者、関係する地域ならびに国際社

会の人々や求人先の企業や学校等であり、本研究科の目標に示すような能力をもって社会

で活躍しうる人材育成が期待されている。
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況）本研究科の博士前期課程は、理学系の４専攻と工学系の６専攻の計 10

専攻で構成されている。博士後期課程には、各専門分野の有機的連携を考慮した物質生産

科学専攻、システム情報科学専攻、生命環境科学専攻の３専攻が設置されている（資料 I-1）。

専攻別の学生定員と現員、専攻の教育組織の構成と専任教員は、社会の要請に応えるべく、

適切に配置されている(資料 I-2、I-3）。 

これらは、理学系や工学系の大学院としての標準的な分野を網羅しており、より高度な

人材を育成する高等教育機関として十分な体制となっている。 

資料 I-1 鹿児島大学大学院理工学研究科規則第 2条 

鹿児島大学大学院理工学研究科規則（抜粋） 

第１章 総則 

（専攻） 

第２条 研究科に、次の専攻を置く。 

博士前期課程 

機械工学専攻、電気電子工学専攻、建築学専攻、化学生命・化学工学専攻 

海洋土木工学専攻、情報生体システム工学専攻、数理情報科学専攻 

物理・宇宙専攻、生命化学専攻、地球環境科学専攻 

博士後期課程 

物質生産科学専攻、システム情報科学専攻、生命環境科学専攻

資料 I-2 理工学研究科学生定員・現員数（平成 27 年度） 

平成 27 年 5 月 1 日現在 

専攻名 入学定員 総定員 男 女   合  計 

機械工学  50 100 101 4    105 [4] 

電気電子工学  45 90 102 2    104 [1] 

建築学  25 50 40 19  59 [1] 

化学生命・化学工学  42 84 64 16  80 [1] 

海洋土木工学  18     36 25 1  26 [1] 

情報生体システム工学  42     84 80 14 94 [1] 

数理情報科学  14     28 11 4 15 [0] 

物理・宇宙  15     30 32 6    38 [0] 

生命化学  18     36 32 11     43 [0] 

地球環境科学  17 34 23 10     33 [3] 

前期課程合計 286 572 510 87    597 [12]

物質生産科学    8 24 15 2     17 [4] 

システム情報科学    8 24 20 9  29 [8] 

生命環境科学    8 24 17 4     21 [4] 

後期課程合計    24 72 52 15     67 [16]

理工学研究科総計 310 644 562 102  664 [28]
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I-3 理工学研究科各専攻教育組織の教員現員（平成 27 年度） 

平成 27 年 5 月 1 日現在

課 程 専 攻 名 学生定員 教 授 准教授 講 師 助 教 合 計

博士前期 機械工学 50 10 8 0 7 25 

博士前期 電気電子工学 45 9 8 0 4 21 

博士前期 建築学 25 6 3 0 4 13 

博士前期 化学生命・化学工学 42 9 9 0 6 24 

博士前期 海洋土木工学 18 5 6 0 3 14 

博士前期 情報生体システム工学 42 8 9 0 7 24 

博士前期 数理情報科学 14 6 6 1 3 16 

博士前期 物理・宇宙 15 5 8 0 2 15 

博士前期 生命化学 18 6 5 1 5 17 

博士前期 地球環境科学 17 8 7 0 5 20 

博士後期 物質生産科学 8 25 20 0 0 45 

博士後期 システム情報科学 8 25 19 0 0 44 

博士後期 生命環境科学 8 22 19 0 0 41 

  合  計 310 144 127 2 46 319 

大学院の講義は、各教員の専門性と研究実績を反映させて各専攻からの提案を受け、研

究科委員会で決定する。履修要項に記載されている専門性の高い授業内容では、各教員の

研究活動の成果を反映したものになっている（資料 I-4）。従って、教員公募では、各専攻

の教育や研究についての将来計画を鹿児島大学学術研究院会議と本研究科の学域会議で説

明し、承認するという研究科主導の人事の実施により、専門分野の偏りを回避している（資

料 I-5）。一方、教育改善に関する体制が理工学研究科として機能しているかどうかは、

FD 活動としての学生による授業評価アンケートの実施とアンケートを反映させた教員の

授業計画改善書の提出及び FD 講演会の実施により確認している（資料 I-6）。各専攻では

授業評価アンケート結果の整理・分析を行い、教育の質の向上や改善に結びつけるよう、

組織としての取組みを講じている（資料 I-7）。 

社会人学生等の夜間開講授業を希望する学生がいる場合、夜間に開講する体制を整備

（資料 I-8）し、当該学生が無理なく課程を修了できるように、教育上特別の配慮が認め

られる体制が整っている。 

平成 27 年度からは、学年４期分割制（※理工学研究科 HP 参照）を導入し、グローバル

化に対応するようにグローバル人材育成支援室を設置して、学生の短期海外留学や国内外

での長期インターンシップあるいはフィールド・ワーク等への参加が容易となる制度を整

備した（資料 I-9、I-10）。特に、学生の短期海外留学を容易にするために、大学院理工

系国際コミュニケーション海外研修プログラムを設定している(別添資料Ⅰ-1)。博士前期

課程では、国際化に対応するために平成 28 年度入学生の入学試験から TOEIC、TOEFL の導

入を行っている（別添資料 I-2）。 

その他、平成 27 年度に産学官イノベーション人材育成コンソーシアム事業による中長

期研究インターシップ制度を導入し、この制度により１名の学生がインターンシップを行

っている（別添資料 I-3）。 

（※理工学研究科 HP URL 

http://grad.eng.kagoshima-u.ac.jp/wp-content/uploads/2015/07/27doc_kouki_gyou

jiyotei.pdf） 
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資料Ⅰ-4 授業科目を担う教員の研究活動の反映例 

研究活動の反映例（博士前期課程、博士後期課程） 

○門川 淳一「高分子材料精密合成特論」 

 以下の論文の図表を改変及び編集して、講義資料として配付 

原著論文「Acta Polymerica, 44 (2): 70-77 (1993)」 

原著論文「Carbohydr. Polym., 112, 119-124 (2014)」 

原著論文「Chem. Rev., 111, 4308-4345 (2011)」 

○肥後 盛秀「化学計測材料特論」 

以下の著書の一部を講義資料として配付 

染野壇、安盛岩雄 編「表面分析」講談社 

D. ブリッグス、M. P. シーア 編、表面分析研究会訳「表面分析」アグネ承風社 

日本化学会 編、化学総説 No.16 「電子分光」学会出版 

田隅三生 著「FT-IR の基礎と実際」東京化学同人 

錦田晃一、岩本令吉 著「赤外法による材料分析」講談社 

○有馬 一成「生体機能制御化学特論」 

以下の著書の一部を講義資料として配付    

著書「生体高分子の基礎～化学的視点からのバイオサイエンス～（実教出版）」 

○佐藤 正典「水圏生態学特論」 

以下の論文全体を講義資料として配付した。    

佐藤正典 2015. 有明海・諫早湾の未来を考える-日本一の泥干潟を復元する意義-. 季刊エブオブ 56: 2-6 

資料Ⅰ-5 学術研究院理工学域会議規則 

鹿児島大学学術研究院理工学域会議規則（抜粋） 

 (趣旨) 

第１条 この規則は鹿児島大学学則(平成 16 年規則第 86 号)第 12 条の２第９項及び鹿児島大学学術研究院学域 

会議規則(平成 27 年規則第 12 号)第６条の規定に基づき、鹿児島大学学術研究院理工学域会議(以下「学域会議」

という。)に関し必要な事項を定める。 

(組織構成) 

第２条 学域会議は、理工学域長(以下「学域長」という。)、理学系長及び工学系長(以下「学系長」という。)、 

理学部及び工学部から選出される国立大学法人鹿児島大学教育研究評議会評議員をもって構成する。 

(審議事項) 

第３条 学域会議は、理工学域(以下「学域」という。)に関する次の各号に掲げる事項を審議する。 

(1) 学域内の人事の調整及び人事計画の策定に関する事項 

(2) 学域に関する規則の制定及び改廃 

(3) その他学域長が必要と認めた事項 
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資料Ⅰ-6 理工学研究科ＦＤ講演会実施状況 

理工学講演会ＦＤ講演会の実施状況について 

◯平成２２年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２２年１１ 月２５ 日（金）１６ 時００分～１７ 時３０ 分 

講 師 保健管理センター 伊地知 信二所長 

題 目「学生のつまずき支援： 発達の偏りの見つけ方」 

   参加数 ６０ 名 

◯平成２３年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２３年１０月２１日（金）１６時００分～１７時３０分 

講 師 金沢工業大学人間情報システム研究所 長尾隆司教授 

題 目「金沢工業大学の科学力教育の現状と課題－ 高等教育機関の自立を目指して－ 」 

   参加数 ４７ 名 

◯平成２４年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２４年１２月２１日（金）１６時００分～１８時００分 

講 師 名城大学総合数理教育センター 川勝博教授 

題 目「科学教育の国際的転換と科学リテラシー」 

   参加数 ３０ 名 

◯平成２５年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２５年１１月６日（水）１３時３０分～１５時００分 

講 師 広島大学工学研究院の 迫原 修治 教授 

題 目「広島大学の到達目標型教育プログラム(HiPROSPECTS)」 

   参加数 ９５ 名 

◯平成２６年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２６年１０月２９日（水）１３時３０分～１５時００分 

講 師 同志社大学社会学部 山田礼子教授 

題 目「教学IRの役割と可能性」 

   参加数 ８７ 名 

  ◯平成２７年度 

理学部・工学部・理工学部合同ＦＤ講演会 

日 時 平成２７年４月３０日（木）１３時３０分～１５時３０分 

講 師 ニューヨーク州立ニューヨークシティ大学 川路 正裕教授 

題 目「北米の大学・大学院における工学教育・研究・学科の運営について」 

   参加数 １４１名  
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資料I-7 平成２７年度理工学研究科FD委員会報告書 

 平成２７年度鹿児島大学大学院理工学研究科FD委員会報告書（抜粋） 

第３章 学生による授業評価 

３.１ 博士前期課程の授業評価アンケートの分析結果 

理工学研究科では、平成27 年度も前年度と同様に授業評価アンケートを実施した。大学院の授業に対する学生の意

見を適切に抽出するために授業アンケートの設問項目と内容は前年度と同様とした 

３.１.１ 工学系専攻の授業評価アンケートの結果報告 

平成22 年度から平成27 年度までのアンケート結果を比較したものを図3.1.1 に示す。平成27年度は総じて前年度

より若干落ち込みを見せているものの，項目②を除きいずれも4.0 付近を推移している。項目②の評価のみが3.0 程

度（つまり予習と復習を合わせて1～2 時間程度）と低くなるのは毎年確認されており，修士論文の研究活動時間が大

きく影響している可能性が高い。学生の理解度を確実なものとするには、学生が授業時間外学習の大切さを自ら自覚

して積極的に行動に移せる仕掛けを授業担当教員が作っていく必要があると思われる。 

理工学研究科博士前期課程学生による授業評価アンケート（平成２７年度） 

鹿児島大学大学院理工学研究科では、授業の改善と理解度の向上を目指して、授業を受けた諸君の評価や意見を参

考にしたいと思います。以下の各設問に対して、選択肢の中から一つだけ選び回答用紙の該当する番号欄に○印を記

入し、また、記述欄に意見を記入ください。なお、このアンケートは統計的に処理され、個人名が出たりすることは

ありませんし、成績評価にも関係ありませんので、適切な評価や率直な意見を記入してください。 

Ａ（受講態度等について） 

設問１ 授業にどれだけ出席しましたか。 

５．全て出席 ４．1 回欠席 ３．2 回欠席 ２．3 回欠席 １．4 回以上欠席

資料 I-8 鹿児島大学大学院理工学研究科規則第６条 

鹿児島大学大学院理工学研究科規則（抜粋） 

（博士前期課程及び博士後期課程の教育方法の特例） 

第６条 博士前期課程及び博士後期課程においては、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定

の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

資料 I-9 理工系国際コミュニケーション海外研修シラバス（抜粋） 

′対象入学年度 ′対象専攻名 

2015 共通科目 

′科目名 

理工系国際コミュニケーション海外研修 

′前後期 ′実施期 ′区分 ′単位数 

通年 １年次前後期 選択科目 ４ 

′担当教員 

近藤英二，木方十根 

′担当教員連絡先等 

近藤英二 機械工学科2号棟2階 099-285-8278 kondo@mech.kagoshima-u.ac.jp 

木方十根 建築学科棟4階    099-285-8307 kikata@aae.kagoshima-u.ac.jp 

′授業の概要（目的と内容） 

企業のグローバル化に伴い、理工系の技術者が海外へ行く機会が増えており、日本の企業であっても海外での勤務が可

能なコミュニケーション能力が求められるようになっている。また研究者にとって国際学会でのプレゼンテーションや

海外の研究者との交流に必要なコミュニケーション能力は、不可欠なものになっている。この授業では、企業における
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海外勤務、海外の大学へ留学して学位の取得を行うために必要となる、海外での単独行動が可能な英語によるコミュニ

ケーション能力を身に付けることを目的としている。この目的を達成するため、この授業では学年４期分割授業日程の

Ｑ２（前期の後半）と夏季休業期間を通じた約３ヶ月を利用して短期の海外留学を行い、日常英語の集中的な訓練、大

学での英語による専門科目の講義の聴講、大学の研究室または会社等におけるインターンシップを行う。 

′受講学生が達成すべき目標 

この授業では、以下の能力を修得することを目標とする。１）日常生活における英語によるコミュニケーションが不自

由なく行える、２）各自の専門分野において、英語を主なコミュニケーション手段とする環境にある大学の研究室、ま

たは会社のオフィースでの日常的な活動が支障なく行なえる、３）異文化を理解し、受け入れる態度が身についている。

′授業計画 

授業日程のＱ２（前期後半）と夏季休業期間を利用して、２ヶ月以上の海外での研修等を含み、以下のことを行う。 

１．事前指導（大学の研究室や会社でのインターンシップの課題の検討を含む） 

２．日常英語の計画的な学習 

３．大学での英語による専門科目の講義の聴講 

４．大学の研究室または会社等におけるインターンシップ 

５．インターンシップの課題についての英語のレポート作成と英語でのプレゼンテーション 

６．ＴＯＥＩＣの受験 

資料Ⅰ-10 鹿児島大学大学院理工学研究科学年４期分割授業日程に関する申合せ 

鹿児島大学大学院理工学研究科学年４期分割授業日程に関する申合せ（抜粋） 

この申合せは、鹿児島大学大学院理工学研究科（以下「理工学研究科」という。）で実施する学年４期分割授業

日程に関し、必要な事項を定める。 

１ 理工学研究科の授業日程は、祝日に授業を行う２学期制の学部共通教育の授業日程を基本とし、期末試験期間を

含めた16週間を前半の８週間、後半の８週間に分けるものとする。それぞれの期間については、年度ごとに別に定

める。 

２ 理工学研究科で開講する科目は、原則として８週間で15 回の授業と期末試験を行うものとする。ただし、学部

学生に受講させている科目並びに８週間で15 回の授業及び期末試験を行うことが教育効果の点で困難な科目につ

いては、16週間で15回の授業と期末試験を行うことができるものとする。また、レポート等の他の課題で成績評価

を行う場合は、期末試験の実施は免除できるものとする。 

３ 前期の前半の８週間をＱ１、後半の８週間をＱ２、後期の前半の８週間をＱ３、後半の８週間をＱ４と称するも

のとし、Ｑ１～４の各期間で時間割を作成するものとする。 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）本研究科の構成は、理学ないしは工学系教育の標準的なものであり、その範

疇を適切に満たしている。各専攻とも教育内容と方法の改善を図ることで学生教育に努力

しており、社会のニーズに対応した人材養成のコースワークを充実させている。さらに、

授業評価アンケートの評価結果を参照して、各専攻会議で教育改善、教育課程の見直しも

適宜行われている。また、学生の短期留学やフィールド・ワーク、国内外の中長期インタ

ーシップに対応した学年４期分割制と学生支援組織により、グローバル化教育やイノベー

ション人材育成に向けたシステムの構築を行った。このように、本研究科では継続して授

業改善活動が実施され、教育の改善に向けた取組みが組織として講じられているので、本

研究科の教育の実施体制は期待される水準にあると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況）本研究科の教育課程及び履修方法等は、鹿児島大学大学院理工学研究

科規則（資料 I-11）に基づいている。教育課程の基本となる授業科目は、博士前期課程で、

共通科目、専攻科目及びゼミナール、博士後期課程で、専攻科目とゼミナール（別添資料

I-4、別添資料 I-5）で編成されている。 

本研究科では、博士前期課程の１年次に様々な分野の授業科目と専門性の高い講義・ゼ

ミナール等を配置し、２年次に修士論文等の作成に向けた研究を重点とした課程表を組ん

でいる（別添資料 I-4）。また、必修指定のセミナーに加え、選択必修科目指定や各分野

を概観する科目を必修指定する等、コースワークの充実化を図っている。修了要件単位は、

必修科目 10 単位、コース選択必修科目の１つのコースから６単位以上含めて 30 単位以上

である。 

履修要項には、専攻毎に標準履修課程表、授業科目の位置づけ、必修選択の別、開講時

期及び単位の修得方法が掲載されている。授業科目の年次配当は標準履修課程表にまとめ

てある（別添資料 I-4）。 

博士後期課程では、必修科目５単位、選択科目から講義による４単位以上を含め７単位

以上、計 12 単位以上を修得するようになっている。また、境界領域分野の研究や他の研究

分野の最先端研究も理解できることを目指し、所属する講座あるいは専攻以外の講義の受

講を奨励している（別添資料 I-5）。後期課程のゼミナールは、自己の研究の進捗状況を

発表し、各期に必ず一回行う制度としている。  

資料Ⅰ-11 鹿児島大学大学院理工学研究科規則第5条

       鹿児島大学大学院理工学研究科規則（抜粋） 

（授業科目、単位数及び履修方法） 

第５条 研究科の各専攻における授業科目及び単位数は、別に定める。 

２ 博士前期課程の学生は、当該専攻に属する授業科目 20 単位以上を含めて合計 30 単位以上を修得しなければなら

ない。 

３ 博士後期課程の学生は、講義４単位以上を含めて合計 12 単位以上を修得しなければならない。 

４ 単位の計算方法は、学則第 40 条の規定を準用する。ただし、一つの授業科目について、講義、演習、実験又は

実習のうち二つ以上の方法の併用により行う場合の単位数を計算するに当たっては、その組合せに応じ学則第 40

条第１項各号に規定する基準を考慮するものとする。

本研究科では、入学試験の対象者として一般選抜と社会人と外国人の特別選抜による学

生募集を行っている（資料 I-12）。一般選抜では口述試験と筆頭試験に分けて多様な学生

の入学を求めている。これらの目的は、急激な技術革新と科学技術水準の向上、並びに学

校教育内容の高度化に伴い、研究、開発、教育等に携わる社会人や学校教育者の高度化教

育の質向上のために必要であり、社会の要請に応えるためである。外国人の特別選抜は、

国際的に魅力ある大学院教育を目指している。また、社会に開かれた大学として、研究生、

科目等履修生、委託生及び特別聴講学生を認めている（資料 I-13）。本研究科では、現場

での職業訓練重視の観点から、「インターンシップ」という１～４単位の科目を開設し、実

社会との繋がりを重要視している。また、大学の知的財産活用や産業創出が求められるニ

ーズに対応するために、産学官連携推進センターの協力のもとに開講されている MOT 教育

プログラム科目を選択科目としている（資料 I-14、I-15）。理学系では、理学系全専攻の

学生を対象にした科目「理学論」を開講して、理学の本質・位置づけを理解させることを

目標に、分野横断的な講義を行っている（資料 I-16、I-17）。その他、在学期間に、優れ

た業績を上げた者は、修士課程を１年で修了できる制度や、逆に通常の２倍の期間で履修

すること（長期履修制度）（資料 I-18）あるいは他大学の大学院及び外国の大学院の授業

科目を履修する制度、他大学の大学院において必要な研究指導を受けることが可能な制度
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を導入する等、柔軟な教育カリキュラムを組んでいる（資料 I-19）。 

資料Ⅰ-12 鹿児島大学大学院理工学研究科博士前期課程学生募集要項 

研究科博士前期課程学生募集要項（抜粋） 

平成 28 年度 

鹿児島大学大学院理工学研究科 

博士前期課程 

Masters Program  

学生募集要項 

（第１次募集・第２次募集） 

  【一    般    選    抜】 

（学部３年次生を対象とする選抜を含む）

                  【社 会 人 特 別 選 抜】 

【外国人留学生特別選抜】 

International Student Admission 

               鹿児島大学大学院理工学研究科 

            Graduate School of Science and Engineering  

Kagoshima University

資料Ⅰ-13 研究生、科目等履修生、特別聴講生数 

  22 年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 合計 

研 究 生 6 8 3 6 4 2 29 

特別研究生 3 ０ 1 1 2 4 11 

科目等履修生 1 ０ ０ ０ ０ 1 2 

特別聴講生 1 ０ ０ ０ ０ 2 3 

合   計 11 8 4 7 6 9 45 

資料Ⅰ-14 インターンシップ・VBL プログラムの単位取得状況 

 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 合計 

インターンシップ 23 21 12 17 11 20 104 

VBL プログラム 46 63 60 62 62 92 385 

合   計 69 84 72 79 73 112 489 
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資料Ⅰ-15 産学官連携推進センターMOT 教育プログラム 

産学官連携推進センターMOT 教育プログラム（抜粋） 

１．目的 

本プログラムは、全研究科の大学院生を対象として開講されます。大学の知的財産活用や産業創出が求められている

現在、学生の方々にも経営やビジネスの知識・センスの習得が求められるようになりました。一般社会に出て企業人

として活躍するためには、学生時代に実践教育を学んでおく必要性が高まっています。このような背景において、本

プログラムは、「新事業創出や技術の事業化・特許化」「技術と経営のセンスを併せ持った人材（高度専門的職業人）

育成」を目的として構成されています。 

具体的には、技術経営者（ＭＯＴ：Management of Technology）としてのスキルやノウハウを身に付け、かつ、技

術と市場を的確に結びつける能力を養うことを目指し、①実践技術経営及び社会連携学 ②知的財産（特許）の 2つ

の学際領域について学びます。 

２．概要 

講義は、「講義形式」「ディスカッション形式」「発表形式」「セミナー形式」「e-learning 形式」等をとり、可

能な限り少人数で構成し、文系・理系問わず企業人として、必要な実践的教育を実施します。特徴としては、実際に

事業を起こすまでのフローを習得できるように講義が構成されており、研究開発とビジネスとを有機的に結びつける

能力も養うことにより、経営者のみならず、ビジネスセンスをもった技術者の育成もねらっています。特に、理系の

学生にはぜひ受講していただきたい内容です。 

３．開講科目 

領域 開講科目名 単位 担当教官等 開講期 受講制限 

知的財産 知的財産戦略構築実務

論 

２ 福島誠治・高橋省吾 前期 50 名 

技術経営 技術経営と社会連携 ２ 福島誠治・中武貞文・石原田秀

一 

前期 50 名 

資料 I-16 「理学論」の Web 版シラバス（抜粋） 

′対象入学年度 ′対象専攻名 

2015 地球環境科学 

′科目名 

理論学 Lecture of Science 

′前後期 ′実施期 ′区分 ′単位数 

後期 １年次後期 選択科目 １ 

′担当教員 

理学部教員 

′担当教員連絡先等 

099-285-8101 kurawaki@sci.kagoshima-u.ac.jp 

′授業の概要（目的と内容） 

この講義は分野横断的なもので、数学、物理学、化学、地学、生物学のいずれかを専門とする教員十数名がリレー方式

で講演を行います。各教員はそれぞれが展開してきた研究について出来るだけ分りやすく紹介し、最後に各人の理学観

について言及していただきます。また、この講義には出来るだけ多くの教員にも聴講してもらい、学生と教員で共に講

義内容について議論し、理学とは何かを模索しましょう。 
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資料 I-17 平成 27 年度「理学論」の履修申請・単位取得状況 

専 攻 履修申請者数 単位取得者数 

数理情報科学 0 0 

物理・宇宙 3 3 

生 命 化 学 0 0 

地球環境科学 5 4 

合 計 8 7 

資料 I-18 鹿児島大学大学院理工学研究科における長期履修学生制度に 

関する申合せ 

鹿児島大学大学院理工学研究科における長期履修学生制度に関する申合せ（抜粋） 

 「鹿児島大学長期履修学生制度に関する取扱要項」(平成 16 年学長裁定）第７の規定に基づき、長期履修学生制度

の運用に関して、次のように申し合わせる。 

 （対象者） 

１．長期履修学生として申請できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 職業を有している等の事情により、学習時間に制約があり、かつ修得できる単位数に制約があると認められる

者 

 (2) 在学中に発生した事情により、勉強意欲がありながら、予定していた学習が困難となり、通常の標準修業年限

での修了が困難と認められる者（留年等の救済措置は認められない。） 

 (3) その他、研究科において長期履修学生として申請するに足る事由があると認められた者 

 （長期履修期間） 

５．長期履修期間は、標準修業年限（博士前期課程２年、博士後期課程３年）に２年を加算した期間の範囲内とする。

 （在学期間） 

６．在学期間は、標準修業年限の２倍の期間を超えることはできない。 

資料 I-19 鹿児島大学大学院理工学研究科規則第 8条、他大学の大学院等に 

おける授業科目の履修及び研究指導に関する申し合わせ 

鹿児島大学大学院理工学研究科規則（抜粋） 

（他大学の大学院等における授業科目の履修及び研究指導） 

第８条 学生は、研究科が研究上必要であると認めるときは、他大学の大学院及び外国の大学の大学院の授業科目を

履修すること又は他大学の大学院・研究所等（外国の大学の大学院又は研究所等を含む。）において必要な研究指

導を受けることができる。ただし、博士前期課程にあっては、当該研究指導を受ける期間は１年を超えないものと

する。 

他大学の大学院等における授業科目の履修及び研究指導に関する申し合わせ  

 この申し合わせは、鹿児島大学大学院理工学研究科規則第８条に関して必要な事項を定める。 

１．学生は、他大学の大学院及び外国の大学の大学院又は他大学の大学院・研究所等（外国の大学の大学院又は研

究所等を含む）において必要な研究指導を受ける場合、研究指導委託によって特別研究学生として受講する。 
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本研究科における授業形態は、鹿児島大学学則「教育課程及び履修方法等」に定められ

た単位の基準（資料 I-20）に基づいて定められている。博士前期課程では講義、セミナー、

特別研究、演習及び実験、博士後期課程では、講義、演習及び実験からなっている(別添資

料 I-4、別添資料 I-5）。セミナー等は、少人数教育の対話討論型科目である。研究指導の

面では、様々な装置・機器を活用する実験、情報機器を使用した実習、野外調査等、専攻

毎の専門性を考慮した指導教員による一対一指導体制が実施されている。 

通常の講義の他にゼミナール形式の講義である特別講義（必修）、指導教員グループで

行う専攻ゼミナール（必修）、インターンシップ（選択）、他研究機関で研究を行う特別演

習（選択）、卒論学生の指導や国際会議での発表等、研究教育能力の向上を目的とした研修

（選択）を課している(別添資料 I-4、別添資料 I-5)。 

平成 27 年度からは、グローバル人材育成支援室のバックアップの下、「大学院理工系国

際コミュニケーション海外研修プログラム」を実施し、平成 27 年６月～９月にかけて 13

名の学生がアメリカ合衆国サンノゼ州立大学及びサンディエゴ州立大学において海外研修

を実施した（別添資料 I-6）。 

博士前期課程では、学生毎に主指導教員１名及び副指導教員１名以上の複数指導体制を

とっている（別添資料 I-4、資料 I-21、I-22）。研究テーマは、主指導教員あるいは指導

教員グループと相談の上、各人が独自の内容を選定する。学生は毎週行われる特別研究や

ゼミナール等で研究テーマに沿った発表を行い、指導教員の指導を受ける（別添資料 I-4）。

また、教育訓練あるいは自己啓発の目的で、多くの学生は TA として採用されている（資料

I-23, I-24, I-25）。 

博士後期課程では、学生毎に主指導教員１名及び副指導教員２名以上の複数指導体制を

とっている（資料 I-21、I-26）。研究テーマの決定は受験時から予定指導教員と意見交換

を繰返して、希望する研究テーマに最も適した教員を学生が選択できるシステムとしてい

る。入学後は、研究計画を主体的に作成し、それに基づき研究を進める。学生は毎週行わ

れる特別研究や専攻ゼミナールで研究計画に沿った研究発表を行い、指導教員の指導を受

ける。各期末には研究状況の発表会を開催して、指導教員グループの指導を受ける（別添

資料 I-5）。TA として採用されている優秀な学生は、予算の範囲内で RA としても採用され

ることもある（資料 I-23、I-24、I-27）。なお、指導教員は、研究科委員会で決定し、当

該学生の学位論文テーマも研究科教授会で審議する（別添資料 I-7）。 

資料 I-20 鹿児島大学学則第 40 条 

鹿児島大学学則（抜粋）   

(単位の計算方法) 

第 40 条 授業科目の単位の計算方法は、1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもって構成すること

を標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準によ

るものとする。 

(1) 講義及び演習については、15時間から 30時間までの範囲で各学部等が定める時間の授業をもって 1単位とする。

(2) 実験、実習及び実技については、30 時間から 45時間までの範囲で各学部等が定める時間の授業をもって 1単位

とする。 

(3) 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合については、

その組み合わせに応じ、前 2 号に規定する基準を考慮して各学部等が定める時間の授業をもって 1単位とする。 

2 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目についてはこれらの学修の成果を評価し

て単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることが

できる
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資料 I-21 鹿児島大学大学院理工学研究科規則第 4条 

鹿児島大学大学院理工学研究科規則（抜粋） 

（指導教員） 

第４条 学生の授業科目の履修及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）を行うため、学生

ごとに指導教員を置く。 

２ 指導教員は、博士前期課程の学生にあっては主指導教員１名及び副指導教員１名以上、博士後期課程の学生にあ

っては主指導教員１名及び副指導教員２名以上を置くものとする。 

３ 博士前期課程及び博士後期課程における主指導教員は、研究指導を担当する資格を有する教授又は准教授とする。

資料 I-22  指導教員一覧（前期課程機械工学専攻の例） 

学籍番号 専攻 コース 氏名 カナ 主指導教員 副指導教員 副指導教員

  機械工学 機械システム工学     林 良太 余 永   

  機械工学 エネルギー工学     木下英二 福原 稔   

  機械工学 エネルギー工学     洪 定杓 片野田洋 

  機械工学 生産工学     佐藤紘一 駒﨑慎一   

  機械工学 機械システム工学     上谷俊平 中村祐三 熊澤典良 

  機械工学 機械システム工学     村越道生 松﨑健一郎

  機械工学 機械システム工学     中村祐三 松﨑健一郎

資料 I-23  TA・RA 勤務マニュアル 

                 TA・RA勤務マニュアル（抜粋） 

２．ティーチング・アシスタント（ＴＡ） 

 ２．１．ＴＡ 制度の目的  

 TA 制度の目的は「鹿児島大学大学院の優秀な学生に対し,教育的配慮の下に教育補助業務を行わせ,これに対する手

当支給により,大学院学生の処遇の改善に資するとともに大学教育の充実及び指導者としてのトレーニングの機会提

供を図る」ことであります。 

 ２．２．ＴＡ の職務内容  

 ＴＡは,当該研究科の主任指導教員の承諾を得て,学部及び大学院修士課程(博士前期課程)の学生に対し,実験,実習

及び演習等の教育補助業務を行うものであります。（付録１参照：鹿児島大学ティーチング・アシスタント並びにリサ

ーチ・アシスタントに関する取扱要領の（職務内容））。  

３．リサーチ・アシスタント（ＲＡ） 

 ３．１．ＲＡ 制度の目的  

 ＲＡ制度の目的は,「鹿児島大学における学術研究の一層の推進に資する研究支援体制の充実及び若手研究者の養

成,確保を推進するため,学部および学部附属研究施設,大学院研究科,学内共同教育研究施設が実施する研究プロジェ

クト等の研究活動の補助業務を行わせる」ことであります。 

  ３．２．ＲＡの職務内容  

 ＲＡは,部局が行う研究プロジェクト等を効果的に推進するため,研究補助者として従事し,当該研究活動に必要な

補功業務を行う。（付録１参照：鹿児島大学ティーチング・アシスタント並びにリサーチ・アシスタントに関する取扱

要領の（職務内容）） 
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資料 I-24  TA・RA 活動報告書 

平成  年度 ＴＡ／ＲＡ活動報告書 

                             提出日  年  月  日  

理工学研究科 博士前期／後期課程 

                                   専攻    年

                            職   名   ＴＡ／ＲＡ      

                          氏   名              

                          事前指導実施日    年  月  日 

                                     事後指導実施日    年  月  日 

主指導教員            印 

（自筆の場合は押印不要） 

授業担当教員           印 

                              （自筆の場合は押印不要） 

1.活動内容 （授業科目名,活動期間,時間および補助内容など） 

2.ＴＡ／ＲＡ活動を体験して身に付いたこと

資料 I-25  平成 27 年度 TA 採用実績（工学系） 

  専 攻 前期 後期 計 

博士前期課程（M） 

機械工学 27 27 54 

電気電子工学 27 28 55 

建築学 23 13 36 

化学生命・化学工学 24 33 57 

海洋土木工学 16 11 27 

情報生体システム工学 20 25 45 

博士後期課程（D） 

物質生産科学 1 2 3 

システム情報科学 0 0 0 

生命環境科学 0 0 0 

計   138 139 277 

資料 I-26  指導教員一覧（後期課程物質生産科学専攻の例）

No 学生氏名 区分 主指導教員 副指導教員 

1   社会人 武若耕司 山口明伸 酒匂一成 審良善和 

2  一 般 足立吉隆 池田 徹 駒﨑慎一

3   外国人 堀江雄二 寺田教男 吉留俊史 

資料 I-27  平成 27 年度 RA 採用実績（工学系） 

専 攻 件 数 

物質生産科学 4 

システム情報科学 6 

生命環境科学 3 

計 13 

※地域コトづくりセンターRA含む 
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大学院生

現職教員

計

累計

6

12

18

18 40 48 49 54

314 0 5 34

22 8 1 5 54

【平成27年度までの修了者数】

8 5 1 0 20

24年度 25年度 26年度 27年度 計23年度

本研究科の特徴ある教育の一つに、平成 21 年度から鹿児島大学と鹿児島県教育委員会

が実施機関となり、独立行政法人科学技術振興機構（JST）の理数系教員養成拠点構築事業

「実践的コア・サイエンス・ティーチャー（Core Science Teacher，以下 CST）養成スク

ール」を開講してきている。 

CST 養成スクールは、小・中学校の理科教員を目指す大学院生及び小・中学校の現職教

員を対象に、本学独自の教育プログラムによって、理科教育に関する幅広い知識や観察・

実験の知識や技能の向上を図り、小学校・中学校での理科教育において、児童・生徒に「科

学する楽しみ」を伝えることができる教員の養成を目指している。また、地域における理

科教育の拠点構築や活動を通じて、教員研修会や教材開発などで中核的な役割を担う教員

として、地域の小・中学校の理科教育における指導力向上に資する人材の養成を図るのが

目的である。 

これまで本研究科が中心となって他の理数系大学院と連携をとりながら、理数系大学院

生・小中学校現職教員の CST を輩出してきている（資料 I-28）。JST 支援の下の本事業は平

成 24 年度末で終了したが、理数系教員の養成の重要性から、「実践的 CST 養成スクール」

で得たこれまでの経験と実績を踏まえ、平成 25 年度からは、「CST 養成コース」と名称を

変更し、さらには授業内容や理科教材の改善を常に行い「理科実験室」「理科研修実習」、

「先端科学入門」、「理科教材開発実習」の授業を展開してきている（資料 I-29）。 

資料 I-28 CST 養成プログラム修了生数の経年変化

資料 I-29 授業案内の一例（平成 27 年度 CST 養成プログラム「理科実験室:化学」） 



鹿児島大学理工学研究科 分析項目Ⅰ 

－13-17－

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）本研究科の基本理念に基づき、博士前期課程では共通科目、専攻科目及びゼ

ミナールが、博士後期課程では専攻科目とゼミナールが適切に編成されている。また、一

般選抜と特別選抜の他、研究生、科目等履修生、委託生及び特別聴講学生の受け入れ、イ

ンターンシップの取り入れ等、社会からの要請にも応えている。 

また、本研究科の教育目的に対応して、各専攻では、講義、セミナー、特別研究、演習

及び実験をバランスよく組合せている。講義やセミナーは少人数教育で行われ、対話討論

形式を導入している。また、基本的には学生個々が教育課程の趣旨に沿った独自の研究テ

ーマを選定し、主体的に研究を進めるように指導している。これらのことは、大学院課程

全体として授業形態の組合せ・バランスが適切であり、各々の教育内容に応じた学習指導

法の工夫がなされている。 

さらには、本研究科の特徴ある教育の一つとして取り組んだ JST 支援の教育プログラム

CST 養成スクールの開講は、理系大学院生、現職小・中学校教員を対象とした様々な教育

内容が工夫されている。 

以上のことから、期待される水準にあると判断する。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況）本研究科博士前期課程の学生の単位修得、進級、修了状況は、資料Ⅱ

-1 に示す。これによると、学生は、１年次に各専攻が定めた講義科目や他専攻等の講義も

積極的に修得し、技術者・研究者としての幅広い知識獲得に努めていることが判る。また、

２年次に進級後、修士論文の研究テーマに基づいた研究活動を行っている。多くの学生は、

２年次のはじめの就職試験で修論内容の経過報告が求められているものの、現状、本教育

システムの不満は学生や企業のどちらからも聞かれず、試験に合格している。このことは、

企業サイドからみて、修士課程学生としての資質や能力が高く評価されていると認識でき

る。さらに、大学院学生の多くは所属する研究室での指導で、国内外の学会等で研究成果

を発表しており、理学系では理学部紀要に、工学系の専攻では工学部研究報告に詳細が掲

載されている（別添資料Ⅱ-1）。なお、工学系では「工学部研究交流基金」や「工学部岩

崎国際学術交流基金」が資金面で学生の国際会議出席や調査等を支援し、研究発表等を奨

励している（資料Ⅱ-2）。 

本研究科 FD 委員会は、授業評価アンケートと授業改善計画書提出（資料 I-7）を継続的

に実施し、結果として学生の要望が講義に反映され、教育システムの改善に繋がっている。

学生による授業評価アンケートによれば、講義については予習と復習の点で幾分評価値が

低いが、それ以外の項目については高水準で推移している（資料Ⅱ-3）。 

資料Ⅱ-1 学生の単位取得、進級、修了の状況（前期課程機械工学専攻の例） 

通
し
番
号

専
攻
内
番
号

専 攻 
学
年学籍番号 氏名 

必
修
科
目

単
位
数

選
択
科
目

単
位
数

修
得
単
位

合
計

要
件
外
科
目

単
位
数

GPA 備 考 

1 1 機械工学 2 10 20 30 

2 2 機械工学 2 10 20 30 2.38

3 3 機械工学 2 5 16 21 2 1.74

単 位 修 得 不

足，修士論文

未提出 

資料Ⅱ-2 鹿児島大学工学部研究交流基金規則第 2条及び 5条、鹿児島大学工学部 

岩崎国際学術交流基金規則第 2条及び 5 条 

鹿児島大学工学部研究交流基金規則（抜粋） 

（研究交流基金の目的） 

第２条 研究交流基金は、本学部及び鹿児島大学大学院理工学研究科工学系の研究交流事業を助成し、も

って研究・教育の振興に資することを目的とする。 

（事業内容） 

第５条 第２条に規定する目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

 (1) 教育・研究集会開催助成事業 

 (2) 国内の教育・研究機関等の教職員招聘及び講演助成事業 

 (3) 大学院学生の国際学会発表派遣助成事業 

 (4) その他教育・研究等の交流に必要と認められる助成事業 

鹿児島大学工学部岩崎国際学術交流基金規則（抜粋） 

（岩崎基金の目的） 
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第２条 岩崎基金は、本学部及び鹿児島大学大学院理工学研究科工学系の国際学術交流事業を助成し、も

って国際的学術研究・教育の振興に資することを目的とする。 

（事業内容） 

第５条 第２条に規定する目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

(1) 国際交流協定締結及び関連行事助成事業 

(2) 海外の教育・研究機関等との講演会開催助成事業 

(3) 海外の教育・研究機関等の教職員招聘及び講演助成事業 

(4) その他国際交流に必要と認められる助成事業

資料Ⅱ-3  理工学研究科博士前期課程授業評価アンケート結果 

博士前期課程（工学系）授業評価アンケート結果 

0
1
2
3
4
5

工学系

H22 H23 H24 H25 H26 H27

博士前期課程（理学系）授業評価アンケート結果 

0

1

2

3

4

5
理学系

H22 H23 H24 H25 H26 H27
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さらには CST 養成スクール開講に伴い、CST 活動を企画実施する中核拠点として鹿児島

県総合教育センターや小中学校を補助拠点として定義し、資料Ⅱ-4 に示すような活動実績

をこれまであげている。これらの教育プログラムは、CST 養成コースを修了した大学院生

及び現職教員が県や市町村教育委員会、鹿児島県総合教育センター等と連携しながら、地

域の理科教育を担う人材として養成されていることを示す結果であり、新聞・テレビ等数

多くのメディアにより紹介され、高く評価されている。更なる詳細情報は理学部 HP（※）

にまとめられている。 

（※理学部 HP URL http://www.sci.kagoshima-u.ac.jp/unusual/cst.html） 

資料Ⅱ-4 CST の活動実績 

小 学 校
教員対象

中 学 校
教員対象

小中学校
教員対象

計 小学校教員 中学校教員 計 小学校教員 中学校教員 計

5 8 14 27 242 129 371 6 4 10

19 10 10 39 414 105 519 7 6 13

20 1 7 28 385 84 469 10 3 13

13 5 10 28 263 107 469 5 4 9

平成25年度

平成24年度

実施回数

    ＣＳＴが中心的な指導者となった研修会の実施状況

参加教員数 担当したＣＳＴの実人数

平成26年度

〔鹿児島大学〕

平成27年度

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 成績評価基準や修了認定基準は履修要項に明記され、学生に配布されてい

る。また、Web にも掲載されている。それに基づき、各専攻会議、研究科教授会は学生の

修了判定の審議を行っている。 

このことから、成績評価基準及び修了要件等は組織として策定しており、学生への周知

も適切に行っていると判断する。また、学生の修学意欲は旺盛であり、大学院博士前期課

程へ鹿児島大学の理学部・工学部から約４割の学部学生が進学している。学生による授業

評価アンケート結果が示すように、授業目標を高い割合で教育効果が得られたと学生自身

が認識している。教員の授業のあり方についても学生の満足度は高い。総合的満足度に関

しても、おおむね高い値であり、研究科が意図する教育の成果や効果が上がっている。 

また、CST 修了生が取り組んだ研修会・公開授業等の活動実績は地域の教育委員会や教育 

現場に多大なる成果をもたらしており、第３期中期目標期間における継続・展開が期待

されている。 

以上のことから、期待される水準にあると判断する。 

観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況）本研究科では、修了後の進路状況等の実績や成果について、各専攻

の就職担当や指導教員が進路の指導を行う過程で実績と成果を就職先、進路先、就職率、

進学率の各項目で整理して各専攻会議で随時報告され、年度末に進路状況一覧に記録され

ている（資料Ⅱ-5）。各専攻とも、大学院博士前期課程の就職希望者はほぼ全員就職先が決

まる。就職先の社会的評価を併せて考慮すると、本研究科では、教育の目的で意図してい

る人材養成について、教育の成果や効果が上がっている。 
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資料Ⅱ-5 平成 27 年度大学院修了者の進路・就職状況 

（１）課程別進路・就職状況 （２）課程別就職状況（地区別） 

  前期課程 後期課程 計   前期課程 後期課程 計 

修了者数
243 15 258 求人件数 2947 2947 

(33) (0) (33)
就職希望者数 

237 14 251 

博士課程

進 学 者

5 0 5 (32)   (32) 

就職者数 
237 12 249 

就職者数
237 12 249 (31) (0) (31) 

(31)   (31)
就職率（％） 

100.0  85.7 99.2 

無業者 
  2 2       

(1)   (1) 

地

区

別

就

職

者

数

鹿児島 23 4 27 

その他 
1 1 2   (5)   (5) 

(1)   (1) 九   州 39 2 41 

計 
243 15 258   (2)   (2) 

(33) (0) (33) 四   国 2   2 

      (0) 

① 成 27 年度中の修了者を含む。 中   国 4   4 

②女子は（  ）書きで内数として       (0) 

  示す。 近   畿 36   36 

  (3)   (3) 

中   部 16   16 

  (1)   (1) 

関   東 117 2 119 

  (20)   (20) 

東   北     0 

      (0) 

上記以外   4 4 

      (0) 

本学では、平成 27 年度に平成 23 年度大学院修了生に対するアンケート調査を実施して

いる（資料Ⅱ-6）。その結果、大学院で学んだことに対する満足度は、良かった・ある程

度良かったとの回答が９割を超えた。その理由としては、教員の指導・熱意を挙げる者が

一番多かった。また、大学院での研究を進める上で教育効果の高い項目は、指導教員から

指導・助言と回答する者が約３割であり、複数指導教員体制の教育・研究指導に対する熱

意や効果については、９割以上が熱心・ある程度熱心、効果的・ある程度効果的と回答し

ている。大学院教育を通して身についたことは、高度な専門知識・技術、論理的思考力、

問題解決能力と回答する者が約５割であり、専門教育の成果が社会の要請する水準に達し

ていると回答する者が約６割であった。改善点に対しては、学内の研究・実習施設・設備

に満足していないと回答する者が２割いたことにある。ただし、教育効果を比較的高く評

価していて、現状の教育を承認する結果が得られている。 
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資料Ⅱ-6 学修成果に関する大学院修了生調査 

平成 27 年度 鹿児島大学の学修成果に関する大学院修了生調査（抜粋） 

回答にあたっての注意事項 （必ずお読みください） 

1. 修士課程・博士前期課程を修了された方は，修士課程・博士前期課程での経験についてお答えく

ださい。 

博士課程・博士後期課程を修了された方は，博士課程・博士後期課程での経験についてお答えく

ださい。 

2. 質問は，全部で２１問（自由記述を含む）です。 

3. 回答は，同封の回答用紙にご記入ください。 

4. 同封の返信用封筒をご利用の上，回答用紙のみご返送ください。 

5. 個人情報を求めるような設問がありませんが、万一を期してデータの取扱いには十分注意し、皆

様にご迷惑をおかけするようなことはございません。 

【回答締め切り】：平成 27 年 7月 31 日（金） 

１あなた自身についてお答えください。 

２鹿 児島 大 学 で 受け た大 学 院教育 全般 に つい て， 以 下 の 質問 にお 答 えく ださ い  

３あなたが修了した研究科がもっと重視したり改善したりしたほうが良いと思う教育内容，取組

み，各種広報等があれば、ご自由にお書きください。 

４鹿児島大学がもっと重視したり改善したりしたほうが良いと思う教育内容，取組み，各種広報

等，鹿児島大学に望むことをご自由にお書きください。

 この調査は、鹿児島大学大学院を修了された方々（今回は大学院修了後３年を経過した平成 23年度（平成 23 年

4 月～平成 24 年 3 月）修了生）を対象に実施します。 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）養成しようとする人材等を念頭に置いた教育の成果や効果を、就職や進学と

いった修了後の進路状況等の実績や成果から正しく評価することが可能である。これらの

ことから、就職や進学といった修了後の進路の状況等の実績や成果について定量的な面も

含めて、教育の成果や効果が上がっていると判断する。修了生のアンケート結果から、各

専攻の教育目的・目標を達成するための教育課程が明確に構成され、専門教育の効果と成

果が得られている。また、回答した多くの修了生が教育方針を理解し、身に付けた専門技

術の学習成果に満足している。 

以上のことから、期待される水準にあると判断する。



鹿児島大学理工学研究科 

－13-23－

Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 第１期中期目標期間に導入･充実化した博士前期課程のコースワークと GPA 制の導入の

継続（資料 I-17）により、大学院博士前期課程学生の幅広い知識の修得と、大学院教育の

実質化に向けた取組みを維持している。これに関連して、第２期中期目標期間ではアドミ

ッションポリシーを見直し、入学者の選考に反映させている(理工学研究科 HP 参照 URL 

http://grad.eng.kagoshima-u.ac.jp/admission/poricy/)。また、第１期中期目標期間に

導入した VBL（Venture Business Laboratory）教育プログラムは、教育内容の見直しに伴

い MOT（Management of Technology）教育プログラムに改編し、「新事業創出や技術の事業

化・特許化」「技術と経営のセンスを併せ持った人材（高度専門的職業人）育成」の充実を

図っている（資料Ⅰ-14、Ⅰ-15）。 

平成 27 年度からは、学年４期分割制を導入し、グローバル化に対応するようにグロー

バル人材育成支援室の下、学生の短期海外留学や国内外での長期インターンシップ等への

参加、あるいはフィールド・ワークが容易となる制度を整備した（資料 I-9、I-10）。特

に、大学院理工系国際コミュニケーション海外研修プログラムを設定し、学生の短期海外

留学を強力に支援している(別添資料 I-1)。さらに、産学官イノベーション人材育成コン

ソーシアム事業による中長期研究インターシップ制度も導入している（別添資料 I-3）。

また、博士前期課程では、国際化に対応するために平成28年度入学生の入学試験からTOEIC、

TOEFL の導入を行っている（別添資料 I-2）。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

本研究科では、各専攻とも、大学院博士前期課程の就職希望者は、ほぼ全員就職先を決

めている（別添資料Ⅲ-1）。就職先の社会的評価を併せて考慮すると、教育の目的で意図し

ている人材養成について、教育の効果が上がっている。また、大学院理工系国際コミュニ

ケーション海外研修プログラムでは、日本学生支援機構の支援を受け、平成 27 年６月～９

月にかけて 13 名の学生がアメリカ合衆国サンノゼ州立大学及びサンディエゴ州立大学で

海外研修を実施した（別添資料 I-6）。また、CST 教育プログラムを修了した理系大学院生

及び現職教員は、CST 教員の認定を受け市町村教育委員会と連携しながら、現場の教員を

リードするのみならず地域の理科教育の充実に向けた評価の高い CST 教育の活動実績・成

果をあげてきている(資料Ⅱ-4)。 



鹿児島大学農学研究科 

－14-1－

14．農学研究科

Ⅰ 農学研究科の教育目的と特徴 ・・・・・14－２ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 ・・・・・14－４ 

    分析項目Ⅰ 教育活動の状況 ・・・・・14－４ 

    分析項目Ⅱ 教育成果の状況 ・・・・・14－10 

  Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・14－14 



鹿児島大学農学研究科 

－14-2－

Ⅰ 農学研究科の教育目的と特徴 

１．教育の理念 

 鹿児島大学大学院農学研究科は、鹿児島大学憲章、鹿児島大学学生憲章、鹿児島大学学

則第２条、第２期中期目標・中期計画並びに農学憲章に則り、次の人材を養成する。 

①農林業，食品産業等，食住農関連分野の高度専門職業人、高度専門技術者、研究者等、

新たな時代の社会作りに貢献する優れた人材 

②農学が取り扱う分野における高度な研究・開発能力を備え、創造性に優れ、社会のニ

ーズに対応できる優れた人材 

③世界で活躍できる優れた人材 

２．教育目的（基本方針）  

この理念の下、以下の教育を行う。 

1）人間の衣食住の生活資材（特に農林生産、加工、流通、市場及び消費）に係る高度な

専門教育 

2）生物の機能を人類の福祉・健康に積極的に活用するための高度な専門教育（ライフサ

イエンス等） 

3）人間と自然との調和的な発展を目指すための高度な専門環境教育（地球的・地域的・

物質循環的視点） 

4）自然の豊かな、緑と潤いとゆとりある生活を目指す高度な専門教育（自然、文化、情

操、伴侶動物、生命観等） 

5）国際的視点からアジア及び発展途上国の自然・産業・文化の理解とそれらの地域の発

展へ貢献するための高度な専門教育 

３．教育の成果 

1）講義により高度な専門知識を修得できる 

2）実験・実習・演習に高度な専門技術を習得できる 

3）修士論文を作成することにより理論思考を検証できる 

4）地域や海外での研修により高度な専門技術を体系的に実践し、優れた分析力・総合力・

創造性・企画性・実効性を備えることができる 

４．教育の特徴と特色 

教育の理念・目的を達成するため、生物生産学専攻、生物資源化学専攻、生物環境学専

攻の３専攻制で教育を行っている（表 1-1、別添資料 1）。 

学生の受入方針（アドミッションポリシー：別添資料 2）を明示するとともに、評価尺度

の異なる入学試験を実施し、多様な資質・能力をもった学生を受入れている。カリキュラ

ムポリシー（別添資料 3）及びディプロマポリシー（別添資料 4）を定めることにより教育

目標の達成と高度な学識を持った人材の育成に結びつけている。 

表 1-1 農学研究科の教育研究組織 

専 攻 講座（教育コース）等 

生物生産学専攻 作物生産学，園芸生産学，病害虫制御学，家畜生産学，農業経営経済学

生物資源化学専攻 生命機能化学，食品機能化学，食糧生産化学，（焼酎学） 

生物環境学専攻 森林管理学，地域資源環境学，環境システム学，生産環境工学 

この理念と教育の基、３専攻の養成する人材は以下の通りである。 

生物生産学専攻では、農産物や家畜の生産、管理、流通に指導的立場で携わり、また関

連の分野の研究を自立して遂行できる専門職業人・研究者等、国内外で活躍できる高資質

の人材を育成する。 
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生物資源化学専攻は、動植物・微生物の構成成分とその機能、食品の製造・栄養と機能、

農産物の生産・保存・利用、土壌とその機能などに関する分野で活躍できる専門職業人や

研究者を育成する。 

生物環境学専攻は、森林の利用と保全、人間を取り巻く自然・生活環境の改善と維持、

ならびに農業生産基盤と農産物の生産・加工・保存技術に携わる高度専門技術者や研究者

を養成する。 

６．入学者の状況等 

学生定員は、生物生産学専攻 26 名、生物資源化学専攻 21 名、生物環境学専攻 22名であ

る。平成 22 年以降の入学者数は、大学院農学研究科の専攻全体で学生定員の概ね８割から

10 割程度の充足率となっている。入学者に占める鹿児島大学出身者の割合は 70％以上と高

く、引き続き鹿児島大学農学研究科で教育を望む学生が多いことがわかる（表 1-2）。 

表 1-2 農学研究科の出身校別入学者割合(%)の推移 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

鹿児島大学出身者 83.6 78.9 83.3 83.6 75.4 76.2 

他大学出身者（国立） 0.0 3.5 1.4 0.0 1.8 0.0 

他大学出身者（公立） 0.0 0.0 1.4 3.3 0.0 7.1 

他大学出身者（私立） 11.5 7.0 1.4 3.3 12.3 11.9 

外国の学校卒 4.9 10.5 11.1 6.6 7.0 4.8 

その他 0.0 0.0 1.4 3.3 3.5 0.0 

［想定する関係者とその期待］  

 鹿児島大学大学院農学研究科の教育に関する関係者は当該学生とその家族、出身高校、

主な就職先である農林水産食品関連業（建設業、製造業、情報通信業、卸売業、サービス

業）、農林水産関連行政機関（公務員）、各種農業団体、地方公共団体などであり、その期

待するところは農林食品産業への深い理解と知識を備え、大学院農学研究科の理念に基づ

く人材を輩出することである。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 農学研究科は、農業生産に直接関係する分野を統合した生物生産学専攻、農業及び食品

産業を含む農林業関連産業の諸問題を化学的手法で解決することを目指す生物資源化学専

攻、農林業生産基盤の整備及び人間を取り巻く地域環境の維持・改善を目指す生物環境学

専攻の３専攻を設置し、附属農場、附属演習林の２附属施設を高度な専門知識と技術を習

得する場として配置している（図 1-1）。 

図 1-1 農学研究科組織図 

(出典：農学部・大学院農学研究科概要 2015) 

林業の今後を考えるために林業・木材業界と本学が研究会を作り検討したのをきっかけ

に、鹿児島大学大学院農学研究科森林科学分野では平成 19年度より社会人向けの２つの教

育プログラムを開始した。一つは「林業生産専門技術者」養成プログラム（120 時間）であ

り、もう一つは再チャレンジ社会人大学院コースである。社会人教育の充実を図るため「再

チャレンジ支援プログラム」社会人特別選抜を実施し、森林科学分野が中心となり、毎年

平均で１名の社会人の教育を実施し、これまでに７名の課程修了者（現在３名在籍）を出

しており、鹿児島大学の社会人教育の先鞭をつけている。 

大学院農学研究科 (修士課程) では、教育目的に添った専攻を構成し、附属施設からも

教員が教育に協力している（表 1-3）。教員組織は、13講座２附属施設で構成され、准教授

農学研究科

専攻 講座

生物生産学

作物生産学

園芸生産学

病害虫制御学

家畜生産学

農業経営経済学

生物資源化学

生命機能化学

食品機能化学

食糧生産化学

焼酎学

生物環境学

森林管理学

地域資源環境学

環境システム学

生産環境工学

病害虫制御学 
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及び助教も主指導教員として指導できるようになっている。 

また、必要な教育課程を遂行し、教育水準を維持するために、教員の採用にあたっては

学部内で採用基準を定め、教授会等で厳正に審査し採用しており、従って、質・量の両面

において必要な教員は確保されている。 

表 1-3 専攻における教員（現員）数（平成 27 年 7月 1 日現在） 

専攻 現員 

専門教育分野 教授 准教授 講師 助教 

生物生産学専攻 12 14 0 0 

作物生産学 2 4 0 0 

園芸生産学 2 3 0 0 

病害虫制御学 2 2 0 0 

家畜生産学 3 3 0 0 

農業経営経済学 3 2 0 0 

生物資源化学専攻 7 9 1 2 

生命機能化学 3 3 1 0 

食品機能化学 3 2 0 1 

食糧生産化学 1 4 0 1 

生物環境学専攻 10 9 0 3 

森林管理学 4 3 0 1 

地域資源環境学 2 2 0 0 

環境システム学 3 2 0 1 

生産環境工学 1 2 0 1 

農学研究科 計 29 32 1 5 

注：助教については、研究科の指導を命ぜられている者 

出典：農学部総務係資料 

 農学研究科 FD 委員会が、シラバスの Web 上での掲載や教育分野、専攻単位で、教育目標

やシラバスの点検を行っている。 

全ての授業で学生による授業アンケートを実施し、個々の授業科目に対する評価の把握

に努め、その結果を教員にフィードバックさせ、それぞれの授業の改善点について、学部

長に対策を報告している。FD ワークショップでは院生も交えた学生との意見交換会を実施

している。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

大学院での FD活動により、大学院の授業科目についてもシラバスが作成、授業内容が改
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善され、下記①②の取り組みにより、教育効果を上げ、学習意欲を高め、在学生、家族、

修了生および関連企業の期待に添う水準にあると判断できる。 

①大学院教育においては、教育目的に沿ったバランスのとれた専攻構成が成され、演習林、

農場といった附属施設が充実し、教育・研究に積極的に活用されている。これらの取組

の結果、大学院教育は在校生および修了生の期待される水準にあると判断される。 

②教員組織は大学院設置基準を満たし、必要な専任教員数を確保している。准教授および

助教が主指導教員になることが可能で、複数教員による指導を可能にしている。 

③「再チャレンジ支援プログラム」社会人特別選抜による社会人教育の枠を広げ、毎年入

学者を確保し、生涯教育に対する社会の期待に応えている。 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

農学研究科では、教育目的を達成するために豊富な授業科目が提供されており、その内

訳は生物生産学専攻：46科目 135 単位，生物資源化学専攻：41科目 125 単位，生物環境学

専攻：55 科目 153 単位，研究科共通：９科目 20 単位である。学生は各専攻課程の特別研究

（修論・必修 10 単位）の他に指導教員の指導のもとに必要と認められた科目を含めて合計

30 単位以上を履修する。また、深く専門教育を施す一方で、ユニークな試みとして「全学

横断的教育プログラム」（３コース、38 科目）を全学的な協力のもとで研究科共通科目とし

て 22年度より開講している(表 2-1)。農学研究科は「島嶼学概論Ⅱ」など 11科目を担当し

（26年全受講生のべ 448 名中農学研究科担当科目 133 名受講）と好評を得ている（表 2-2）。 

表 2-1 特徴的な科目(例) 

特徴的な授業等 科目名 

フィールド利用型演習 
森林管理学特別演習 

地域資源環境学特別演習 

全学横断的教育プログラ

ム 

島嶼学教育コース 

環境学教育コース 

食と健康教育コース 

表 2-2 全学横断的教育プログラム履修状況 

担当研究科 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

農学研究科 21 30 148 109 133 77 

全学 38 164 400 292 448 280 

 研究科では通常の学生と同等の教育カリキュラムを学習する社会人受入れの他に平成 19

年度から新たに「再チャレンジ支援プログラム」社会人特別選抜を実施し、身につけてい

る技術力をさらにブラシュアップするための教育を推進した。また、通常の学生について

は早期卒業、飛び級、および推薦による入学、研究生、科目等履修生、特別研究学生、特

別聴講学生としての入学等の道が開かれており、それぞれの応募は数名ずつではあるが、

教育成果は着実に挙げられている。 

 キャリア教育については農学研究科共通の講義としての食の安全研修、インターンシッ

プおよび学外研修を実施している。さらに平成 26年度より英語を主体として実施する専門

講義などについて時間割にも記載を始めている。 

 また、多くの外国人留学生（平成 22～27 年度 10 カ国 41 名）を受入れ、国際的な要請に

対応している（表 2-3）。アジア・アフリカの留学生を積極的に受入れ、特に中国からは学

生交流協定に基づく交換留学生を経て、多くの留学生を継続的に受入れている。 
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表 2-3 外国人留学生受入れ実績（地域別、国別、単位：人） 

地域 国 
年度 

計 
22 23 24 25 26 27 

アジア 

インドネシア  1   2 1 4 

タイ 1      1 

フィリピン   1    1 

ベトナム 1 1 2 1   5 

ミャンマー     1  1 

韓国   1    1 

中国 4 6 4 4 4 3 25 

台湾 0 1     1 

アフリカ タンザニア     1  1 

南アメリカ パラグアイ   1    1 

合計 6 8 10 5 8 4 41 

出典：鹿児島大学の国際交流データ（研究国際部国際事業課） 

授業開始時に配布されるシラバスには、授業科目、履修期、必修・選択の区別、授業担

当教員名、連絡先、オフィスアワー、授業目標や授業内容、各授業における内容、成績評

価の基準、教科書、参考書、その他履修における特記事項等が記載され、学生の学習に役

立つように工夫している（別添資料 5）。シラバスは Web 上に掲載され、履修科目の選定に

も役立つようにしている。 

在学中は大多数の学生が TA（ティーチング・アシスタント）として実習、実験、演習、

卒論等に関わっており（表 2-4）、指導体験をすることにより教育力の養成とモチベーショ

ンの向上に大いに役立っている。 

表 2-4 TA 採用数 

  修士 

  人数 科目数 

平成２２年 64 184 

平成２３年 72 131 

平成２４年 67 141 

平成２５年 78 147 

平成２６年 108 155 

平成２７年 82 134 

法人化後のシラバスの充実に伴い、平成 26年度修了生の 90％がシラバスは授業科目の案

内として役に立っている、90％がシラバスは必要であるとアンケートにおいて回答してい

る。准教授および助教が主指導教員になることで研究テーマに多様性を持たせ、複数の教

員による指導を行いやすくしている。このほかに、積極的に学会発表を推奨し、野外体験

型授業を取り入れるなどの工夫を行っている。その結果、９割弱の学生が修士論文の指導

に満足している（図 2-1）。 

図 2-1 大学院修了生アン 

ケート（修了時） 
0

20

40

60

80

100

H22 H23 H24 H25 H26

シラバスは必要

修論作成の指導は十分であった
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設備面では、ネットセキュリティ強化との兼ね合いで IT 利用環境に対する不満は増加し

ているが、研究室、講義室、実験の安全性に対する不満は 10％未満と少なく、教育環境は

整っている。 

研究科では、学生個人の机、椅子を配置し、常に主体的な学習が出来るよう配慮してい

る。また、自習のため、学生用のネット接続パソコンを設置したり、授業とは別に論文講

読会を実施したりしている。大学院生（修士）は全員、修了までに少なくとも１回、学会

で発表するというノルマを課している研究室もある。この結果、大学院生の学会発表も増

加している（表 2-5）。それらの取り組みの結果、平成 23 年～平成 27 年度までにポスター

賞７件、優秀発表賞６件、その他の賞３件を受賞するなど発表の質も高い（表 2-6）。 

生物環境学専攻では、演習林や大野 ESD 自然学校での環境教育活動に可能な限り参加さ

せる（指導者体験）こと、各種セミナー等に積極的に参加させるなどにより、他者との交

流を軸とした主体的な学びを促している。学内の講義だけでは体験できない農業農村地域

でのイベントに積極的な参加を促している。 

表 2-5 大学院生の学会発表機会 

院 
学会発表 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

生産 17 19 13 20 14 10 
資源 12 16 28 23 25 12 
環境 16 25 31 26 35 32 
合計 45 60 72 69 74 54 
注：学会発表にはポスター発表も含む。 

表 2-6 学生受賞履歴リスト 

国際フードファクター学会 2011 年度大会 ポスター賞 

国際フードファクター学会 2011 年度大会 ポスター賞 

国際フードファクター学会 2011 年度大会 ポスター賞 

第 62 回日本応用糖質科学会平成 25 年度大会 ポスター賞 

環境微生物系学会合同大会 2014 ポスター賞 

国際フードファクター学会 2015 年度大会 ポスター賞 

国際フードファクター学会 2015 年度大会 ポスター賞 

2012 年度日本家禽学会春季大会 優秀発表賞 

第６回日本暖地畜産学会 優秀発表賞 

第６回日中韓サツマイモワークショップ 若手優秀発表賞 

第 10 回九州育種談話会 最優秀発表賞 

日本家禽学会 2015 年度秋季大会優秀発表賞 

第８回日本暖地畜産学会 優秀発表賞 

第 19 回日本フードファクター学会大会若手研究賞 

日本家禽学会 2014 年度秋季大会優秀論文賞 

第 15 回糸状菌分子生物学コンファレンス企業特別賞ノボサムズ特別賞 

(水準) 期待される水準を上回る。

(判断理由) 

第１期中期目標・中期計画期間と比べ、下記の①～③の取り組みにより、豊かな専門性

と実践力・創造力、国際性を備え、地域が抱える特色や課題に積極的取り組む高度技術者

の養成という在学生、家族、関連企業および国際社会の期待に十分応えていると判断され

る。 

① 教育課程は、高度技術者の養成の期待に応えるよう適切に、かつ柔軟に編成され、学生

の向上心を引き出すように附属施設を活用した教育や、「島嶼学教育コース」「環境学
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教育コース」「食と健康教育コース」など幅広い分野の知識と柔軟な思考能力をもつ人

材の育成に力が注がれている。 

② 留学生を多く受入れ、国際的な要請に応え、受入れた留学生向けの「科学技術日本語」

を開講して、留学生の専門領域への適応を助け、優秀な留学生を育て、博士後期課程の

研究者へと育てている。 

③ 「再チャレンジ支援プログラム」社会人特別選抜を実施し、技術力のブラシュアップの

ための教育を、社会人に配慮しながら実施している。 

大学院での FD活動により、下記①②の取り組みにより、教育効果を上げ、学習意欲を高

め、在学生、家族、修了生および関連企業の期待に添う水準にあると判断できる。 

①  大学院においてもシラバスが修了学生に役立ったと評価されているほか、双方向授業や

研究発表型授業の取り入れ、習熟度確認の実施など教員の学習指導方法に改善がみられ

た。 

②  大学院生を数多く TA として採用しているほか、研究スペースの確保、学会発表の促進、

共同研究における学外での発表機会や研究会への参加促進、予習の促進、ボランティア

活動への参加、指導者体験など学習意欲を高める取り組みを数多く実施している。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

表 3-1 に平成 22 年度から平成 26 年度までの修士課程入学者当初学生数に対する修士課

程２年次生の卒業率（当初修了率）を示す。概ね８割以上の学生が修了している。表 3-2

に平成 22 年度から平成 26 年度までの２年次在籍者数に対する２年次生の修了率（実質修

了率）を示す。概ね９割以上の学生が修了している。表 3-1 の卒業率が表 3-2 に対して低

くなるのは、２年次までに退学したものの人数が含まれることによる。一方、表 3-3 には

毎年の留年者数を含めた、総修了率を示す。留年生の修了が加わり、概ね９割程度で推移

している。 

表 3-1 ２年次生の当初修了率（％）       表 3-2 ２年次生の実質修了率（％） 

 当初修了率

平成 22 年度 88.8 

平成 23 年度 88.5 

平成 24 年度 84.2 

平成 25 年度 83.3 

平成 26 年度 77.0 

表 3-3 総修了率（％） 

 修了率 

平成 22 年度 89.3 

平成 23 年度 91.9 

平成 24 年度 87.5 

平成 25 年度 91.1 

平成 26 年度 82.7 

 大学院進学の動機が、専門知識・技術の習得や学問追究のためであるというものが大学

院修了生の８割を占め、高い意欲で進学している（表 3-4）。この結果、年々秀の取得率が

上昇し、卒業単位における秀または優の割合（優秀率）が 80％以上の学生が 90％以上とな

っている（図 3-1, 3-2）。 

 また、「地域伝統発酵産業に貢献する研究業績を挙げた社会人」に贈られる蟹江松雄賞学

生賞を平成 22 年度、24 年度、25 年度、26 年度、27 年度各１名、平成 23 年度２名が受賞

している。さらに公益法人鹿児島県工業倶楽部の寄付により「鹿児島県地域産業の発展の

ために、技術・事業の高度化、産学官連携、地域の振興・活性化等のために貢献又は寄与

した」学生に対し、鹿児島大学の全学生より毎年２名以内に鹿児島大学工業倶楽部賞が授

与される。この賞を農学研究科より平成 23 年度、24 年度、27 年度に各１名、22 年度、25

年度は各 2名が受賞している。このように地域が求める高度な人材が育っている。 

図 3-1 卒業単位における成績の推移    図 3-2 優秀率が 80%以上の学生割合 

 実質修了率

平成 22 年度 91.8 

平成 23 年度 93.1 

平成 24 年度 92.3 

平成 25 年度 95.2 

平成 26 年度 83.9 
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表 3-4 大学院入学・進学の理由 

 高度な研究を

受けたいから

専門の研究を

進めたいから

就職で有利に

なるから 

就職先がな

かったから 

その他 

22 年度 56.3 43.8 0.0 0.0 0.0 

23 年度 20.4 67.3 4.1 8.2 0.0 

24 年度 22.9 57.1 5.7 8.6 5.7 

25 年度 40.7 48.1 3.7 7.4 0.0 

26 年度 18.4 68.4 13.2 0.0 0.0 

 平成 22～26 年度の大学院修了生へのアンケート調査によると、大学院教育は学生の要

求に十分応えていると社会に出て行くための十分な実力がついたが平均でともに 77％、高

度な専門知識が身についたは 88％に達しており、極めて満足度が高い(表 3-5)。大学院教

育を通して、表現力（プレゼンテーション・文章）、高度な専門知識・技術、思考力（論理

的・独創的・批判的思考力）、企画・行動力などが良く養われている。さらに、ほぼ９割の

学生が、大学院教育が就職・進学後に活かせると回答している(表 3-6)。 

表 3-5 大学院教育を受けた実感 

 H22 H23 H24 H25 H26 

高度な専門知識がついた 81.8 88.2 80.0 82.4 100.0

社会に出て行くための十分な実力がついた 81.8 74.3 68.0 70.6 88.9

学習・研究が十分にできた 63.6 77.1 68.0 82.4 92.6

大学院教育は学生の要求に十分に応えている 100.0 69.4 75.0 70.6 85.2

表 3-6 大学院教育に対する満足度 

（質問：大学院教育の内容は就職・進学後に活かせそうですか？） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

直接的に活かせる 36.4 45.7 36.4 35.3 50.0

一部活かせる 36.4 20.0 36.4 35.3 38.5

別の形で活かせる 27.3 28.6 13.6 17.6 7.7

あまり活かせない 0.0 2.9 4.5 11.8 3.6

全く活かせない 0.0 2.9 9.1 0.0 0.0

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

 大学院入学・進学の動機も高いものがあり、それに応える教育が行われている結果、修

了生の満足度が高いので、在学生、家族、修了生および関連企業に期待される水準に達し

ていると判断される。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

大学院修了生は、平成 22～27 年度平均で、81.8％が就職し、4.8％が大学院博士課程へ

進学している。この間の就職率は 92.5％、進路決定率は 86.7％である。平成 26年度には、

就職は85.4％、進学は4.2％、就職率は91.1％、進路決定率は89.6％に達している（表4-1）。 

主な就職先は食料品などの製造業で 28％、次いでサービス業 21％、公務員 19％、その他

の製造業、農・林業などである（図 4-1）。 

地域別就職先は、鹿児島県内と九州がそれぞれ約 30％占め、地域ニーズを十分に果たし

ていると考えられ、残り 40％が九州外である。九州外では関東が圧倒的に多く、25％を占

める（図 4-2）。このように、学生は大学院教育を通して得た高度な専門知識・技術、思考
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力を活かして就職し、地域に貢献できる人材が育成されている。したがって、本取り組み

は「教育理念①社会作りに貢献する人材・教育目的 1)・教育の成果 4)」を達成している。 

表 4-1 大学院修了生の状況 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 平均 

修了生 59 57 49 62 48 55 55

就職希望者 53 45 43 56 45 50 49

就職決定者 49 45 38 52 41 45 45

就職率(%) 92.5 100.0 88.4 92.9 91.1 90.0 92.5

就職者率(%) 83.1 78.9 77.6 83.9 85.4 81.8 81.8 

進学者 3 5 1 4 2 1 3

進学率(%) 5.1 8.8 2.0 6.5 4.2 1.8 4.8

無業者 4 0 5 4 4 5 4

その他 3 7 5 2 1 1 3

進路決定率 88.1 87.7 79.6 90.3 89.6 83.6 86.7

図 4-1 修了生の産業別就職先と就職者（％） 
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図 4-2 修了生の地域別就職者（％） 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

大学院生に対する就職支援も充実し、また適切な指導による博士後期課程への進学も行わ

れていることから、進路・就職の状況は下記の通り、在学生、家族、修了生および関連企

業、地域社会に期待される水準を上回ると判断される。 

1. 就職率、進路決定率とも非常に高い水準にあること。大学院博士後期課程への進学者は、

鹿児島大学大学院連合農学研究科の定員を満たすのに十分であり、進学状況は良い状態

にあると判断できること。 

2. 農林業、食品、食住農関連分野へ就職する学生がほとんどを占め、また、地域と全国に

バランスよく就職しており、意図する人材養成ができていると判断できること。 

3. 大学院修了生へのアンケート調査では、大学院教育に対する全体的印象が非常に良いこ

と。大学院教育研究における研究環境、教員の指導・熱意、人間関係、高度な専門性、

教育内容などに高い評価を得ていること。 大学院教育を通して、表現力、高度な専門知

識・技術、思考力、企画・行動力などが良く養われていたと認識されていること。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

大学院での FD活動により、大学院の授業科目については、シラバスを作成、授業内容が

改善され（p14-5）、p14-5～p14-6（判断理由）に記載した①～③の取り組みにより、教育

効果を上げ、学習意欲を高め、従って、教育の実施体制に対する取組と活動、成果の状況

は在学生、家族、修了生および関連企業の期待に添っている。 

また、教育課程は、高度技術者の養成の期待に応えるよう適切かつ柔軟に編成され、学

生の向上心を引き出すように附属施設を活用した教育や、「島嶼学教育コース」「環境学教

育コース」「食と健康教育コース」など幅広い分野の知識と柔軟な思考能力をもつ人材の育

成に力が注がれている（表 2-1、p14-6）。また、留学生を多く受入れ、国際的な要請に応え

（表 2-3、p14-7）、受入れた留学生向けの「科学技術日本語」を開講して、留学生の専門領

域への適応を助け、優秀な博士後期課程の研究者へと育てている（p14-9）。さらに、大学

院生を数多く TAとして採用し、教育力の養成とモチベーションの向上に努めているほか（表

2-4、p14-7）、研究スペースの確保、学会発表の促進、共同研究における学外での発表機会

や研究会への参加促進（表 2-5 および表 2-6、p14-8）、ボランティア活動への参加、指導者

体験など学習意欲を高める取り組みを数多く実施し（p14-9）、豊かな専門性と実践力・創

造力、国際性を備え、地域が抱える特色や課題に積極的取り組む高度技術者を養成するな

ど、教育内容および方法に対する取組と活動、成果の状況は優れており、在学生、家族、

関連企業および国際社会の期待を上回っており、質は向上していると判断される。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 大学院入学・進学の動機も高いものがあり（表 3-4、p14-11）、それに応える教育が行わ

れている結果、修了生の満足度が高いので（表 3-5 および表 3-6、p14-11）、学業の成果に

対する取組と活動は、在学生、家族、修了生および関連企業の期待に添っている。 

また、就職率、進路決定率とも非常に高い水準にあり（表 4-1、p14-12）、大学院博士後

期課程への進学者は、鹿児島大学大学院連合農学研究科の定員を満たすのに十分であり、

進学状況は良い状態にあると判断できる。大学院生に対する就職支援も充実し、食料品な

どの製造業に約 30％、その他、地方公務員、農・林業など就職している（図 4-1、p14-12）。

地域別では九州内の就職が最も多く、鹿児島には約 30％、九州にも約 30％の修了生が毎年

就職しており（図 4-2、p14-13）、地域ニーズを十分に果たしていると考えられる。このよ

うに、進路・就職の状況に対する取組と活動、成果は、在学生、家族、修了生および関連

企業、地域社会の期待を上回っており、質は向上していると判断される。
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Ⅰ 水産学研究科の教育目的と特徴 
 

１ 教育目的 

 鹿児島大学大学院学則に定める教育目的に則り、本研究科の教育目的を水産学研究科規

則で、「鹿児島大学憲章の下に、水産学の学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究

めて文化・産業の進展に寄与することを目的とする。」と「鹿児島から東南アジア・南太平

洋を含む水圏をフィールドとして、水産資源の持続的生産とその合理的利用及び水圏環境

の保全・管理の分野国際的水準の知識と能力を修得し、熱帯・亜熱帯水域を対象とする諸

活動で世界をリードする文化の創出に参画し、地域社会と国際社会に貢献できる高度な水

産技術者を育成することを目的とする。」と定めている。 

 研究科教育目的の実現に向け、平成 19 年度に導入した水産学研究科のカリキュラム PDM

の中で、研究科の教育活動の基本方針（大学院教育目標）を策定した。そこでは、「人材養

成の目的を修士課程型と博士前期課程型の２つに分け、それぞれ目的を明確にして教育す

ること」、「地域・国際両面で、資源、環境領域に強い、高度な水産技術者を養成すること」、

「基礎学力を強化し、自分で学べる力を持たせること」、「調査・研究のプロセス全体を身

に付けさせること」、「就職時に有用となる職業教育を重視すること」を掲げ、これら基本

方針の達成指標を明示している（資料 15-１：水産学研究科の教育目的、基本方針及び達成

指標）。 

 

資料 15-１：水産学研究科の教育目的、基本方針及び達成指標 

 項目 達成指標（内容・定義等）  

鹿児島大学水産

学研究科の教育

スーパーゴール 

鹿児島から東南アジア・南太平洋を含む水圏をフィールドとして、水産資源の持続

的生産とその合理的利用、水圏環境の保全分野で、高度な教育を受けた技術者

を社会に送り出し、熱帯・亜熱帯水域を対象とする諸活動で世界をリードする文化

を創出し、地域社会と国際社会に貢献できる、世界的水準の水産高等教育機関

を目指す。 

 

大学院教育目標 

（上記スーパーゴー

ルに向けた、Ⅰ期

の間のプロジェクト

としての、達成目

標） 

以下の目標について高い能力を持

った人材を育成し、水産分野への人

材輩出（就職および博士課程進学）

を促進する。  

 

(1) 人材養成の目的を明確にして教

育する。目標は目的別に設定す

る。（制度に関する項目） 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地域・国際両面で、資源、環境

領域に強い、高度な水産技術者を

養成する。（領域・内容に関する項

目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①日本人学生の大半は就職し、留学生の

ほぼ全員が博士課程に進学する現況を勘

案した指導ができる課程とし、人材養成目

的別にプログラムを提供する。 

②各教育プログラムの目的・目標、ふさわし

い科目、授業形態、学習指導法等が整

備され明示されている。 

③社会人学生にメリットのある教育制度・内

容である。 

 

①日本人学生の就職分野は、水産分野以

外は少ないが、研究職がやや多い他は民

間企業を中心とした学部卒業生の就職分

野と大差はない就職動向に鑑み、専門領

域に学部－修士、修士－連大の間の捩

れがない教育プログラムである。 

②他大学と比較して特長を持ったカリキュラ

ムである。 

③修了者が、専門領域に関する幅広い知
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(3) 基礎学力を強化し、自分で学べ

る力を持たせる。  

(3.1) 基礎学力を向上させる。日本

人学生と留学生の過去の学習歴

の差を勘案し、異なる基礎学力の

強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.2)英語能力を向上させる。 

 

 

 

 

(3.3) 情報活用実践力を強化させ、

自分で学ぶための技術を身につけ

させる。 

 

 

 

(4) 調査・研究のプロセス全体を身に

付けさせる。 

(4.1) 調査・研究のプロセスを身に付

けさせるための前提となる知識と体

験を持たせる。 

 

 

 

 

 

(4.2) 計画能力を強化させる。 

 

 

 

(4.3) 高度な機器の利用法を習得さ

せる。 

 

 

 

識を持つ。 

④修了者が、学部卒業者に比べて十分に

差別化された、高度な専門的知識・能

力・技術・研究遂行能力（考える力、機器

の操作技術など）を習得している。 

⑤修了者が、国際的に質の高い教育を受

けている。 

 

 

【日本人学生の場合】 

①修了者が、高度技術者となるための、

学部段階で身に付けるべき基礎知識

および基礎学力を、偏りなく身に付けて

いる。 

【留学生の場合】 

①修了者が、水産学を学ぶ上で最低

限必要な学部レベルの理科、数学、

統計学等の学力を持つ。 

②修了者が、最低限必要な学部レベ

ルの水産学の知識を持つ。 

③修了者が、水産業界のことがらを会

話できる程度の日本語能力を持つ。 

 

①修了者が、英語外部試験（実用英語検

定２級以上相当）を受験している。 

②修了者が、英語論文や英文教科書の内

容を正確に理解し、要約できる。 

 

①修了者が、課題や目的に応じて情報を収

集・判断し、活用できる。 

②修了者が、必要な情報を主体的に表現・

処理・創造できる。 

③修了者が、情報を適切に発信・伝達でき

る。 

 

 

①修了者は、目的別プログラムに従い、次の

うちの一つの能力を持つ。 

【修士課程型プログラム】 フィールド・産業

現場の幅広い経験を持つ。 

【博士前期課程型プログラム】 研究のプ

ロセスを構築するための基礎的な知識

を持つ。 

 

①修了者が、各教育プログラムの目的に応

じた水準の調査・研究計画を遂行すること

ができる 

 

①修了者が、専門領域や修士論文研究で

必要なものだけでなく、研究科での学習とし

て学ぶべき分析・計測機器の訓練を受けて

いる。 

②修了者が、専門領域で実験や分析の十
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(4.4) 資料整理・分析能力を強化さ

せる。 

 

 

(4.5) 報告書・論文作成、プレゼンテ

ーション能力を強化させる。 

 

 

 

 

 

(5)【修士課程型プログラム】 就職の

メリットになる職業教育を行う。 

 

 

 

(6) 大学院教育の目的に照らして、

法律等を満たしかつ外部に対する

説明責任を果たせる制度を整備す

る。 

分な経験を持つ。 

 

①修了者が、実験・調査により得たデータや

公式統計を客観的に整理・分析し、適切

な図表としてまとめ、解釈が正しく行える。 

 

①修了者が、小論文を正しく書ける程度の

日本語能力を持つ。 

②修了者が、論理的な報告書を作成でき

る能力を持つ。 

③修了者が、学会発表程度のプレゼンテー

ション能力を持つ。 

 

①修了者が、水産学以外に、産業界で必

要なビジネス知識を持つ。 

②修了者が、資格取得に必要な専門性の

高い知識を持つ。 

 

①改正大学院設置基準を満たしている。 

②大学院教育の目標、目的、内容、実

績、入学手続きが国内・国際社会に発信

されている。 

（出典：水産学研究科のカリキュラム PDM 抜粋） 

 

２ 中期目標に記載している教育に関する目標との関連 

 鹿児島大学の第２期中期目標における大学院課程の教育内容及び教育の成果等に関する

目標は、「地域社会の諸問題の解決に向けて、幅広い観点から取り組む人材を育成する。」、

「知識社会を担う高度専門職業人や研究者等の育成をめざした大学院教育の質を向上す

る。」、「グローバル化の進展に対応した、国際的に活躍できる人材を育成する。」の３点で

ある。水産学研究科でもこれを踏襲しながら、研究科の教育目的を実現すべく平成 20 年度

及び平成 26 年度に大学院カリキュラムを改訂した。平成 27 年度から実施している大学院

カリキュラムは、その目的を高度職業人養成と大学院博士課程進学に繋がる両者に置き、

高い専門的能力に加えて、外国語能力、情報処理能力の涵養に重点を置いたもので、鹿児

島大学の第２期中期目標に合致したものである。 

 

３ 組織の特徴と特色 

 本研究科は、水産学専攻１専攻の教育体制をとっている。水産学研究科のカリキュラム

PDM に則り、平成 20 年度には、研究科のカリキュラムと教員組織を学部のそれらと最大限

の整合性・一貫性を持たせるとともに、連合大学院農学研究科博士課程のそれらとの連続

性を持たせるために、1専攻内で高度人材養成と博士課程進学を目的とした２つのプログラ

ムを置いた。更に、平成 27 年度からは、「グローバル化の進展に対応した、国際的に活躍

できる人材の育成」を高度に展開する目的で、新たに「熱帯水産学国際連携コース」を設

置した。 

 

 [想定する関係者とその期待] 

本研究科の教育に関する関係者は、受験生（学部学生）・外国人留学希望者・在校生及び

その家族、修了生、修了生の主な就業先である水産業・食品関連企業、留学生にあっては

帰国後の官公庁であり、その期待するところは水産分野で高度な教育を受け、当該分野で

文化の創出に参画し、社会貢献できる高い能力を備えた高度水産技術者ならびに研究指導

者を養成することである。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 本研究科は水産学専攻の１専攻体制を基本とし、学部組織に対応した

５分野制（水圏科学分野、水産資源科学分野、水産食品科学分野、水産経済学分野、水圏

環境保全学分野）をとり、学部との教育内容の一貫性が図られる体制となっている。平成

27 年度からは基本体制に加え、希望者が選択できる海外５大学（サムラトランギ大学、フ

ィリピン大学ビサヤス校、マレーシア国トレンガヌ大学、タイ国カセサート大学、ベトナ

ム国ニャチャン大学）と連携した「熱帯水産学国際連携コース」と、留学生を対象とした

留学生プログラムを開設した。 

教育の実施にあたっては、海外の連携大学の学生も受講しやすいように、クォーター制

とそれに関連してサマーセッションを採用・実施することとした。 

研究科の 1学年の学生定員は 32 名、収容定員は 64 名である（資料 15-２：水産学研究科

の学生定員と入学者数、収容実員数）。 

 

資料 15-２：水産学研究科の学生定員と入学者数、収容実員数 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

入学者数（学年定員 32 名） 35 42 31 37 40 32 

収容現員数 77 77 72 70 79 73 

（出典：鹿児島大学大学院学則別表第２（第 17 条関係）、学生係資料） 

 

水産学専攻の教育を担当する教員数は指導補助教員を含めて 50 名であり（平成 27 年４

月現在）、鹿児島大学総合研究博物館に所属する１名及び、プロジェクト専任教員を除く全

てが水産学部の専任教員である（資料 15-３：大学院水産学研究科担当教員の現員表）。一

方、学部専任教員は、海事職教員を除きすべて大学院（修士課程）併任である。附属教育

研究施設である海洋資源環境教育研究センターに配置された６名（上記の内数）の教員も

大学院教育に参加している。 

 

資料 15-３：大学院水産学研究科担当教員の現員表 

分  野 水産学部 附属教育研究センター 附属練習船 

水圏科学 11（1） 0 0 

水産資源科学 18 0 0 

水産食品科学 8（1） 0 0 

水産経済学 5 0 0 

水圏環境保全学 0 6 0 

*水圏科学の（1）は総合研究博物館所属 1 名、水産食品科学の（1）はプロジェクト専任 1名（外数） 

 

基本カリキュラムでは、修士課程の履修モデルとして「修士課程型プログラム（従前の

高度職業人養成型）」と「博士前期課程型プログラム（従前の博士課程進学型）」に分けて

履修プログラムを組み、研究科の教育目的である高度専門技術者及び研究者の養成に対応

できるシステムとしている。また、多様なニーズに対応した柔軟な教育を実現するために、

３人の主副指導教員による講義、演習、実験等を自由に組み合わせた柔軟な指導方式を採

用できる、総合型指導科目を導入している（資料 15-４：水産学研究科のカリキュラム PDM

で導かれた履修モデル）。 
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資料 15-４：水産学研究科のカリキュラム PDM で導かれた履修モデル 

 項目 達成指標（内容・定義） 

カリキュラム目標 

（第一期目標） 

  上記の「教育目標」を達成するための

カリキュラムと制度を形成する。 

 

(1) 人材養成目的と目標 

①人材養成目的別に、修士課程型（高

度職業人養成を目指す）と博士前期

課程型（研究者養成を目指す）の 2 つ

の教育プログラムを置く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-1 入学時に主指導教員 1 名、副指

導教員2名を決め、目的、目標の設

定段階から複数教員により指導する

体制を採る。 

 

 

 

以下略 

 

 

 

 

 

①学生は、以下に示す教育プログラムの一

つを選択する。 

【修士課程型プログラム】 就職を重視し

修士 2 年で完結した課程とし、学部

教育との連続性を担保しつつ、学部

教育とはレベル面で差別化された内

容を重視する。 

【博士前期課程型プログラム】 研究能

力の開発を重視し、連大と連続した

博士前期課程の性格を持たせる。留

学生のほぼ全員がこのプログラムを志

向していることを重視する。 

 

A.主副指導教員は、指導学生の目的に

従って履修モデルを学生と議論し、提案・

指導する。 

B.主指導教員は総合型指導 A の、副指

導教員は総合型指導 B、C の授業形態

と内容を決定し、個々の学生の指導計

画書に明示する。総合型指導とは、現在

の特別実験、同演習、特論の弾力的組

み合わせにより、必要に応じて多様な教

授法を組み合わせた指導法を言う。 

 

以下略 

（出典：水産学研究科のカリキュラム PDM 抜粋） 

 

研究科教員は学部教員が兼任しているので、教育の改善には、学部の教育委員会、カリ

キュラム企画委員会、ファカルティ・ディベロップ委員会があたっている。学部同様、教

育の内容の改善にはカリキュラム企画委員会が、教育方法の改善にはファカルティ・ディ

ベロップ委員会があたり、これらの教務実務化に教育委員会があたる。 

カリキュラム企画委員会では、平成 20 年度のカリキュラム改訂後、グローバル人材育成

を大学院教育の重点課題の一つと位置づけ、さらなる改善を進めてきた。水産学研究科の

FD 活動として、修了時アンケート、就業先企業等のアンケートを通じ授業方法の改善も継

続的に進めてきた。これらの活動の結果、平成 27 年度以降のカリキュラムに英語のみによ

る専門科目及び日英両語による専門科目群を大幅に導入する、留学生に配慮した留学生プ

ログラムを取り入れる、などの改善に結びついた。 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 平成20年度に引き続き平成26年度に行った水産学研究科のカリキュラムPDM

に基づいたカリキュラムの改訂は、既存の科目から積み上げた改善とは異なり、研究科の

教育目的を達成するために定めた基本方針とそれらの達成指標から、科目の設置とその内

容（シラバスのキーワード等）にブレークダウンして設計した結果であり、整合性の取れ

たプログラムの新規開設へともつながり、根本的な質の改善を行った点で特筆に値する。 

 教育内容の改善のためにカリキュラム企画委員会を設け、PDM 手法を用いてカリキュラム
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を継続的にモニターし改訂していける制度となっている。また、研究科でのファカルティ・

ディベロップメント活動は、教職員・学生参加のパネルディスカッションや授業アンケー

ト、PCM ワークショップなど、における教職員に限らず学生からの要望等が、水産学研究科

のカリキュラム PDM の改訂を通してカリキュラムに反映され、教育内容や教育方法の改善

に結びついたことは高く評価でき、今後の発展も大いに期待できる。 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 平成 20 年度から実施されている「高度職業人養成型」と「博士課程進

学型」の２プログラムからなる基本カリキュラムは、水産学研究科のカリキュラム PDM を

用いて検討された結果、授業科目の配置及びその内容は、編成の理論的流れも検討された

もので、完成度の高いものであった。カリキュラム企画委員会が継続的に検討した結果、

グローバル人材育成のより高度な実現と教育面での国際貢献を達成するという水産学研究

科の教育目的を達成するために、「熱帯水産学国際連携コース」と「留学生プログラム」を

新設することとなった（資料 15-５：水産学研究科熱帯水産学国際連携コースの科目編成）。 

 

資料 15-５：水産学研究科熱帯水産学国際連携コースの科目編成 

(1)すべての構成研究科のプログラム学生を対象とした科目（英語開講） 

授業科目 
必修・ 

選択 

単

位

数

開講期 

１年次 ２年次 

Ia Ib SS IIa IIb III IV 

Aquatic Sciences 

所属分野

の 1 科目

は必修 

その他は

選択 

2   ▲     

Fisheries Resource Sciences 2   ▲     

Aquaculture 2 ▲       

Fisheries Food Sciences 2 ▲       

Fisheries Economics 2 ▲       

Conservation of Aquatic 

Environment 
2 ▲       

Fisheries and Fisheries Sciences 選択 2  ◯      

Management of Tropical Fisheries 選択 2   ◯     

Archipelagic Marine Biology 選択 2   ◯     

Tropical Fisheries (Intensive) 選択 2  ◯      

小計  20        

(2) 他構成研究科の学生を対象とした科目（日英両語開講） 

授業科目  必修・
選択  

単
位
数

開講期  
１年次 ２年次

Ia Ib SS IIa IIb III IV
高度分析・調査実習 CHE 
Latest Analytical and Experimental 
Method (Chemistry) 

1 科目選
択必修

その他は
選択  

1   ▲     

高度分析・調査実習 BCH 
Latest Analytical and Experimental 
Method (Biochemistry) 

1   ▲     

高度分析・調査実習 BBI 
Latest Analytical and Experimental 
Method (Basic Biology) 

1   ▲     

高度分析・調査実習 SSC 
Latest Analytical and Experimental 
Method (Social Sciences) 

1 集中▲     

大学院洋上観測乗船実習 
On-board Training (Oceanographic 
observation) 

1 集中▲  
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大学院資源・計測乗船実習 
On-board Training (Resources and 
measurement techniques) 

1 集中▲  

高度分析・調査実習（オープン） 
Latest Analytical and Experimental 
Methods (Open) 

自由  1 随時△  

洋上特別実験 
Experimental On-board Training 選択  1 随時◯  

小計  8  

（出典：鹿児島大学大学院水産学研究科履修の手引） 

 

平成 26 年度に改訂されたカリキュラ

ムでは、９専門科目はすべて英語実施さ

れ、また、その他の専門科目も日英両語

で実施され、国際連携コースの学生のみ

ならず、全ての水産学研究科の学生に対

し、専門的知識を英語で運用する能力を

身につけさせる工夫をした。これらの科

目設定は、高度水産技術者養成と研究者

養成の達成を目的とした基本プログラム

とも整合性があり、バランスよく開講さ

れている。 

 授業科目の内容、学修目標、開講期は、

研究科教育目的及び基本方針を実現する

ように研究科のカリキュラム PDM で理論

的に決定し、シラバスに明示している（資

料 15-６：シラバスの１例）。２年間の短

期間で教育目的を達成するために、クォ

ーター制とサマーセッションによる開講

方法も導入した。また、全てのクォータ

ーに均等に授業を開講させず、Ⅱ期の各

クォーターでは学生の海外研修やインタ

ーンシップに積極的に取り組める仕組み

にしている。 

 継続した水産学研究科のファカルテ

ィ・ディベロップメント活動で、研究科

修了後の就職先の調査・分析を行い、研究科のカリキュラムを、職能開発科目を含む専門

教育科目群の充実、インターンシップの単位化に取り組んできて、より学生や社会のニー

ズに対応した教育課程の編成に至った。 

 研究科規則に、他の研究科または他大学院もしくは外国の大学院の授業科目について、

10 単位を上限として単位修得可能とし、これらは修了要件に含められると定めている。全

学横断的教育プログラムの「島嶼学教育コース」、「環境学教育コース」、「食と健康教育コ

ース」の登録者が増え、学内他研究科開講科目の履修者が増加している。 

 平成 27 年度から実施している「熱帯水産学国際連携コース」の主要科目は、サマーセッ

ションとして夏季に開講され、サムラトランギ大学４名、フィリピン大学ビサヤス校５名、

トレンガヌ大学０名、カセサート大学５名計 14 名と、初年度としては多数の連携校からの

参加があった。 

 基本カリキュラムでは講義・演習科目、実験・実習科目をバランスよく配置しており、

総合型指導科目は、講義・実験・演習を専門領域のニーズに合わせて自由に組み合わせて

適切な指導が図れる科目として２年間を通して、主副指導教員３名がそれぞれ指導を行っ

資料 15-６：シラバスの１例 

（出典：AGRI-FishWEB）



鹿児島大学水産学研究科 分析項目Ⅰ 

－15-9－ 
 

ている。 

 シラバスは、授業名、担当教員名、学修目標、授業概要、授業計画、受講要件、評価基

準・方法、教科書・参考書、オフィスアワーに関する情報を提供し、鹿児島大学ホームペ

ージの Web 教務システムに掲載され、学生は随時閲覧できる。履修の手引には、開講科目

の概要を日本語だけでなく英語でも記述し、留学生に対してもこれらの情報を提供してい

る。学生は、シラバスおよび履修の手引を参考にして履修申請する。 

 修士課程学生は、TA として採用される制度になっており、これを利用した指導者として

の能力育成を実施している。 

 基本カリキュラムでは、Ⅱ期以降の開講科目数を減らす一方、英語輪読等の授業時間外

の学習を必要とする科目を増やし、主体的学習を促している。 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 水産学研究科のカリキュラムは、「水産学研究科のカリキュラム PDM」と平成

26 年度に策定された「水産学研究科教育システム運用マニュアル」に則り、継続的、機能

的に改善できる体制が整った。基本的に学生の就職動向と学生アンケートなどから得られ

た学生の多様なニーズと社会からの要請に対応することに主眼を置かれて検討・改訂され

ている。目的別の２つの基本プログラム、グローバル人材養成と教育面での国際貢献に特

化した「国際連携コース」などが新設整備でき、期待される水準を上回る制度を整えてい

ると判断する。



鹿児島大学水産学研究科 分析項目Ⅱ 

－15-10－ 
 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 修了生の平均取得単位数は、修了に必要な 30 単位を 10％上回る 33 単

位であり（資料 15-７：留学者数、修了者数、修了時における取得単位数一覧）、大学院で

も比較的幅広い知識を修得し、専門職業人としての知識を身につけている。新規留年者数

は平成 24 年度の３名を最高に減少しており、指導の充実が伺える。 

 

資料 15-７：留学者数、修了者数、修了時における取得単位数一覧 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

新規留年者数（名） 1 2 3 2 0 1 

留年者数（名 2 2 3 3 3 0 

修了者数（名） 39 29 34 27 30 40 

平均修得単位数（単位） 33.15 33.17 32.35 33.37 33.07 32.78 

（出典：学生係修了判定資料） 

 

 高校教諭専修免許状取得者数は、平成 24 年度には２名であったが、平成 25～26 年度の

２年間は取得者がいない（資料 15-８：資格の取得状況一覧）。しかしながら、平成 24、26

年度にはそれぞれ２名及び１名が教員として採用されている。食品衛生監視員資格取得者

数は、平成 22 年度から今までで２名にとどまっているが、これは 23 年度以降試験内容が

変更となり、出題が難問傾向にあるためと考えられる。それでも、26 年度には 1 名の取得

者があることは、当研究科の教育が相応なものの表れでもある。潜水士国家資格取得者数

は毎年 30～42 名（学部学生を含む）である。 

 

資料 15-８：資格の取得状況一覧 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27

高校教諭専修免許状取得者数 1 1 2 0 0 1 

食品衛生監視員資格取得者数 1 0 0 0 1 0 

潜水士国家資格取得者数 30 38 31 42 29 36 

 

（出典：教育職員免許状一括申請及び個別申請） 

 

 在学中は、奄美大島や上甑島で行っている地域ニーズに対応した地域貢献型研究、県漁

業士会研修会、国内学会、及び国際学会等に多くの院生が参加し、その成果を発表するよ

う奨励し、研究及び成果発表の能力向上を図っている。その結果、修士課程の学生の学会

発表者数が平成 22 年度以降増加している（資料 15-９：大学院生の在学中の活動状況）。今

後も、国際学会やシンポジウムなどの種々の機会をとらえて院生には積極的に研究発表す

るよう奨励する。 

 

資料 15-９：大学院生の在学中の活動状況 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

国内学会参加者数 7 21 33 29 26 38 

国際学会等発表者数 4 1 4 2 4 1 

TA 採用者数 44 42 50 38 41 16 

 ＊平成 23 年は学会中止が複数あり 

（出典：総務係依頼出張一覧） 

 

また、「キャリア開発」など 31 科目の学部実験、演習、や卒業論文研究に院生を TA とし

て採用し、指導補助者として研究能力、専門技術習得を図っている。TA の採用数は 40～50

名と第１期中期目標期間の採用数よりも 10～20 名増加している（平成 27 年度は予算的制
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限があったため減少した）。 

平成 25 年度から、特別講義などの比較的受講学生の多い科目で授業の充実度や進路希望

等について授業アンケートを実施している。その結果は、同時期に水産学研究科の組織改

編、カリキュラム改正が実施されて間もないため、十分な定量的解析を行う段階にないが

受講生に対する聞き取り調査などでは一定の評価を得ている。 

  

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 十分な解析には至っていないが、受講生に対する聞き取り調査で一定の評価

を得ているのは、本研究科の教育が一定の水準にあると言える。更に、資格取得者の増加

や学会等での発表数の増加（第１期中期目標期間の２～３倍）などから、期待される水準

を上回るものと判断する。 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況)  修了者の多くは就職し、毎年４～８名の学生が博士課程に進学する

（資料 15-10：研究科修了者の就職等の状況）。無業者、その他の多くは次年度の公務員試

験等受験予定者である。就職希望者中の就職率は 83～100％である。産業別では、公務員と

教員の計及び学術・開発研究関連業が最も多く平均 34％で、食品を中心とした製造業と卸

売・小売及び運輸に分類される食品流通業が次に多くそれぞれ平均 22％、21％であった。

医療・非営利・サービス業は平均３％であった。これらの就職動向は、学士課程卒業者と

比較すると、いわゆる研究職に就く者が多くなっている。就職先地域別では関東に多いの

を除けば偏りは少なく、全国に人材を供給していると言える（資料 15-11：研究科修了者の

地区別就職先分類）。 

 

資料 15-10：研究科修了者の就職等の状況 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

求人件数 331 558 278 359 443 463 

修了者数 39 29 34 27 30 40 

 進学者数 7 5 5 4 6 8 

就職希望者数 28 21 23 21 21 27 

 就職者数 28 21 19 18 21 27 

 無業者数   4 3 0 0 

 その他 4 3 6 2 3 5 

 就職率（％） 100.0% 100.0% 82.6% 85.7% 100.0% 100.0% 

（出典：各年度のジョブ・ハンティング・ガイドより改編） 

 

資料 15-11：研究科修了者の地区別就職先分類 

  平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 
地
区
別
就
職
者
数 

鹿児島 5 4 5 4 2 4 

九州 7 2 4 2 4 3 

四国  1    1 

中国 1 2 1  2 2 

近畿 2 1  1 3 3 

中部 1 3 2 1 1  

関東 10 8 6 7 7 13 

東北 2    1  

上記以外   1 3 1 1 

計 28 21 19 18 21 27 

（出典：各年度のジョブ・ハンティング・ガイドより改編） 
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 これらの結果は、研究科の基本方針と合致したものであると同時に、基本カリキュラム

の高度職業人養成型と博士課程進学型の２プログラムを設けた成果とも言える。 

 水産学研究科が実施している就職先企業に対するアンケートおよび訪問調査で、修了生

の能力や資質、教育内容に対する評価や希望を収集した。その結果はおおむね良好で、水

産学研究科の教育に満足していた。 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 修了生の平均 40％が水産分野に就職し、次いで教育研究職に 34％が就職して

おり、これは研究科の教育目的と合致し、就職先での水産学研究科の教育活動に対する全

般的評価も高い。このことから、期待される水準にあると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 

水産学研究科の教育内容・方法は、水産学研究科のカリキュラム PDM に則り、継続的か

つ機動的に検討改善している。その結果、研究科の教育目的を達成するために定めた基本

方針とそれらの達成指標から、科目の設置とその内容（シラバスのキーワード等）にブレ

ークダウンして設計でき、整合性の取れたプログラムの改善に繋がっている。平成 26 年度

に新規開設した「熱帯水産学国際連携コース」は教員組織の改編にも至った。更に平成 26

年度には「水産学研究科教育システム運用マニュアル」を策定し、統合的に水産学研究科

の教育を改善できる体制になり、根本的な質の改善を行った点で特筆に値する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 

 ２年間と短期間の教育ながら、国内学会、国際学会や国際シンポジウムなどへの参加、

発表数が増加している。修了者の就職率も 70％を維持している。これらの結果は、水産学

研究科の教育成果が常に一定の水準にあることを示しており、教育の質を維持して言える。 
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Ⅰ 医歯学総合研究科の教育目的と特徴 

教育目的 

 20 世紀後半に始まった遺伝子解析、生命・生物情報学など生命科学研究の飛躍的な発展

が、21 世紀に入り、医学・医療や歯学・歯科医療を大きく変貌させてきており、遺伝子治

療や再生医学を始めとして、生命科学研究を応用した新しい医学の展開、ゲノム創薬、生

体機能支援技術の開発など実用化への取組みが現実的なものとなってきている。医歯学研

究の発展のために、医学、歯学領域に加え、理学、工学、薬学などの周辺領域との連携、

あるいは融合も求められている。 

 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科では、鹿児島大学憲章に則り、医学・歯学・医療に

おける学識と専門的技能を修得した人材育成を目標としている。大学院博士課程として、

疾病予防を中心とした健康科学専攻と先端医療技術の推進を中心とした先進治療科学専攻

の２専攻を設けている。修士課程として医科学専攻を設け、医学、歯学および獣医学以外

の学部学科を卒業した学生や一般社会人を対象に受け入れている。 

 博士課程では、地域社会や国際社会において医学・歯学の発展に寄与する研究者・専門

医・教育者の育成を目的としている。学生は以下にあげる各専攻の研究活動を通して、国

際的な評価に耐える研究を計画・実施・発信する能力を修得し、さらに、広い視野で研究

の社会的な意味を問い続け、共同研究を推進する協調性と倫理観を有した人材となること

をめざす。 

 健康科学専攻：生命現象の基礎的理解に基づき疾病に関する個体の問題（生活習慣など）、

個体と環境の関係、社会の諸問題などに関する疾病予防を中心に基礎研究と臨床研究を統

合して総合的に病因・病態を明らかにし、育成・予防法、診断・治療体系や技術体系の開

発を推進する。 

 先進治療科学専攻：医学と歯学における基礎医学と臨床医学を有機的に連携し、急速に

進歩する基礎医学の成果をトランスレーショナル・リサーチとして臨床医学に取り入れ、

先端医療技術の開発・臨床応用を推進する。特に最新の遺伝子工学、生体工学、ナノテク

ノロジーなどの高度先進技術を駆使し、遺伝子治療、移植医療、再生医学などの先進的医

療やオーダーメイド医療や Evidence-Based Medicine（EBM）を展開する。 

 修士課程（医科学専攻）では、医学、歯学及び獣医学以外の学部学科を卒業した学生及

び一般社会人を対象に受け入れ、医学や歯学に関する知識・技術を多様な分野で応用して

活躍できる人材の育成を目的とする。学生はヒトの疾病の予防と治療、環境の保全と社会

の発展に応用できる専門的知識と専門家としての基本的な能力を修得し、広い視野と倫理

観を有した人材となることをめざす。 

特徴 

１．博士課程は疾病予防を中心とした健康科学専攻と先端医療技術の推進を中心とした先

進治療科学専攻、修士課程は生命科学修得を中心とした医科学専攻とし、旧来の基礎系

と臨床系教員が有機的に配置された大講座を構成している。 

２．鹿児島に特化した医学医療の課題や、新しい学問分野の創出に対して柔軟に対応でき

るプロジェクト指向型の講座（国際島嶼医療学講座、再生・再建移植医療学講座、臨床

腫瘍学講座）や外部機関との連携講座（宇宙環境医学講座、長寿口腔科学講座、先端医

療学講座）を導入することにより地域の特性に基づく課題に迅速に対応できる教育研究

体制を構築している。 

３．MD-PhD コースを導入している。(再活性化、改変へ向けてコース内容を再検討中。) 

４．生命・医の倫理観を備えた高度医療人・生命医科学研究者を育成するために、共通コ

ア科目として「医療・医人倫理学」、「科学倫理学入門」を開講し、研究倫理やコンプラ

イアンス対応に関する教育を充実させている。

５．「医歯学研究講義」を開講し、多方面のトピックスについて、第一人者を講師とした最

先端の知見を学ぶ機会を学生に提供している。 
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６．社会人学生が多いことから、夜間開講、集中講義等を実施し、履修しやすい環境整備

に努めている。 

７．修士課程では平成 25年度からは多様化した学生のニーズにきめ細かく対応できるよう

に、主として博士課程に進学し研究者を目指す学生のための先端バイオサイエンスコー

スと、主として医療専門職としての就職あるいは現職場でのスキルアップを目指す学生

のための高度メディカル専門職コースの２種類の教育コースを設置している。 

８．上記の特徴は全て、鹿児島大学憲章に基づいた第２期中間目標（進取の精神の育成、

大学の特色を生かした研究活動、地域社会の活性化に貢献、国際的に活躍できる人材の

育成、社会に開かれた大学）と連動している。 

[想定する関係者とその期待] 

本研究科における関係者とその期待としては、（資料１：想定する関係者とその期待）な

どの事項が想定される。

資料１：想定する関係者とその期待 

想定する関係者 関係者の期待 

学生 

修士課程 

医科学及びライフサイエンス分野において自立的、能動的に教育研究を

推進できる能力を身につけ、その能力の発揮を実現し、必要に応じてさら

なる能力開発に意欲的に取り組むこと。 

博士課程 

国際的レベルの研究を計画・実施する能力あるいは高度な専門性を有す

る医療を実践する能力を身につけ、地域と国際社会の発展に寄与すること。

広い視野と高い責任感、倫理観を持って各種法令や指針に沿った研究を実

施すること。 

共通 
・各課程の目的を達成できる学習環境が整備されていること。 

・各課程の学位取得者に見合う活躍ができること。 

学外教育指導者 
連携大学院や教育研究を委託した大学等で身につけた学習内容を実践

するだけでなく、それを助言・指導できること。 

就職先の関係者

多種多様な職能を有する個人とその集団が他から高く評価される成果

を創出するために、個人の独創的能力、コーディネーターあるいはリー 

ダーとして優れたチームワーク力を構築する能力、常に新しいことに挑戦

する能力を身につけていること。 

（出典：鹿児島大学医歯学総合研究科ハンドブック（平成 27 年度版）、学位授与の方針）
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

１．基本的組織の構成 

本研究科の組織と専任教員数及び学生定員を（資料２：医歯学総合研究科の組織と専任

教員数及び学生定員数）に示す。修士課程は博士課程の教員が兼任している。第２期中期

目標期間中の学生の入学定員充足率は博士課程（H22：100%、H23：98%、H24：110%、H25：

86%、H26：96%、H27：84%）、修士課程（H22：60%、H23：90%、H24：45%、H25：120%、H26：

100%、H27：100%）であった。博士課程では第１期中間目標期間の反省を踏まえて教育課程

改善を行い、平成 22 年度に定員の見直しを行った結果、概ね定員を充足している。修士課

程でも平成 25年度入学生から教育コースを改善した効果もあって、以降は定員を充足して

いる。 

資料２ ：医歯学総合研究科の組織と専任教員数及び学生定員数 

課程 専攻 
教授(名) 准教授(名) 講師(名) 助教(名) 合計(名)

修業年限(年)
学生定員(名)

現員 現員 現員 現員 現員 入学 収容 

博士 

健康科学 

（7 大講座 27 分野） 
26 19 9 33 87 

４
19 76 

先進治療科学 

（10 大講座 46 分野） 
36 23 12 81 152 31 124 

修士 医科学 ― ― ― ― ― ２ 10 20 

（出典：概要 Outline2015 鹿児島大学 大学院医歯学総合研究科 大学院保健学研究科 

 医学部 歯学部、人事係資料） 

２．教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

平成 26 年度に教育目標及びアドミッション・ポリシーの再構成を行い、新たにカリキュ

ラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーを制定した。また、各ポリシーの制定に伴い、学

位論文評価基準を制定した。 

 修士課程・博士課程とも、学生が学年進行とともに着実に学位取得に必要な手続きを踏

めるよう、学位取得までの標準的な行程を示したロードマップを整備し、ハンドブックで

提示している。 

 平成 27 年度からは、学位取得のための多彩なロードマップを整備することを意図し、

MD-PhD コースから MD/DDS-PhD コースへの制度改変を目指して検討を行っている。鹿児島大

学医学部・医歯学総合研究科において実施していた MD-PhD コースは医学部４年後で一時休

退学し、大学院に進学して４年後に学位取得後、医学部に復学・再入学し、医学部を卒業

するコース内容であったが、実施 10 年間で１名しか選択者が出なかったため、学生にとっ

て利用しにくい制度であったと考えられた。そこで、いくつかの他大学医学部大学院での

MD̶PhD コース実施例を調査したところ、他大学（群馬大学など）で実施されている制度（学

部教育と大学院教育を同時並行で実施する）ではコース参加学生が多いということがわ 

かった。そこで、群馬大学を視察し、実施状況を書面で教授会に報告し、博士部会で医学

部生、歯学部生の両者が参加できる MD̶PhD コース改変素案を作成し、平成 27 年度学長裁

量経費を獲得した。さらに、他大学実施例の紹介講演を教授会において実施予定であり、

制度の実施へ向けた準備を進めている。基本的には学部教育と大学院教育を同時並行で実

施し、さらに学部卒後の初期研修の時期にも大学院入学を認めて、早期に研究開始、学位

が取れる「学生にも大学にも利点がある大学院制度」の開始を目指している。 

 本研究科が展開する教育活動の評価及び成果確認、改善に向けての提言は FD委員会に 

よって行われている。FD 委員会では、大学院生による授業評価アンケートを毎年実施して

おり、得られた結果は科目担当教員及び教育委員会に報告されている。また、教員の教育
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技能の修得・向上の機会を提供するため、授業公開や講演会、ワークショップを定期的に

開催している。この他、大学院生の教育・研究環境の実態を把握し、教育体制の改善に役

立てることを目的とした試みとして、平成 24年度には大学院生を対象としたインタビュー

とアンケートを、さらに平成 26 年度には留学生を対象としたアンケートを実施した。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

定員充足率を維持していること、FD 活動を受けて教育目標及び３ポリシーの改訂が行わ

れていること、修了までの過程を明確に学生へ提示していること等から、大学院としての

教育の取組みは行われている。MD̶PhD コースの改革等、特筆すべき検討も進められている。

また、修士課程では、先端バイオサイエンスコースと高度メディカル専門職コースの２種

類の教育コースを設置し、特に後者は現職場でのスキルアップを目指す社会人学生から高

評価を得ている。修士課程の社会人学生は全てが鹿児島県に現職場を持つ学生であり、本

研究科は高度専門職を目指す地域の社会人に学び直しの機会を提供しているといえる。 

 以上のことから、医歯学総合研究科の教育実施体制は鹿児島大学の教育理念の一つであ

る地域貢献を具現化していると考えられる。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

１．教育課程の編成 

教育課程編成の基本方針は、共通コア科目を中心とした教育の実質化、少人数教育への

取組、情報技術を利用した遠隔教育の推進、科学における国際標準語である英語教育の推

進にあり、その方針に沿って教育課程が体系的に編成されている。博士課程及び修士課程

の教育課程における履修単位・履修方法を（資料３：履修単位・履修方法）に示す。 

資料３：履修単位・履修方法 

課程 区分・形態 等 履修単位 備考 

修
士
課
程

必修科目（医科学の基本的な知識と技術の習得） 

医科学論 

医科学研究(A)または(B) 

バイオサイエンス実習もしくは高度メディカル実習 

上記３科目以外の必修科目 

選択必修科目（医科学の知識と技術を深める） 

先端医科学研究もしくは高度医療学研究 

上記１科目以外の選択必修科目 

自由科目（非選択コースの科目等で視野を広げる） 

１９ 

（２） 

（６） 

（３） 

（８） 

１１ 

（５） 

（６） 

先端バイオサイエンスコースと高度メディカル

専門職コースとでは一部内容が異なる 

１年前期、後期 

１年前期、後期 

先端バイオサイエンスコースと高度メディカル

専門職コースとでは異なる科目を選択する 

修了要件には含めない 

合計 ３０ 

博
士
課
程

共通コア科目（研究者の基本的知識） 

必修科目 医歯学研究講義（最先端の 

医学や歯学研究に触れる） 

選択必修科目（２科目から１科目選択） 

医療・医人倫理学 

科学倫理学入門 

選択科目 （上記２科目以外から選択） 

共通先端科目 （研究に必要な先端的知識の習得） 

専門基礎科目（各分野における基本的知識の習得） 

専門科目（各分野における研究遂行に必要な能力を身

に付ける） 

演習 

実験・実習 

６ 

（２） 

（１） 

（３） 

２ 

６ 

１６ 

（４） 

（１２） 

１５回以上の出席で認定（＊） 

（＊）医学研究講義、医学部ウィークリー

セミナー、歯学部イブニングセミナー、学位

論文公開審査への参加は医歯学研究

講義への出席に認定する 

２単位×２期（１年次前期より履修） 
２単位×６期（２年次より履修） 

合計 ３０  

（出典：鹿児島大学医歯学総合研究科ハンドブック（平成 27 年度版）） 

 修士課程では、学業に専念し、主として研究職を目指す一般学生と、職に就きながらス

キルアップを目指す社会人学生との双方の教育を目的としている。この目的を達成するた

め、平成 25年度の入学生から先端バイオサイエンスコースと高度メディカル専門職コース

の２種のコースを選択できるようにした。カリキュラムを改編した（資料３：履修単位・

履修方法）だけでなく、指導にあたる教員にも学生の目的・ニーズに合った指導をするよ

う徹底している。 

 ヒトゲノム解読、人権擁護、個人情報保護への社会の関心の高まりをうけて、学術研究

においても情報公開や様々な法令の遵守等が要求されるようになったため、研究者、学生

対象にコンプライアンス教育の倫理講習会を開催し、後日の履修を可能にするためにビデ

オ撮影も行った。さらに、大学院の科目としてもコンプライアンス教育を教える「医療・

医人倫理学」を選択必修科目として開講した。 
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２．学生や社会からの要請への対応 

博士課程・修士課程共にアジアを中心とした諸外国からの留学生を受け入れている。各

年度別の受け入れ留学生数を（資料４：博士課程と修士課程における留学生の数と出身国）

に示す。 

資料４：博士課程と修士課程における留学生の数と出身国 

（平成 22年度～27 年度経費別人数） 
 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

総数 21 22 24 24 23 21 

内訳 

博士 修士 博士 修士 博士 修士 博士 修士 博士 修士 博士 修士 

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

国

費

私

費

12 7 0 2 13 7 0 2 14 9 0 1 15 9 0 0 14 8 0 1 13 7 0 1

国名 

(国数)

インドネシア、インド、ネパール、パキスタン、バングラデシュ、ベトナム、韓国、台湾、中国、イラン、エジプト、

ナイジェリア、ブラジル、ジャマイカ（14か国） 

（出典：概要 鹿児島大学 大学院医歯学総合研究科 大学院保健学研究科 医学部 歯学部 

（各年度）） 

学術交流協定校からの短期留学生の受入れにも力を注いでおり、日本学生支援機構「海

外留学支援制度」の援助を受け、「アジアにおける神経科学の共同研究体制形成に向けた人

材養成」プログラムの一環として博士課程への短期留学生（修学期間：１年）を特別聴講

学生の身分で合計８人（H25 年 10 月～H26 年９月に４人、H26 年 10 月～H27年９月に２人、

H27 年 10 月～H28 年９月（予定）に２人）受け入れた。 

 当初、国費外国人留学生の優先配置を行うプログラムとして第１期中期目標期間に開始

した博士課程「公衆衛生専門家養成コース」は、英語による履修が可能なカリキュラムを

擁していることから、受講を希望する留学生が少なくなく、近年、国費留学生以外の留学

生も受け入れ、コースを継続中である。また、博士課程では、全留学生を対象とした科目

を開講しており（資料５：博士課程の留学生を受講対象とした科目の開講状況（平成 27年

度））、好評を得ている。 

資料５：博士課程の留学生を受講対象とした科目の開講状況（平成 27 年度） 

科目名 履修者人数 

Ethics and science ９ 

Basic scientific writing in English ３ 

Data analysis ４ 

Epidemiology ３ 

（出典：医歯学大学院係資料） 

 修士課程では、授業資料の 52％（全 27 科目中の 14 科目）の英語化を既に終えており、

今後 100％の英語化を推進する予定である。 

 本研究科には、勤務等の都合により遠方に在住する社会人学生が多数在籍しているため、

これらの学生がより履修しやすい環境を提供できるよう、医歯学教育開発センター及び FD

委員会が中心となり、LMS（Moodle）を活用した eラーニング教育の推進にも取り組んでい

る。第２期中期目標期間中に e ラーニングの利活用をテーマとした講演会や講習会を（資

料６：eラーニングの利活用をテーマとして実施した講演会及び講習会）に示すとおり開催

した。 
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資料６：eラーニングの利活用をテーマとして実施した講演会及び講習会            

【e ラーニング教育推進に関する講演会】 

平成 24 年度 「医療系教育における eラーニングと電子教材：その有用性および課題と対策」

【eラーニング教育推進に関する講習会】 

平成 24 年度～平成 25 年度 「桜ケ丘キャンパス学習支援システムの活用」 

平成 26 年度 「学習支援システム Moodle と e-ポートフォリオの活用」 

平成 27 年度 「e-Learning (Moodle, e-ポートフォリオ)アドバンス講座」 

※いずれも研究科 FD 委員会主催による

（出典：FD 委員会資料） 

 以上に述べたように、博士・修士課程ともに留学生や社会人を積極的に受け入れており、

英語での開講、夜間開講、集中講義を実施する等、修学環境の改善と充実に努めているこ

とから、関係者のニーズを満たしていると考えられる。 

 社会からの要請に応える特色ある研究教育として、平成 19年に設置された離島へき地医

療人育成センターと医歯学教育計画室（医歯学教育開発センターの前身）の有効活用によ

り、離島医療実習学習要項の作成と疫学研究フィールドの充実を実現した。1例として、博

士課程の国際離島医療学分野並びに修士課程の選択科目である「離島医療学」において離

島島民の健康調査を継続的に行っていることや奄美大島の健康施設「タラソ奄美」等と協

力してタラソテラピーの有用性を検証していることが挙げられる。医歯学総合研究科は、

これらの研究教育を通じて、鹿児島に特化した医科学・医療の課題に取り組む人材を育成

するとともに、地域資源を活かした健康創生に取り組む自治体や民間団体等に対する研究

協力を行っている。 

３．授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

 近年、研究倫理教育については強化を図っており、法令や各種指針等を遵守し、倫理的

配慮を行いながら研究を遂行できる能力を養成するべく、学生に「医療・医人倫理学」（修

士課程「生命医療倫理学」）または「科学倫理学入門」の受講を義務付けている。 

また、学位論文公開審査への出席を必修科目「医歯学研究講義」への出席として認定し、

研究会や国際会議を含む学会等への参加を促すなど、授業以外の場で、学生が視野を広げ、

専門的・先端的知識を取得できるよう働きかけを行っている。 

 学生の研究内容は組織的に共有し、教育課程の実施方針に沿った指導を行っている。学

習指導体制の概略を（資料７：学習指導体制）に示す。 

資料７：学習指導体制 

博士

指導教員グループ（主指導教員１名、副指導教員２名）による研究・教育指導体制

を構築し、指導教員の指導に基づく研究開始前計画書の作成（入学後１年以内に教

育委員会に提出）、論文投稿前審査、学位論文審査（公開）等を課している。 

学位論文は国際的学術誌に掲載されたものを原則としている。 

（出典：鹿児島大学大学院医歯学総合研究科ハンドブック（平成 27年度版）） 

修士

指導教員１名（教授または准教授）及び副指導教員１名による研究・教育指導体制

を構築し、研究計画書の作成（１年次４月末までに教育委員会に提出）、１年次末の

中間発表会、学位論文発表会等を課している。 

学位論文は単著のテーシス形式を原則としている。 
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４．主体的な学習を促す取組み 

 主体的な学習を支援する一環として（資料８：主体的学習促進の取組み）に示す取組み

を行っている。 

資料８：主体的学習促進の取組み 

取組み 概 要 

双方向的、学生参加型、 

課題探究的な授業形態 

学生が視野を広げ、専門的・先端的な知見を意欲的に得

られるよう、セミナーや学会等での発表、学位論文公開

審査への参加を促している。 

研究開始前計画書（博士課程）、

研究計画書（修士課程）の作成

入学後、指導教員の指導の下、学生が主体的に作成する。

本計画書の作成を通じて、学生に計画立案の方法を学習

させ、主体的に研究を進めることの重要性に気付かせる。

予備（論文投稿前）審査（博士

課程） 

中間報告（修士課程） 

専門科目の履修状況や研究の進捗について確認を行うた

めの取組みである。最終目標である学位取得に向けた中

間目標として位置付けられており、学生は研究の進行に

伴って新しく入手した情報をそれまでに実施した研究に

加味するとともに、当初計画の妥当性について検証を行

う。また、発表や審査を通じて、必要で有益な意見を取

り入れることが可能であり、より良い成果の実現が期待

される。 

大学院医歯学総合研究科ハンド

ブックの内容充実 

「大学院医歯学総合研究科ハンドブック」に就学の手引

き、学位の手引き、規則・申合せ関係を区分して記載し

ており、平成 24 年度からは博士・修士両課程の開講科目

の概容を記載する等、年々内容の充実を図っている。 

（出典：鹿児島大学大学院医歯学総合研究科ハンドブック（平成 27年度版）） 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

 アジアを中心とした諸外国から留学生を受け入れ、国際化と国際貢献を推進しており、

留学生を対象として英語化の比率を高めてきた。コンプライアンス教育科目の必修化や（教

職員含めて）各種講習会受講を義務づけることにより、研究科としてコンプライアンス対

応能力の向上に努めている。e ラーニングや Moodle 利用の啓蒙活動をすすめ、多彩な教育

方法の展開を図っている。 

 また、平成 19 年に設置された離島へき地医療人育成センターと医歯学教育計画室（医歯

学教育開発センターの前身）の有効活用により、離島医療実習学習要項の作成と疫学研究

フィールドの充実を実現した。このことは、地域に貢献する医師・医学研究者の養成とい

う本研究科に求められる役割を果たすだけでなく、へき地医療の充実を求める住民及び行

政、へき地医療実践のための教育プログラムを必要とする教育関係者等の期待に応えるも

のである。 

 以上のことから、医歯学総合研究科の教育内容・方法は学生や社会からの期待や要請に

充分応えていると考えられる。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

１．学生が身につけた学力や資質・能力 

学生が目標とする学力や資質・能力を身につけるために、種々のセミナーだけでなく研

究会や学会等（国際会議を含む）への積極的な参加を促し、学位論文は原則として国際誌

（英文誌）に掲載されたものとする教育委員会申合せを作成し、早期修了、優れた研究業

績の表彰（医歯学奨励賞）などの制度を設けて基準を明示した結果、それぞれ学年進行と

ともに増え、実績をあげている。平成 22 年度から平成 27 年度までの成果実績を（資料９：

学業の成果）に示す。 

資料９：学業の成果

学会や研究会への 

参加・発表数(延べ人数) 

早期修了者

数 

国際誌掲載

件数 
優れた研究業績表彰者 

平成 22 年度 280 7 25 6 

平成 23 年度 223 9 54 11 

平成 24 年度 230 10 59 15 

平成 25 年度 195 11 37 9 

平成 26 年度 143 10 46 8 

平成 27 年度 165 4 45 8 

（出典：医歯学大学院係資料） 

 また、学生に研究発表の機会を提供し、研究成果の確認を行うことを目的として、医歯

学総合研究科では以下の発表会や研究会を毎年開催している。 

桜ヶ丘キャンパスでは平成 20 年から毎年１回の「基礎系研究発表会」を開催している。

当初基礎系分野のみの発表の場であったが、現在では医系歯系、基礎系臨床系を問わず教

員、学生が発表し、意見交流する機会となっている。 

この他に、歯系では、特別教育研究経費（研究推進）による補助事業「口腔から QOL 向

上を目指す連携研究」（平成 20 年度）により設置した口腔先端科学教育研究センターを、

平成 26 年度に在り方を見直し、活動を発展させた。同センターでは毎年１回「歯系大学院

生研究発表会」を開催し、それぞれ優秀発表者数名を選出し表彰および研究助成を行って

きた。これまでの優秀発表者のうち、2011 年度の受賞者(学術奨励賞第１位)は、全国の若

手研究者が集う「先端歯学スクール 2012」(先端歯学国際教育研究ネットワーク主催)で最

優秀賞を受賞し、カナダのトロント大学歯学部 Research Day 2013 へも派遣された。また、

７名が、日本歯科保存学会（２名）、日本小児歯科学会（２名）、日本口腔外科学会、日本

矯正歯科学会、日本歯周病学会から優秀発表賞をはじめ大学院論文賞、若手研究者奨励賞

を受賞した。

 さらに、がんに関連する分野は協力して、学内での大学院生、教員の研究の交流と学外

の優れた研究者を招いて最新の研究情報の取得を目的とした「南九州腫瘍研究会」を立ち

上げ、平成 12年から年１～２回の学術集会を行っており、平成 27 年度末までに 26 回の学

術集会を開催した。また、神経科学に関する分野は理工学研究科等の関連する他学部・研

究科とも協力して「鹿児島神経科学研究会」を平成 24 年に立ち上げ、平成 27 年度末まで

に７回の学術集会を開催して学部研究科横断的研究体制の構築を図っている。 

 学生は、これらの発表会や研究会に参加することで、研究発表能力を向上させるだけで

なく、多様な研究分野の教員や学生との交流を通じて個々の研究内容を充実・発展させる

ことが可能となる。 
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２．学業の成果に関する学生の評価 

全ての学期に大学院生による授業評価を実施しており、科目別評価に加えて総合評価と

して満足度評価の回答を得ている。７点を良、１点を悪とする方法で平成 22 年度前期～平

成 27年度までの総合評価を延べ人数として集計した結果を（資料 10：学生の授業評価にお

ける満足度）に示す。 

資料 10：学生の授業評価における満足度

満足度のスコア 
１ 

悪 

２ ３ ４ ５ ６ ７ 

良 

人数（％） 

博士課程 

修士課程 

0(0) 

0(0) 

1(0) 

1(0) 

1(0) 

3(1) 

31(13) 

19(9) 

42(18) 

40(20) 

75(32) 

76(37) 

88(37) 

66(32) 

（出典：大学院係資料；FD 委員会アンケート調査）

 スコア５以上が博士課程 87％、修士課程 89％であり、非常に高い満足が得られていたと

考えられる。良かった点・改善すべき点等に関する自由記載の内容は全てスコアと共に授

業担当教員にフィードバックしており、このことが第１期中間目標期間の報告（スコア平

均 3.2 点、但し５点満点なので７点満点に換算すると 4.5 点）と比較してスコア平均の格

段の増加（博士課程 5.9、修士課程 6.3）に繋がったものと考えられる。高スコアの理由と

して、専門性の高い内容を分かり易く教えてもらえたこと、直ぐに役立つ技術を実習等で

習得できたことなどが挙げられていた。今後改善すべき課題としては、専門性の高い授業

であるがゆえに導入説明もしっかりすること、授業で使用した資料をできるだけ多く学生

に配布すること（医学領域では患者の権利保護などのために配布が困難な資料もある）が

指摘されており、FD 活動等を通じて更に改善していく予定である。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

 研究業績の表彰や国際誌への掲載論文数も第１期中期目標期間より増加している。授業

への満足度も改善されている。 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

１．修了後の進路の状況 

 本研究科では、修士課程、博士課程ともに社会人入学が多く、特に博士課程では、修了

者の多くは医師免許あるいは歯科医師免許の保有者であることから、医学部・歯学部附属

病院や地域の医療機関に就職する者が多い。課程終了後の進路の概況について、ここでは

修士課程修了者のデータを（資料 11：修士課程修了者の進路）に示す。 

資料 11：修士課程修了者の進路 

進 路 

人数 及び 修了年度 

平成 

22 年度

平成 

23 年度

平成 

24 年度

平成 

25 年度

平成 

26 年度

平成 

27 年度

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科

博士課程 
０ ４ １ ３ ３ １

他大学・大学院博士課程 ０ １ ０ ０ ０ ０

鹿児島大学医学部・歯学部附属病院 ４ ０ １ １ １ １

地域の医療機関 ２ ２ ５ １ ２ １

地域の医療機関（薬剤部）・薬局 １２ ０ １ ０ ０ １

大学・短大等教職員 ０ ０ ２ ２ ２ ２

医療関係専門学校 １ １ ３ １ ２ ０

企業 ２ １ １ ０ ２ １

その他 １ ２ ３ ０ １ １

計 ２２ １１ １７ ８ １３ ８

（出典：学生支援係資料） 

 修士課程の修了者で就職した者は、いずれの職域においても、大学院で培った問題解決

能力や専門的知識を存分に発揮し、組織内の他のスタッフと協調しながらチームをまとめ

上げる指導者的役割を担っている。また、例年、数名の修士課程修了者が医科学研究の継

続を希望し、本研究科博士課程へ進学している。 

 博士課程では、修了者の多くは医学部・歯学部附属病院を始めとする医療機関に就職す

るが、中には医歯学総合研究科や他の研究所に助教や研究員の職を得る者もいる。 

 博士課程を修了した留学生については、自国に戻り、大学・研究機関等で教員・研究職

のポジションを得る者、医師や看護師として医療に従事する者が多数であり、研究科で受

けた教育を自国で活かし、活躍している。また、日本国内に残り、大学・研究機関等で研

究員となる者もいる。単位取得後退学した学生の場合、多くは退学後も研究を継続し、論

文を完成させ、学位を取得している。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

博士課程を修了した医師・歯科医師の進路としては、医療機関や大学病院への勤務が主

流であるが、その他の学生については、修士課程修了後に博士課程へ進学する者、大学・

短大教職員となる者、企業等に就職する者等、大学院修了の経験を生かして多彩な進路へ

進んでいることから、医歯学総合研究科の進路・就職の状況は期待される水準にあると考

えられる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

該当なし。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

該当なし。 
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17．司法政策研究科

Ⅰ 司法政策研究科の教育目的と特徴 ・・・17－２ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 ・・・・・17－３ 

    分析項目Ⅰ 教育活動の状況 ・・・・・17－３ 

    分析項目Ⅱ 教育成果の状況 ・・・・・17－７ 

  Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・17－９ 
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Ⅰ 司法政策研究科の教育目的と特徴 

（１）教育目的 

 鹿児島大学大学院司法政策研究科（以下、「本研究科」という）は、鹿児島大学憲章にあ

る「多くの困難に果敢に挑戦する人材を育成してきた」教育的伝統を踏まえ、「地域ととも

に社会の発展に貢献する」総合大学の一翼を担う「法曹」という高度専門職業人の養成を

目的とする研究科である。研究科の教育理念として「地域に学び、地域に貢献する」こと

と定め、①これからの司法の在り方を構想、実現してゆく活動的な法曹を養成することと、

②地域社会における法の役割の拡大に対応することをめざし、この理念の下で法曹養成を

行うことによって、全国のさまざまな地域において指導的な地位に立つ法曹を養成するこ

とを教育の目的としている。 

（２）特徴 

 本研究科は、専門職大学院設置基準に基づく法科大学院の課程を実施する研究科である。 

 司法過疎と呼ばれる地域に位置する法科大学院として、法曹養成という教育活動に、南

九州の法曹や隣接職の活動と市民生活・行政活動・企業活動とを有機的に結びつけ、地域

の司法基盤の強化に貢献する、自ら困難に立ち向かい果敢に挑戦する「進取の精神」を有

する法曹を養成することを目指している。そこでは高度専門職業人としての「幅広い教養

の厚みに裏打ちされた倫理観と生涯学習力」を有する人材を養成するために、法曹として

の基礎的な素養を培う「３段階の螺旋状高度化カリキュラム」と合わせ、「地域と連携した」

取組みである離島等司法過疎地における法律相談実習や、先端の ICT を用いた実務形態を

身につけさせるカリキュラムを実施することで、その実現を図っている。 

［想定する関係者とその期待］ 

 本研究科が想定する関係者は、法曹志望の学生・社会人、法曹三者、隣接職種をはじめ、

様々な法律問題に接しながらも法律サービスを享受する機会が少ない地方の住民等である。

これらの関係者からは、当研究科が、南九州という司法過疎地に位置する法科大学院とし

て、地域事情に深い理解を持ち、自らの活動のみではなく、司法政策に資する法曹を養成

することが期待されており、この期待に応えるべく、教育カリキュラムを構想・展開して

いる。
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制

（観点に係る状況） 

 本研究科は前記の教育目的のもと、「地域に学び、地域に貢献する法曹養成」を実現すべ

く、専門職大学院たる法科大学院の設置基準を満たす教員組織を編成している。（資料Ⅱ-

１） 

 資料Ⅱ-１ 教員組織の編成（平成 27年６月１日現在）（単位：人） 

職   種 教授 准教授 講師 その他 

研究者教員 ７ ２ ０ ０ 

実務家教員 
専任 １ ０ ０ ０ 

みなし専任 ２ １ ０ ０ 

兼担教員 ２ ７ ２ ０ 

非常勤教員 

（特任教員を含む）

研究者 ８ １ １ ３ 

実務家 ０ ０ ０ ６ 

 また、学生定員及び入学者の状況は、資料Ⅱ-２のとおりである。なお、本研究科は入学

定員の削減や、東京・大阪など複数会場における入試の実施、研究科独自の奨学金給付制

度や授業料免除制度の新設など様々な定員充足に向けた方策に取り組んできたが、法科大

学院志願者そのものの減少という全国的な傾向のあおりを受け、平成 27 年度より学生募集

を停止した。本研究科の修了生は修了後５年間司法試験を受験することができるが、その

学修支援活動については新たに設置された司法政策教育研究センターが担うことになる。 

 資料Ⅱ-２ 学生定員と入学者数（単位：人） 

 定員 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

入学者数 30 ９ ７ ６※ ４ ３ 募集停止

 ※他大学法科大学院からの編入生１人を含む。 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）全ての分野において、少人数教育の体制が実現しており、一人ひとりをきめ

細かく指導することができる。例えば専任教員の配置は、法律基本科目など特定の分野に

集中するのでなく、法律実務基礎科目（実務家教員）や基礎法学・隣接科目（法社会学）、

さらには展開・先端科目（労働法）（社会保障法）にも、バランスよく行き渡っている。ま

た法律基本科目は、公法系３名、民事系４名、刑事系２名の研究者教員が配置されており、

各系のバランスも保たれている。これら適正に配置された教員による教育の質に関しては、

授業参観やビデオ録画による教員の相互点検、さらに学外の弁護士による授業評価などの

取り組みを FD委員会や教員懇談会において計画・実行した後さらに振り返り改善するサイ

クルを稼働させることで保証している。また、学生募集停止による司法政策研究科廃止後

の修了生の学習支援についても司法政策教育研究センターの設置により保障されている。 

観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

（１）教育内容の充実 

 本研究科に求められる教育の内容は、制度の必然性から極めて明確である。具体的には、

①将来において法曹として活動するうえで必要な知識と能力を着実に修得できること、②
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「司法自体のあり方を構想・提案・実現する『司法政策』に取り組むことのできる法曹を

育成すること」、「地域社会における法の役割の拡大に対応すること」を意識させ、それを

実際に具体化する教育がなされていること、③初学者が着実に学習を進められるような教

育の中味であることに他ならない。 

 これらの要請に対しては、①法律基本科目群と実務基礎科目群をバランスよく配置した

教育課程の編成（とくに、裁判実習やリーガルクリニックなど、理論と実務とを橋渡しす

る科目の充実）、②司法過疎地での実習（リーガルクリニック A）や遠隔地間で共同して行

う法実務を体験的に学ぶ科目（法情報論）を必修化し、その機会を全員に保障しているこ

と、③講義→問題演習→総合問題演習へとステップアップし、ひとつの法分野を段階的に

繰り返して学ぶ場が保障され、必須の法知識の定着と法的思考の訓練が反復される結果、

無理のないかたちで高度化が達成され得ることなどを念頭に対応している。 

（２）教育方法 

 法科大学院の教育は、その目的に照らし、実務家の基礎的素養として、基礎理論教育を

経由し、そして修得した理論をベースにこれと基本的な実務とを架橋する段階の教育へと

進むことが求められる。本研究科では、これらの課程に応じて、各科目群に属する具体的

な授業科目が配置されている。（資料Ⅱ-３、Ⅱ-４参照） 

 資料Ⅱ-３ 

講 義：基礎的な内容を講義形式で扱う科目 

演 習：基礎知識の応用やより高度な内容を演習形式で扱う科目 

専/演：専門性の高い分野を講義・演習形式で扱う科目 

実 習：実習を主とする科目 

 資料Ⅱ-４ 
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 この他の取組みとしては、以下が指摘できる。 

 ①全科目で双方向・多方向のコミュニケーションを前提とする講義形態を前提とし、そ

れをサポートするために、オンライン上のシラバス・システムを整備し、それを利用する

ことで講義のみならず、予習・復習での学修効果を高めている。 

 ②正課の時間外に、本学出身の若手弁護士や司法修習生を中心に、学習をサポートする

一環として、チューター制を導入している。授業理解の促進や、自学自習の過程での疑問

点の解明などを目的に、その利用状況は活発である。 

 ③各セメスターで２回（中間と最終）、授業評価アンケートを実施しているが、アンケー

ト集計後、必ず教員の側から「所感と対応」を公示し、その中で当該科目の学習上の注意

点を喚起するなど、時期を捉えてアドバイスする取組みが徹底されている。 

 ④九州・沖縄４大学法科大学院教育連携のもとで、「法情報論」、「司法政策論」、「契約実

務」、「インターネットと法」については、遠隔講義システムの利用により他大学の学生を

交えて展開されており、同時双方向・多方向のコミュニケーションを交えた講義を実施し

ている。 

 ⑤理論と実務の架橋を実現するために、研究者教員と実務家教員が共同して担当する講

義（「刑事法総合問題演習」、「民事法総合問題演習 A」）や、離島等司法過疎地における法

律相談実習である「リーガルクリニック A」を必修として、現場での経験を積ませるとと

もに、「裁判実務（民事）」、「裁判実務（刑事）」の学習成果について、模擬裁判という形で

市民に公開することで、新たな時代を担う法曹としての自覚の涵養を図っている。 

 ⑥平成 22 年度から、九州大学法科大学院との間で、滞在型特別聴講学生制度をスタート

した。これにより本研究科の３年次に在学する学生で、一定の条件を満たした希望者が、

半年ないし１年間、九州大学法科大学院においてその開設科目を履修し、単位互換によっ

て本研究科を修了することが可能となった。平成 22 年度は２名、平成 23年度は１名、平

成 24年度は１名、平成 25 年度は２名、平成 26年度は１名がこの制度を利用した。 

 本研究科のカリキュラムは、かように多彩な講義形態を戦略的に配置している一方、個々

の学生の理解度に応じた個別的サポートの機会を用意することにも配慮している。加えて、

各専門分野の教員は、オフィスアワーを開設している。本研究科のオフィスアワーは、教

員の研究室を学生が個別訪問する形態のみではなく、特定の時間に特定の教室において、

学生の質問などに応対する形で実施する形態等も併用することで、よりオープンな環境で

個別的な指導を受けることができる。この形式をとることにより、学生は随時ニーズに合

わせて質問や議論の機会を得ており、既述のシラバス・システムにおけるコミュニケーシ

ョン・ツールの活用と併せて、学生に対する学習指導の効率を高めている。 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）（１）で言及した教育内容に関して言えば、本研究科の教育課程の編成は、法

律科目における３段階の螺旋状の高度化、実務基礎科目における理論から実務への架橋の

実現、基礎法学・隣接科目群における法律家としての素養の涵養という点で、法科大学院

としての教育課程として求められる要素を満たしている。これらに加えて、「地域に学び、

地域に貢献する」取組みの実現や、九州・沖縄４法科大学院教育連携による教育課程の充

実、ならびに九州大学法科大学院との滞在型特別聴講学生制度による教育内容の多様性の

確保という点では、期待されている水準を上回っている。 

 また、（２）で言及した教育方法においては、学習内容に合わせて、①授業方法の組み合

わせや各科目の運営方法を学生に事前に提示することにで、学生が授業に取組みをすいよ

うに工夫している。また、②全科目で双方向・多方向のコミュニケーションを前提とする

講義方式を実践し、学習到達度を確認しながら、深い思考を伴った能動的な学習を行わせ

ている。これによって、③高い主体性を伴った学習が当然の前提として定着している。さ

らに、④講義進行をサポートするために、電子掲示板、投票機能、レポート提出機能など

を備えたシラバス・システムを整備し、予習・復習の過程においても双方向の遣り取りが
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成立しており、学習効果を高めている。また、⑤九州・沖縄４大学法科大学院教育連携の

もとで、遠隔講義システムを用いて他大学の学生も含めた同時双方向・多方向のコミュニ

ケーションを交えた講義が実現している。これにより、他大学で同じ目標の下に学ぶ学生

との学問的交流をもたらし、主体的な学習に向けた動機付けとなっている。そして、⑥研

究者教員と実務家教員による授業の共同担当や、離島等司法過疎地における法律相談実習

の必修化、模擬裁判の市民公開などを通じて、新たな時代を担う法曹としての自覚が涵養

されており、学生の主体的な学習意欲が高い水準で維持されている。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

（観点に係る状況） 

 本研究科が取り組んでいる「地域に学び、地域に貢献する」取組みの象徴である、離島

等の司法過疎地における法律相談実習を実施するリーガルクリニック Aにおけるレポート

の評価に基づけば、司法試験で評価される法律基本科目では問われることのない、これか

らの地域の基盤を担う法曹としての基本的な素養を身につける機会を得たことや、司法過

疎の実態に触れたことに起因する法曹の社会的役割の再認識など、その取組みの意義深さ

を述べるものが非常に多く、こうした点では、高い評価を得ているものと思われる。 

 平成22年度以降の司法試験の短答式試験合格の割合は受験者の50%前後を推移しており、

最終合格者についても、平成 22 年度以降盛り返してきた。人数的には減少したとはいえ、

在校生並びに修了生の学習意欲は軒高であり、今後に確信をもって学業を継続している。

（資料Ⅱ-５） 

 資料Ⅱ-５ 平成 22 年～27 年の司法試験結果 

実 施 年 22 年 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年 

受験者数 31 48 37 35 28 28 

短  答 

合格者数 17 26 20 20 12 13 

最  終 

合格者数 0 3 4 1 4 2 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）法科大学院における学業の成果は、司法試験の結果のみによって計られるも

のではない。本研究科では、既に述べたとおり、法曹としての基本的素養を涵養するため

のカリキュラムが適切に運用されている。さらに、リーガルクリニックによる司法過疎地

での実習教育等を通じ、法曹としての社会的責務の自覚が促される機会が確保されている。

そして、これらを通じて、本研究科の学生は、司法試験のみによっては必ずしも計測でき

ない法曹に相応しい資質・能力を錬磨でき、その成果は、各科目の成績評価と修了単位修

得者を対象に実施される最終試験によって厳格に評価されている。 

観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況） 

 当初、法科大学院の課程を修了すると、５年間で３回まで司法試験の受験ができ、その

期間に司法試験に合格して、１年間の司法修習を終えて、法曹としての資格を得るとされ

ていた。その後、司法試験法の一部改正により、平成 27年実施の司法試験から修了後の５

年間で５回まで受験できることになった。 

 今回の評価対象期間において本研究科では５期生～10 期生を修了させている。平成 27

年４月の段階での進路の状況を示すと、①司法試験に合格し司法修習を受けている者、②

修了後、法務学修生として、あるいは各自で学業を継続している者、③修了後、進路を変

更した者がみられる。修了直後の進路および司法試験の受験状況を示すと以下のとおりで

ある。（資料Ⅱ-６、Ⅱ-７） 
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 資料Ⅱ-６ 修了直後の進路（修了年度後４月１日または 10 月１日現在）（単位：人） 

修了年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

法務学修生 15 11 ８ ６ ５ 

その他 

（法務学修生以外の浪人、

進路を変更し就職など） 

３ ２ ８ ２ ２ 

 資料Ⅱ-７ 司法試験の受験状況（単位：人） 

実 施 年 22 年 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年 

修了者数※１ 15 18 13 16 8 7 

受験者数※２ 31 48 37 35 28 28 

  ※１司法試験実施年の直近の修了者を示す。 

  ※２ 浪人後の受験者を含む 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）本研究科は、未修者課程（選抜試験において法律科目を課さない）３年のみ

で設置認可を受けたが、その後、平成 23年度より法学既修者を受け入れるに至った（平成

23 年度から 25年度につき、各１名）。修了生は修了後５年の間、司法試験を受験すること

が可能であり、修了生は各自の学修状況、経済的状況等を考慮して修了後の受験計画を立

てて学業を継続している。 

 本研究科の法曹としての基礎的素養の涵養を旨とする運営を含め、本来の法曹養成課程

としてのこれまでの取組みについて一定の評価がなされ、さらに、法務学修生制度を基軸

とした修了後の充実した学修支援体制のもと、修了後の学習を継続している状況を考慮す

れば、本研究科の進路・就職の状況については、期待される水準にあると評価できる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析   

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

該当なし。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

該当なし。 
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18．臨床心理学研究科

Ⅰ 臨床心理学研究科の教育目的と特徴 ・・18－２ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 ・・・・・18－４ 

    分析項目Ⅰ 教育活動の状況 ・・・・・18－４ 

    分析項目Ⅱ 教育成果の状況 ・・・・・18－７ 

  Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・18－10 
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Ⅰ 臨床心理学研究科の教育目的と特徴  

１．鹿児島大学大学院臨床心理学研究科臨床心理学専攻の理念と目的 

鹿児島大学大学院臨床心理学研究科臨床心理学専攻(専門職大学院)(以下、「本研究科」

という。) は、高度専門職業人の養成を図るという鹿児島大学の中期目標に基づき、臨床

心理学を研究分野とし、以下のような高度専門職業人の養成を理念とする。 

① 個別支援、集団支援、地域支援、危機介入支援のできる人材の輩出 

② 地域文化を視野に入れた心理臨床ができる人材の輩出 

  この理念に基づき養成した人材を輩出することにより、21 世紀の国民のこころの健康

に寄与することを目的とする。 

２．本研究科の教育課程の特色 

 上記の理念と目的に基づき、本研究科では、以下のとおりの特色を持つ教育課程を配置

している。 

① 講義・演習・実習を三位一体とした教育システム 

② 教育、福祉、医療、司法・矯正領域を充実・強化した教育課程  

③ 国際水準をキャッチアップした実習時間 

④ スーパーヴィジョン体制と事例研究指導のシステム 

⑤ 地域文化を視野に入れた教育課程 

３．入学者の状況 

 本研究科の定員は１学年 15名であり、平成 22～28年度を通して志願者数は 25 名～57

名と、倍率としては 1.67 倍～3.8 倍を推移している。平成 26年度には 1.67 倍と低い値で

あったが、その後、平成 28 年度入試では 1.8 倍と回復傾向にある。（資料１－１）志願者

確保の方策としては、毎年６月と８月の２回に研究科および入試説明会を開催し、ホーム

ページ上での情報公開も図っている。入学者の内訳を見ると、平成 27年度では本学出身者

７名、他大学出身者７名であり、平成 28年度では本学出身者７名、他大学出身者９名であ

った。これらの結果から、本研究科が本学にとっても学外においても臨床心理学の専門職

養成として魅力ある大学院であるとの評価が維持されているものと考えられる。 

資料１-１ 臨床心理学研究科の志願者・合格者・入学者数の推移 

年度 志願者数 合格者数 入学者数 

22年度 57名 15名 15名 

23年度 35名 15名 15名 

24年度 29名 15名 15名 

25年度 35名 15名 15名 

26年度 25名 18名 17名 

27年度 27名 18名 14名 

28年度 29名 17名 16名 

                   （臨床心理学研究科事務部作成） 

４．修了生の状況   

 設置当初より、本研究科の修了生の就職率は 100％を維持し、九州以外の幅広い地域に

も巣立っている。就職先は、家裁調査官補、法務技官などの司法・矯正領域や県職、市町

村（福祉課、学校教育課など）の公務員職が例年２～３割みられ、総合病院、精神科病院、

医院（精神科、心療内科、小児科など）、第一種・二種福祉事業施設、発達支援センターな

ど、本研究科が教育目標に挙げる教育、医療、福祉、司法・矯正の各領域に就職している。

博士後期課程への進学者も出てきており、多様な進路を保証できるべく今後も現場に役立

つ教育課程へと改編していきたい。 
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５．臨床心理実習の充実  

高度専門職業人である臨床心理士養成に向け、それまで評価方法が確立されていなかっ

た臨床心理実習における客観的評価方法を平成20年度・21年度の専門職GP研究において開

発した。これは学生自らがセメスターごとに学内実習学外実習に関する４カテゴリーから

なるSELF-CPP（以下、SELF-CPP；Structured Evaluation Learning Form in Clinical 

Psychology Practice；文部科学省専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進

プログラム・九州大学との共同研究で開発）と呼ばれるチェックシート及びポートフォリ

オに記入し、フォローアップセッションにて現状や次期の目標について指導教員らと話し

合うユニークなものである。修了までに４回のセッションを繰り返すことで、臨床心理実

習の体験が深化し、心理臨床における心構えや倫理、スキルなどが体得され、その結果が

公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会臨床心理士試験における全修了生合格率

97.8％に表れている。この取組は実用化段階に入って継続されている。  

６．地域支援活動のカリキュラム化への試み 

 平成 22年度から平成 24 年度「地域支援の臨床実践と実務教育を架橋した新たな『実践

型教育プログラム』の開発」研究において、地域の専門家のスキル向上を目指したデリバ

リー方式での教育研修・専門研修を継続実施し、人材育成および教育プログラムの開発を

行った。研究期間終了後も活動を継続し、地域専門家への研修機会の提供に加え、活動状

況を授業で取り扱ってきた。さらに、将来的な実践研究事業をカリキュラム化に向け、初

期支援活動の一環である発達検査の実施や高齢者支援における「私のアルバム」作成を通

してコミュニティ活動に学生を参画させるなど、学生教育に反映させている。 

［想定する関係者とその期待］  

本研究科は在学生、その保護者、学生の就職先となる教育・福祉・医療機関、司法・矯

正機関、自治体、を含む地域社会から多様に期待されている。 

① 在学生は、高度な専門知識と技能を身につけ、将来、高度専門職業人である臨床心理士

として就職することを期待している。また、保護者は子どもの将来の就職に結びつく高度

な教育を期待している。 

② 教育、福祉、医療機関、司法・矯正の各領域からは、地域文化を理解した個別支援・集

団支援・地域支援・危機介入支援のできる人材育成を期待されている。 

③ 自治体を含む地域社会からは、地域住民のこころの健康に資する教育に取り組み、地域

住民の心のケアと予防を実践できる人材の育成を期待されている。 

④ 臨床心理士認証評価機関からは、専門職としての高度な臨床心理士を日本のリーディン

グ・プロフェッショナル・スクールとして養成することが期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況   

観点 教育実施体制   

(観点に係る状況) 

本研究科は、地域文化を理解した上で、社会のニーズに応えるべく教育、福祉、医療、

司法・矯正の各領域を充実・強化した教育課程を設定し、即戦力となる高度専門職業人で

ある臨床心理士養成に特化した専門職大学院である。この教育課程を実現するため、５名

の教育研究教員に加え、４領域を充実・強化するべく各領域での十分な臨床経験を有する

４名の実務家教員を配置した。また、教育の要である臨床心理実習を補強する目的で、付

設心理臨床相談室助教及び非常勤臨床心理士を配置している。入試では、一般選抜に加え、

心理職経験者に対する社会人特別選抜を設け、さらに外国人留学生特別選抜を導入してい

る。入試選抜は筆記試験と口述試験の二段階選抜を行い、複数の試験委員からなる口述試

験で、本研究科の求める学生が入学できる明確な基準を設けている。筆記試験では、平成

23年度から外国語試験としてTOEICを導入し、国際的視野を持つ学生の受入につながってい

る。    

またGPA導入やFDでの学生による授業評価とその共有により教員の教育力向上や職員専

門性向上をはかり、教育プログラムの質保証・質向上のために、CAP制や専門職GPで開発し

たSELF-CPPを導入しフォローアップセッションで学生と教員が課題を共有するなどの工夫

をしている。（資料Ⅱ-１：教員現員、資料Ⅱ-２：学生定員と現員）。 

資料Ⅱ-１：教員現員（平成 28 年３月現在） 

 専任 
兼担 特任 

学外非常勤

講師 
合計 

教授 准教授 講師 助教 

教育研究

教員 
３ １ １ ０ 

６ １ ３ １９ 実務家 

教員 
２ ２ ０ ０ 

計 ５ ３ １ ０ 

                                                   （臨床心理学研究科事務部作成） 

資料Ⅱ-２：学生定員と現員（平成 28 年５月現在） 

定員 年度 1 年次 2 年次 合計 

３０ 

22 年度 １５ １５ ３０ 

23 年度 １５ １６ ３１ 

24 年度 １５ １７ ３２ 

25 年度 １５ １４ ２９ 

26 年度 １７ １５ ３２ 

27 年度 １４ １７ ３１ 

28 年度 １７ １３ ３０ 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

本研究科は、高度専門職業人である臨床心理士養成に特化した専門職学位課程として、

教育組織、教育内容、教育方法を臨床心理学分野では国立大学として日本初の独立研究科

にて展開している。この実績は、平成 23 年度に受審した認証評価「合」判定を受けたこと

でも証明されている。その後も、認証評価での指導をもとに、付設相談室特任助教の雇用

等、教育体制の充実を図っており、期待される水準にあると判断される。 
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観点 教育内容・方法  

(観点に係る状況) 

本研究科は、専門職大学院の主眼である「理論と実務の架け橋」を重視し、臨床心理士

養成を目的とした臨床実践力を育成する教育課程を設定している。(1)講義・演習・実習を

三位一体とした教育課程(資料Ⅱ-３:三位一体となった講義・演習・実習)を編成し、教育

研究教員と実務家教員がコラボレートした科目を配置している。(2)教育、福祉、 医療、

司法・矯正領域を充実・強化した教育課程を整備し実務家教員４名を配置している。(3)３

領域４箇所の充実した実習時間とスーパーヴィジョン体制を整備している。(4)地域文化を

視野に入れた心理支援のための教育課程を配置し、地域特性や文化的風土を見立てた心理

支援のあり方を学べるよう工夫を行い地域に出向くなど実践的な授業を行っている。(5)実

践能力をもつ学生を育てるため、個別・少人数指導を通した実践的な教育体制をとってい

る。本研究科ではカリキュラムポリシーとして、全15回の授業の全出席、全授業に対する

詳細なシラバスの作成、受講生による授業評価の徹底と建設的な意見の反映による授業改

善策を常に自己点検し、第２期中には実態に合わせて修了要件、各科目の単数配当、履修

指導と学習支援のあり方などの見直しを行った。具体的には、修了単位50単位から、46単

位に削減し、CAP制を導入し学生の修学する環境を整備した。さらに評価の適性化を促す目

的でGPAを導入した。GPA説明会を開催し、セメスター毎に指導教員が指導を行うなど丁寧

な履修指導を行っている。また、実態に合わせて科目名やシラバス内容の変更を行い、計

画的に履修できるようセメスター制を導入している。とくに実習は、１年次前期より臨床

実践活動が段階的に順序良く配置され、適切な履修行動がとれるよう工夫がなされている。 

鹿児島大学のアドミッションポリシー及び専門職大学院の理念に沿って、心理学部系以

外の学部卒業者や社会人など多様な学生を受け入れて昼夜開講制を導入している。また、

一般の履修モデルに加え、長期・短期履修制度を設定し、社会からの多様な要請に応えて

いる。上記のような様々な履修モデルに対応しきめ細かな学生生活支援を行うため、少人

数教育、個別指導を徹底している。具体的には、個別スーパーヴィジョンに比重をおいた

スーパーヴィジョンシステム、ケースカンファレンスによる指導等、実習に対する事前事

後指導を徹底した教育課程がある。他にも、指導教員制及びオフィスアワーの設定により、

少人数体制で学生の自主学習の推奨や基礎学力不足学生への助言を日常的に行える体制を

整備し、進路希望に合った履修計画への助言指導を行っている。本研究科付設心理臨床相

談室は、ティーチングクリニックとしての役割も持つため、院生室とは別に、記録室やス

ーパービジョンルームを22時まで開放し実習記録の記入指導のための援助を行っている。 

実務教育は、１年前期から２年間かけての体系的なプログラムに基づき展開されている。

具体的には、学内の臨床教育施設である「心理臨床相談室」における学内実習、学外の医

療・福祉・教育施設計 14か所に加え、他大学では少ない少年鑑別所や刑務所等の司法・矯

正施設の見学を含む学外実習先を３か所用意し、社会的ニーズに即応可能な幅広い視野を

持った臨床心理士の養成を行っている。また、実務家教員による事前・中間・事後指導の

実施による学外実習体験の深化を促す教育の他、学外実習先講師を招き、前後期１回ずつ
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「臨床実習教育研究連絡協議会（学外実習報告会）」を開催している。学内実習において

は、個別スーパーヴィジョンの実施や各種ロールプレイング授業など、多面的な実務教育

プログラムを提供し実践力の涵養を図っている。 

これらの学内・学外における実習時間は、国際的水準である 1,380 時間を担保し、量的

にも十分な教育機会を提供している。以上の学習を主体的に取り組ませる工夫として、前

後期に学内・学外それぞれの実習に対する目標や達成度をセルフチェックさせる臨床心理

実習到達度チェックシート：以下 SELF-CPP を用いたフォローアップセッションを実施し、

体験の深化を促す工夫を行っている。 

また、PDCA サイクルに沿った教育の内部質保証システムの整備の一環として、設置認可

申請書に基づき教育方法の改善に向けて取り組む体制である FD委員会を立ち上げ、専門職

大学院に適合した教育改善対策を平成 22 年度以降も引き続き行ってきている。さらに、平

成 27年度からはさらなる FD活動の充実を目指し、毎月 1 回の定例「FD 会議」を実施し、

教育改善の努力を続けている。 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

国際水準をキャッチアップした実習時間を確保し、事前事後の指導を徹底し、社会的責

任を担った教育課程を編成し、実務家教員と教育研究教員が密接にコラボレートして取り

組んでいる。学内実習と学外実習を通して、教育・福祉・医療領域からなる学外実習期間

と連携し、地域のニーズに即した臨床実践力の育成を図っている。さらに、スーパーヴィ

ジョンをはじめ徹底した個別・少人数指導により、より質の高い臨床心理士養成システム

を設定している。このように高い社会的ニーズに対応できる学生を育成するための質保証

を確保し、かつ多様なバックグラウンドを有する学生のニーズに対応するため、柔軟かつ

徹底したサポートシステムを教育課程内外で確立している。 

以上のことにより、本学および本研究科の理念、学生のニーズ、社会からの要請などに

対応した教育課程が設置以来遂行されており、さらに充実発展を目指した検討も進められ

ていることから、本研究科の教育内容は期待される水準を上回っていると判断される。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

(観点に係る状況) 

本研究科は、臨床心理士養成に向けた実務教育に取り組んでおり、学業の成果を測る指

標としては学生の臨床実践に対する姿勢や臨床力などを考慮に入れる必要性からは、テス

ト成績を用いた評価のみでは不十分である。本研究科では、学業の成果を判断するために、

単位取得率に加え、学生の臨床実践力に対する学外実習先講師からの評価や、授業評価ア

ンケートの結果、修了後に行われる臨床心理士資格試験の合格率などを参照している。 

学生の単位取得率はこれまでほぼ 100％である。（資料Ⅱ－４）成績評価には GPA を導入

し厳格な評価体制を敷き、セメスター毎の学修指導に用いている。また、各セメスター２

回の学生からの授業評価アンケートと SELF-CPP による実習評価を行っている。これらの授

業アンケートの結果、学内・学外実習科目に関する総合評価（１年生）は、例えば平成 27

年度前期には５段階評定で 4.58（学内実習）と 4.75（学外実習）が得られているなど、他

の科目でも高い値で推移している。 

本研究科の学生は、修了後に臨床心理士資格認定協会が主催する資格試験を受講するが、

当研究科修了生の合格率は、単年度で見ると 73.3％～100％と高い水準を維持し、全国平

均の合格率である 59.1％～62.4％を大幅に上回っている（資料Ⅱ－５，Ⅱ－６）。家庭の

事情等で未受験となっている者が２名いるが、受験した修了生全員の合格率を単純計算す

ると再受験者を含めて、臨床心理士資格取得率は平成 27 年度までの累積合格率は、100 名

中 97 名という 97.0％と高い結果を出している。 

資料Ⅱ－４ 単位取得率                       （単位：％） 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

前

期 

１年生 100 100 100 100 100 100 

２年生 100 100 100 100 100 100 

後

期 

１年生 100 100 99.3 100 100 100 

２年生 100 100 100 100 100 100 

資料Ⅱ－５ 臨床心理士資格認定試験結果 

実施年度
受験
者数

一次試験
受験者数

一次試験
合格者数

一次試験
合格率

二次試験
受験者数

二次試験
合格者数

二次試験
合格率

最終
合格率

全国平均
合格率

平成21年 14 14 13 92.9% 13 13 100% 92.9% 62.3%

平成22年 14 14 14 100.0% 14 14 100% 100.0% 61.3%

平成23年 15 15 11 73.3% 11 11 100% 73.3% 60.6%

平成24年 17 17 13 76.5% 13 13 100% 76.5% 59.1%

平成25年 18 18 17 94.4% 17 17 100% 94.4% 62.4%

平成26年 15 15 15 100.0% 15 15 100% 100.0% 60.4%

平成27年 15 15 14 93.3% 14 14 100% 93.3% 61.8%
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資料Ⅱ-６ 本研究科の臨床心理士資格最終合格率の推移と全国平均 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

学生からの授業評価アンケート例として、臨床実習に関する必修基幹科目及び必修展開

科目において学内・学外実習科目とも５段階評定で 4.58（学内実習）と 4.75（学外実習）

が得られており、他の科目でも高い値で推移していることや、院生による自由記述からは

主体的学習を促す目標が果たせていることが読み取れる。また第１期時点より実習先がほ

ぼ倍増し、多領域に及んでいる。実習先、つまり地域の臨床施設において教育機関として

の本研究科の評価や教育効果が高く認識されていることが実習先開拓増加に繋がっている

と考える。本研究科における教育プログラム全体の成果として、臨床心理士資格試験の累

計合格率が 98％という高い率を維持していることが挙げられ、これは全国平均約 60％を大

幅に上回っていることから、期待される水準を上回っていると判断される（資料Ⅱ-５）。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

平成 27 年３月までの修了生の臨床心理士資格の平均は 98％であり、就職率は 100％を維

持している。就職先は医療領域（精神科病院、心療内科、総合病院、小児科など）、福祉領

域（発達支援センター、福祉事業施設など）、教育領域（スクールカウンセラーなど）と司

法・矯正領域（家裁調査官補、法務省や法務技官など）の順であるが、公務員（市町村の

福祉課や学校教育課など）に就く割合も２～３割を占める。また、平成 25年度には他大学

の博士後期課程に進学する修了生もおり、専門性を高めるべく研究に進む者も出てきた。

（資料Ⅱ－７、Ⅱ－８） 

資料Ⅱ－７ 修了生の就職先に関するデータ 

修了年度 H22 H23 H24 H25 H26

医療領域 10 3 11 7 10
教育領域 1
福祉領域 3 8 5 6 4
司法・矯正領域 1
その他
（ｱﾙﾊﾞｲﾄ・未定含む）

1 1 1

計 14 13 17 13 15

うち公務員 2 4 1 1 4
後期課程進学 1
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20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
最終合格率

全国平均

合格率

最終

合格率
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資料Ⅱ－８ 修了生の就職先 

資料Ⅱ－９ 修了生アンケートの本研究科カリキュラムや教育に対する評価 

 さらに、修了生アンケート（回収率 32.4％：修了生 102 名内 33 名回答）から、本研究

科のカリキュラムの満足度は高く、現在の職場で研究科時代の実習や専門教育が役に立っ

ていると認識しているものが８～９割のレンジにあり、全体的に高い評価であることが示

された（資料Ⅱ-９）。 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

修了生の９割が心理専門職としての現在活躍していること、就職率が 100％を維持して

いることや、修了生アンケートでは、臨床心理専門職として現場に就職してからも研究科

カリキュラムに対する満足度や役に立っているとの評価が高いことなどから期待される水

準にあると判断される。 
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100%

H22 H23 H24 H25 H26

修了生の就職先 その他

（ｱﾙﾊﾞｲﾄ・未定含む）

後期課程進学

司法・矯正領域

福祉領域

教育領域

医療領域

3%

6%
3%

6%
3%

6%

3%

3%

6%

21%

9%

3%
30%

27%

12%

9%

45%

45%

52%

18%

48%

52%

52%

33%

27%

42%

39%

76%

15%

18%

33%

52%
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現在振り返って，学内学習の内容に，

どの程度満足していますか？

学内学習で学んだことは，現在の職場で

どの程度役立っていますか？

現在振り返って，SVの内容に，

どの程度満足していますか？

SVで学んだことは，現在の職場で

どの程度役立っていますか？

現在振り返って，必修科目の内容に，

どの程度満足していますか？

必修科目で学んだことは，現在の職場で

どの程度役立っていますか？

現在振り返って，カリキュラムの内容に，

どの程度満足していますか？

本研究科で学んだことは，現在の職場で

どの程度役立っていますか？

修了生アンケート

とても不満足 やや不満足 どちらでもない やや満足 とても満足 無回答
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Ⅲ 「質の向上度」の分析   

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 (質の向上があったと判断する取組) 

平成 23 年度に受審した認証評価「合」判定を受け、その後も継続している活動を記載す

る。①教員組織に関しては、定年退職等の入れ替わりがあったが、確実に後任補充を行い、

専任教員９名体制を維持している。②さらに、認証評価での指導をもとに、臨床心理実習

教育の充実を目指し、付設相談室特任助教１名、事務補佐員の２名体制、非常勤臨床心理

士１名等の雇用を実現した。これにより教育体制が充実した。③教務上は、カリキュラム

の見直しを行い、実態に即した教育方法の変更を行い、修了単位を 50 単位から 46 単位に

修正した。④２年間での履修モデルをもとに時間割編成の修正や GPA 導入に伴う説明会、

指導教員の指導等を継続した。⑤CAP 制は、平成 21 年度から集中講義は除外し、学生の学

習機会を保証する修正を行った。⑥FD会議を平成 27 年度からは毎月開催し、授業評価に

ついては引き続き、全教員で共有し、報告書を作成するとともに、学生へのフィードバッ

クに併せてセメスターの実施時期を調整するなど工夫した。 

特筆すべき点として２点ある。①平成 20 年度、21年度の専門職 GP で開発した「臨床実

習における客観的評価」研究で構築した評価尺度 SELF-CPP を用い、セメスターごとに教員

と学生が結果を共有するフォローアップセッションを再開し、実用化した。②平成 22年度

から平成 24 年度「地域支援の臨床実践と実務教育を架橋した新たな『実践型教育プログラ

ム』の開発」研究」活動を研究事業終了後も継続し、地域支援活動の実践はテレビ会議シ

ステムを活用した授業への導入から着手し、授業の一部に学生が地域支援に参加する活動

を組み込むなど、将来のカリキュラム化に向けた活動を始めている。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

(質の向上があったと判断する取組) 

まず、平成19年度の研究科設置から平成23年度までの取組について認証評価機構より「合」

判定を受けたことが挙げられる。また、本研究科の教育目標である高度専門職業人として

の臨床心理士養成については、各年度では、73.3%～100％の合格率であり、臨床心理士試

験合格率の全国年度平均59.1％～62.4％を上回り、かつ平成27年度修了生を含む99名の受

験者のうち、97名が合格（97.9％）したことは、認証評価機関から期待される水準（80％

の合格率）を上回っており、本研究科の教育成果が結果として表れていると考えられる。

さらに、修了生の就職率は１期生から100％を維持している。 
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Ⅰ 連合農学研究科の教育目的と特徴 

１. 教育目的 

本研究科の教育目的は、「学生の潜在能力の発見と適性の開花に努め、自主自律と進

取の精神を有する人材の育成を目指す」という鹿児島大学憲章の教育目標を受け、資

料 1-①のように定めている。 

資料 1-① 連合農学研究科の教育目標 

本研究科は、地域固有の生物生産が活発に行われている九州・沖縄において、佐賀

大学・鹿児島大学・琉球大学の３構成大学の教員組織、研究施設及び設備を連合して

教育研究体制を作り、生物生産、生物資源の開発・利用・保全ならびにバイオサイエ

ンスに関する高度の専門的能力と豊かな学識を備えた研究者を養成し、斯学の進歩と

生物関連諸産業の発展に寄与することを目的として設置されている。 

また、３構成大学が相互に協力し、多彩な専門の教授陣による質の高い博士教育を

実施することで、研究者、技術者、教育者として「進取の精神」に溢れるリーダーの

育成を目指し、そのために次の教育目標を掲げている。 

(１) 農学に関連する幅広い学問と高度な専門知識・技能を修得し、諸課題を探索・

解決する能力を有する人材を育成する。 

(２) 確かな分析力・俯瞰力・説明能力を身につけ、困難な課題に挑むチャレンジ

精神やグローバルな視野を備え、地域社会と国際社会に貢献できる人材を育成する。

２. 教育の特徴 

  本研究科の教育目標を達成するため、学生の受入方針（アドミッションポリシー：別

添資料 1-①）を明示するとともに、カリキュラムポリシー及びディプロマポリシーを定

めることにより教育目標の達成と高度な学識を持った人材の育成に結びつけている。 

  特に本研究科の教育の特徴は、資料 1-②に示すとおりである。 

資料 1-② 連合農学研究科の教育の特徴 

(1) 本研究科は農学分野の専攻に加えて、他の地区の連合農学研究科にない農水圏資

源環境科学専攻を設けており、幅広い農学、水産学に関する教育・研究を行っている。

(2) 大学教員としての研究後継者の養成のみではなく、広く国公私立の試験研究機関

や民間企業における生物資源、水産資源関連分野の発展に貢献しうる研究者及び国際

化に対応できる高度技術者の養成を行っている。 

(3) バイオの最先端企業であるタカラバイオ株式会社と連携大学院を設置して、ライ

フサイエンス、バイオテクノロジーの著しい進歩に対応し、大学院教育を活性化して

即戦的な人材の養成を図っている。 

(4) 社会人並びに外国人留学生、特に中国及び東南アジア等の諸国からの農水産学系

の留学生を積極的に受入れている。出身国が 20 数カ国に及ぶ留学生が学生全体の４

割を占めており、学生の国際的コミュニケーション能力の育成に役立っている。 

(5) 学位申請要件として、一般セミナーの受講、１年次の中間報告会、２年次の中間

発表会の実施、査読付き学会誌等への発表論文２編を義務付けている。 

(6) 学生に対して国内外の学会等での発表、国際誌への論文投稿を指導・奨励し、

国際会議での発表や論文投稿に対して支援している。 

[想定する関係者とその期待] 

想定する関係者として、当該学生、その保護者及び、九州・沖縄地域をはじめアジ

アを中心とする諸国の生物資源・水産関連分野の大学、国公私立の試験研究機関や農

林水産食品産業である。これら関係者から高度の専門知識、専門技術、国際性、企画

力、リーダーシップ等と豊かな学識を備えた研究者の養成が期待されている。
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

 (観点に係る状況) 

本研究科は、昭和62年４月に設置され、当初は佐賀大学大学院農学研究科・宮崎大学大学院農学研究科・鹿児

島大学大学院農学研究科・同水産学研究科の修士課程を母体に、教員組織、研究設備及び施設を連合した後期３

年のみの博士課程として出発した。 

平成４年４月に琉球大学が参加し、研究科は４大学５研究科による構成となった。また、平成17年４月にはタ

カラバイオ株式会社と本研究科との教育研究に関する協定を締結し、先端応用生命科学連合講座に連携大学院タ

カラバイオ（株）を設置した。 

本研究科は、平成19年度に宮崎大学大学院農学研究科が離脱したことを契機として、平成21年度に改組し、

現在は佐賀大学大学院農学研究科、鹿児島大学大学院農学研究科、同水産学研究科及び琉球大学大学院農学研究

科の修士課程とこれらに附属施設を加えた３大学４研究科を構成組織とする独立した後期３年のみの博士課程で

ある。 

創設時の４専攻11連合講座から３専攻９連合講座への改組（平成21 

年度）を行い、生物生産科学、応用生命科学、農水圏資源環境科学の３専攻を置き、先端的かつ学際的な教育・

研究を推進している。内容的斬新性かつ、人員の配置にも考慮し、次表に示すように、各大学（研究科）は勿論

のこと各専攻、各連合講座間でバランスの取れた教員配置となっている（資料１－③）。また、第２期中期目標期

間中の各構成大学の教員の推移は、別添資料１－②、③のとおりである。 

主 副 主 副 主 副 主 副

熱帯資源・植物生産科学 2 5 0 0 8 2 5 2 24
動物資源生産科学 4 3 0 0 1 2 5 3 18
地域・国際資源経済学 3 3 1 2 3 2 1 3 18

小　　計 9 11 1 2 12 6 11 8
合　　計

生物機能化学 4 4 0 0 4 0 3 3 18
食品機能科学 3 2 5 0 3 1 2 2 18
先端応用生命科学 5 4 0 0 5 0 3 1 18
タカラバイオ（株） 3 0 － － － － － － 3

小　　計 15 10 5 0 12 1 8 6
合　　計

生物環境保全科学 7 4 0 0 8 0 4 5 28
地域資源環境工学 5 7 0 0 4 3 7 6 32
水産資源環境科学 1 0 20 7 0 0 0 0 28

小　　計 13 11 20 7 12 3 11 11
合　　計

37 32 26 9 36 10 30 25

主 ： 主指導教員有資格者
副 ： 副指導教員有資格者　　　　　　　　　出典：連大事務部資料
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資料１－③ 研究科の構成及び教員組織の構成（連合講座別）           （H27.10.1）



鹿児島大学連合農学研究科 分析項目Ⅰ

－19-4－

 本研究科の指導教員については、鹿児島大学大学院連合農学研究科教員資格審査判定基準（資料 1-④）に基

づき審査され、主指導教員と副指導教員の教育研究上の指導能力が適切に評価されている。第２期中期目標期間

中に資格審査を受け、新たに認定された本研究科教員の推移は、資料１―⑤のとおりである。 

このほか、主指導教員の高い教育指導能力を維持するため、平成18年度に鹿児島大学大学院連合農学研究科主 

指導教員資格者資格再審査規則を制定し、資格取得後５年ごとに教員資格の再評価を行う再審査制度を平成 19

年度から導入した。再審査制度の導入は教員に主指導教員としての自覚と責任を再認識させる機会となっている。

再審査を受検した者は、資料1―⑥のとおりである。 

以上のような極めてハードルの高い資格審査及び再審査は、代議委員会の議を経て研究科教授会で承認される

ものである。 

資料1-④ 鹿児島大学大学院連合農学研究科教員資格審査判定基準 
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資料１―⑥ 主指導教員再審査を経た教員           再審査は各年１２月に実施

構成大学（附属施設含む） 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

佐賀大学農学部 3 0 0 6 9 3

琉球大学農学部 0 3 2 2 6 3

鹿児島大学農学部 1 2 6 4 4 1

鹿児島大学水産学部 0 1 1 3 2 2

計 4 6 9 15 21 9

出典：連大事務部資料 

出典：連大事務部資料
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本研究科では、学生１人に対して、主指導教員と主指導教員の在籍する大学の副指導教員及び他大学の副指導

教員の３人が教育研究指導に当たる他、必要に応じて指導教員を補助する教員１人がつく極めて充実した指導体

制を採っている（資料Ⅰ－⑦）。 

資料１－⑦ 学生指導体制概念図                         出典：連大事務部資料

学生一人あたりの教員数、学生の定員及び現員の構成は、資料１-⑧、⑨、⑩のとおりであり、学生１人あたり

主指導教員資格者は法人化前の0.64人（H16.4.1）から1.25人（H27.10.1）に、副指導教員資格者は0．5人(H16.4.1)

から0.73人(H27.10.1)に増加した。これらは、ここ数年、学生数は減少（別添資料１-④、⑤、⑥）し、指導教

員は増加傾向にあるためで、学生に対する指導体制が充実し、より幅広い教育を学生に提供できている。 

資料Ⅰ-⑧ 専攻・連合講座別の学生定員と現員 （H27.10.1現在） 

専攻名 

定員 現員 配属大学（研究科）別内訳 

入学

定員

総 

定員
１年 ２年 ３年 計 佐賀 琉球 鹿農 鹿水 

生物生産科学 
7 21 12(5) 9(4) 9(2) 30(11) 6(4) 17(4) 7(3)

応用生命科学 

(連携大学院含む） 
8 24 9(6) 5(2) 17(7) 31(15) 4(1) 13(9) 10(4) 4(1)

農水圏資源環境科学 
8 24 14(3) 12(3) 16(8) 42(14) 7(1) 8(1) 9(2) 18(10)

計 23 69 35(14) 26(9) 42(17) 103(40) 17(6) 38(14) 26(9) 22(11)

出典：連大事務部資料                       ( )は外国人留学生内数
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資料１-⑨ 学生一人当たりの教員数  

出典：研究科事務部資料 

資料１-⑩学生一人当たりの教員数
年月日 学生数 主指導教員数 ％ 副指導教員数 ％ 指導教員数 ％ 

H22.04.01 130 107 0.82 70 0.54 177 1.36
H22.10.01 132 116 0.88 74 0.56 190 1.44
H23.04.01 134 109 0.81 74 0.55 183 1.37
H23.10.01 131 120 0.92 74 0.56 194 1.48
H24.04.01 133 114 0.86 73 0.55 187 1.41
H24.10.01 124 126 1.02 68 0.55 194 1.56
H25.04.01 121 117 0.97 65 0.54 182 1.50
H25.10.01 116 122 1.05 67 0.58 189 1.63
H26.04.01 109 115 1.06 67 0.61 182 1.67
H26.10.01 102 124 1.22 76 0.75 200 1.96
H27.04.01 102 111 1.09 75 0.74 186 1.82
H27.10.01 103 129 1.25 75 0.73 205 1.99
出典：研究科事務部資料

本研究科では、平成26 年度の認証評価を受け、アドミッションポリシー（別添資料 1-①）をより分かりやす

くするため、「求める人材像」「入学前に身につけておいて欲しいこと」「入学者選抜の基本方針」について、それ

ぞれ平成26年12月に定めたところである。 

このアドミッションポリシーを含むポリシー等については、連合農学研究科ホームページに掲げると同時に、

連合農学研究科概要や学生募集要項に明示し、公表周知している。 

本研究科では、求める人材像（別添資料１－①）に示すとおり、国内外から多くの学生を受け入れている（資

料Ⅰ－⑪）。 

国外からの入学者が全入学者の約半数を占め、また、社会で活躍中の技術者のいわゆる社会人入学者もここ数

年は２割弱を占めている。 

また、平成14年度から秋入学も実施している。（別添資料１－⑦） 

 入学者選抜に関しては、入学者選抜等に関する細則に定められており、連合講座単位で小論文、口頭試問、成

績証明書等を総合して判定し、進学者は、連合講座単位口頭試問、成績証明書等を総合して判定している。 

外国人留学生、社会人についても、アドミッション・ポリシーに沿って積極的に受け入れており、学生募集要

項にも「積極的に受け入れる」旨を明記しており、選抜選考方法については、一般学生と区別なく実施している。 
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平成 22 年度から 27 年度の６年間をみると、入学者は、入学定員の 1.13～1.87 倍（資料１－⑫）で推移

し、本研究科の教育理念等が広く志願者・入学者に認知されていると判断できる。また、平成 22 年度から

26 年度の留学生が入学者に占める割合は平均して 45.1％であり、多くの外国人留学生にも本研究科の教育

目的や教育理念が受け入れられていると判断できる。 

昭和63年度から平成24年度秋季までの入学者1092人に対し、平成２年度から平成 27年度までの課程修

了による学位取得者は843人で、77％の学生が学位を取得していることから、ほぼ適切な入学者の選抜と適

切な教育研究指導がなされていると考えられる。また、社会人入学者についても毎年全入学者の10％前後と

着実に受け入れている。 

   また、本研究科ではアドミッション・ポリシーに沿って、平成17年度より応用生命科学専攻に連携大学院

（連携先：タカラバイオ株式会社）を設け、先端バイオテクノロジーに関する教育研究分野において、社会

との連携の拡充を図り、入学生を受け入れている。 

 平成22年度から27年度までの充足率の平均は1.49と定員を大幅に超える状態であるが、平成24年度か

ら低下傾向を示し、平成26年度には1.13 倍となり、留学生にあっては、入学者に占める割合が34.6％で、

特に留学生の減少傾向が伺える。 

出典：連大事務部資料
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資料１－⑫ 連合農学研究科入学者数・定員充足率 

生物生産科学 応用生命科学 農水圏資源環境科学 計 

入学定員 7 充足率 8 充足率 8 充足率  23 充足率 

平成22年4月 10
2.14

8
1.25

16
2.25

34
1.87

平成22年10月 5 2 2 9

平成23年4月 11
2.00

7
1.00

14
1.88

32
1.65

平成23年10月 3 1 1 6

平成24年4月 9
1.29

10
1.38

14
1.88

33
1.52

平成24年10月 1 1 2

平成25年4月 8
1.14

8
1.13

9
1.5

25
1.26

平成25年10月 1 3 4

平成26年4月 8
1.29

4
0.63

12
1.5

24
1.13

平成26年10月 1 1 2

平成27年4月 8
1.71

4
1.13

13
1.75

25
1.52

平成27年10月 4 5 1 10
出典：連大事務部資料

本研究科では、教育の実施にあたっては、代議委員会を中心に教育課程や研究・指導方法を検討しているが、

教務に関わる事項及び入試に関する事項を円滑に行うため代議委員会の中に教務委員会および FD 委員会を設置

している。教務委員会は、カリキュラムや特別履修プログラム、学位論文の中間報告、中間審査のあり方等教育

課程に関する事項について検討し、また、FD委員会は、授業やセミナーの終了時および卒業時に教育研究指導に

関する学生アンケートを行い、それらの結果をFD報告書として取りまとめ、教育方法や教育内容の改善に役立て

ている。（資料１－⑬）この他、本研究科による自己点検評価に基づく外部評価を行っており、意見等を改善に役

立てている。なお、本研究科の運営体制（資料１－⑭）は、３大学連携の下、適切に運営されている。 

資料１－⑬ 平成２２年度以降の教育に関する改善事項 

一般セミナー ・平成27年度から、当該大学の施設等見学を導入 

・平成27年度から、一般セミナーの実施に伴う交通費の学生負担減 

研究指導 ・平成23年度から、英語論文作成指導セミナーの開催 

・平成24年度から、女子学生に対する研究費支援 

・平成27年度から、研究倫理教育の実施 

・指導教員体制を強化するため、指導教員を補助する助教を指導補助教員

として置くことができる旨を研究科規則に規定し、併せて指導補助教員

の在り方を申合せにおいて定めた。 

・論文博士（課程修了によらない者）の論文の提出要件を見直した。 

イ 本研究科を単位取得退学、或いは満期退学した者は、ファーストオ

ーサーの主論文を３編以上有すること。 

  ロ イ以外の者は、ファーストオーサーの主論文を５編以上有すること。

ただし、その内１編はファーストオーサー以外の共著論文を認めるこ

とがある。 

出典：研究科事務部資料 
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資料１－⑭ 研究科の運営体制                         出典：連大事務部資料

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 平成21年度の本研究科の改組に伴う単位化、教育の見える化を図ったことに伴い、授業内容が改善され、下記

①～④の取り組みにより、教育効果を上げ、在学生、家族、修了生及び関連企業の期待に十分応えていると判断

される。 

① 教員組織体制が充実しており、学生１人あたりの研究科指導教員資格者は法人化前に比較して着実に増加し

ている。 

② 教員の資格審査が厳密に実施され、主指導教員にあっては再審査も実施しており、教員の質の保証を行って

いる。 

③ 各種アンケート及びFD委員会においてPDCAサイクルが機能しており、多くの教育改善を実施した。 

④ 時代の変遷・社会のニーズに即した大学院の改組を平成21年度に実施し、単位化を行い教育の見える化を図

った。 

〈構成法人〉

【設置法人】 【参 加 法 人】

《鹿児島大学》                   《佐賀大学》  《琉球大学》

※構成法人連絡調整委員会

鹿児島大学長 佐賀大学長 琉球大学長

連合農学研究科長 連合農学研究科運営会議

連合農学研究科長補佐 農学研究科長 水産学研究科長 農学研究科長 農学研究科長

代議委員 代議委員 代議委員 代議委員

連合農学研究科教授会 連合農学研究科代議委員会

構成大学指導教員
自己点検・評価委員会

入学試験検討委員会

FD委員会

【任務】

・自己評価等の実施項目、実施方法及び

実施体制に関すること

・自己評価等の実施及びその結果の公表

に関すること

・自己評価等の結果に基づく改善策関す

ること

【任務】

・FDの実施に関する事項

・鹿児島大学FD 委員会との連絡調整

に関する事項
【任務】

・入試実施計画

・学生募集要項
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

本研究科では、学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー：別添資料１－①）を定め、それらを達成するために

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー：別添資料１－①）を定めている。 

 これらのカリキュラム・ポリシーを踏まえ、授業科目（資料２－①）が体系的に編成されている。 

本研究科の修了要件は、本研究科の課程に３年以上在学し、必要な研究指導を受け、かつ、授業科目12単位以

上を修得し、博士論文の審査及び最終試験に合格した者に博士の学位を授与することとなっている（資料２－②）。

ただし、研究科に１年以上在学し、必要な研究指導を受け、かつ、授業科目12単位以上を修得し、研究科教授会

が極めて優れた研究業績をあげた者と認めた場合も授与することができることとなっている。 

  また、学位論文提出の要件においては、主論文となる論文は、レフェリー制のある学会誌又はこれに準ずる学

術雑誌に発表したファーストオーサーである学術論文（共著を含む。）を、２編以上有することとしている。（う

ち１編は、修士課程又は専門職学位課程在籍中の論文を含むことができる。） 

この他、社会人早期修了制度を導入しており、２年間で修了できるプログラムを用意している。 

資料２－① 授業科目

出典：連大事務部資料
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資料２－② 本研究科の標準的な学習カリキュラム           

 １年次に中間報告会、２年次に中間発表会を実施 

 構成大学の研究設備・施設は、学生は自身の配属大学と同様に利用可能

「学位論文の作成等に対する指導」では、主指導教員が学生の入学時に教育研究指導計画書を策定し、それに従

って常に２人の副指導教員と密接な連絡を取りながら研究指導を行う。また、３人の指導教員と当該学生が一同

に会して、研究指導報告（１年次）、研究成果の中間報告会（２年次）を行うとともにその報告書（資料２－③）

を提出するなどして学生の研究進捗状況に応じた指導を行う他、学位申請前には論文発表会等に向けての指導を

行う。学位論文の作成等に対する指導では、演習、実験、実習等を学生と指導教員との対話・討論型で行う個別

指導体制となっている。研究指導を受けるにあたって、学生は構成大学の研究設備や施設を配属大学同様に利用

できることも連合農学研究科の特色のひとつである。 

特に、２年次学生による中間発表会には、多地点遠隔講義システム（SINET３）により、各構成大学に配信され、

学部生、修士学生及び教職員だれでも聴講することができるため、特に学生においては、他の学生の研究進捗状

況を知る手段となり、自己研鑽の最適の要素となるものである。 

資料２－③ 研究指導報告書（1年次）、研究成果の中間報告会報告書（２年次）の項目 

研究指導報告書 1）研究経過及び指導内容、2）研究の進捗状況（学会誌への投稿状況及び3年以内に

学位論文が提出できる可能性）、3）アドミッション・ポリシーについて（アドミッ

ション・ポリシーに当該学生が沿っているか）の項目を設ける。 

中間報告会報告書 １）研究の進捗状況（学会誌への投稿状況及び3年以内に学位論文が提出できる可能

性）、２）今後の指導方針の項目を設ける。 
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学位論文の審査は、１人の主指導教員と２人の副指導教員に加えて本研究科主指導教員有資格者２人の計５人

の審査委員の他、必要に応じて他大学の外部協力者を加えた審査委員会において公平かつ適切に実施され、最終 

的には研究科教授会の審議を経て可否が決定される。なお、学位論文の提出条件を申し合わせており、学位論文

の質の低下防止に努めている。さらに、特別に優秀な学生については早期修了制度を設け、社会人においては、

社会人早期修了プログラムを設けている。 

 本研究科では、「東アジア、東南アジア及び南太平洋諸国の大学を中心に、広く海外の大学、国際機関との連携

を深め、国際交流を積極的に進める。」という鹿児島大学の国際交流の基本目標を受け、留学生を積極的に受入れ

る他、社会のニーズに対応して社会人にも門戸を開いている（資料２－④） 

一般セミナー（講義）              一般セミナー（ポスターセッション） 

SINET3による「多地点制御遠隔講義」 

全国６つの連合農学研究科を構成する全18大学同時受講 

（H25.11.15 「農学特別講義Ⅱ（英語）」の講義；鹿児島大学

大学院連合農学研究科講義室） 

左側のスクリーンは、講師を中心として、周りに１８構成大学

の講義室が映し出される。なお、常時７大学の講義室しか映し

出せないため、交互に講義室が切り替わるようになっている。

右側のスクリーンは、講義資料が映し出される。
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資料２－④ 留学生及び社会人の入学状況 

年度

配属大学（研究科） 
計 入学者

数 
鹿児島(農) 鹿児島（水） 佐賀 琉球 

留学生 社会人 留学生 社会人 留学生 社会人 留学生 社会人 留学 社会

H22 3 2 7 1 8 1 4 1 22 5 43 

H23 3 4 7 0 7 0 2 3 19 7 38 

H24 0 3 3 1 2 0 9 3 14 7 35 

H25 2 3 7 1 1 2 5 1 15 7 29 

H26 4 3 2 1 1 1 2 1 9 6 26 

H27 3 2 2 1 4 0 5 4 14 7 35 

計 15 17 28 5 23 4 27 13 93 39 206

出典：研究科事務部資料 

本研究科では在学生を修士課程及び学士課程の教育補助者（TA）あるいは研究補助者（RA）として採用し、教

育研究指導者としてのトレーニングの機会を提供している（資料２－⑤）。平成18年度からTAの手引きを作成し、

任務遂行のために必要な基本事項の周知を図ると共にTA活動実施報告書の提出を義務づけ、さらに平成19年度

からは教育者の資質を効果的に向上させるシステムの一環として、TA活動の実態をより詳しく把握するためアン

ケート形式のTA活動評価調査を開始した。TAを行った本人が提出する活動報告書ならびにTAによる指導を受け

た学生を対象とした活動評価調査の結果は、ファカルティ・ディベロップメント委員会で集計し、より質の高い

TAの育成について継続的に検討している。（別添資料２－①） 

資料２－⑤ TA と RA の構成大学別年度採用数
年度 22 23 24 25 26 27 
   職種

研究科 

TA RA TA RA TA RA TA RA TA RA TA RA

佐賀大学 27 3 32 3 28 4 17 4 12 2 10 2 
琉球大学 17 3 13 6 18 4 20 6 19 2 20 3 
鹿大農 18 3 16 3 12 8 8 10 10 8 10 4 
鹿大水 6 7 11 5 11 6 6 4 5 6 8 4 
宮崎大学 1  0          
合計 69 16 72 17 69 22 51 24 46 18 48 13
出典：連大事務部資料 

指導教員による研究指導においては、個別指導の他、学生の研究進捗状況等を的確に把握し主体的学習を促す

ため、指導教員３人と学生が集まり、中間報告会（１年次）及び中間発表会（２年次）を開催し、学生の主体的

学習を促している。 

一般セミナー及び農学共通講義は、集中講義形式で行われるため、学生には指導教員による教育研究指導を受

けながら主体的に予習復習する時間が十分確保されている。 

一般セミナーにおける各種情報交換の場は、学生の意識啓発やモチベーション強化にとどまらず、学生が幅広

い分野の知識を深める機会を提供している。 

学生は各自のパソコンから、文献検索は勿論のこと電子ジャーナルにもアクセスできる体制になっているので、

自主的に最新の情報を得ながら研究を進める体制になっている。 

学生に対しては国内外の学会等での発表を指導・奨励しており、本研究科独自の取組みとして平成17年度から

は国際会議の発表に対して研究費の支援を実施している他、平成19年度からは学生の論文掲載に対する支援を開

始した。 

なお、研究助成に関しては、平成25年度からより質の高い研究を促すことを目的に競争的部分を取り入れたこ
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とから、支援件数が減少している。 

近年、学生においては、質の高い学術雑誌への投稿を目指す傾向があり、併せて外国開催の国際会議での口頭

発表等を積極的に行っている。（資料２－⑥、⑦、⑧） 

資料２－⑥ 教育研究支援（単位：件数）                     出典：連大事務部資料

事項 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

学会賞・優秀賞 3 1 1 3 2 1

国際会議口頭発表 5 1 4 7 1 9

国際会議ポスター発表 7 4 3 2 5 4

投稿論文（主論文）1F1以上 11 21 11 14 7 9

投稿論文（主論文）上記以外 11 6 15 11 12 11

新聞等への掲載 0 0 0 2 0 0

研究助成（一般学生） 88 94 75 36 54 39

研究助成（女子学生） 42 4 4 2

資料２―⑦ 年度別投稿論文数と口頭発表数 

年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

投稿論文数 81 107 53 56 68 55

在籍者数（4.1現在） 130 134 133 121 109 102

在籍者一人当たり論文数 0.6編 0.8編 0.4編 0.5編 0.6編 0.5

口頭及びポスター発表数 159 139 106 119 107 66

在籍者一人当たり口頭発表数 1.2題 1.3題 0.8題 0.98題 0.98題 0.65

出典：研究科事務部資料 

資料２－⑧ 年度別 海外で開催された国際会議での口頭及びポスター発表件数 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

件数 31 23 17 20 21 22 

出典：研究科事務部資料 

(水準)  期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 本研究科独特の複数大学にまたがる複数教員による個別指導体制を始め、下記の①～④の取り組みにより、豊

かな専門性と分析力・俯瞰力・説明能力、国際性を備え、地域が抱える特色や課題に積極的に取り組む高度技術

者の養成という在学生、家族、修了生及び関連企業の期待に十分応えていると判断される。 

① 連合農学研究科独特の複数大学にまたがる複数教員による個別指導体制を採用し、合宿形式の一般セミナ

ー、他連合農学研究科との相互受講及び今後の社会人としての人材養成のためのセミナーなど、充実した教

育内容となっている。 

② 留学生を積極的に受け入れる他、社会人に対しても積極的に門戸を開き、関係者のニーズに応えている。 

③ TA、RA制度を活用し研究能力育成、教育的機能訓練等に役立てる工夫をしている。 

④ 学生に対する支援を行い、活発な国際会議等での発表、質の高い学術雑誌への論文投稿を促している。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

本研究科は、現代社会で求められている、人類の抱える食糧危機や環境の悪化など数多くの難題を解決できる

高度な研究・分析能力を備えたリーダーとなる人材、すなわち、研究分野に関しての課題探究能力と豊かな知識

を備え、国際社会にも貢献できる研究者、教育者、技術者を養成することを目的としている。 

本研究科では平成27年度までに862人（内留学生512人）の課程博士、134人（内外国人23人）の論文博士

が輩出（別添資料３―①）され、修了生は国内外の教育・研究機関等で指導的な立場で活躍している。 

平成22年度から27年度までの間では、毎年30人前後の課程博士を輩出している（資料３－①）。なお、論文

博士においては、平成22年度から主論文となる論文（レフェリー制のある学術雑誌にファーストオーサーとして

発表した学術論文）を５編以上有していることを条件としたため、審査を受けようとする者が大幅に減った。 

このため、平成27年度に提出要件を見直し、次のとおり改正したところである。 

イ 本研究科を単位取得退学、或いは満期退学した者は、ファーストオーサーの主論文を３編以上有すること。 

ロ イ以外の者は、ファーストオーサーの主論文を５編以上有すること。ただし、その内１編はファーストオ 

ーサー以外の共著論文を認めることがある。 

資料３－① 学位授与状況（課程博士・論文博士） 

課程修了による学位授与状況 

配属大学 
年度 

計 
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

鹿農 5 (3) 9 (7) 8 (4) 5 (2) 9 (1) 3  39 (17)

鹿水 5 (4) 7 (5) 8 (7) 7 (4) 3 (3) 7 (4) 37 (27)

佐賀 8  7 (3) 12 (8) 12 (9) 7 (6) 3 (2) 49 (28)

琉球 7 (3) 9 (4) 6 (5) 4 (1) 9 (5) 11 (6) 46 (24)

宮崎 1 (1)  1  2 (1)

計 26 (11) 32 (19) 34 (24) 29 (16) 28 (15) 24 (12) 173 (97)

課程を経ない者の学位授与状況 

配属大学 
年度 

計 
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

鹿農  2  1  3  

鹿水 

佐賀  1  1  

琉球  1  1  

計 0 0 0 0 3 0 1 0 0 0 1 0 5 0 

                     （ ）は外国人留学生内数 

出典：研究科事務部資料 

学位の標準修業年限内の学位取得率（資料３－②）については、春期入学者と秋季入学者の絶対数が違うため、

少々ばらつきがあるものの、ここ６年間の全体平均としては、44％程度である。なお、法人化以前の３年間(平成

13から15年度)の平均は46.9％であったが、法人化以後は50％前後で推移していたところ、最近にいたっては、

若干、取得率が落ち込んでおり、FD委員会等で検討を開始したところである。 
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資料３－② 標準修業年限内での学位取得率 

入学年月日 修業年（３年後） 入学者数
3年以内 

学位取得者数
 取得率

平成19年4月1日 平成22年3月 25 16 64.0%
平成19年10月1日 平成22年9月 3 1 33.3%

平成20年4月1日 平成23年3月 36 20 55.6%

平成20年10月1日 平成23年9月 4 0 0.0%

平成21年4月1日 平成24年3月 33 16 48.5%

平成21年10月1日 平成24年9月 7 2 28.6%

平成22年4月1日 平成25年3月 34 15 44.1%

平成22年10月1日 平成25年9月 9 2 22.2%

平成23年4月1日 平成26年3月 32 15 46.9%

平成23年10月1日 平成26年9月 6 3 50.0%

平成24年4月1日 平成27年3月 33 10 30.3%

平成24年10月1日 平成27年9月 2 0 0.0%
    計 224 100 44.6%

出典：連大事務部資料 

学生が身に付けた成果として、特に平成24年度と25年度において、天皇陛下からの御下賜金をもって設立さ

れた日本学術振興会育志賞に２年連続で受賞した。なお、学生の学会賞等受賞状況は資料３－③のとおりである。 

また、日本学術振興会特別研究員として平成22年度から平成27年度までの間（25年度は除く）、１人以上が

採択された。（資料３－④） 

これは、本研究科の教育が高く評価された結果である。 

資料３－③ 学生の学会賞等受賞状況 

年度 賞の名称 

平成22年度 第24回キチン・キトサンシンポジウムポスター賞 

 <シダおよびトクサ類LysM-キチナーゼの構造と機能> 

 7th International Crustacean Congress Best Student Poster Award 

 <Description of Morphology and Behavior Related to Water Circulation of Fiddler Crab Uca 

lactea > 

 30th International Symposium of the European Society of Nematologists Best poster award

 <Studies on the species-specific and female-biased phoretic behavior of the nematode 

Caenorhabditis japonica to its host insect Parastrachia japonensis>

平成23年度 国際フードファクター学会 2011年度大会(台湾、台北) ポスター発表賞 

 <Gane expression profiling of hepatic metabolic enzymes targeted by baicalein> 

 国際フードファクター学会 2011年度大会(台湾、台北) ポスター発表賞 

 <Effect of Peucedanum japonicum Thunb on the expression of obesity-related ganes in mice 

on a high-fat diet> 

平成24年度 第3回日本学術振興会 育志賞 

 <マメ科植物と根粒菌による共生窒素固定能強化の分子基盤解明及び作物への応用> 
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 Outstanding Scientific Presentation at 13th International Congress on Yeasts Best Prize at 

the 1st Asia Future Conferene  

<Engineering of yeast strain appropriate to production of bioethanol from hot 

compressed-water-treated lignocelluloses to> 

平成25年度 Excellent Oral Presentation Award 

 <Growth, stress tolerance and non-specific immune response of Japanese flounder 

Paralichthys olivaceus to probiotics in a closed recirculating system> 

 第4回日本学術振興会 育志賞 

 <社会性カメムシ類における親－胚間の相互作用とそのコミュニケーション機構の研究> 

 第20回日本生物工学会九州支部佐賀大会 学生賞 

 <Engineering of a yeast strain tolerant to fermentation inhibitors derived from 

lignocellulose.> 

平成26年度 沖縄協会 第36回 沖縄研究奨励賞(社会科学部門) 

 <沖縄県宮古島の地下水保全に関する資源循環型総合研究> 

 第19回日本フードファクター学会大会若手研究賞(Young Investigator Award, YIA2014) 

 <MEK1/2は死のシグナルとしてワサビ6-MSITCによるアポトーシスやオートファジーに働く> 

 植物微生物研究会 学生優秀発表賞 

<Effect of light irradiation to the root on the rhizobial proliferation and nodulation>

平成27年度 日本植物病理学会学生優秀発表賞 

 <奄美大島におけるトケイソウ東アジアウイルス(EAPV)の集団遺伝学的解析> 

 農業農村工学会教育賞 

<農業水利施設の水利・水利用機能診断手法の技術者への普及とその実践> 

 The 6th International Conference on Food Factors Poster Award 

 <Preventive effects and mechanisms of blue honeysuckle on nonalcoholic steatohepatitis 

In mice model> 

出典：研究科事務部資料 

資料３－④ 日本学術振興会特別研究員の受給状況 
受給年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度＊ 平成25年度 平成26年度 平成27年度

新規 種類（人数） DC１（１）

DC２（３）

DC１（２）

DC２（３）

DC１（１） 

DC２（１） 

DC１（０）

DC２（０）

DC１（１）

DC２（０）

DC１（０）

DC２（１）

継続 種類（人数） DC１（１）

DC２（２）

DC１（２）

DC２（３）

DC１（３） 

DC２（３） 

DC１（３）

DC２（１）

DC１（１）

DC２（０）

DC１（１）

DC２（０）

出典：連大事務部資料                   

大学院連合農学研究科では FD委員会が農学特別講義Ⅰ（一般セミナー）に関し、学生によるアン

ケートを実施している。アンケートの結果については、別添資料３―②のとおりである。 

平成 22 年度から 27年度の一般セミナーのアンケートによれば、１）個々のセミナーの理解度に

ついては、各セミナー毎に評価が分かれ、「ほぼ理解できた」が最低で 19％、最高で 92％であった。

セミナー全体を見てみると平均して 50％前後が「ほぼ理解できた」との回答である。、また、「ほぼ

理解できた」と「半分程度理解できた」を合わせると、各セミナーともほとんどが 80%以上となっ

ている。 
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この他、平成 25 年度から在学生（２年生）を対象として、講義全般、教員の指導等に関するアン

ケートを実施しており、その結果が別添資料３―③のとおりである。 

(水準)  期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

設置以来の入学者数に対する学位取得者の割合は 77.2％（入学者数 1092 人、学位取得者

数 843 人）であり入学者のニーズに十分応えている。一般セミナーでは受講生のアンケート

による改善のシステムが確立している。また、学生が身に付けた成果として、育志賞などの

賞を受賞しており、本研究科の教育が高く評価されており、在学生、家族、修了生及び関連

企業の期待に十分応えていると判断される。 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

本研究科では求人情報をホームページに掲載して学生に周知を図るとともに、指導教員

が中心になって指導学生の就職支援を行っている。平成 22年から 27年までの修了生の就

職率（ポスドク含む）は 86.6％で、平成 16 年から 21 年までの平均 86.0％を若干上回る。

これは、各構成大学で研究員制度を整備したため、研究員として大学に残る修了生が増え

たためである。就職職種別状況を見てみると、大学教員、研究所・団体職員、民間研究所

などの高度な研究・分析能力を必要とする職種に全修了生の 70％が就職していて、入学者

の期待に添った内容となっている。留学生のみについて見てみると、母国の大学教員や研

究所の研究員になる者の割合が最も高く、修了生の 73％がこれらの職種に就いており、母

国の大学や研究機関で中心的に活躍しているものも多数いる（資料４－①）。 

なお、平成 27年度までの累計は別添資料４－①のとおりである。 
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資料４－① 職種別就職状況 当該年度 5.1 現在調べ 

職種 
平成 22 年度 平成 23 年度 

日本人 留学生 計 日本人 留学生 計 

大学教員 1 6.7% 4 36.3% 5 19.2% 1 7.7% 6 31.6% 7 21.9%

研究所・団体等研 2 13.3% 3 27.3% 5 19.2% 2 15.4% 5 26.3% 7 21.9%

民間企業研究員 3 20.2% 0 0.0% 3 11.5% 0 0.0% 2 10.5% 2 6.3%

その他（含む研究

生等）
7 46.9% 1 9.1% 8 30.8% 10 76.9% 2 10.5% 12 37.5%

自営 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0%

未定（含む調査中） 2 13.3% 3 27.3% 5 19.2% 0 0.0% 4 21.1% 4 12.5%

計 15 100.0% 11 100.0% 26 100.0% 13 100.0% 19 100.0% 32 100.%

職種 
平成 24 年度 平成 25 年度  

日本人 留学生 計 日本人 留学生 計 

大学教員 0 0.0% 11 45.9% 11 32.4% 1 7.7% 6 37.5% 7 24.1%

研究所・団体等研

究員
4 40% 2 8.3% 6 17.6% 3 23.1% 1 6.3% 4 13.8%

民間企業研究員 3 30% 0 0.0% 3 8.8% 2 15.4% 0 0.0% 2 6.9%

その他（含む研究 2 20% 6 25.0% 8 23.5%  7 53.8% 6 37.5% 13 44.9%

自営 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

未定（含む調査中） 1 10% 5 20.8% 6 17.6% 0 0.0% 3 18.7% 3 10.3%

計 10 100% 24 100.0% 34 100.0% 13 100.0% 16 100.0% 29 100.0%

職種 
平成 26 年度 平成 27 年度 

日本人 留学生 計 日本人 留学生 計 

大学教員 4 30.8% 7 46.7% 11 39.3% 1 8.3% 3 25.0% 4 16.7%

研究所・団体等研 6 46.1% 3 20.2% 9 32.1% 3 25.0% 4 33.3% 7 29.1%

民間企業研究員 1 7.7% 0 0.0% 1 3.6% 5 41.7% 1 8.3% 6 25.0%

その他（含む研究 1 7.7% 4 26.7% 5 17.9% 2 16.7% 2 16.7% 4 16.7%

自営 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

未定（含む調査中） 1 7.7% 1 6.6% 2 7.1% 1 8.3% 2 16.7% 3 12.5%

計 13 100.0% 15 100.0% 28 100.0% 12 100.0% 12 100.0% 24 100.0%

出典：鹿児島大学大学院連合農学研究科概要 

修了生に対するアンケート結果によれば、指導教員に対する満足度は、期間内において全

て 80％以上で、平成 25年度にあっては 100%であった。また、獲得した能力（「実験又は 

調査を計画・遂行し、データを正確に解析・考察し、かつ説明する能力」「専門的な知識

及び技術を駆使して、課題を探求し、解決する能力」「社会の要求に対してさまざまな情

報を収集・分析し、問題点と課題を理解し、適切に対応する能力」）についてそれぞれ 80％

以上が身に付いたと回答している。（資料４－②） 

資料４－② 修了生アンケート（抜粋）          出典：研究科事務部資料

質問項目 評価内容 分布（％） 

H22 H 23 H24 H25 H26 H27 

共通セミナー(一般）の内容・方

法について 

よい 74 68 76 60 90 92

よくない 16 9 12 20 0 0

どちらとも言えな

い 

10 23 12 20 10 8

共通セミナー(特別）の内容・方

法について 

よい 84 77 92 60 66 77

よくない 0 9 0 0 0 0

どちらとも言えな

い 

16 14 8 40 24 23



鹿児島大学連合農学研究科 分析項目Ⅱ

－19-21－

教員の指導に満足したか 満足した 89 82 92 100 81 46

改善してほしい 11 18 4 0 14 39

どちらとも言えな

い 

0 0 4 0 5 15

中間発表は効果があったか 効果があった 90 90 80 60 62 46

効果がなかった 5 5 8 0 33 54

どちらとも言えな

い 

5 5 12 40 0 0

実験又は調査を計画・遂行し、デ

ータを正確に解析・考察し、かつ

説明する能力が身についたか 

身についた 95 95 88 100

身につかなかった 0 5 0 0

どちらとも言えな

い 

5 0 12 0

専門的な知識及び技術を駆使し

て、課題を探求し、解決する能力

が身についたか 

身についた 84 86 92 80

身につかなかった 0 5 0 0

どちらとも言えな

い 

16 9 8 20

社会の要求に対して様々な情報

を収集・分析し、問題点と課題を

理解し、適切に対応する能力が身

についたか 

身についた 84 82 96 40

身につかなかった 5 9 0 0

どちらとも言えな

い 

11 9 4 60

研究設備に満足したか 満足した 90 77 80 60 19 8

改善してほしい 5 23 16 0 67 69

どちらとも言えな

い 

5 0 4 40 14 23

他構成大学との情報交換や交流

があったか 

よくあった 26 27 20 20 24 23

たまにあった 48 41 40 40 38 54

ほとんどなかった 26 32 40 40 38 23

学位申請条件のレフリー付き学

会誌２編の要求はこのままでよ

いか 

このままでよい 74 100 88 100

厳しくすべき 5 0 4 0

優しくすべき 21 0 8 0

どちらとも言えな

い 

0 0 0 0

  回答学生 H20 年度（日本学生 17、留学生 6）、H21 年度（日本学生 16、留学生 16） 

      H22 年度（日本学生 10、留学生 9）、H23 年度（日本学生 11、留学生 11） 

H24 年度 (日本学生 9、留学生 16)、H25 年度 (日本学生 12、留学生 11) 

            H26 年度 (日本学生 11、留学生 10)、H27 年度 (日本学生 8、留学生 5) 

また、修了生の就職先へのアンケート調査によると（アンケ-ト数が14と少ないが、傾向

としてとらえることは可能と思われる）、「採用して非常に良かった」「採用して良かっ

た」の合計割合は92.3％となり、ほぼ全員の専門知識が優れているとの評価を得た。また、

専門技術、企画力、問題解決能力についても、各々85％、81.4％、92.8％の修了生が優れ

ているとの高い評価を受けた。一方、教養およびリーダーシップについてはそれぞれ71.5％

の修了生が優れているとの評価を受けている。（資料４－③） 



鹿児島大学連合農学研究科 分析項目Ⅱ

－19-22－

資料４―③ 就職先アンケ-ト（全体評価（採用してよかったか） 

出典：連大事務部資料

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 修了生の 70％以上が大学教員、研究所・団体職員、民間研究所などの高度な研究・分析 

能力を必要とする職種に就職しており、人材養成の目的を達成していると判断される。ま 

た、就職先へのアンケート結果によれば、専門知識については 81％、専門技術については 

79％が優れていると回答しており、高い評価を得ている。修了生に対して行った学生時代 

に受けた教育に関するアンケートでは、身に付いた各種能力について 76％から 94％という 

高い評価が得られており、在学生、家族、修了生及び関連企業の期待に十分応えていると 

判断される。 



鹿児島大学連合農学研究科

－19-23－

Ⅲ 「質の向上度」の分析   

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

平成 21 年度の本研究科の改組に伴う単位化、教育の見える化を図ったことに伴い、授

業内容が改善され、ｐ19-10（判断理由）に記載した①～④の取り組みにより、教育効果

を上げ、在学生、家族、修了生及び関連企業の期待に十分応えていると判断される。 

  また、教育課程は、高度技術者の養成の期待に応えるよう適切かつ柔軟に編成され、

充実した教育内容となっている。留学生を積極的に受け入れる他、社会人に対しても積

極的に門戸を開き、関係者のニーズに応えており、在学生、家族、修了生及び関連企業

の期待に十分応えていると判断される。 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

設置以来の入学者数に対する学位取得者の割合は 77.2％（入学者数 1092 人、学位取得

者数 843 人）であり入学者のニーズに十分応えている。また、学生が身に付けた成果と

して、育志賞などの賞を受賞しており、本研究科の教育が高く評価されており、在学生、

家族、修了生及び関連企業の期待に十分応えていると判断される。 

  また、修了生の 70％以上が大学教員、研究所・団体職員、民間研究所などの高度な研

究・分析能力を必要とする職種に就職しており、人材養成の目的を達成していると判断

され在学生、家族、修了生及び関連企業の期待に十分応えていると判断される。 
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